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外部社会によるアチェ支援

（1）ジャカルタ／インドネシア政府
インドネシア政府、アチェ州復興費用の半分を負担

　国家開発計画庁長官スリ・ムルヤニは2月26日、国民福祉調整相による会計局への報告会に出席したあ
とで、インドネシア政府がアチェ州復興の費用の半分を負担すると語った。アチェ州復興には450兆ルピ
ア（約5,600億円）かかる見通し。残りの半分は支援国や国際金融機関が負担する。復興期間は向こう5年間
を見込んでいる。一方、財務省会計局長ムリア・ナスティオンはアチェ州復興にかかる費用を400兆ルピア
と見積もっており、国家予算からは毎年50兆ルピアの支出が見込まれるとした。ムリア氏によれば、資金
配分が円滑に行われるよう、3月26日の緊急段階終了の前に、政府はアチェ州に財務省の特別事務所を設
置する予定。（Kompas 2005.2.28）

ブルナマ紙、アルウィ・シハブ国民福祉調整大臣にインタビュー

　アルウィ・シハブ国民福祉調整大臣は、アチェで復興事業を監督する政府高官の中でもトップの地位にあ
る。アルウィ氏は12月27日以降、外国からの救援部隊の調整も含め、様々な業務の調整に当たってきた。被
災直後はアチェに16日間滞在し、その後は1週間のうち5日はアチェで過ごし、2日はジャカルタで過ごすと
いう生活を送り、復興段階に入った今は1週間のうち4日をアチェで過ごしている。地震発生当時、アルウィ
氏はユドヨノ大統領と共にパプアにいて、次の日アチェに飛んだ。アチェへの支援が遅れた理由を尋ねると、

「アチェの行政機構は麻痺したままで、警察や軍も混乱しており、電気も通信システムも全てが破壊されてい
た」と述べた。アルウィ氏は、何から手を付けたらいいのかと半ばパニック状態にあったが、友好国からの支
援によって状況は徐々に改善されたという。「あんな大災害がアチェで起こるとは想像もしなかった。世界
中の指導者がアチェを訪れたが、アチェの状況を目の当たりにするにつけ、自分の目を信じられないとみな
口にした。私もアチェの状況……町の3分の1が破壊されているのを見たとき、恐怖に襲われた。川に行って
みると数百体の遺体があった。いたるところ遺体だらけだった。私も遺体を運ぶのを手伝った。あれは……普
通じゃない体験だった」。大災害から学んだ経験は何かと尋ねると、今回の災害は神の偉大さを証明し、生き
残った者への忠告であると答えた。「今回の津波は、アチェに紛争を閉じ込めていてはいけないという神の忠
告だと思っている。われわれは調和の中で暮らし、互いに密接な関係を構築し、過去を振り返るのではなく、
新たな一章を開いて行かなければならない。アチェの人びとが平和で豊かに暮らせるよう信頼を築かねばな
らない。古傷は生産的で建設的な協力を通じて癒されなくてはならない。富も権力も何の意味を持たない。
それらはいつかわれわれの手から奪い去られてしまうものだ。われわれは傲慢であってはならない。神は全
てお見通しだ。これが私が、そしてインドネシアの全ての人たちが学んだことだ」。アチェの人びとは数年間
苦難を強いられてきたうえ、津波によってさらなる苦難がもたらされたと思うと、本当に悲しくなるとアル
ウィ氏は語った。「われわれは懸命に努力していかねばならない。5年後、アチェは発展と成功を享受し、人び
とは平和に暮らしているだろう」。（Bernama 2005.3.8）

教育再建に50以上の国・機関からの支援　「災害はすでに国際的災害」

　国家教育省は3月9日、アチェと北スマトラにおける教育再建プログラムを策定するために支援国・機関
との会合を開催した。インドネシア政府と57の支援国・機関が出席し、津波による被害状況の確認と、復興に
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必要な費用の見積もりが行われた。国家教育省官房局長バウドウィによれば、すでに50以上の国と機関にア
チェと北スマトラを支援する用意があり、「アチェと北スマトラの再建を支援しようとする国際社会の関心
はきわめて高い」と評価した。バウドウィは、「今回の地震・津波被害を受けて、大変多くの国・NGO・機関が支
援を申し出ている。被害の大きさという点から見ると、今回の災害はもはや国家的災害にとどまらず、国際的
な災害になっているといえるだろう」と述べた。現在アチェとニアスの教育再建に必要な費用は5兆9,000億
ルピアと見積もられているが、今後さらに増える見通し。国家教育省では、各国・機関の支援がどの程度か情
報を収集している。すでにユニセフは300校の学校建設を約束している。再建は国家対策局が設定した緊急
支援段階（災害発生後6ヵ月間）、復興段階（2年後まで）、再建段階（2～5年後まで）にあわせて行われる予定。

（Media Indonesia 2005.3.9）

アチェ再建のため女性を意思決定に関与させよ

　3月9日にジャカルタで開かれたセミナー「アチェ社会の再建における女性の代表性」（女性研究所主催）
において、アチェ州の津波被災者に関する詳細なデータが利用可能になっていないことがアチェ再建の活
動を困難にしているとの意見が出された。災害対策本部が用意しているデータはきわめて一般的なものに
すぎず、男女比、地域差、直面している問題が何なのかといった情報が含まれていない。アチェ州女性開発
局局長ライシリマは、アチェ再建にジェンダーの視点を導入できるように、男女の別や年齢、直面している
問題が明らかになるようなデータつくりを女性開発局として優先的に行っていきたいと述べた。また、遺
産や土地所有、子どもの親権などの法的問題に女性が対応できるように対策を講じていく方針も明らかに
した。インドネシア・アチェ女性パートナーシップのシャリファは、津波の前も後も女性が意思決定に参加
していないという問題があると指摘した。シャリファによれば、カヌンと呼ばれるアチェ州の州条例には
女性の利害に関わる条項があるが、女性は意思決定に関与していない。また、ティファ（TIFA）のアレクサ
ンダーは、こうした問題を解決するひとつの方法として、アチェ州行政の3つの柱である地方政府、地方議
会、ウラマー評議会のそれぞれに女性メンバーの数を増やし、その質を向上させることを提案した。アチェ
のウラマー評議会には女性の代表がほとんどおらず、アチェの再建に女性の声を反映させることができな
いでいるという。（Kompas 2005.3.10）

「持続的発展のための地方政府ネットワーク」サミット、地震・津波被災地の再建を宣言文に盛り込む

　北スマトラ州のトバ湖で行われていた「持続的発展のための地方政府ネットワーク」（nrg4SD）サミット
で発表された「トバ湖宣言」に、アチェなど津波被災地域の開発支援を明確に示す項目が盛り込まれた。こ
のサミットは3月11日にユドヨノ大統領が開会し、世界各国からの参加者約1000人が持続的発展のため
の相互協力について話し合った。このサミットでは、政府フォーラム（トバ湖会場）、学術フォーラム（ブラ
スタギ会場）、経済フォーラム（メダン会場）がそれぞれ行われた。「トバ湖宣言」の第7項は、地方政府のネッ
トワークは津波で被災したアチェや他のインド洋沿岸の11地方の再建を、地元コミュニティの要望を汲み
取りながら戦略的に支援していくと宣言している。リザル・ヌルディン北スマトラ州知事は、持続的発展の
主体は地方政府であり、世界中の地方政府が協力すれば持続的発展の達成は困難ではないと呼びかけた。

（Bernama 2005.3.13）

（2）国際社会・諸外国
前・元米大統領がインドネシア訪問　地震・津波被害地を視察

　米国のクリントン前大統領とブッシュ元大統領が2月20日にアチェ州を視察する。在インドネシアの米
国大使館当局者が18日AFP通信に明らかにした。両大統領は20日朝、同国のメダンでユドヨノ大統領と
会談、その後アチェ入りする予定。クリントン前大統領とブッシュ元大統領は、子息のブッシュ現大統領に
よって、津波被害を支援するための民間の義捐金集めを要請されている。クリントン前大統領は国連から
も津波被害救済の特別大使に任命されている。2人の大統領は州都バンダアチェ近郊の避難民キャンプも
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訪問する予定。同当局者によると、2人の大統領はこの後、スリランカ、タイ、モルジブなど大きな被害を受
けた国々を歴訪する。（時事通信 2005.2.18）

アチェで外国人テロの恐れ　豪政府が警戒呼び掛け

オーストラリア外務貿易省は2月19日、アチェ州で救援活動に当たる外国人に対し、テロリストが攻撃を計
画している可能性があるとの情報を得たとして、警戒を呼び掛ける渡航情報を発表した。渡航情報は、アチェ
州への旅行を避けるよう勧告。滞在中のオーストラリア人に対しては、インドネシア当局によって安全が確
保されていない場合は出国するよう求めている。（共同通信 2005.2.19）

イスラム諸国会議機構とイスラム開発銀行、アチェに対して1,450億米ドルの支援を決定

2月19日からジェッダで開催されているイスラム諸国会議機構の経済フォーラムに出席しているアブドゥ
ラ首相によれば、同機構はイスラム開発銀行と協力し、アチェの被災孤児を支援する5件の主要プロジェ
クトのために1,450億米ドル（約16兆円）を支出するとのこと。イスラム諸国会議機構の議長を務めるアブ
ドゥラ首相は、イスラム開発銀行総裁アフマド・モハメド・アリ博士とイスラム諸国会議機構事務局長エクメ
レディン・イフサンオウル教授と会談を行った後、上のように語った。そのうち最初に実施されるものとして
孤児院を設立するプロジェクトがあり、3ヵ月以内に実施される予定。インドネシア政府とイスラム諸国会議
機構およびイスラム開発銀行は現在、この孤児院の規模と設立場所を検討中。また、イスラム諸国会議機構と
イスラム開発銀行は、インドネシア人が被災孤児を養子として引き取るための基金の設立を支援する計画で
ある。アブドゥラ首相によれば、これ以外の3件のプロジェクトは、イスラム諸国会議機構の参加国がNGOな
ど民間団体と協力して実施することも可能だとのこと。現在までにNGOは3万2,000人の被災孤児を引き取っ
ている。アブドゥラ首相はこれらの支援について、ムスリムが住民の大半を占めるアチェに対するムスリム
世界の支持を反映しうるよう、イスラム諸国会議機構やイスラム開発銀行の名において支援がなされるべき
だと求めたインドネシアのユドヨノ大統領の要請に沿うものだと述べた。（Utusan Malaysia 2005.2.20）

国際赤十字社が香港で会合、支援金の支出方法を協議

赤十字国際委員会、国際赤十字・赤新月社連盟、各国の赤十字社・赤新月社の代表者に国連代表者を加えた
100人が、3月3日から3日間香港で会合を行い、スマトラ沖地震の被災国に対する長期的支援における支
援金の支出方法について協議する。赤十字社によれば、同社は津波被災者に対する支援金を約170億米ド
ル集め、すでに1億2800万米ドルを支出した。アナン国連事務総長の特命全権特使であるヴァルストロム
は会合の席上で、インドネシア、スリランカ、インド、モルディブの4カ国の復興事業には10年間の歳月と、
150億米ドル（約4,110億円）の費用が必要となるであろうと述べた。（Star 2005.3.4）

「依然40万人の津波避難民」　植木広報官

アチェ州で支援活動を行う国連人道問題調整事務所の植木安弘広報官が3月17日、日本記者クラブで会見
した。アチェ州の状況について、植木広報官は「今も毎日約50体の遺体が収容され、インドネシア政府によ
ると依然40万人の避難民がいる」と報告。同国政府が、発生3ヵ月となる今月26日を機に緊急支援の終了を
宣言する予定だとしながらも、「持続的な人道・復興支援のニーズはまだある」と指摘した。今後の復興につ
いて、日本が貢献できる技術、情報などのソフト面も必要となるとの考えを示した。また、イラク戦争前に
国連大量破壊兵器査察団の報道官として活動した経験と比較して、「国際社会が真っ二つになったイラク
戦争の時とは対照的に連帯があり、国連としても熱意を持って取り組むことができた」と語った。（毎日新
聞 2005.3.17）

ニュージーランド、アチェ脱出の際の収賄の事実を示す証拠は未確認

ニュージーランドの外務大臣フィル・ゴフは、津波被災後のアチェから脱出しようとする人たちから賄賂
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を受け取りニュージーランド空軍の救援機に乗せていたと伝えた『ニューズウィーク』の報道に対し、そ
のような事実があったか否かまだ確認できていないと語った。『ニューズウィーク』は、ニュージーランド
C130輸送機でバンダアチェからジャカルタに脱出した避難民の半分が「脱出者を選抜するインドネシア
国軍に70米ドル支払って搭乗を許されたきれいな身なりの人々」だったと描写した。これに対してゴフ外
相は「その可能性は否定できないが、それを証明する証拠も得られていない」と述べた。ゴフ外相によれば、
上級将校や政府高官を含めて全てのレベルにおいてインドネシア当局と賄賂について調査したとのこと。

「インドネシア政府はわれわれに対して、インドネシア政府はそのような行為を断固許さず、そのような行
為を示す証拠が見つかれば事態を重く受け止め責任を厳しく追及すると保証した」。ゴフ外相は、インドネ
シアの汚職は大きな問題だが、政府は汚職をなくすよう取り組んでいるとし、「汚職は常に伴う危険だ。わ
れわれはその危険を最小限なものにしようと努めている。ニュージーランド空軍はたとえ何が起こって
も誠実に行動してきたことは明白だ」と語った。1月の終わりに『ニューズウィーク』の報道がなされた時、
ニュージーランド国軍スポークスマンはニュージーランドの国軍スタッフは誰を避難させるかという選
抜には無関与で、全員が純粋な避難民だったと確信していると語った。ゴフ外相は、『ニューズウィーク』に
3回メールを送り、さらなる情報を求めているが返事がないとのこと。（Star 2005.3.18）

ユネスコ国際海洋学委員会主催の会議、インド洋に津波早期警告システムの設置を決定

　ユネスコ国際海洋学委員会が主催した会議において、2006年の末までにインド洋に津波早期警告シス
テムを設置することが決定した。この会議は国連やインド洋諸国から専門家を招いて3月3～8日の5日間
パリで行われた。当面の措置として、4月1日以降、インド洋諸国は東京とハワイの地震観測所から地震に
関するデータを受信できるようになる予定。タイやインドネシア、マレーシアからほど近い6ヵ所の地点
に波の高さを計測する装置を設置し、既存の観測システム15ヵ所の改善・改良を図る。インド洋以外の地
域から会議に参加した各国代表者から、南シナ海や南太平洋、カリブ海、大西洋、地中海などにも津波早期
警告システムを設置し、これら地域の既存の観測システムを改良してほしいとの要望が出された。（Star 
2005.3.21）

（3）研究者
津波はアチェの孤立を打破する機会

　2月17日、ジャカルタでEUの後援で開かれた「イスラムと多元主義の国際センター」によるワークショッ
プで、政治社会学者のファクリ・アリは「津波後、アチェは突然国際化した。これはアチェの住民を孤立と汚
名から解放するよい機会である」と述べた。ファクリ・アリは、これまでアチェは急進的なムスリムで権力
者を脅かす存在であるとの汚名を着せられ、アチェ住民が不公正に対して向けてきた英雄的な精神は安定
の名の下に弾圧されてきたと述べた。「かつてアチェ人は非常に開明的でコスモポリタンな人々だった。し
かし、植民地支配と弾圧により、彼らはともに抵抗するためのイデオロギーとしてイスラム教を掲げるこ
とになったのだ」と語った。ファクリ・アリによれば、権力者はこのように抵抗の拡大を危険とみなし、分離
政策をとったり、軍事作戦を行ったりした。「キリスト教化」問題という争点も、そうした分離政策の一端
である。これを受けて、インドネシア協会代表会議（KWI）宗教信仰関係局長ロモ・ベニー・スセトヨは、ア
チェと北スマトラの被災者を支援しようとする支援者やボランティアが宗教の旗や政治イデオロギーを
持ち込まないよう求め、「すべての支援が人道と正義にもとづき行われることを望む」と語った。（Kompas 
2005.2.19）

アチェの津波被災者の移動・再住計画が紛争解決の鍵

　ジャカルタ・ポストに掲載されたトトク・アミン・スフィヤント（ハーバード大学人道的政策・紛争研究プ
ログラムおよびボストン大学教育学部の研究助手）の論文を転載。「アチェ復興・再生における重要な事業
のなかに、被災者の移動・再住計画とバンダアチェおよびその他の地域における都市再開発がある。アチェ
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が民事戒厳令下にあることは隠しようのない事実であり、インドネシア政府は相変わらずGAMの制圧を
続けている。反乱勢力に対するアプローチとして2つの方法がある。1つは反乱勢力の心を勝ち取り、反乱
を起こす動機を失わせるものである。もう1つは武力によって反乱勢力を鎮圧するものである。いずれにお
いても住民の移動・再住計画が重要な戦略として指摘されている。インドネシア国軍はアチェの反乱軍と
数十年間戦ってきているが、ほとんど進展がない。軍事戒厳令および民事戒厳令はアチェにおける中央政
府の権威を高める上で重要な効果をもたらしたが、平穏な状況が長く続くという保証はほとんどない。力
や恐怖で人々を押さえ込めば、人々の支持を勝ち取るのは難しい。それがGAMを生き長らえさせる主な要
因にもなっている。
　かつて住民の移動・再住計画によって反乱勢力を沈静化するのに成功した国家がある。マラヤ（1948-
1960）、ベネズエラ（1960年代）、トルコ（1984-1990年代）である。その中でもトルコの例は興味深い。トルコ
政府はクルド人労働党を無力化するため、クルド人に対して全面的取り込みと部分的な制圧を組み合わせ
て対応した。中央政府はクルド人居住区を再編成し、新たな居住区に集住させ、インフラを整備し、経済的
自治を与え、文化的自由を認めた。クルド人は経済的繁栄を享受するにつれ反乱勢力に背を向け始め、クル
ド人反乱勢力の戦力は低下した。人々が反乱を起こすのは、それによって生活がましになると思うからだ。
アチェ人は今よりましな生活ができるかもしれないと思って反乱勢力に参加したりそれを支持したりす
るのだ。アチェには豊富な天然資源があるにもかかわらず、インフラ設備が不十分であるという話をよく
耳にする。インドネシア政府がアチェに対する過去の政策を見直す上で、津波はある種の賜物となるだろ
う。インドネシア政府は津波被災者をインフラ設備を整えた適切な場所に移動・再住させ、家のない被災者
に家を供給し、家屋が損壊した人々に対して所有権を保証することによって英知と思慮深さを示すことが
できる。これらの方策へ、国際的な支援基金がつぎ込んでくれる支援金や、天然資源から得られる収入を加
えれば実行不可能ではない。インドネシアの未来を決定する要因がアチェであるという事実を考慮に入れ
て住民の移動・再住を行わねばならない。もしここで失敗したら、この先も失敗し続けるだろう。政府は人
道的なアプローチを取るべきだ。暴力を深化させる政策や行動に頼ってはならない。アチェ人が直面して
いる問題を、他のインドネシア人が注意深く観察している」。（Star 2005.2.27）

スマトラ島沖地震が活断層に圧力、地震再発生の可能性＝科学者

　科学者らは3月16日、昨年12月のインド洋津波を引き起こしたスマトラ島沖地震が活断層に圧力を加
えたことで、同地域で大地震が再び発生する可能性が高まっているとの見方を示した。スマトラ島沖地震
により、同地域の他の活断層に新たな圧力が加えられたことになり、最大マグニチュード7.5規模の地震
が発生する公算が顕著に大きくなったほか、警戒システムの必要性がますます強まった、という。アルス
ター大学のジョン・マクロスキー氏は、ロイター通信に、「われわれの調査で得られた結果は明らかに、この
地域における地震発生の危険が引き続き大きいことを示している」と語った。新たな地震がいつ起こるか
を予想するのは難しいが、過去の例をみると、日本では数年の間に2度、大地震が発生している。（ロイター 
2005.3.17）

（4）マレーシア
マレーシアの商業会議所、インドネシアとタイの商業会議所に
被災地再生の経済プロジェクトの提携を呼びかけ

　クダ州マレー人商業会議所の会長ザイナル・アビディン・アブドゥル・ハミッドは2月8日、ブルナマの
インタビューに対して、「インドネシア・マレーシア・タイ成長の三角地帯」（IMT-GT）の領域内にある商
業会議所は津波の被害を受けたアチェとプーケットの人々に仕事を提供するようなプロジェクトを計画
し、被災地の再生に役立てるだろうと語った。アチェに合弁企業を設立することも考えられるとのこと。
IMT-GTは3ヵ国間の貿易や投資を促進し、同地域から域外への輸出を増大させ、域内の福祉を向上させる
ことを目的に1963年7月に設立された。アチェ、北スマトラ、サトゥン、ソンクラー、パタヤ、ヤラ、ナラティ
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ワット、クダ、プルリス、ペナン、ペラを含む。ザイナル氏は、アチェ当局はアチェに投資しようとする人々
に対してできる限り迅速に操業許認可を付与するなど、この試みを実現するために自身の役割を演じる必
要があると語った。ペラ州インド人商業会議所の会長BK ・クマールも、3ヵ国の商業会議所は団結し、合弁
企業を立ち上げるなどしてアチェの再開発を支援するべきだと語った。（Bernama 2005.2.8）

マレーシア国際イスラム大学同窓会、アチェ人青年に教育を保障する支援活動を開始

　マレーシア国際イスラム大学（UIAM）の同窓会によれば、同会はアチェの被災孤児を支援する準備を
整えた。同窓会副会長のカイル・ンガディロン（Khair Ngadiron）によれば、UIAM同窓会はかつてボスニ
ア・へルツェゴヴィナの青年たちに対して同様の長期的支援を行ったことがある。「われわれの主要目標
はアチェの青年に教育を保障し続けることだ」。アチェの被災孤児の数は当初3万5000人と伝えられてい
たが、現在では10万人と推定されている。「UIAMやその他の教育機関同様、わが同窓会も教育や社会的分
野において幅広い経験を提供できると確信している。UIAMおよびアチェで学んでいるアチェ人学生を支
援の対象者に想定している」。支援活動を支える資金を集めるため、慈善公演を計画中とのこと。（Utusan 
Malaysia 2005.2.11）

ユドヨノ大統領がマレーシアを訪問、アブドゥラ首相と会談

　ユドヨノ大統領はアジア歴訪の最初の訪問地として2月14日にマレーシアを訪れ、アブドゥラ首相と会
談した。 アブドゥラ首相との共同記者会見においてユドヨノ大統領は、インドネシア政府はアチェ再建の
基本計画を作成中であり、3月中旬か下旬までにその作業を終わらせ、詳細をマレーシアに伝える予定だと
語った。ユドヨノ大統領は、現地の状況を考慮しつつ都市や住宅、インフラ設備の開発を行ってきたマレー
シアの経験を高く評価し、インドネシアのインフラ設備の開発にマレーシアの民間企業も参加するよう期
待すると述べた。両国の首脳は今回の会談で、CN235の製造・販売と、マレーシアにおけるインドネシア人
労働者に関する2つの覚書に署名した。（Bernama 2005.2.14）

ユドヨノ大統領、プトラジャヤを視察

　インドネシアのユドヨノ大統領は2月15日、マレーシアの行政首都プトラジャヤを訪れ、プトラジャヤ
の計画や開発に関して約30分間説明を受けた。アブドゥラ首相がこれを主催し、プトラジャヤ社のジェバ
シガム・アイザック・ジョン氏が説明を行った。（Bernama 2005.2.15）

マレーシア国軍は必要とされる限りアチェに滞在する

　国防副大臣ザイナル・アビディン・ズィンは2月19日、マレーシアの軍隊はいつまでアチェに滞在するの
かという記者団からの質問に対し、マレーシア国軍は必要とされる限りアチェに滞在すると語った。「イン
ドネシア政府に誓ったとおり、われわれは自身の任務を遂行することに打ち込んでいる」。ザイナル国防副
大臣は以前大アチェ県ジャントのマレーシア災害支援センターで被災孤児の支援を統括していた。今回は
その後の発展を視察するためアチェを訪れた。（Bernama 2005.2.19）

アズミ内務大臣、アチェ人不法滞在者に対して法的措置は取らない

　アズミ・カリド内務大臣は3月1日に開始された不法滞在者の一斉逮捕に関して、アチェ人に対して法的
措置は取らないと語った。同大臣は不法滞在者の逮捕に携わる人員に対して、旅券を持たないアチェ人を
発見した場合、その人を解放するよう指示したとのこと。「われわれはアチェの被害の大きさを認識してお
り、12月26日以降アチェに戻った人がほとんどいない理由を理解している。だが被逮捕者がアチェ人であ
ることを証明できなければその人に対して法的措置を取らざるを得ない。われわれはアチェ出身者かそう
でないかを判断する独自の手段を備えている」。国連難民弁務官の手紙を所持する政治的亡命要求者も逮
捕の対象外となる。（New Straits Times 2005.3.3）
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マハティール前首相、世界的な災害救援のための世界機構設置を提案

　マレーシアのマハティール前首相は3月3日、ソウルで開かれた「津波後の復興と協力に関するアジア指
導者会議」において、津波発生後、各国政府が国際支援に対応するための特別な機構や制度を持っていな
かったという問題点を指摘した上で、国際社会が国際的な支援を行うための特別な機構をつくるべきであ
るとの意見を表明した。このほかに、マハティール前首相は復興の際に配慮されるべき点として次の3点を
挙げた。（1）全世界の人々に対する津波についての教育、（2）災害が起こる可能性についての情報、（3）救援マ
ネージメント。「国際社会はアチェで起こったような災害に対応するための機構を持つべきである。食糧を
欲しているのに衣料が与えられるといったことが起こらないように、より有効な救援の方法が求められて
いる」と述べた。（Kompas 2005.3.4）

マレーシア国防大臣「アチェで人道支援活動を行うマレーシア国軍兵士に特別手当を」

　マレーシア国防副大臣ザイナル・アビディン・ズィンによると、国防大臣は現在アチェで活動している
500人のマレーシア国軍兵士・人員のために特別手当を支給するよう政府に要請する予定。国境付近や外国
で活動する兵士に特別手当を支給することは以前にもあり、特に新しいことではない。副大臣は、マレーシ
ア国軍はインドネシア政府の要請に従ってアチェで人道支援を行っており、インドネシア政府がマレーシ
ア国軍を必要としなくなるまで滞在すると語った。（Bernama 2005.2.20）

マレーシア・イスラム青年運動、被災孤児支援のために最低10億リンギが必要

　マレーシア・イスラム青年運動（ABIM）の会長アフマド・アザム・アブドゥル・ラーマンによれば、ABIM
はアチェの被災孤児の支援のために最低10億リンギを必要としている。これはABIMと連邦直轄区宗教議
会ザカート徴収センターが世話をしている120人の孤児の衣食住を確保する上で必要な金額とのこと。現
在孤児を収容している建物の修繕も必要で、「床に穴が開いていたり、祈祷部屋の屋根が雨漏りしていたり
する。トイレやベッドが足りず、購入しなくてはならない。さらに、今のままでは過密状態なので収容施設
を増やしたいと思っている」。ABIMはこの施設のほかにも、バンダアチェから112km離れたシグリに家
を3軒確保し、そこに孤児を受け入れている。ABIMはこれまでに10万リンギを供出し、衣食住のほかに教
育や医療、精神的ケアなども提供した。（Utusan Malaysia 2005.3.7）

アマン・マレーシア、子どもを伝染病から守るためワクチンが必要

　アマン・マレーシアは現在、バンダアチェで医療活動を行っている派遣チームからの連絡を待機中。連絡
を受け次第、必要な医療物資をアチェに送る計画。コーディネーターのムクリズ・マハティールによれば、
アチェの子どもたちを伝染病から守るためワクチンが必要だとのこと。（Utusan Malaysia 2005.3.7）

マレーシア医療救助協会、防災・危機管理のための国際諮問会議を開催

　アジア災害復興対応ネットワーク（ADRRN）の事務局を務めるマレーシア医療救助協会は、防災や災害
の被害を最小化する危機管理を重要視し、それをテーマとした諮問会議を3月15日に開催する。会議には
インドネシアや日本、ネパール、インド、マレーシアなどから専門家が出席する。マレーシア医療救助協会
の会長でADRRNの議長であるジェミラー・マフムド医師によれば、アチェ州公共事業局の局長シャフリ
ザル博士や京都大学のコバヤシ教授〔小林正美教授？〕などが参加するとのこと。会議はペトロナス・ツイ
ンタワーで非公開で行われる。ADRRNは4月にインドやネパールの専門家からなるチームをアチェに派
遣する予定。マレーシア医療救助協会は、大アチェ県のスブンアユで77戸の住宅再建を開始した。同協会は
このほかにバンダアチェやロンガ、ムラボなどで看護士養成学校3校、薬剤師養成学校1校、コアハウス250
戸、支援センター3ヵ所を設立する予定。（Bernama 2005.3.11）
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マレーシア医療救助協会、ボランティアへの理解を雇用者に呼びかけ

　マレーシア医療救助協会のジェミラー・マフムド医師はマレーシア国内の雇用者に対し、津波被災地域
でボランティア活動を希望する被雇用者がボランティア活動に参加しやすくなるよう便宜を図ってほし
いと呼びかけた。ジェミラー医師によれば、「アチェに対するメディアの関心は薄れつつあり、各国のNGO
も撤退し始めている。アチェではまだまだ多くの復興事業が必要。小児科医や医療専門家も依然として求
められている。だが多くのボランティアが上司から『帰ってきたら仕事はないぞ』と脅されたり、上司の反
応を気にして休暇を申し出ることができなかったり、直前になって出発を取りやめたりしている」とのこ
と。（Star 2005.3.13）

アチェの被災孤児の里親を募集

　マレーシア自警団（Rela）の会長マハディ・アルシャドは、アチェの被災孤児支援を希望する人はRelaと
マレーシア・イスラム青年団（ABIM）および連邦直轄区宗教議会ザカート徴収センターが共同主催するプ
ログラムを通じてその希望をかなえうると語った。このプログラムはラムロム・ブト基金が引き取った5～
15歳の被災孤児を対象とし、毎月100リンギを最低1年間給付する。1人の里親が2人以上の孤児を支援す
ることや、最大5人の里親が1人の孤児を支援することも可能で、2年目以降も支援を継続することができ
る。このプログラムは、インドネシア国外にアチェの被災孤児を連れ出すことを禁止したインドネシア政
府の方針に合致するとマハディ氏は強調する。支援金はマレーシアRela慈善基金に現金か小切手で送金す
る。支援金は毎月送金してもいいし、3ヵ月分または1年分を一括で送金してもかまわないが、プログラム
開始時は3ヵ月分の支援金を一括送金しなければならない。里親になるには、一定の基準や条件を満たして
いる必要がある。養子には里親の背景が知らされ、養子と里親の相互交流や関係強化が図られる。Relaは、
60～100人を収容しうる宿舎をアチェに建設する予定。工事は6月に開始され、2週間で完成の予定。建設費
用は10万リンギの見込み。（Bernama 2005.3.13）

アチェ人不法滞在者の処遇は正式裁判で決定

　マレーシアで3月1日以降に逮捕された不法滞在者の略式裁判が3月14日に始まり、クアラルンプールで
は同日にインドネシア人不法滞在者57名が略式起訴された。この57名は3月1日午前0時30分にクアラル
ンプール市内で逮捕された人たちで、年齢層は20～50代で、5名が女性、ほとんどが建設現場の作業員だっ
た。そのうち半数がアチェ人。起訴の内容は、不法入国48名（17名が起訴事実を自認、31名が否認）、滞在期
間超過5名（全員が起訴事実を自認）、ビザ偽造3名（2名が起訴事実を自認、1名が否認）。不法入国の起訴事
実を否認した31名はアチェ人で、25名が起訴の撤回を求めており、残りの6名は国連難民高等弁務官事務
所（UNHCR）の庇護を求めている。この訴えに対してそれぞれ4月18日と同14日に正式裁判が行われる。（南
洋商報 2005.3.14）

ミッシェル・ヨーがアチェを訪問

　国連世界食糧計画（WFP）によると、『007 トゥモロー・ネバー・ダイ』でボンド・ガールを演じたマレーシ
ア人女優ミッシェル・ヨーはアメリカのヒップホップ・グループBlack Eyed Peasとともに、3月14日にア
チェを訪れる予定とのこと。この訪問のスポンサーはWFPで、マレーシアで行われる津波被災者への義捐
金を募るチャリティ・コンサート"Force of Nature for Tsunami Aid"に先駆けて行われる。ヨーはマレー
シアに拠点を置く非営利団体フォース・オブ・ネイチャー基金の代表としてアチェを訪れる。チャリティ・
コンサートは3月18日にクアラルンプールで行われ、Black Eyed PeasのほかにBackstreet BoysやBoyz 
II Men、Lauryn Hill、Wyclef Jeanなどが出演する。（Star 2005.3.15）

フォース・オブ・ネイチャー基金、様々な活動を展開

　国連世界食糧計画のアレンジにより、フォース・オブ・ネイチャー基金の親善大使ミッシェル・ヨー、アブ
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ドゥラ首相付津波災害援助支援特使で同基金特使のラザリ・イスマイル、UMNO青年団副団長のハイリー・
ジャマルディンが3月15日にバンダアチェを訪れた。17日の夜に催されるペトロナス・マレーシア・F1グラ
ンプリ晩餐会ではチャリティー・オークションが行われ、その収益は同基金に寄付される。18日には同基金
によるコンサートが企画されており、マレーシアからはダヤン・ヌルファイザーやシーラ・マジッド、アヌアー
ル・ザインが出演する予定。チケット代は82リンギ、182リンギ、242リンギ、352リンギ、552リンギ。詳細
はwww. forceofnature.orgを参照。（Star 2005.3.16）

コンサートの募金目標金額は1,000万リンギ

　アチェを訪れたフォース・オブ・ネイチャー基金のラザリ・イスマイル特使は、「アチェの子どもたちは家
や愛する人びとを失ったが、彼らの瞳の中には希望の光が見出せた」と語った。ラザリ特使は、アチェに対
するメディアの関心は薄れつつあるが「われわれがしてきたことはまだほんのわずかなもの」だとし、さ
らに多くのことがなされなければならないと語った。フォース・オブ・ネイチャー基金は、インドネシアや
スリランカ、モルディブの津波被災者を支援する様々なプロジェクトを推し進めていくかまえ。同基金は
1,000万リンギの義捐金調達を目標に、3月18日夜7時からブキッジャリルのプトラ・スタジアムでコンサー
トを開催する。（Star 2005.3.17）

フォース・オブ・ネイチャー特使、次世代に残しうる支援の形を模索

　フォース・オブ・ネイチャー基金の特使を務めるラザリ・イスマイルによると、同基金は3月18日のコン
サート終了後、アチェ再建計画に着手する計画とのこと。ラザリ特使は、今回のコンサートの目的はアチェ
に金銭的支援を提供することのみにあるのではなく、アチェにおける様々な復興活動や人道支援活動に参
与する方策を講じることにもあると強調した。ラザリ特使は、インドネシア政府の同意が得られれば、同基
金はアチェに学校などの建物を建設するだけでなく、アチェの人びとに就業の機会を提供し、マレーシア
の技術者や教師をアチェに派遣して技術や知識の移転を図り、それらを次の世代に残していきたいと語っ
た。被災後のアチェで最も不足しているのは交通機関や基本インフラであるため、さしあたりトラック300
台をアチェに寄付する考えとのこと。住居の問題も深刻で、年間平均１万戸の住居を建設する必要がある
が、それをアチェの人びとだけで実現するには限界があると指摘した。さらに水道が破壊されており、現在
よりもさらに深い地点に水源を求めなくてはならないことや、数千人の漁民が失業中であるといった問題
にも触れた。コンサートのチケットはすでに７割が売れた。（星洲日報 2005.3.17）

香港スターもコンサートに出演

「フォース・オブ・ネイチャー」コンサートには、香港からジャッキー・チェンやニコラス・チェなども出演
する。（Star 2005.3.17）

「コンサートを通じて世界の関心をアチェに向けたい」コンサート出演者、熱い思いを語る

　クアラルンプールでのチャリティ・コンサートを前にバンダアチェを訪問したスターたちは、アチェの
子どもたちにいたく感動したようだ。Black Eyed PeasのWill. I. Amは「子どもたちがダンスを披露して
くれた。何日も前からずっと練習してきたそうだ。『家族を失ってしまったけど、あなたは私の新しい家族
よ』と歓迎を受けたように感じた。忘れられない思い出だ。僕の人生を変えるほどのね。あの時の気持ちは
言葉にできない。一つの家族のような感覚や一体感を感じた。全てが廃墟と化した中でさえも愛を感じた」
と語った。フォース・オブ・ネイチャーの親善大使ミッシェル・ヨーも、同様に子どもたちの歓迎に心を打た
れたと言い、アチェの人びとは同情を求めず、ただ自分たちの訪問を感謝してくれたと語った。「支援の試
みは数年間必要でしょう。アチェの人びとが自分の足で立てるよう支援の手を差し伸べなくてはなりませ
ん」。Backstreet BoysのKevin Richardsonは、「人びとは人生が続いていくことを認識し、日常生活に戻り
つつある。僕は今回のコンサートを通じて、全てはまだ終わったわけではなく、まだまだやるべきことがた
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くさんあると広く伝えたいと思っている」と語った。Boys II MenのWanya Morrisは 「このコンサートは
僕たちにとって間違いなくとても重要なものだ。アメリカ国外の人びとはいつも僕たちにやさしく、僕た
ちと僕たちの音楽を15年間ずっと抱きしめてくれてきたのだから」と語った。（Star 2005.3.18）

チャリティー・オークションの収益は43万2,500リンギ

　ペトロナス・マレーシアF1グランプリ晩餐会で行われたチャリティ・オークションで、43万2,500リンギ
（約1,185万円）が集まった。この収益金はフォース・オブ・ネイチャー基金に寄付される。最も高値が付いた
のは、デイビッド・クルサードがマクラーレン・メルセデスに所属していたときに着ていたレーシングスー
ツ（5万リンギ、約137万円）と、元F1チャンピオンのジャッキー・スチュワートのレーシングスーツ（4万8,000
リンギ、約132万円）だった。（Star 2005.3.18）

「フォース・オブ・ネイチャー」コンサート、1万5,000人の観客を動員

　3月18日にブキッジャリルのスタジアム・プトラで行われたフォース・オブ・ネイチーコンサートは1万
5,000人の観客を集め、大成功を収めた。チケットは完売。アブドゥラ首相やナジブ副首相もコンサートを
観覧した。（Star 2005.3.19）

マレーシア政府への義捐金が23億3600万円に達する

　マレーシアで、首相府のマレーシア津波被害支援基金が集めた義捐金は6,050万リンギ（約16億5,770万
円）に達し、同国外務省のアジア津波災害基金は2,476万リンギ（約6億7,850万円）に達した（政府の寄付金
1,900万リンギ〔約5億2,060万円〕を含む）。アジア津波災害基金は、インドネシアやスリランカ、モルディ
ブなど各国政府に対する支援をすでに供出したが、依然として2,024万リンギ（約5億5,460万円）の資金が
あるとのこと。ザイナル・アビディン・オスマン外務省政務次官は24日の国会において、政府はアチェやス
リランカ、モルディブに対して被災孤児支援センターの設立など様々な人道支援計画を検討中で、その内
容が確定したのちにさらなる支援を行うと述べた。同政務次官は、マレーシア政府は被災後の救援活動や
復興事業を行う十分な資金があり、国際社会に対して支援を訴える必要がなかったため、国連などの国際
機関から支援を受けなかったと報告した。ただし、韓国や中国、ブルネイ、台湾、モロッコ、チュニジア、ト
ルコ、シンガポールなど各国から支援が寄せられ、それらはありがたく受け取ったとのこと。（New Straits 
Times 2005.3.25）

マレーシア医療救助協会　「世間の関心をいかに被災地に引き付けるかが課題」

　アチェとスリランカで様々な支援活動を展開しているマレーシア医療救助協会の会長ジェミラー・マフ
ムド医師にインタビューを行った。「当協会の倉庫に保管してあった物資のほとんどをフィリピンに送り、
物資の蓄えが少なくなっていた時に地震が発生した。地震の発生はクリスマス翌日で日曜だったため、ど
こも閉まっていて支援物資を調達するのが困難で、病院を回って支援物資を提供してもらうよう頼んだ。
だが、地震発生後6時間で支援物資のストックは尽きてしまった。資金も十分ではなかった。ボランティア
は『どうすればいいの？』と困惑していた。わたしは『とにかくやるしかない。お金はあとからついて来る』
と答えた。目下、われわれのスポンサーを務めてくれている企業はファルマ・ニアガ（Pharma Niaga）だけ
だが、われわれの活動が認知を得たようで、ペトロナス社やプリンス・ウォーターハウス社などいくつかの
企業が支援を申し出てくれている。当協会は現在1700万リンギの資金の蓄えがあるが、アチェの支援だけ
で1,400万リンギ必要で、スリランカの支援を合わせると資金はまだ不足している。ボランティアの確保
も大きな問題だ。地震直後はボランティアが上司の理解を得るのは容易だったが、現在は困難となってい
る。だが被災地ではまだまだ問題が山積みで、これまでと同じ規模のボランティアが必要だ。この数週間、
アチェで支援活動を行うNGOは大幅に減ってきている。だがやるべきことはまだたくさんある。当協会は
国際機関や地元組織、マレーシアの組織と提携しながら、アチェとスリランカで復興・再建事業を引き続き
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行っていく。メディアの関心が薄れたあとも、いかにして世論の関心を被災地に引き付けていけるかが今
後もっとも大きな課題になっていくだろう」。（New Straits Times 2005.3.22）

マハティール前首相「被災者が自立できるまで支援を送り続けるべき」

　ランカウイ島のクア・ジェティからフェリーでアチェに向かい、食料支援を終えて帰国したボランティ
ア23人と面会したマハティール前首相は、津波被災者が自立できるようになるまでアチェに支援を送り続
けなくてはならないと語った。マハティール前首相は、食料のほかに植物の苗や種など農業活動を可能と
する物資が必要とされていると指摘した。ボランティアのリーダーを務めるザイナル・ラシドは、600トン
の食糧や薬、種をすぐにまたフェリーでアチェに運ぶ予定だと語った。また、再建を必要としている学校2
校を支援していく計画もあるとのこと。（Bernama 2005.3.5）

マハティール・アチェ支援派遣隊、多方面で支援活動を展開

　マハティール前首相とランカウイのフォーチュン・エクスプレス・フェリー社、NTV7のプログラム
「MySiasat」の提唱により開始された様々な組織による「マハティール・アチェ支援派遣隊（Misi Bantuan 
Aceh-Tun Mahathir）」は成功を収めている。すでにこの8週間で4度にわたり23人のボランティアと7人
のブミプトラ企業家がアチェを訪れ、食糧支援や教育再建および農業復興などの諸活動を行った。前首相
とボランティアは3月5日に面会し、ボランティアの派遣をさらに6回行うことで合意した。
　派遣隊の活動目的の一つに食糧支援がある。派遣隊は、大アチェ県クルンラヤ郡のマラハヤティ

（Malahayati）港周辺の3つの集落と同県の内陸部の4つの集落に25トンの食糧を供給した。また、大
アチェ県ローン郡では、デサパロ（Desa Paro）*を拠点に食糧支援を行った。同郡デサビレク（Desa 
Birek）*のマフユディン・ ノール村長は派遣隊に対し、「あなた方が来てくれてよかった。2月26日以
降、支援が途絶えていた。物資を運ぶヘリコプターの姿も見えなくなり、飢えに備え始めていたとこ
ろだった」と語り、自分の村にはあと2日間分の食糧しかないことを明かした。派遣隊は大アチェ県
ローン郡のクルンカラやチョッジュンパ（Cot Jeumpa）、同県ルプン郡（Leupung）ライオン（Lyon）* 
なども訪れ、のべ約2,000人に食糧を提供した。これらの地域における食糧の供給は1月4日以来のことだっ
たという。これらの活動は、グローバル・シクとウェーブス・オブ・マーシーの合同チームの指揮の下で行わ
れた。
　派遣隊の活動内容の二点目は、児童の教育支援と健康維持である。派遣隊は1万リンギ（約28万円）分の
本や文房具、牛乳、ビタミン剤を寄付した。公衆衛生に関する知識を高めるため、チョッジュンパとクルン
カヤで300人の子どもに対し、しらみ駆除剤の使い方や洗髪の方法、歯の磨き方、つめの切り方などの実演
指導も行った。チョッジュンパでは、単身で子どもを育てている60人の母親と意見交換会を行った。母親た
ちは、新たな生活を始めるための経済支援プログラムなどは提供されておらず、十分な配慮が払われてい
ないと感じると派遣隊に訴えたという。派遣隊はまた、約70人いるとされる被災孤児に関して、マレーシ
ア政府が計画している被災孤児定住プログラムで受け入れるべく、各村長に被災孤児のリストを提出する
よう依頼した。派遣隊はこのプログラムが被災孤児を親類から引き離すものではないと住民に説明し、住
民の同意と受け入れ姿勢を得たとのこと。
　派遣隊の活動内容の三点目は農業復興である。ランカウイでフェリーを運行しているJMVサービス有限
会社（JMV Services Sdn. Bhd.）は農業復興プログラムを行った。同社はとうもろこしや唐辛子、おくら、
空心菜、さやいんげんなどの商業作物を栽培することの利点について住民たちと意見交換会を行った。農
業プログラムの調整員ク・アジザンは、地元の農民30人と農業計画を実施するために選んだ3人の集落の
長と3時間にわたる意見交換会を行い、先端技術を取り入れた新しい農業を受け入れ、商業的に見合わない
古い生産法から脱却するよう呼びかけた。ク・アジザンによれば、とうもろこしの苗は世界的に高い評価を
受けている台湾から輸入し、また、地元の唐辛子の苗は一級の水準を満たす乾燥唐辛子を生産しうるとの
こと。デサカルレン（Desa Karleng）のズベル・アシク村長は、このプログラムを定着させていくと誓い、3ヵ
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月後には最初の収穫を行い、次の段階に進みたいと語った。また、デサスンポルナ（Desa Sempoerna）のシャ
リ・スライマンは、より多くの農園を新たに開墾しうるよう苗を送り続けてほしいと派遣隊に申し入れた。

「それは、若者たちがここには何も残っていないと言ってあちこち移住を繰り返すのを防ぐのに有効な方
策だ」。ボランティア調整員のナザルディンは、農業復興計画は今後さらに大規模になり、より優れたコン
セプトが導入されていく予定だと語った。（Utusan Malaysia 2005.3.20）
＊大アチェ県ローン郡の「デサパロ（Desa Paro）」、「デサビレク（Desa Birek）」、「ライオン（Lyon）」の地名は、そ

れぞれParoi、Biriek、Layeunと綴られることが一般的なようである。（篠崎香織）

（5）シンガポール
シンガポール、マレー語の重要性を再認識、教育カリキュラム変更の可能性も

　シンガポールのリー・クアンユー顧問相は2月20日、自身の選挙区で主催した旧暦新年祝賀会で人々に
マレー語の習得を呼びかけた。「アチェでの支援活動を通じて、マレーシア語あるいはインドネシア語を話
せるシンガポール人がもっと多数必要であることを認識した」。シンガポールの人口の4分の3は華人で、残
りはマレー人が14%、インド人が8%。シンガポールでは過去40年間、英語と母語（華語、マレー語、タミル語）
を習得する二言語教育が行われてきた。とりわけ政府は1980年代以降、華人に対して「華語を話そう」キャ
ンペーンを強力に推進してきた。リー顧問相は祝賀会の席で、インドネシアやマレーシアとの関係強化の
ため、マレー語を話せる非マレー人の数を増やしていく計画があると語った。非マレー系シンガポール人
の10～15%がマレーシア語かインドネシア語に精通しうるよう、英語と母語に次ぐ第三言語としてマレー
語教育を導入することをすでに教育相が検討中。リー顧問相によれば、シンガポール軍がバンダアチェや
ムラボで支援活動を行ったとき、インドネシア国軍の司令官はインドネシア語で指示を行ったが「シンガ
ポール側でインドネシア語を理解したのはリー・シェンロン首相とテオ・チーヒアン国防相、シンガポール
国軍将校数人だけだった。若い世代はマレー語を理解しない。これはよくないことだ。隣人が話すことを理
解できないのは非常に不利だ。われわれは、外務省やシンガポール国軍、警察、その他諸機関の幹部で、イン
ドネシア語あるいはマレーシア語を話せる人材を重視することにした」。シンガポールのテレビ局チャン
ネル・ニュー・アジアの街頭インタビューでは以下のような声があった。「シンガポールは多文化国家。マ
レー人の中には華語を学ぶ人もいるのだから、華人もマレー語を学んだらどうか」、「いたるところで『華語
を話そう、華語を学ぼう』と呼びかける広告を目にする。『マレー語を話そう、マレー語を学ぼう』という広
告があってもいいのでは」、「中国市場を開拓するため華語を学ぶように、マレー語を学んでマレーシアや
インドネシアの経済市場を開拓しよう」。一方、三言語の習得が生徒にとって大きな負担になることを懸念
する保護者もいた。（Bernama 2005.2.21）

（6）日本政府・政党
「中長期的に支援を」　民主・鳩山氏ら視察

　アチェ州を視察した民主党の鳩山由紀夫氏ら同党国会議員3人は2月16日、当地で日本人記者団と懇談
し、「中長期的な支援が必要であり、復興に継続的に関与していきたい」と述べた。（毎日新聞 2005.2.16）

日本の震災支援に感謝　副大統領会見

　政府の震災対策本部長も務めるカラ副大統領は3月3日、当地の副大統領府で時事通信と会見し、「日本
による震災支援金1億4,600万ドルの拠出は最も早かった。自衛隊の救援活動にも感謝しており、今後の復
興局面での日本の関与を期待したい」と述べた。（時事通信 2005.3.3）

（7）自衛隊
命令変更の非公表を陳謝　スマトラ派遣で防衛庁長官

　大野功統防衛庁長官は2月8日の記者会見で、スマトラ沖地震の被災地に派遣した海上自衛隊に対する
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命令変更を発表しなかったことについて「大変失礼した。今後は気を付けて直ちに公表するので、容赦して
ほしい」と陳謝した。派遣命令の変更については「当然公表しなければならない」との認識を示した。海上自
衛隊の任務は当初、陸上自衛隊に対する支援だけだったが、インドネシア側の要望に応じて命令を変更、支
援物資の輸送を盛り込んだ。防衛庁は4日に命令を変更したが公表せず、守屋武昌事務次官が7日の記者会
見で明らかにした。当初は「変更は軽微なので発表しなかった」と説明していた。（共同通信 2005.2.8）

3月下旬に自衛隊撤収　スマトラ救援で防衛庁方針

　防衛庁は2月8日夕、大野功統防衛庁長官や自衛隊幹部による防衛会議を開催し、スマトラ沖地震救援の
ため国際緊急援助隊派遣法に基づきインドネシアに派遣している陸海空3自衛隊の約1000人を3月下旬で
撤退させる方針を決めた。インドネシア政府が外国軍隊などの駐留を3ヵ月以内にするよう求めているこ
とに配慮した。同庁は8日夜、「3月26日までには派遣部隊を撤収する」と発表した。防衛庁は9日、統合幕僚
会議の担当者をインドネシアに派遣し、同国と撤退に関する具体的な協議に入る。撤退には10日間程度を
要するとみられ、実際の活動は3月中旬までとなる見通し。大野氏は8日夜、記者団に対し、撤退の理由に関
し「そろそろ民間中心の支援に移行する時期だ」と述べた。（共同通信 2005.2.8）

スマトラ島沖地震、派遣自衛隊は3月26日までに撤収

　防衛庁は2月8日、スマトラ島沖地震と津波による被害を受けて緊急援助活動のために派遣している自
衛隊を、被害発生から3ヵ月となる3月26日までに撤収させる方針を決めた。（読売新聞 2005.2.8）

自衛隊活動期間来月まで延長へ　防衛庁

　防衛庁は2月8日、スマトラ沖大地震・大津波による被害救援のためインドネシアやタイに派遣している
自衛隊活動期間を3月下旬までの約2ヵ月間とする方針を固めた。当初想定より、約1ヵ月延長したうえで
撤退させる。現地の期待が高いことや各国が撤退を進める中、継続は自衛隊による国際貢献をアピールで
きると判断された。（毎日新聞 2005.2.8）

スマトラ派遣の自衛隊、３月上旬に活動終了

　スマトラ島沖地震と津波被害で、国際緊急援助活動のために派遣した陸海空の3自衛隊に対し、大野防衛
長官は2月25日、3月上旬に現地での活動を順次終結し、3月10日に主力の陸自部隊や、海自の艦船3隻を
撤収させる命令を出した。16日には、インドネシア政府などへの引き継ぎも終える予定。防衛庁は、同国政
府の意向を受け、被害発生から3ヵ月となる3月26日を撤収期限としていた。被災地での緊急援助活動の要
請が減り、同国政府や関係機関への引き継ぎの見通しも立ったため、撤収を早めた。1月上旬に派遣命令が
出され、約1000人の派遣部隊は、同島北部のバンダアチェを中心に医療活動やヘリコプターによる支援物
資の輸送などにあたっている。（読売新聞 2005.2.25）

自衛隊、アチェでの防疫・医療活動を終了

　アチェ州で救援活動を展開している自衛隊の国際緊急医療・航空援助隊は2月26日、州都バンダアチェ
の小学校周辺で最後の防疫活動を行った。隊員らはこの日、小学校近くの排水溝にマラリア蚊などの発生
を防ぐための薬剤を散布。その後、同校庭で援助隊長の村本隆嗣１等陸佐が出席し、防疫任務の終了式を
行った。自衛隊は1月29日以来、汚泥などをかぶり衛生状態が悪化したバンダアチェの被災現場10万平方
メートル以上に対し、薬剤を散布・噴霧した。一方、援助隊がバンダアチェのラマラ地区で実施してきた医
療活動も28日で終了。陸上自衛隊によると、同地区で診療を受けた住民は延べ3,893人。援助隊は同市内の
ミボ地区で行われている医療活動も3月9日に終え、翌10日に主力部隊を同州から撤収させる。（読売新聞 
2005.2.28）
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支援活動の陸自部隊が撤収開始

　アチェ州で支援活動を行っていた日本の陸上自衛隊の国際緊急医療・航空援助隊（隊長・村本隆嗣１等陸
佐）は3月4日、撤収を開始し、先発部隊でアチェ入りしていた隊員44人が第1陣として帰国の途に就いた。
アチェ州では1月下旬から、陸海空3自衛隊が約1,000人態勢で支援活動を展開。州都バンダアチェの防疫
や支援物資の遠隔地への空輸などを実施してきた。（時事通信 2005.3.4）

陸路寸断時、揚陸艇極めて有効＝スマトラ被災地支援で－海幕長

　防衛庁の斎藤隆海上幕僚長は3月8日の記者会見で、海上自衛隊によるスマトラ島沖地震・津波の被災地
支援について、「陸路が寸断された状況下では、LCAC（揚陸艇）と輸送艦による物資輸送が極めて有効だと
感じた」と評価した。また、南関東地震など国内の災害派遣の際にも、LCAC2隻を搭載できる「おおすみ型」
輸送艦を派遣する計画があるとした。（時事通信 2005.3.8）

スマトラの自衛隊撤収へ　2ヵ月で6000人を診察

　スマトラ沖地震の被災地救援で、国際緊急援助隊として1,000人規模でインドネシアに派遣されていた
陸海空3自衛隊は約2ヵ月間の活動を終え、3月10日、部隊を撤収する。3月下旬までに帰国する予定。防
衛庁によると、約230人が派遣された陸自は、バンダアチェで約6,000人を診察。このほかに児童を中心に
約2,300人に予防接種をし、マラリアなどの感染症予防のため約13万平方メートルに殺虫剤を散布した。
大型輸送ヘリなどを使い、西海岸の被災地などへ人員1,570人と160トンの物資を輸送した。（共同通信 
2005.3.9）

津波被災地アチェでの自衛隊救援活動が終了

　アチェ州で救援活動を展開していた自衛隊の国際緊急医療・航空援助隊は3月9日、すべての活動を終了
した。援助隊長の村本隆嗣1等陸佐と海上派遣部隊を指揮する佐々木孝宣海将補は同日、州都バンダアチェ
でインドネシア国軍のバンバン・ダルモノ災害支援対策本部司令官を訪ね、活動成果を報告した。同州での
自衛隊の活動を統括する統合連絡調整所によると、援助隊は1月16日の活動開始以降、航空自衛隊のC130
輸送機や陸自と海自のヘリ、ホーバークラフトにより支援物資約400トンを輸送。また、バンダアチェの2ヵ
所の診療所で被災者らのべ6,013人を診察したほか、世界保健機関（WHO）と協力して子供ら2,277人を対
象にはしかの予防接種を実施した。現地住民の間では、医療支援を中心に自衛隊の活動を歓迎し「もっとい
て欲しい」と希望する声が圧倒的だ。連絡調整所長の高田浩二・1等空佐は「緊急支援という我々の任務の
ニーズは終息しつつある」と指摘した上で、「そういう声があるとすれば、我々の活動が地元に受け入れら
れた証しで、うれしく思う」と語った。本隊の一行約800人は10日未明に輸送艦「くにさき」など自衛艦3隻
に乗ってアチェ沖を出発し、今月下旬に日本に戻る予定。（読売新聞 2005.3.9）

（8）日本の民間団体・個人
スマトラ沖大地震：被災者を医療救援　足利日赤の看護師・小久保さん出発式　／栃木

　スマトラ沖大地震の被災地で活動する日本赤十字社（本社・東京港区）医療救援隊の一員として、足利市
本城の足利赤十字病院（福内靖男院長）に勤務する看護師、小久保典子さん（33）＝佐野市堀米町＝のインド
ネシアへの派遣が決まり、同病院で2月8日、出発式が開かれた。小久保さんは、被害の大きかったアチェ州
で救援活動にあたり、来月7日に帰国する予定。日赤は地震直後の昨年12月29日から現地に救援隊を派遣
しており、今回が第4次隊。一行は医師4人、看護師8人で、県内からは小久保さんのほか、芳賀赤十字病院（真
岡市）の会沢紀子看護係長（32）も加わっている。現地に持ち込んだERU（医療型緊急対応ユニット）という
施設を活用し、医療支援にあたる。小久保さんは、96年から日赤足利病院手術室に勤務。英会話が堪能で、
日赤の国際救援・開発協力要員研修を受け、救援隊要員に登録していた。
　同僚ら約70人が見送る中、小久保さんは「初めての海外派遣ですが、他の皆さんの足手まといにならな
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いようにし、救援隊の一員として責任を果たしたい」と決意を披露した。日赤本社で打ち合わせ後、成田空
港から9日、現地に向け出発する。（毎日新聞 2005.2.9）

アチェ州で医師、看護師育成急務　AMDAが活動報告

　2月9日、アチェ州でインド洋大津波の救援活動をしている国際医療援助団体「AMDA」（本部・岡山市楢
津）の高橋徳医師（54）がアチェ州で15歳以下の子ども1449人にはしかのワクチンを打ったり、薬を持って
1544人の避難民らを巡回診療した活動を報告。「津波で現地の医師や看護師の多くが死亡した。AMDAの
インドネシア支部長が教える大学と連携し、2月1日に設立したアチェ支部で現地在住の医師や看護師を
育成することが急務」と話した。（毎日新聞 2005.2.10）

がれきの街駆け回れ　被災児に靴2,000足　久留米・アサヒコーポが寄贈　インドネシア男性通じ

　鹿児島市に住むインドネシア人男性が、スマトラ沖地震で被災した街ではだしでの生活を余儀なくされ
ている祖国の子どもらに靴を贈りたいと呼びかけたところ、福岡県久留米市のゴム履物大手アサヒコーポ
レーション（安部善博社長）が賛同。2月18日、提供する製品の運動靴2,080足を鹿児島に向け発送した。協力
を呼びかけていたのは、鹿児島市荒田1丁目でインドネシア工芸品販売・料理店を営むコー・アマン（孫温森）
さん（28）と妻の西川和歌さん（32）。故郷に住むアマンさんの両親から届いた記録映像で、がれきの散乱する
街の惨状を知った。現地でははだしやサンダル履きで生活している子どもが多く、このままでは不便なだけ
でなく足に大けがをしてしまうと心を痛めた2人は、靴を贈ろうと思い立った。この訴えを13日付の本紙報
道で知った同社は「靴メーカーのわれわれこそが貢献しなければ」と呼応し、即座に19～24センチサイズの
計2,080足を用意。この日午前、それらを載せた4トントラック1台が、積み出し地の鹿児島県・志布志港を目
指し出発した。同社は会社更生法に基づき経営再建中だが、取り組みは軌道に乗りつつあり、「困っている子
どもたちの生活と安全のために少しでも役立ちたい」と話す。アマンさん夫妻は「2,000足もいただけるとは。
これなら支援物資が行き届いていない地方の村にも配ることができる」と感激。他の賛同者からもさまざま
な救援物資が届いているといい、来月の里帰りの際に祖国に届ける予定という。（西日本新聞 2005.2.18）

国内NGOと国際機関が意見交換会

　インド洋大津波への復興支援をめぐり、国内のNGOと国際機関が実施状況や支援体制について話し合う
意見交換会が2月25日、外務省で開かれた。「ジャパン・プラットフォーム」などNGO37団体の代表と、国連
難民高等弁務官事務所など11国際機関の在京代表が参加。中長期的支援でもさらに連携を深めることを確
認した。（毎日新聞 2005.2.25）

（9）和平協議
インドネシア政府とGAMの協議始まる

　インドネシア政府代表団とGAM幹部は2月20日、第2回の和平協議のためヘルシンキに到着した。和平協
議は2月21日から危機マネージメント・イニシアチブ（CMI）の仲介で開始される予定。第1回の協議は1月末
に行われ、アチェにおける人道支援活動を支持することで一致していた。GAMのマリク・マフムド「首相」は
2月20日、協議の目的は停戦であるとの声名を発表した。また、GAM広報担当のバフティアル・アブドゥラは
先週、GAMが特別自治を受け入れることはありえないとAFP通信に語った。一方、インドネシア代表団の顧
問であるウィドド政治治安調整相は、GAMとはアチェの特別自治の提案について協議する予定であり、停戦
については話題としないと述べている。スシロ大統領も特別自治の受け入れが協議の成否を握っていると再
三強調している。（Sermabi Indonesia 2005.2.21）

ユドヨノ大統領、GAMがインドネシアに忠誠を誓えば大赦を行う

　マレーシアを訪れているユドヨノ大統領は2月14日、マレーシア大使公邸に集ったマレーシア在住のイ
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ンドネシア人に面会した際、GAMがインドネシアに忠誠を誓いなおせば大赦を行うと語った。大統領によ
れば、GAMの指導者はインドネシア政府への抵抗を続けてきたが、一部はインドネシア政府に対して好意
的に反応しているとのこと。大統領は、インドネシア国軍とGAMの衝突によってこれ以上犠牲者を出すこ
となくアチェの問題を解決したいと語った。（Bernama 2005.2.14）

ユドヨノ大統領がシンガポールを訪問、リー首相と会談

　インドネシアのユドヨノ大統領はアセアン歴訪の第2の訪問地シンガポールでリー・シェンロン首相と
会談し、GAMとの平和的協議はアチェの独立を話し合うのではなく、特別自治の実現を話し合うものでな
ければならないと語った。1月にヘルシンキで行われたGAMとインドネシア政府との協議に関して大統領
は「大きなものではないとはいえ、進展があったと報告を受けている」と述べ、「特別自治の実現を焦点とす
る限り、協議は継続していけると考えている。次回の会議では特別自治の解決をめぐって協議が行われる
と聞いている。GAMが特別自治に全面的に参加するならGAMとの公式協議を行う予定である」と語った。
第2回協議はヘルシンキで2月21日に行われる予定。（Bernama 2005.2.15）

アチェ軍事作戦、住民の7割が嫌気＝インドネシアで調査

　アチェ州の住民の69.4％が、独立ゲリラ掃討の軍事作戦が続いていた震災前のアチェに「戻りたくない」
と答えていることが2月22日、民間調査機関LSIの調べで明らかになった。（時事通信 2005.2.22）

独立派が「自治政府」案　アチェ和平、4月に再協議

　スマトラ沖地震と津波をきっかけに始まったインドネシア政府と同国アチェ州の独立派武装組織「自由ア
チェ運動」（GAM）の和平協議は2月23日、ヘルシンキでの第2回協議を終えた。インドネシアのテレビSCTV
によると、特別自治の受け入れを求める政府側に対し、GAM側は今回協議で「自治政府」の概念を提案。選挙
実施や政党設立、国軍撤退などを求めた。現地からの報道によると、双方は和平に関して合意に達しなかった
が4月半ばに次回協議を行うことを決めた。GAM代表団の1人は「独立を放棄したわけではない」としており、
GAM側は自治政府の名の下に実質的な独立を目指しているとみられる。特別自治の内容をめぐって今後協
議が難航する可能性が高い。（共同通信 2005.2.23）

GAMは独立でなく「自己統治」の要求へ

　GAMとインドネシア政府の第2回非公式協議2日目の2月22日、GAMは独立したアチェ国の樹立とい
う要求を取り下げる姿勢を示した。一方、仲介役となった危機管理イニシアチブ（CMI）は協議について、
初回協議よりはましなものの、こう着状態にあると評価した。協議は2月23日が最終日。ロイター通信に
よれば、GAMは協議の中でアチェ独立の要求を捨てる用意を示したと伝えた。GAM広報担当者バフティ
アル・アブドゥッラは「その方法ではこの紛争を終わらせることはできない。状況に合わせて自分を変えて
いく必要があった」と述べた。GAMはより広範な自治を達成するために独立という選択を脇に置いたの
かとの質問に答えたもの。インドネシア側出席者は、政治治安調整相ウィドドAS、法務人権相ハミド・アワ
ルッディン、情報コミュニケーション相ソフィアン・ジャリル。GAM顧問デミアン・キングスバリ（Demien 
Kingsbury）は、協議の重要事項の1つはインドネシア政府が提案している自治の内容であるとした。ギン
グスバリによれば、「特別自治otonomi khusus」では現状維持となる可能性が高いと認識しており、「自己
統治pemerintahan sendiri」という用語を選んでいる。これに対しインドネシア側出席者は、「自己統治」と
いう用語をアチェに対して使用することについて中央政府に諮る必要があるとしたという。そのほかに、
アチェの将来をどのように建設するかについても協議された。（Kompas 2005.2.23）
※pemerintahan sendiriとはself governanceをインドネシア語の単語に置き換えたもの。従来、インドネシアで

はautonomyを語源とするotonomiを「自治」の意味で用いてきた。なお、sendiriには「自分で」の意味のほかに「単
独で」のニュアンスも込めうる。（西）
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現場の国軍はGAM掃討作戦を続行する

　イスカンダルムダ地方軍管区司令官エンダン・スワルヤは2月27日、ナスティオン大佐に替わってハイラ
ワン大佐がリラワンサ地域軍管区司令官に就任する儀式に出席した際、インドネシア政府とGAMとの対
話について、中央政府の政策として行われているものであって、現場ではGAMがインドネシア共和国に恭
順の意を示すように働きかけ、降伏しないものは掃討するという姿勢を一貫してとり続けると述べた。対
話を行っていることは現場での国軍の作戦を停止する理由にはならないとも語った。（Serambi Indonesia 
2005.2.28）

アチェ和平、7月までに合意　副大統領会見

　インドネシアのユスフ・カラ副大統領は3月3日、当地の副大統領府で時事通信と会見し、同国政府とア
チェ州の独立派ゲリラ「自由アチェ運動」（GAM）が進めている和平協議について、「非常に楽観している。
毎月協議を開き、5回以内（7月まで）に成果を出す」と言明した。インドネシア政府高官が、29年に及ぶ紛
争の和平合意の見通しを示したのは初めて。政府とGAMは昨年12月下旬のスマトラ島沖地震・津波を受け、
ヘルシンキで2回の協議を行い、GAM側が独立要求を棚上げする姿勢を見せるなど歩み寄っている。カラ
副大統領は「相手の求める『自治政府』は、われわれがアチェに付与する『特別自治』と実質的に同じで問題
ない」と指摘。和平構築の障害になることが予想される国軍の存在についても、「軍は和平協議に関与して
おり、政府のコントロール下にある」と強調した。（時事通信 2005.3.3）

副大統領、GAMとの早期和平に意欲

　ユスフ・カラ副大統領は毎日新聞のインタビューに応じ、同州の独立派武装組織「自由アチェ運動
（GAM）」との和平協議について「7、8月までに和平合意に至る可能性もある。GAMが先月提案した（独立
要求を棚上げする）『自治政府』の樹立と、政府が提案している『特別自治』とは大きな相違はない」と語った。
政府は被災後、29年間に及ぶ紛争の終結に向けGAMとの和平協議を再開している。副大統領はさらに「住
宅建設着手と和平合意を同時に行うのが目標だ」とし、早期和平への意欲を見せた。（毎日新聞 2005.3.26）

アチェ州全体

アチェ避難民に番号制導入を検討

　アチェ避難民災害対策調整機構参謀本部長ブディ・アトゥマディ・アディプトゥロは1月31日、バンダ・
アチェで、およそ40万人になる避難民に写真と住所を付記した登録番号を割り振る考えを明らかにした。
2005年2月半ばから始める予定。これにより、食糧配給も栄養の質を考えて行うことができるという。登録
は避難所だけでなく親戚の家に身を寄せている住民に対しても行われる。支援は、避難所の住民に対して
は物資で、親戚の家に身を寄せている者に対しては金銭で行われる予定。「たとえば1人1ヵ月あたり15万
ルピア」とブディは述べた。（Media Indonesia 2005.1.31）

旧暦新年を迎えるアチェ華人被災者の心境

　全世界の華人の間で旧暦新年（2月9日）を祝う気持ちが高まりつつある中、インドネシアの800万人の華
人は地震・津波被災者の感情を考慮し、自粛ムードで新年を迎えることにした。旧暦新年を祝うために毎年
多くの金額が費やされるが、今年はそれをアチェの被災者支援に向けるという。バンダアチェの7000人の
華人は、ムスリムが大多数を占める隣近所に影響を及ぼさないよう、毎年ひっそりと新年を迎えてきた。爆
竹を鳴らしたり、各種の祝賀活動を行ったりすることは少なかった。とはいえ、最も重要な伝統的祭日に対
する華人の内なる気持ちは毎年熱いものであった。だが、昨年末の地震と津波でアチェの華人は700人が
犠牲となった。幸いにして生き残った人々は大挙してメダンに避難した。津波は大勢の人から家族、家屋、
土地を奪い、幸せを奪った。アチェの華人は新年を祝う気持ちになどなれないという。6週間前に家屋と土
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地の全てが津波に流されるのを目の当たりにした黄凡強（54）は「幸い生き残った華人のほとんどもアチェ
から逃れてしまった。ここには誰も残っていない。新年を一緒に祝う人も場所も見つからない」と語った。
毎年新年を迎える頃になると、華人が経営する商店には新年の買い物をする人の波が押し寄せていた。だ
が、今や商店は全て粉々となり、かつての賑わいもまだ戻っていない。津波で母親と兄弟姉妹を亡くしたリ
オナ（28）は、「ほんとうなら今頃喜びに満ち溢れているはずだった。でも大勢の家族や友人を失って、ただ
悲しみにくれるだけだ」と語った。バンダアチェには仏像を祭る祠が2ヵ所ある。そのうち1ヵ所では仏像が
奇跡的に難を逃れた。今年この祠には20人の華人が幸福を祈りに来ると予想されている。郭小蓉は以下の
ように語った。「あのような災害がもう二度と起こらないよう祈るだけでなく、よりよい未来が開けるよ
う祈るつもり。毎年新年には家族みんなで集い、食材をたくさん買いこんで様々な料理やお菓子を作って
祝ってきた。でも今年は買える食材もない。新年を祝うなんて無理」。祠の外では、スカーフで頭部を覆った
ムスリムの男女が米や麺、飲料水、干し魚など救援物資の配給を待ち、線香の煙にまかれながら長蛇の列を
作っていた。（星洲日報 2005.2.8）

故郷の復興・再建に参加するため帰郷したマレーシア在住アチェ人青年たち

　インフラ設備に多大な被害を被ったアチェでは職を得る機会が極めて小さい。それにもかかわらず、高
等教育を受けたアチェ人青年たちはアチェに戻り、生まれ故郷のために奉仕しようとしている。ムンジル・
ラフミ・ラミル（29）は昨年マラヤ大学で工学の学士を取得し、現在は同大学の修士課程でコンピュータを
学んでいるが、被災後、妻と子供とともにアチェに戻った。自分の持っている知識をアチェの発展のために
役立てたいとのことだ。「津波で破壊された地域では復興を支援するアチェ人を非常に必要としている。
卒業したらアチェに戻るつもりだ。現在の状況では仕事を得るのが難しい。津波以前も仕事を得るのは難
しかったが、現在はさらに困難となった。ほとんどの人々が仕事を失ったが就職の機会はほとんどなく、競
争は非常に厳しい」。ムンジルは日々の生活をまかなうため、アチェで人道支援活動を行う外国人の案内人
として働いている。フスナワン・ムティアラ（31）はマラヤ大学の博士課程で医療工学を学んでいる。彼はア
チェ以外の場所で働くことを拒否している。彼にとって自分の同胞を津波の被害から救済することは「ナ
ショナル・サービス」（国民の奉仕義務）なのである。彼は被災後、休学している。「仕事がほとんどないこと
は認識している。もし仕事があったとしても給料はすずめの涙ほどだ。だがそんなことはどうでもいい。私
にとって自分がアチェにいることが最も重要なのだ。故地の発展のために私の持つわずかなものを被災地
に投じたい」。アグス・サリム（29）はマレーシアで建築現場の労働者として働いていたが、アチェで多くの
親戚が死傷したとの知らせを聞き、急いで故郷に帰った。彼はマレーシアに戻る気はないという。「インフ
ラ設備の再開発が必要なため、建設業界は労働者を必要とするだろう」。アグスはマレーシアに不法入国し
ていた。（Bernama 2005.2.13）
※【マレーシアの「ナショナル・サービス」】若い世代のマレーシア国民に愛国心や社会奉仕の精神、国民と
しての団結心を育むことを目的として2004年2月にマレーシアで導入されたプログラム。各エスニック集
団の人口比率を反映させつつ無作為に選ばれた18歳の男女が3ヵ月間訓練を受ける。2004年には8万5000
人が訓練を受けた。護衛術やサバイバル技術、応急措置の習得や体力トレーニングなどの軍事的・身体的訓
練のほか、マレーシアの歴史や他国との関係に対する理解の深化、リーダーシップや公共心の育成、環境保
護に対する意識の向上など自己啓発や精神面の涵養を目的とした講義も行われる。（篠崎香織）

アチェ住民、被災後の緊急支援段階で政府よりも外国の役割をより評価

　2月22日、インドネシア調査機構の調査により、アチェの住民は地震・津波後の支援活動において政府よ
りも外国勢力の役割がより中心的な役割を果たしていると認識していることが明らかになった。特に、仮
設テントの提供や、医療サービス、食糧や飲用水の配給などにおいて外国が主たる役割を担っていたとア
チェ州の住民は評価している。遺体の捜索や埋葬においては、民間組織がもっとも重要な役割を果たした
と評価された。この調査は1月25～29日にアチェと北スマトラの700名を対象に行われた。アチェ州の回
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答者は、被災後第1週の政府の反応はきわめて遅く感じられ、緊急事態に直面して途方にくれているように
見えたが、その後政府の対応は改善され、第4週には満足を与えられるまでになったと回答した。一方、ア
チェ州の外にいた住民は政府の役割をより評価している。理由は不明。（Kompas 2005.2.22）

アチェ再建に向けた労働者登録　女性はわずか5％

　2月21日、国際労働者機構（ILO）とアチェ州政府が募集したスタッフ約3,000名のうち、女性はわずか
5%しかいないことが明らかになった。ILOでは女性の開発支援プログラムのために女性スタッフを求め
ている。ILOの担当者は各女性団体に対し、アチェの女性の人材開発支援のためのスタッフへの登録を呼
びかけている。バンダアチェ市グチュ（Geuceu）地区にある訓練センターでは21日、およそ100人が面接を
受けた。この日はトラックやタンクローリー、重機などの運転手の登録の日にあたり、担当者によればすで
に600人がこの日だけで登録作業を済ませたという。現在、もっとも必要とされているのは看護師で、つい
で大工や電気工など再建過程で必要な専門性をもった職種も需要が高いという。アチェ再建の青写真は3
月末に完成する予定で、1万人の熟練労働力ならびに2万2,000人の非熟練労働力が各部門で必要とされる
見込み。このほか、英語能力がある技術者ならびに船大工の不足が深刻である。給与については、バンダア
チェ市の最低月給62万ルピアが保障される。また、非熟練労働者に対しても、日当3万ルピアに食費5,000
ルピアが支払われる予定。（Kompas 2005.2.22）

アチェ住民、アチェが教育都市になることを希望

　2月22日、インドネシア調査機構が1月25～29日までアチェと北スマトラの700名を対象に行った調査
によれば、アチェ住民の回答者の70％がアチェの災害が変化の契機となることを願っていることが明らか
になった。変化を期待する回答は学生や都市部の住民により強く見られた。被災前のアチェの状況に満足し
ていたと回答した住民は6%にすぎなかった。アチェ住民の大多数はアチェがジョグジャカルタのような教
育都市になることを希望している。ジョグジャカルタとの違いは、イスラム文化の特色を打ち出すことをア
チェの住民が希望していることである。（Kompas 2005.2.23）

巨大津波・被災地が求めるもの２：　２カ月後のいま　インドネシア・バンダアチェから

「海から離れては生活できない。移転には絶対反対だ」。バンダアチェ近郊の漁師、モハマドさん（50）は、津
波対策として海岸沿いに無人の「緩衝地帯」を設けるインドネシア政府の方針に反発する。津波で妻と子供
４人を失った。いまだに漁を再開できるメドが立たないうえ、自宅の移転問題が不安をかきたてる。
　25万人の漁師でつくるアチェ州漁業組合のスレイマン副組合長も「海岸部の地形はさまざま。一律に緩
衝地帯を設けるのはおかしい」と疑問を投げかける。
　政府が策定しているアチェ州の復興計画では、海岸線から２キロ以内にマングローブを植樹するなどし
て市街地を津波から守る案が有力だ。津波で死亡したバンダアチェ市長の後任、ヌルディン新市長は「バン
ダアチェは美しい街に生まれ変わるだろう」と話す。
　しかし、モハマドさんは「我々の知らないところで話が進んでいる」と警戒する。地元ＮＧＯ（非政府組織）

「インドネシア環境フォーラム」の組織・公教育担当の責任者、ヒダヤティさん（31）は「計画作りは中央の
トップダウンで行われ、政府は地元の声を聞こうとしないし、インフラ整備だけを考えている。被災者と話
し合いの場を設けるべきだ」と批判する。
　行政への不信が高まる中、津波で流された自宅跡地に旗を立てて所有権を主張し、立ち退きを拒否する
住民もいる。
　今月中旬に現地を視察した防災科学技術研究所・地震防災フロンティア研究センター（神戸市）の堀江啓
研究員は「行政主導ではなく、復興プロセスに住民がどのように参加していくのかが問われている」と話
す。（毎日新聞 2005.2.23）
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津波禍乗り越え、情報発信…アチェの地元紙奮闘

　アチェ州で唯一の日刊紙「スランビ」が、震災を乗り越えて新聞発行を続けている。記者を含む従業員170
人のうち52人が死亡し、本社の社屋も大破。震災後2ヵ月を経て生き残った全社員がようやく現場復帰し、

「読者に正しい情報を伝えるのは、我々の責務だ」と、日夜奮闘の毎日だ。
　州都バンダアチェのスランビ本社は、海岸からわずか1キロのカジュ地区にあった。震災のあった昨年
12月26日は日曜日。自宅にいて難を逃れた社員らが本社に駆けつけると、社屋はがれきや廃材に埋もれ、
輪転機も使用不能になっていた。廃虚の真ん中で緊急会議を開き、対応を話し合った。「とにかく出し続け
よう」――結論が出るのは早かった。幸い、州都から東に約200キロ離れた第2の都市ロスマウェ支局の社
屋が無事で、輪転機もあった。そこでロスマウェを臨時印刷本部に仕立て、震災から4日後、何とか発行再開
にこぎ着けた。しかし、人手不足のため以前は16ページだったのが8ページに半減。販売地域の3分の2が
文字通り消滅したため、発行部数は震災前は10万部だったのが1万5000部まで落ち込んだ。紙面で大きな
スペースが割かれているのは、復興の様子や応急診療所の位置など、被災者に不可欠な情報が大半だ。復帰
した社員はみな、家族か親類に犠牲者がいる。だからこそ被災者が何を知りたいかが、身に染みて分かると
いう。（読売新聞 2005.2.26）

インド洋大津波から2ヵ月　アチェ、復興段階に　仮設住宅、入居始まる

　スマトラ島沖地震とインド洋大津波の発生から2月26日で2ヵ月。死者・行方不明者約24万人を出した
最大の被災地、インドネシアのアチェ州では、被災者の仮設住宅への入居がスタートするなど、水・食料・医
薬品の配布といった緊急援助主体の取り組みから、生活再建・経済復興に向けた段階に移行しつつある。タ
イでは、津波の早期警報システムの整備が進んでいる。
「すべての支援団体と政府機関に、救援プロセスを一層、加速させるようお願いしたい」。2月19日、アチェ
州の州都バンダアチェを視察したユドヨノ大統領は、（1）3月末までに緊急援助プロセスを終え、（2）再建・
復興プロセスを7月以降に本格化させる、という青写真を提示した。被災1ヵ月後の1月末には、道路が寸断
されて孤立した被災地への水・食料・医薬品の搬送が急務だったが、各国の軍用ヘリコプターなどが動員さ
れて物資は行き渡るようになった。政府は3月末までに、被害が甚大だったスマトラ島西岸ムラボとバンダ
アチェを結ぶ主要道路の補修を終えて、開通させる計画だ。2月15日には仮設住宅への入居も始まった。ア
チェ州では、約40万人が被災したとみられているが、政府は3月中旬までに10万人分の仮設住宅を建設し、
入居を完了させたいとしている。
　国際労働機関（ILO）は今月に入って、バンダアチェに職業紹介センターを設立、3,000人以上の被災者が
登録を済ませた。約60万人が職を失ったともいわれる中で、ようやく失業対策が緒に就いた格好だ。生活
再建・経済復興に向けた取り組みが始まりつつあるとはいえ、一日に数十の遺体が収容され続けている現
状に変わりはない。自衛隊などが医療支援活動を続けているものの、はしかの流行も依然懸念されたまま
だ。「外国の非政府組織（NGO）メンバーを標的としたテロが計画されている」など不穏な情報もあり、現場
の援助団体は警戒を強めている。
　また、国際社会がインドネシアに拠出した支援金の管理の不徹底も問題化し始めている。ともに被災地
を視察した米国のクリントン前大統領とブッシュ元大統領は20日、ユドヨノ大統領と会談し、支援金の透
明性を確保するよう求めた。（産経新聞 2005.2.26）

発生から2ヵ月　国連主導で国際的支援

　インド洋大津波で国連は緊急支援を主導した人道問題調整官室（OCHA）が、津波から2ヵ月となったの
を機に、被災国や援助国約40ヵ国を集めた関係国会合を2月28日、ニューヨークの国連本部で開催する。緊
急支援の状況把握や復興に向けた方策などを協議することが目的。国際社会の被災国支援への関心は今も
高いが、今後は長期的支援に向けた巨額の資金確保が大きな課題となる。
「過去に例をみない早さだ」。国連外交筋は津波被害を受け、各国が約束した援助資金の支払い状況をそう
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評した。各国からは2月24日までに約5億ドルの支払いが済んでいるが、さらに2億2,000万ドルが支払い
手続き中だ。合わせれば各国表明額の83％に上る。「過去の災害時のような（支出額が表明額を大きく下回
る）『空手形』状態ではない。3月初旬には支援表明額を満たす」（同筋）見通しという。しかし、被災地を視察
したワルストロム事務総長特使は「支援国は食料や衣料品などの支援には気前が良い。だが、生計を立てる
手段や仮設住宅などへの対応は非常に鈍い」と指摘し、緊急支援から復興に移る段階で、国際社会の支援へ
の熱意が冷めることへの懸念を示した。被災国の復興には5年から10年かかるとみられ、必要資金はイン
ドネシアだけでも「5年間で40億～50億ドル必要」（国際通貨基金）と推計されている。
　国連は国際社会の関心を引き留める狙いで、クリントン前米大統領を津波支援担当の事務総長特使に任
命し、知名度抜群の同氏を「広告塔」にしたい意向だ。国連各機関も、（1）被災地の雇用確保対策（国際労働機
関）、（2）災害時の通信技術確立（国際電気通信連合）、（3）災害防止の環境保護対策（国連環境計画）、などさ
まざまな復興アピールを展開している。
　だが課題もある。災害支援改革の柱にした、各国の資金拠出状況と使途をチェックできる新システムも、
実際の支払額については「経理作業が複雑」（国連筋）との理由でいまだに公開されていない。展開中の緊急
支援も「インドネシアでは全体の被災者を把握できず、支援は行き届いていない」（世界食糧計画）状態だ。
イラク人道援助を担った「石油と食料の交換プログラム」などの国連不祥事が相次いでいるだけに、資金を
被災者支援や復興計画にどう生かせるかが国連に問われている。（毎日新聞 2005.2.26）

津波から2ヵ月…アチェでは仮設住宅入居待ち40万人

　スマトラ島沖地震と津波が発生してから2月26日で2ヵ月がたった。23万人以上の死者・行方不明者が
出た最大の被災地、同島のアチェ州では、仮設住宅建設が急ピッチで進むが、政府によると、まだ入居でき
ずに避難民キャンプなどで暮らす被災者は州全体で約40万人いる。
　州都バンダアチェに隣接する大アチェ県ランバロ地区。空港に向かう幹線道路沿いの河川敷に初の仮設
住宅18棟が完成し、15日から被災者約2200人が州都の避難民キャンプのテント村から転居した。住宅は
木造のバラック。屋根は銀色のトタン製で、窓もない。入居者にとっては、自治体が配給するコメと井戸水
が頼りだ。アルウィ公共福祉担当調整相は「少なくとも8万2000戸の仮設住宅を緊急に用意する必要があ
る」と語る。しかし、被災者、特に漁民の間では、「山あいや内陸の仮設住宅に移ったら、2度と昔の家に戻れ
ないのでは」との不安が強い。政府が海岸線から一定の範囲を防災上、居住禁止区域にする方針を打ち出し
ているためだ。ランバロの仮設住宅に移った漁民は「本当はここには住みたくない」と話した。
　仮設住宅への入居を拒み、廃材を集めて即席の“我が家”に仕立てる漁民たちが増えている。州都の南西
30キロの漁業の町クンラヤ地区（人口約2800人）では、生き残った約1,800人が、眼下に壊滅した町と港を
見下ろす高台に100軒余りの家を造って住みついた。「代々、海と一緒に生きてきた。海の見えない土地に
は移りたくない」と震災前は漁師をしていたスフリアディさん（38）。多くの漁民は、家も船も網も失った。
スフリアディさんは、かろうじて残った保冷庫と漁船のエンジンを“自宅”に置き、「いつかまた沖に出た
い」と夢見ている。地区長のデサ・モンさん（53）は「住民には、今の高台が最適だ。ここに住む権利を認めて
欲しい」と訴えた。だが、一帯は私有地で、この先、地権問題が発生するのは確実。国の復興計画の具体像も
明らかではない。（読売新聞 2005.2.26）

4月の田植えの季節の前に農地修復支援を

　アチェ州農業局長アンディ・ジョハンは2月25日、農地を修復するための支援は3月中に実現されるこ
とが望ましいと語った。4月の田植えの時期を迎えるにあたって、津波の被害を受けた農地の修復を早急
に行う必要があり、中央政府ならびに支援機関の助けが必要だという。農民は虫害が広まることを防ぐた
めに例年4月に一斉に田植えを行い、8月に刈り取りを行う。大アチェ県プカンバダ郡リマジュヌ（Rima 
Jeuneu）村のイドリス・アブドゥラ（68）も同様のことを述べた。水田に被害を受けたイドリスは、水田の片
付けを人力のみで行うのはほとんど不可能だと考えている。また、田植えを行うにあたっても苗と肥料を
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買うための元手がない。「田を耕すのが私の唯一の生業だ。私たちを助けてくれ」とイドリスは語った。コ
ンパス紙の取材では、クルンラヤ、プカンバダ、ロンガの各郡は、水田に木材、鉄材、瓶類そのほかの瓦礫が
残っているだけでなく、灌漑施設も大きな打撃を受けている。（Kompas 2005.2.26）

アチェ州の農業再建は3段階で

　アチェ州農業局長アンディ・ジョハンは2月25日、アチェ州の農業の再建を3段階で行う方針であるこ
とを明らかにした。第一段階は、軽度の被害を受けた7070ヘクタールの修復を1年をめどに行う。しかし、
農地の整備でさえ資金不足のためにまだ着手されていない。第二段階は中程度の被害を受けた9990ヘク
タールが対象。同時に、水田の改良と農具整備、育苗、農業指導員の育成、農業組織の再活性化などを行う。
第二段階には2006～2007年をあてる予定。さらに第三段階として、2006年から2010年まで、2万440ヘク
タールの新田を開発し、農具整備や市場の開設、さらに59郡で農業指導センターの開設をめざす。（Kompas 
2005.2.26）

農地の土地改良・整備をただちに行う必要

　シアクアラ大学講師サバルディンとシアクラ大学自然資源・環境再建復興ワーキング・グループ班長エ
フェンディは2月28日、政府はただちにアチェ州の農業復興計画を実施するべきであると提言した。軽度
ならびに中程度の被害を受けた農地の土地改良・整備は被害状況の調査結果を待つ必要がなく、ただちに
行うべきだとした。これら軽度あるいは中程度の被害を受けた農地のうち、灌漑水路や天水を受ける水路
を持つ農地の場合は、次の3つの方法で改善が期待できる。まず、農地を深く掘り起こし、水と分離して固
まってしまった土をほぐす。次に、灌漑システムが壊れてしまった農地に水を供給する。第三に、水抜きを
行い、海水による汚染を中和する。サバルディンによれば、地域によってはただちにこれらの方法をとるこ
とができる。ピディ県トリンガディン（Tringgading）郡では住民にカカオの木を植えようとする動きがあ
るが、苗や農具を入手する資金がないために実現していない。サバルディンは、農業再建の措置が遅れた結
果、広範な影響が出ることを懸念する。場合によっては州の食糧自給計画に長期にわたって悪影響を及ぼ
しうる。また、農民の購買力の低下は農村部における経済活動の停滞を招くという。（Kompas 2005.3.1）

井戸水の水質が悪化、避難所での飲用水確保が困難に

　仮設テントや仮設住居で使われている井戸水の水質に問題が生じている。塩辛い上に濁っている。給水
車の巡回も遅れがちだ。コンパス紙の先週の取材に対し、大アチェ県ロンガ郡ランパヤ（Lampaya）村の仮
設住宅に住むミミ（40）は、「水浴びするのもためらわれるほど。飲むなんてもってのほか」と語った。飲用
水が限られているため、避難民は調理用や飲用の水をもらうため1～2キロ離れた被害を受けなかった住民
の家まで行っている。ロンガ郡ラムクルト（Lamkrut）村の仮設住宅に住むラムリは、西側の海岸地区でよ
い井戸水を確保するのは至難の業だと語った。井戸は少なくとも80メートルは掘らなければならないとい
う。環境NGOであるWalhiのラジャ・シレガルは、良質の水を得るには100～200メートルは掘らなければ
ならないという。津波後、アチェ州の井戸水の水質は悪化しており、水質検査の結果、アンモニアや硫黄化
合物が含まれているとの報告がすでに数ヵ所でされているという。（Kompas 2005.3.2）

救援用の食糧70立方メートル分を賞味期限切れで焼却処分

　3月3日、避難民に救援物資として送られた70立方メートル分の食糧が、賞味期限切れのためにカンプン
ジャワのゴミ集積場で燃やされることになった。災害対策本部で避難民問題を担当しているトゥングル・
シトルス少将が2月28日、厚生省の調査の結果、インドネシア内外から送られたこれらの食糧は摂取する
には不適切な状況にあることが判明したと明らかにしていた。（Kompas 2005.3.2）
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収容した遺体は12万4,404体、行方不明者11万1,888人、避難民40万876人

　アチェ州知事官邸の災害対策本部で避難民問題を担当しているトゥングル・シトルス少将は2月28日、
28日夜までに12万4,404体の遺体が回収されたとの報告を受けた。行方不明者は11万1,888人。行方不明
者の捜索は海兵隊、NGO、住民によって今も続けられている。また、避難所に居住する避難民は35万9,021
人、仮設住宅に入っている避難民は4万1,855人となっている。公共事業省のハエラニによれば、第一次な
らびに第二次移転のための仮設住宅は、すでに5万6,340人分にあたる854地区で建設済みであるという。

（Kompas 2005.3.2）

9年前、アチェの地元紙に津波に警鐘を鳴らす記事

　2004年12月26日の大地震と津波は、アチェ州の一部と北スマトラ州のニアス島を打ち砕き、10万人以
上の命をもぎとり、数十兆ルピアの損害をもたらした。もしアチェ州政府がヨセ・リザル（当時、鉱物・エネ
ルギー省アチェ州支部に勤務、今は西ジャワ州の同省教育研修所勤務）が1995年11月21日に日刊紙『スラ
ンビ・インドネシア』の4面に書いた「アチェの津波」を読んでいたら、犠牲者の数はこれほど多くなかった
かもしれない。
　1995年11月8日の水曜日、マグニチュード6.1の地震がアチェを襲った。リザルは「アチェの津波」という
タイトルで記事を書き、その冒頭で、この記事は地震と同じくらい恐ろしい別の危険、すなわち津波を警告
するものだと記している。
　彼はその記事の中で、アチェで発生した地震を原因とする津波が1995年までの416年間に4回記録され
ていること、それらのうち最後にアチェが津波に襲われたのは1907年で、そのときは400人が犠牲となっ
たことなどをデータとして挙げている。そして、同じ場所で地震が発生すれば津波がまた起こるだろうと
警告した。地質図と衛星画像から、ウジュンプロ、ムラボ、タパクトゥアン、バトゥイタムのように地形から
みて津波の危険性が高い地域がアチェ西南海岸にあるという分析も行っている。 そのうえでリザルは対
策・対応の必要性を訴えた。彼は言外に、アチェで津波が起こりうることを政府が認識するよう求めていた。
　ヨセ・リザルが予見したことは9年後に現実のものとなった。地震と津波がアチェの地を粉砕した。もし
州政府が1995年にヨセ・リザルの記事を読んでいれば、そして、ただちに対策を講じていれば、アチェの住
民は今回の津波にも対応できたことだろう。
　このことは、2月1日に西スマトラ州パダンでインドネシア科学院（LIPI）の地質学調査センター地震調
査班によるカリフォルニア工科大学地質観測所との共同調査の結果が報告された際にも述べられた。LIPI
地質学調査センターのダニー・ヒルマン・ナタウィジャヤは政府が今後何を行うべきかを説明した。彼によ
れば、この10年間にわたるLIPIとカリフォルニア工科大学の共同調査の結果から、12月26日のアチェの
地震から今後50年のあいだに、マグニチュード8以上の大地震が北スマトラ州ニアス島、西スマトラ州シ
ベルト島、西スマトラ州シポラ・パガイ島にかけての海域で起こることが確認されたという。また、この地
震は津波を伴うものである。
　ニアス、シベルト、シポラ・パガイといった島々は、スンダ海峡、そしてジャワ島南までずっと広がってい
るスマトラ・プレート潜り込み地帯にある。アチェと北スマトラの地震の震源はこのプレート潜り込み地
帯のもっとも北の部分にあたる。（Kompas 2005.3.3）

失業率、30％超にもと国連、スマトラ津波禍のアチェ州

　昨年12月26日に起きたスマトラ島沖地震・津波被害で、国連の人道援助調整担当室は3月7日、アチェ州
の失業率は最悪で30％を超える恐れがあるとの見通しを示した。災害前の失業率は推定6.8％としている。
AP通信が報じた。州の総人口は約410万人。うち、約38％の住民が、1日当たりの所得額が2米ドル以下と
なる「貧困層」に含まれる可能性があるとも指摘した。ただ、復興事業の促進や国際援助組織の活動などで
雇用機会が増え、失業者のうちの約半分が今年末までに職を見付け、2006年の終わりまでには約85％が就
業するとの予測も示した。（CNN.co. jp 2005.3.8）
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ILOとアチェ州人材資源局、アチェの子どもに職業訓練を行う

　国際労働機関（ILO）とアチェ州人材資源局は8週間にわたり、アチェの子どもに職業訓練を行う。子ども
が危険な仕事や不適切な仕事に駆り出されて搾取されないようにするのが狙い。このプログラムでは、避難
キャンプに住む15～17歳の子ども計190人をバンダアチェのアチェ職業訓練センターに送り、研修を行う。
研修内容は家具製作、裁縫、刺繍、コンピュータなどで、1研修は12日間。このプログラムは政府機関や雇用者、
労働組合、NGOなどと提携して実施される。（Bernama 2005.3.9）

開発調査を開始

　国際協力機構（JICA）は、緊急開発調査を15日に開始する。インドネシア政府などが策定した青写真を基
に、バンダアチェの復興支援政策やバンダアチェ＝ムラボ間の西海岸の道路復旧調査を行う。調査期間は
1年間で、まず外部委託の21人がバンダアチェの調査を行う。調査では、地図作りや浄水場などインフラ復
旧、学校、病院、テレビ・ラジオ放送局の復旧などを支援する。JICAジャカルタ事務所の大竹祐二次長は、テ
レビ・ラジオの復旧が、今後の災害情報の伝達手段として重要となるために優先的に実施する必要がある
との見方を示す。津波警戒メカニズムも国際レベルと国レベル、行政と住民への伝達などの段階があり、国
内での整備については、放送を活用することが有効とみている。このほか、開発調査では日本が復興支援と
して表明している146億円の資金では不足する場合の資金調達方法などの調査が行われるほか、コミュニ
ティー活性化として、中小企業融資や漁業従事者への漁法の指導などが考えられるとしている。政府の青
写真はバンダアチェでの公聴会を終えており、ドナー国などとの協議も終了している。バンダアチェでの
公聴会で示された資料によると、被災地のインフラ復旧・整備費用として18兆ルピアとされている。また、
アチェの東海岸と西海岸を結ぶラディアガラスカ道路の建設などが盛り込まれているという。青写真と支
援団体の選定結果は間もなく公表される。（NNA 2005.3.14）

アチェ州で豪雨　仮設住宅の増設急ぐ声

　インド洋大津波で自宅を失った数万人が今も避難民キャンプのテントで暮らすインドネシア・アチェ州
のバンダアチェで、3月16日夕から17日未明にかけて断続的な豪雨となり、テントに泥水が流れ込んで使
えなくなるなどの被害が出た。住民によると、これほどの豪雨は津波後初めてで、仮設住宅の増設を急ぐよ
う求める声が高まっている。バンダアチェ市内のドイ地区にあるキャンプでは、200人以上がテントで暮
らす。サラハディンさん（38）と妻ファジェリアさん（40）は16日夜、住居に泥水が流れ込んだため、近くの
モスク（イスラム礼拝所）に避難した。17日朝に帰宅するとすでに住めない状態になっていた。ファジェリ
アさんは「保存していたコメなど食料も水につかって使えなくなってしまった。また初めからやりなおさ
ないといけない」と途方に暮れる。雨が上がって晴れ上がった17日は、テント内は一転して40度近い猛暑。

「早く環境の良い仮設住宅に移転したい。一体いつ、我々の順番が来るのか」と嘆いた。アチェ州当局は2月
半ばから順次、完成した仮設住宅に避難民を移転させているが、仮設住宅の戸数が不足しているほか、郷里
から遠すぎるため転居にちゅうちょする被災者もいる。（毎日新聞 2005.3.18）

アチェ復興、5年間で45億ドル＝事業計画案策定－インドネシア

　インドネシア政府は3月24日、スマトラ島沖地震・津波で最大の被害を受けた同国アチェ州の復興計画
案を正式に決定した。寸断された道路網の修復や仮設住宅建設を含む新たな都市計画を柱として、今後5年
間で約45億ドルを必要としている。主に沿岸部を対象にした津波警報システムの導入も盛り込まれた。（時
事通信 2005.3.24）

「支援は直接被災者に届けてほしい」

　インドネシア・アンタラ通信は、バンダアチェや大アチェ県では津波被災者に対する人道支援を被災者
に直接届けてほしいと望む声があると伝えた。バンダアチェ市ジャヤバル郡ラムポダヤ（Lampoh Daya）
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在住のスディルマンは、「避難民に直接支援を送れば不正を免れることができ、本当に支援を必要とする人
に支援を届けることができる。支援物資が町で売られているのを見た。避難民がほとんど支援を得られて
いない地域もあるというのに」と語った。（Bernama 2005.3.23）

津波被災地で電化修理店が大繁盛

　バンダアチェ市や周辺で電化製品の修理店が大繁盛している。被災地ではインフレが激しく、新しい品
物を買い替えられない被災者たちが、水につかって故障した電化製品を持ち込んでいるためだ。同市内の
被害の小さかった地域にある修理店は1月27日に営業を再開し、国軍からエアコン修理を受注した。一般
の依頼も相次ぎ、津波前の2、3倍に当たる1日10～15台の受注が続いている。冷蔵庫が全体の約7割、エア
コンが約2割で、残りはテレビやラジオ、洗濯機などだ。店主のメテルさん（40）によると、11人の技師が毎
日残業して約150台の修理が完了。未修理の約60台が店外にあふれ、警備員を雇って見張ってもらってい
る。同市では津波後、物価全体が上昇しているが、電化製品は特に値上がりが激しく、従来の倍近くする製
品もあるという。津波前に140万ルピア（約1万7000円）だったエアコンが今は250万ルピア（約3万円）に
なっている。同店も、冷蔵庫の修理代を従来の15万ルピアから20万ルピアに値上げし、別にかかる交換部
品代も値上げしたが、注文は止まらない。メテルさんは「稼ぎをもとに新規事業を展開したい」と意気込ん
でいる。（毎日新聞 2005.3.26）

被災「孤児」、アチェに1200人　ユニセフなど調べ

　スマトラ沖大地震と津波が起きてからの3ヵ月間、両親と離ればなれになっている「孤児」が、被災者が
集中したアチェ州に約1200人いることがインドネシア政府と国連児童基金（ユニセフ）などの登録作業で
分かった。親と連絡がつかない子供は1210人で、うち9割は親類や知人などを頼って避難所などで暮らし
ている。134人は身寄りがない。国連などは被災直後、孤児が1万人を超す可能性もあるとしていた。予想
を大幅に下回ったのは、州外に引き取られた子供がいるほか、「子供の犠牲者の数が想像以上に多く、生き
残った子供は悲劇的に少なかったため」（非政府組織のセーブザチルドレン）という。ユニセフなどでは、親
が現れる可能性があるため、親と離ればなれになっている子供たちを孤児とは呼んでいない。（朝日新聞 
2005.3.26）

地震と津波で不明、肉親の消息は霊媒師頼み

　インドネシアのナングロアチェ・ダルサラム州では、地震と津波で行方不明となった肉親らの消息を尋
ねに、地元の霊媒師を訪れる住民が後を絶たない。熱心なイスラム教徒が多い同州では、アラーの神以外の
存在にすがるのは“ご法度”とされる土地柄だけに、心の切実さが迫る。「彼女は今、集団墓地に眠ってるよ。
もう、あきらめなさい」。州都バンダアチェの東約40キロのスヌボ村。自宅の土間で、霊媒師のバレン・ミガ
さん（85）が諭すようにつぶやいた。この日の客は23歳の男性。震災の日から姿が見えない21歳の恋人の写
真を片手に安否を聞きに来た。何人もの霊媒師や占い師に会った男性は「もう駄目なのは分かっている。で
も聞かずにはいられないんだ」とうつむいた。一方、バンダアチェの霊媒師チュ・アジャさん（43）は、「もう
死んでいると分かり切っているのに、何を伝えろというのか」と、今月に入って肉親捜しに訪れる人との面
会を断り続けている。それでも頼ってくる人は1日に10人をくだらないという。（読売新聞 2005.3.26）

犠牲者の女性が8割の地域も　英NGO

　英国の非政府組織（NGO）オックスファムは3月26日、発生から3ヵ月のスマトラ沖大地震・津波で犠牲
になった女性の割合が、地域によって80％にも達するとした報告書を発表した。「津波の女性への影響」と
題した14ページの報告書は、被害の大きかったインドネシア、インド、スリランカ3ヵ国における女性の犠
牲の実態をまとめた。それによると、インドネシア・アチェ州の北アチェ地区では、死者366人のうち284人

（78%）が女性。特に同地区のクアラカンコイ村では、女性の死者が80％を超えた。報告書は女性に犠牲が多
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かった理由として（1）家事や育児で自宅にいた、（2）木に登ったりして逃げることができなかった－－など
を挙げた。オックスファムは、女性が性的暴行や嫌がらせを受けたり、早期の結婚に追い込まれるケースが
生じているとして、各国政府やNGOに早急な防止策を呼び掛けた。（毎日新聞 2005.3.27）

波止場跡を津波パークに　最大被災地アチェ州

　インドネシア政府は、スマトラ沖地震の最大被災地アチェ州の州都バンダアチェで、壊滅した港湾地区
の一角を、津波の脅威を語り継ぐ記念パークとして整備する基本構想をまとめた。3月26日のインドネ
シア紙テンポによると、政府がこのほど作成した復興計画草案に盛り込まれた。津波パークの建設予定地
は半島のように海に突き出し、船着き場があるウレレ地区。モスク（イスラム教礼拝所）がおおむね形をと
どめているだけで、事務所や住宅はほぼ全壊した。市内への電力供給のため停泊していた国営電力公社の
ディーゼル発電船（約3000トン）が、約3キロ内陸に流され、今も住宅地に異様な姿をさらしている。（河北
新報社 2005.3.27）

（1）仮設住宅への入居
40万人の避難民を2月末までに避難所から仮設住宅へ

　担当者が1月27日に語ったところでは、インドネシア政府は40万人の避難民を2月末までに避難所から
仮設住宅へ移すかまえ。現在、仮設住宅の建設は急ピッチで行われている。政府はアチェ州で10万世帯が
家を失ったと見ており、これらの被災者が少なくとも最初の1年は政府が建てる仮設住宅に住むことを望
んでいるという。仮設住宅では食糧の配給や人口調査を行いやすいため。しかし、被災者の3分の1が仮設
住宅に移り、残りは親戚等の家に移ることを望むだろうとも担当者は述べた。（Jakarta Post 2005.1.27）

インドネシア政府、被災者のためにロングハウスを建設

　インドネシア政府は4,500人の被災者のため、80棟のロングハウスを建設することを計画している。こ
の計画の一例として、バンダアチェから10km離れたランバロに20棟のロングハウスが建設される。計画
責任者のアリフ・ムラニによれば、ロングハウス1棟につき12世帯が居住でき、20棟全体で1,200人の居住
を可能とする。11日前から工事を始め、2月15日には工事を完了する予定である。統計によればアチェで
は15万人が家を失った。大アチェ県やアチェジャヤ県、チャラン、ムラボ、トゥノムの被災者を収容するた
め、約3万5,000棟のロングハウスの建設が必要とされている。（Bernama 2005.2.1）

インドネシア政府、3万5,000戸を建設

　アンタラ通信社によれば、インドネシア政府は14万人の被災者のために住宅3万5,000戸を建設する準
備をしている。（Bernama 2005.2.3）

アチェ州都市再開発・住民居住局局長

「都市再生・住宅建設計画は海岸から2㎞以上離れた場所で実施すべき」

　2月7日のナジブ副首相の談話によれば、マレーシアとインドネシアの両政府はバンダアチェの復興再
建計画をかつての市街地で進めていくか、高台となっている別の地区で進めていくか考慮中であるとのこ
と。アチェ州都市再開発・住民居住局の局長マワルディ・ヌルディンはアチェの地元メディアに対し、都市
インフラや居住地区はバンダアチェの海岸から2㎞以上離れた場所に建設する必要があると語った。「海
岸から300mの場所に樹木を植え、そこから1.7㎞離れた所に変電所や電信局、テレビの中継局などインフ
ラを設置する」。ただし、海岸から2㎞以内でも高台地帯であれば住宅の建設を考慮するとのこと。これらの
数字は、多大な犠牲者を出したカージュ（Kahju）やムラボ、ロンガ、バイト（Bait）などの地域で、ほとんどの
住民が海岸から2㎞以内に住んでいたことを踏まえて設定された。「今回の出来事は、われわれに有意義な
教訓を与えてくれた。今後災害が発生しても今回のように多くの犠牲者を出さないよう、都市復興再建計
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画はあらゆる点を考慮して慎重に進めなくてはならない」。 （Utusan Malaysia 2005.2.10）

津波被災者の要望、柔軟に対応　公共福祉相

　スマトラ沖大地震と大津波の被災者救援を担当しているインドネシアのアルウィ・シハブ公共福祉相は
2月11日までに毎日新聞と会見し、被災者の旧居住地域内での仮設住宅建設を認めるなど、「被災者の声に
基づいた柔軟な復興策を行う」と明言した。政府は現在約5万人分の仮設住宅を準備しているが、旧居住地
域から遠い山間部やサッカー競技場の敷地内などに建設される例が多く、被災者から批判が出ていた。公
共福祉相は仮設住宅について「入居を強制はしない。被災者キャンプに残る人もいる」と述べたうえで、「被
災者の声に従った柔軟な復興策を行いたい」と強調。政府は海岸線にヤシやマングローブの防潮林を造る
計画を立てているが、同相は地域ごとに安全かどうかを判断し、仮設住宅建設を認める方針を示した。同相
はアチェ州の復興計画について、住民代表や識者、宗教者、州と中央政府代表を集めた会議で民意を取り入
れる姿勢を強調し、「政府が被災者の声を聞かないという批判は誤りだ」と語った。そのうえで「復興計画に
沿い、住民の要望があれば、旧居住地域での恒久住宅建設を促進したい」と述べた。
　また、外国軍が撤退した場合、ヘリによる物資輸送が減少する恐れがあるが、同相は「船の手配をしてい
る。各国軍が撤退する3月末までに道路を復旧できる」と自力復興に自信を見せた。インドネシア政府の推
定によると、地震と津波で約40万人が被災し、10万人が家を失った。政府は被災者のニーズを見て仮設住
宅の供給量を増やし、3月中旬までに入居を終える方針を示している。（毎日新聞 2005.2.12）

「遠すぎる」仮設住宅に被災者が反発

　アチェ州で建設中の仮設住宅について「遠すぎて、元の自宅に戻れなくなる」と被災者から反発が起きてい
る。インドネシア政府は、安全と判断されれば被災者の旧居住区での仮設建設を認める考えだが、実際には山
奥やスポーツ競技場の敷地内など生活環境が悪い仮設の建設しか進んでいない。2月15日にも入居が始まる
予定だが、入居拒否者が続出する可能性も指摘されている。 津波で家がすべて流されたバンダアチェ市北
西部の海沿いの町ムナサトゥハ地区（大アチェ県スカマクムル郡）では現在、生き残った住民ががれきから集
めた木材で木造モスク（イスラム礼拝所）や民家の自力再建に取り組んでいる。しかし、政府が準備している
仮設住宅は山間部にあり、車やバイクなどの交通手段を失った被災者は仮設に入居して同地区に通えなく
なることを心配している。「住民のほとんどは漁師で、このままでは、仕事を再開できない」と被災者のリー
ダー、ヌルミジシさん（43）は話す。
　同市北西部のランパセコタ地区（バンダアチェ市クタラジャ郡）でも、木造バラックの建設や残った家の
清掃活動が自主的に行われている。リーダーのゾルキフリさん（54）は「仮設は15キロも離れており、地区
に戻れなくなる。政府は被災者に何の相談もなしに勝手に仮設の場所を決めている」と批判する。
　インドネシア政府のアルウィ・シハブ公共福祉相は「防災上安全と判断されれば、被災者の旧居住区での
仮設建設を認める」と毎日新聞の取材に述べているが、実際には山間部の牧草地を借り上げたり、競技場な
ど公共施設内で仮設の建設を進めている。仮設の場所は商店や市場から遠く、不便な地域が多い。一方で、
仮設住宅に入居しなければ援助食料の受け取りができず、収入を失った被災者は不便でも仮設への移動を
受け入れざるをえない事情がある。政府は同州で約50ヵ所、約5万人分を準備、順次追加していく方針。（毎
日新聞 2005.2.12）

津波被災者、仮設住宅入居へ

　アチェ州では、2月15日から被災者の木造の仮設住宅への入居が始まる。この日第一弾として入居する
のは、バンダアチェ市内のサッカースタジアムに建てられたテントで生活している425人で、バスで仮設
住宅に移動する予定。仮設住宅は、バンダアチェ空港に向かう幹線道路沿いの河川に隣接した区画に建て
られた。昨年12月26日のスマトラ沖地震とインド洋津波で家屋を失った同州内の被災者は40万人を上回っ
ている。（ロイター 2005.2.14）
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仮設住宅への入居始まる　アチェ州

　アチェ州の被災者向けに建設された仮設住宅への入居が2月15日、始まった。木造の集合住宅で、これま
でに237棟が完成。第1陣として約400人の被災者が避難所から移動した。インドネシア政府によると、3月
15日までに計803棟の仮設住宅が完成し、約1万家族を収容できる。（毎日新聞 2005.2.15）

2月15日から避難民、仮設住宅へ移動

　政府は2月15日、アチェ州の地震・津波被災者の避難民キャンプから仮設住宅への移転を開始する。これ
は、復興・再建計画の第一段階にあたる3月15日までをめどに行われる予定。公共事業省西部地区村落都市
計画局のトト・プリ局長は2月14日、3月までに803棟の仮設住宅を建設する予定であること、すでに273
棟の建設が終了しており、一棟あたり12世帯が収容される予定であること、3276世帯がすでに移転可能で
あることを明らかにした。2月15日までに387棟の建設が終了しているはずだったが、建設資材不足や場
所の選定に苦慮したことから、結局273棟しか完成できなかった。「安全で、所有権に問題がなく、避難民も
暮らしたいと思うような土地を探す必要があった」とプリは語った。大アチェ県知事のルスリ・ムハマドは、
仮設住宅の建設が遅れていることから、学校に避難している住民から優先的に移転させることにした。バ
ンダアチェ市長代理のマワルディ・ヌルディンも、3万8,000人の避難民のうち1,787世帯5,850人の移転を
行う予定。アチェ州議会の敷地に避難している住民などから移転を優先的に行いたいとした。一方、州議会
の敷地に避難している171世帯はこの計画に戸惑いを隠せない。バンダアチェ市カンプンムリアから避難
している住民の1人は、「移転については先週の金曜日（2月11日）に聞いていたが、月曜日（14日）には期日
などの情報は教えられていなかった」と語った。（Kompas 2005.2.15）

津波の被災者15万人、仮設住宅に

　アチェ州で2月15日、避難民の仮設住宅への集団移転が始まった。同州では40万人以上が避難所や親類
の家などで暮らしている。政府はこのうち15万人を対象とする仮設住宅の建設を計画し、3月中旬までの
移転完了を目指す。この日は州都バンダアチェとその周辺の75ヵ所の避難所に暮らす避難民約5,000人が、
政府の用意したバスなどで5キロ圏内の10ヵ所に建てられた仮設住宅に移ることになった。雨期の大雨で
避難所の環境が悪化する中、住民からは仮設住宅への移転を喜ぶ声が上がる一方、漁民からは移転先が海
から遠いことなどに対する不満が出ている。政府は仮設住宅の入居期限を最長2年までとしているが、津波
で海岸部の地形が変わった上、土地台帳の一部が流失したり浸水したりしたため、再定住や補償などで大
きな困難が予想される。（朝日新聞 2005.2.16）

南スラウェシ州、被災教員用に住居100棟を建設

　南スラウェシ州のプドゥリ・アチェ・チームは、アチェで津波被害を受けた教師に住居を建設することに
した。チームの広報担当者アスワル・ハサンが2月15日に明らかにした。すでに南スラウェシ州政府はこの
件でアチェ州政府に申し出を行い、許可を求めている。建設予定の住居は居間と2つの寝室からなるもっと
も簡素な33平方メートルの住居。建設費用は一棟あたり700万～800万ルピア。「この家は解体して建て直
すこともできる柔軟なつくりになっており、2～4日で建設できる。手入れしだいで5～10年もつ」という。
資材はアチェの外から運び、アチェにいるチームが組み立てる予定。（Kompas 2005.2.17）

仮設住宅での生活は2年間の予定

　公共事業省都市村落計画局長パタナ・ランテトディンは2月15日、アチェの避難民が仮設住宅に居住す
るのは2年間の予定であると述べた。それ以降は永続的な住居が避難民に与えられる予定。場所について
も、現在策定中の都市計画にしたがって配置されるという。「現在は、10万人の避難民を収容する予定で、
1月半ばから825棟の仮設住宅の建設にとりかかっている」とパタナは説明した。（Kompas 2005.2.17）
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アチェ州副知事「津波被災地域の住民再配置は住民の意向を反映させる」 

　アチェ州副知事アズワル・アブバカルは2月20日、避難民の再配置について賛否両論あることを認めた。
アズワルによると中央政府ではすでに青写真がつくられているが、これは最終案ではないという。海岸部
からどれくらい距離を置いて居住地域を設置するかについては、500メートルとする案もあれば2キロと
する案もある。いずれにせよ、対象となる住民の希望を反映させていく意向であり、1970年代に北アチェ
県にPTアルンを開設する際に起こったような移転問題の繰り返しは避けたいと述べた。PTアルン開設の
際には北アチェ県の海岸部の住民の多くが北アチェ県内陸部のシャムタリラバユ郡ムバン（Mbang）地区
に移転を求められ、土地を与えれたが、漁民は内陸部で生活することに慣れておらず、交通にも不便だった
ため、移住計画は失敗した。（Serambi Indonesia 2005.2.21）

漁民の居住地域の再配置に検討の余地あり

　アチェ州副知事アズワル・アブバカルは2月20日、漁民で避難民となっている人びとの再配置について
政府に検討の余地があるとの見方を示した。アズワル副州知事は漁民がアチェ州パンリマ・ラウトを通じ
て漁村のモデルを提示し、アチェ海岸部の住民に範を示すことを期待すると述べた。アチェ漁民600人と
パンリマ・ラウトが主催する会合で閉会の辞を述べた際の発言。同時に、2005～2010年のアチェ州パン
リマ・ラウト事務局の就任式も行われた。副州知事から任命されたのはブスタマン局長とアドゥリ・アブ
ドゥラ書記。また、元水産大臣サルウォノ・クスマアトマジャがパンリマ・ラウト評議会議長に指名された。

（Sermabi Indonesia 2005.2.21）

アチェ州北海岸部でも仮設住宅の建設が求められる

　ピディ県、ビルン県、北アチェ県といったアチェ州北海岸部の地震・津波被災者は仮設住宅の建設を待ち
望んでいる。被災者の間では仮設住宅についての情報はあるが、具体的な情報は与えられていない。ビルン
県バテ・イリ郡の避難民ハサン・アブドゥル・ムンタリブは2月18日、「仮設住宅についての通達はあったが、
いつ、どこでなのかは知らされていない」と語った。同地では741人が避難キャンプで暮らしている。その
多くはもとのピナンスリブ村への帰還を望んでいる。住民の一部はあるだけの木材などを使って住居の再
建に取り組んでいるが、一部は仮設住宅の建設を待ち望んでいる。（Kompas 2005.2.21）

ラムノの仮設住宅の建設は3月15日までかかる

　ラムノの仮設住宅の建設作業をとりまとめているエディ・ストリスノは2月22日、ラムノの仮設住宅建
設は3月15日までかかるという見通しを明らかにした。現在、35棟を建設するため、600人の作業員を投入
し、時間外労働もいとわず建設作業を進めてきたが、バンダアチェから建設資材の搬入が滞りがちなこと
や、夜間外出禁止令が出されたこともあって作業が遅れているという。「わずかの木材をのぞいてすべての
資材をバンダアチェから運ばねばならない。問題は搬送に時間がかかること。釘でさえ注文してから1週間
かかる」とエディは語った。ラムノ海岸は波が高く、船で運べる資材の重量に限りがあることも一因。また、
建設中の仮設住宅は全部で420世帯分で、これはラムノの避難民3,034世帯の13.8%にすぎない。仮設住宅
を得られない住民はNGOか外国が用意する避難所に行くか、親戚の家に行ってもらうしかない、と建設作
業の監督をするハリ・スラルトは語った。（Kompas 2005.2.24）

避難民、仮設住宅への移転を拒否

　バンダアチェ市住民を再配置しようとする政府の計画は住民の拒絶を受けている。マタイ、インドネシ
ア国営放送基地、シアクアラ大学キャンパス、ロンガ郡ヌサ村の避難民の大多数は仮設住宅への移転を拒
否しており、可能な限り、元の村へ戻ることを求めている。バンダアチェ市内からマタイに避難している
ムスタファ（39）は、「大アチェ県ジャントへ移されると聞いている。申し訳ないがジャントになど行きた
くない。どんな仕事ができるというのか。私は商売をしていた。突然ジャントで農作業をしろといわれても
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困る」と語った。ムスタファによれば、避難民を支援する資金があるなら、避難民がそれぞれ家を建てるた
めの資金として配分するほうがよいという。「元の場所に戻りたい。家を建てるための資金を支援してく
れるなら感謝もしよう」とムスタファは語った。ラムテメンバラット（Lamtemen Barat）からマタイに避
難しているハイディル（58）は、これまで建設労働者として仕事をしてきたが、すでに数十年住んできた土
地でこれまでも収入を得てきたのだから、よそに移りたくないと述べた。「お金の形でなくても、建築資材
を支援してもらえれば明日にでも家を改修できる」と語った。ハイディルは「建設現場で働いてきた者が農
民になって成功したためしがない」として、農村部への移転には反対だ。ヌサ村からの避難民サムスル・フ
アティも、自分たちの村は自分たちの血が通う土地であり、よそに移るつもりはないと語った。（Kompas 
2005.2.25）

避難民、「避難高台」構想を支持

　大アチェ県ロンガ郡ヌサ村からマタイに避難しているサムスルは、政府が進める仮設住宅への移転に
は反対している。自分の村は自分の血が流れる土地であり、よそに移るつもりはないという。住宅地に「避
難高台」をつくることについてはよい考えだと認めた。「村には丘があり、津波のときも多くの住民がそこ
で難をのがれた。重要なのは次に地震や津波が来たときにどうやって身を守るのか広く知らしめること
だ。そうすれば住民は災害が来てもパニックに陥ったりしないだろう」と語った。ヌサ村のザイヌン・サア
アドは、政府が避難民の意見に耳を傾けてくれれば多くの解決策が見つかるだろうと語った。「避難高台」
をつくるのもその1つ。こうした場所をそれぞれの村につくることで、もとの村に帰りたいと願う住民と、
住民を津波の被害から守りたいと考える政府の両方の意向を満たすことができる。「我々の村には丘があ
る。丘がない地区には高台をつくればよい。加えて災害警報システムができれば、住民は災害の発生を早
期に知ることができる。政府は政策を決める前にこうした意見に耳を傾けるべきだ」とザイヌンは語った。

（Kompas 2005.2.25）

仮設住宅建設に資金の不正使用が起こっている可能性

「汚職なき平和なアチェ・ワーキンググループ」（ADTK）は2月25日、アチェ州の仮設住宅建設に関連して
汚職の疑いがあるとの見解を発表した。政府との契約書がないものや、土地取得が不明瞭な事例や、基準を
満たしていない仮設住宅などがあるという。契約書がない場合は基準となる価格が示されていないため、
建設業者は安価な木材を仕入れ、高価な木材を使用したと報告することが可能になっているという。また、
用地となっているのは、西アチェ県の場合は慣習法にもとづく共有地だが、ピディ県クンバンタンジュン

（Kembang Tanjung）では住民が作物を植えるために使用していた土地が使われていた。また、一部屋4×
5メートルが基準となっているが、ピディ県、北アチェ県、ロスマウェ市、ビルン県では4×3メートルや2×
3メートルの部屋が作られている。さらに、バンダアチェ市ランバダロ（Lambada Lhok）地区バエト（Baet）
村の仮設住宅の場合、部屋の大きさが4×3メートルになっていることに加え、ブロックの配合が規定のセ
メント1対砂3ではなく、セメント1対砂4であることが判明した。同様のことはビルン県のビルンやサマラ
ンガでも起こっており、このため多くのブロックが使う前に割れているという。北アチェ県の場合、20世
帯が収容される仮設住宅1棟の建設に13億7000万ルピアが支出されるという試算がされている。ADTKは、
これらの費用は仮設住宅建設よりも各世帯が家を再建するための費用にあてられるべきだと考えている。
ADTKのバンバン・アンタリクサとアヒルディン・ハフユディンは2月25日、この問題を汚職撲滅委員会へ
持ち込むと語った。これに対し、アチェ州公共事業担当部長トト・プリは、質の問題には責任をとる用意が
あるが、仮設住宅建設の費用は政府によるものも外国援助によるものもまだ支払いが行われていない段階
であり、こうした批判を行うのは早すぎるとした。（Kompas 2005.2.26）

仮設住宅が支払いに値するかどうか住民はチェックしてよい

　アチェ州知事代行アズワル・アブバカルは2月27日、仮設住宅建設に資金不正流用のおそれがあるとの
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指摘に対して、会計当局が仮設住宅の費用を支払う前に住民が仮設住宅を検分し、支払いに値するかどう
か自身の目で確かめてかまわないと述べた。「費用が高すぎては困るが、手続きについてはあまり問題にし
ないでほしい。支払いの前に必ず調査がある。政府がいくら支払ったか、必ず記者たちには知らせる」とア
ズワルは述べた。部屋の大きさが規定より小さくなっていることについては、決定的な問題ではなく、重要
なのは住んでいるあいだに壊れないかどうかだとコメントした。（Kompas 2005.2.28）

さらに多くの住民が仮設住宅への移転を拒否

　大アチェ県ルプン郡ムナサバクウ（Meunasah Bak'u）村とロスドゥ村の住民は2月28日、元の村で家を
再建することを希望しており、別の場所への移転は拒否すると語った。ムナサバクウの漁民アブドゥラと
ブホリは、「我々は漁業で生活を営んできた。海から離れては暮らせない」という。2人は津波被災後、他の
40世帯の漁民とともにフランスとマレーシアが支援する仮設テントで暮らしている。ブホリは船が流され
てしまったため、すでに1ヵ月も漁に出ていないが、「ありがたいことにマレーシアが2隻の原動機付きの
船を提供してくれた。オクスファームも支援を検討してくれている。もうすぐ海に出られる」と語った。同
じ村のダウドは家を再建する希望を語った。現在暮らすテントの近くの土地を指し示して、ここに家を建
てるということで他の住民と合意したという。「私にとっては、どれほど立派なテントでも仮の住処にす
ぎない。私自身の家を建てたい。神が私を助けてくれると信じている」と述べた。ダウドは他の漁民と異な
り、漁に出ないときは建設労働者として働いていたという。今は、毎日遺体の収容作業に出ている。費用は
もらっていない。「私の母や弟妹たちが見つからないとも限りませんから」とダウドは説明した。（Kompas 
2005.3.1）

アチェ州のパンリマ・ラウト、政府に仮設住宅の建設をやめるよう呼びかけ

　アチェ州海岸部の漁民たちの避難所を視察したアチェ州海洋慣習法局／パンリマ・ラウトは3月7日、政
府に対し、避難民用の仮設住宅の建設をただちにやめるよう求めた。アチェ州パンリマ・ラウト事務局長の
アドゥリ・アブドゥラは、避難所を視察した結果、漁民たちは海までの交通費がかかることなどから仮設住
宅に住むことを望んでいないことがわかったという。たとえばムラボの避難民の場合、海岸までバイク・タ
クシーで往復1万ルピア払わなければならない。ビルンでは往復6000ルピアになる。漁民にとってこれだ
けの交通費はかなりの負担となる。ただし、解決方法は地区によって異なるという。バンダアチェの漁民
は仮設住宅に住まなくても現在ある設備を使って海沿いの村で暮らせば問題は解決するが、ムラボやビル
ン、ナガンラヤの漁民はそうするわけにいかない。アドゥリによれば、海洋慣習法局は漁民たちの意見を取
りまとめ、政府に対し、仮設住宅の建設をいったんとりやめ、建設資材は元の居住区に家を再建するのに使
うよう提案した。アドゥリによれば、この意見はすでにアズワル・アブバカル副州知事に伝えられており、
前向きな返事を受け取ったという。（Kompas 2005.3.8）

自宅跡への居住者増加　アチェ州南西海岸

　アチェ州南西海岸の中核都市ムラボー市や周辺で、破壊された自宅跡にテントを張ったり小屋を建てて
住む人々が増えている。政府は津波被害を防ぐため、海岸付近にマングローブなどを植林し「緩衝地帯」と
して居住を禁止する方針だが、人々が自宅跡に戻るのは住宅不足などが背景にある。
海岸に近いスアク・リベ地区で、テント生活を送る主婦、アトゥンさん（36）は6人暮らし。親せき宅に2ヵ月
近く住んだ後、約1ヵ月前から自宅跡でテント暮らしを始めた。被災前は夫が製材業をしていたが、11本
あった電動のこぎりが流失し、商売にならない。現在は夫と高校1年の長男が非政府組織（NGO）の復興事
業で働き、日本円で1日計400～800円を手にするだけだ。食材を買うと残りわずかだが、少しずつためた金
で材木を買い、2週間前から自宅の再建を始めた。ただ、壁の7割まで打ちつけたところで資金がなくなり、
工事は中断したまま。自宅跡が緩衝地帯に含まれるかどうかはまだ分からず、不安もある。でも「行政をあ
てにすると自宅再建はいつになるか分からない。早く完成させたい」と話す。
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　海岸から500～1000メートルにある同市ブラカン地区でオートバイ修理店を経営していたアブドゥラ・
ユヌスさん（54）は約1ヵ月前、拾い集めた廃材で作業場を再建した。営業再開に向け、ガスバーナーなど道
具の修理を続けている。周囲では外国NGOから支給されたテントを張る住民が増え始め、テントは約40張
りになった。地区長でもあるアブドゥラさんは「住民が次々に戻ってくるので、私もここに住む責任があ
る」と作業場にござを敷いて寝泊まりしている。その1人で県職員、ダビアンさん（41）は津波後、親せき宅
に身を寄せていたが、居づらくなったという。自宅跡に戻ったのは「住んでいることを政府に示し、緩衝地
帯から外してもらうためだ」と話す。（毎日新聞 2005.3.28）

（2）記録と記憶の回復
津波に押し流されなかった墓

　周辺の村落が大きな被害を受ける中、津波に押し流されなかった墓が関心をひいている。その1つは北ア
チェ県サムドゥラ郡にあるスルタン・マリク・サレーの墓。700年の歴史を持つこの墓は、墓石をはじめ囲
いの石や鉄柵も無傷だった。マレーシア海軍指揮官ジャミル・ウスマンは1月25日、マレーシア政府の援助
を北アチェ県知事に受け渡した際、「イスラム王朝であるサムドゥラ・パサイの建国者の墓がアッラーの思
し召しで津波に耐えたのを見て不思議な気持ちだ」と述べた。マレーシアの記者50名もこの墓を訪れ、マリ
ク・サレーとはどんな人物かとあれこれ尋ねている。（Waspada 2005.1.27）

土地証書は国家土地局で保管

　アチェ州国家土地局地方事務所所長ラザリ・ヤフヤは1月27日、土地証書について、正本は国家土地局
（BPN）で保管されていることを明らかにした。津波により土地の境界が不明となったのは10～20%と見込
まれるが、BPNでは衛星写真などで過去のデータを保存しているという。1月20日からBPNは復旧作業を
開始し、すでに7万件以上のデータを確保したという。（Serambi Indonesia 2005.1.28）

インドネシア政府に歴史的遺産の再建を希望

　アチェの王族の1人であるヤフィス・ムサは、アル・ナガ海岸沿いに位置するシアクアラ霊廟の再建をイ
ンドネシア政府に期待している。ヤフィスによれば、この霊廟はアチェにおけるイスラム教の伝播と関わ
りが深く、歴史的価値のあるものである。ここには30の墓があり、アチェにイスラム教を広めたウラマーや
アチェのスルタンが数人埋葬されている。本紙記者が調べたところ、霊廟の付近は津波の被害がひどく、墓
石の1つが近隣地域にまで流されてしまっていた。ヤフィスは、霊廟の再建はイスラム教で許可されている
範囲で行ってほしいと望んでいる。（Bernama 2005.1.31）

政府は津波犠牲者の土地所有権を保証する

　アチェ州副知事アズワル・アブバカルは1月31日、政府は津波被災者の土地所有権を保証すると言明し
た。失われた土地証書は3%にすぎず、それらも地図と衛星写真から復元できるとした。津波の被害を受け、
更地にする必要のある地区はどこかという点については、「人が所有している土地をマングローブ林にす
ることはできない」と答えた。都市機能を移転することについては、十分な調査を行ってからとの姿勢を示
した。（Waspada 2005.2.2）

バンダアチェで土地台帳が被災　復興に支障

　バンダアチェでは、約3万冊にのぼる土地台帳が海水につかる被害を受けた。住民の不動産所有や登記に
関する重要な公文書だが、被災から6週間が過ぎて腐食が深刻化しており、専門家は「このままでは今後の
復興計画に支障が出かねない」と早急な対策を訴えている。大津波はバンダアチェ中心部の土地管理事務
所を襲い、厳重に保管されていた台帳の多くが被災した。同事務所はずぶぬれになった台帳を別の場所に
移し、日光で乾かす措置を取ったが、数が膨大なうえ人手不足から作業は進んでいない。保存方法の具体的
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なノウハウは乏しく、さらに連日気温30度を超す暑さと高い湿度で紙類の劣化に拍車がかかっている。
　古文書など紙資料の保存修復が専門で、インドネシア政府の要請を受け2月11日に現地を視察した坂本
勇TRCC東京修復保存センター代表によると、天日に干した台帳は表面が乾いても内部はぬれたままで、
カビや書類の付着が急速に進行していた。坂本代表はエタノールを散布してカビを抑制する応急措置をア
ドバイスしたものの、2週間以内に抜本的な対策を取らないと土地台帳が完全に失われる可能性があると
いう。インドネシア当局は被災地の復興計画を策定中だが、土地台帳なしでは住民の移転や補償問題など
に大きな影響が出るのは避けられない。坂本代表は「土地台帳は個人の権利証書で人権にかかわる問題。復
興を支援する意味でも保存を積極的に支援していきたい」と話している。
　このほかアチェ地区文書館やアチェ文書記録情報センターなどの文化遺産保存施設が津波の被害を受
けており、インドネシア国立公文書館は日本側に資料の救出と保全への協力を要請している。（毎日新聞 
2005.2.12）

アチェの土地台帳を救え　保存修復に専門家現地へ

　スマトラ沖地震の津波でアチェ州の土地台帳が水浸しになり、腐敗が進み消失の危機にあることから、
復興の基礎データにもなる台帳を守ろうと、保存修復の専門家が2月23日、現地に向け出発する。州都バン
ダアチェに入る東京修復保存センター（東京都青梅市）の坂本勇代表によると、台帳を保管していた国土庁
の1階部分が水没、少なくとも原簿3000冊がぬれた。坂本代表が2月上旬に現地調査した際には、原簿の多
くが熱帯の高温にさらされ、ページをめくると糸を引くほどに腐敗が進んでいた。ページとページがくっ
ついてしまったものや、カビが生えたものもあったという。（共同通信 2005.2.22）

アチェ州の土地台帳救えと専門家が現地出発

　インド洋大津波で海水につかり危機的な状況にあるインドネシア・アチェ州の土地台帳を救おうと、日
本の文化財保護の専門家が2月23日、現地へ向け出発した。台帳をフリーズドライ処理をすることで復元
するもので、「日本とインドネシアの深い関係を考え、日本の支援で保存できれば」と、本格的な援助を訴え
ている。（毎日新聞 2005.2.23）

「水没」登記簿、修復せよ　スマトラ沖大地震

　スマトラ沖大地震による津波で、被害の最も大きかったアチェ州では、土地の所有権を確認するために
必要な登記簿や権利証書などが大きな被害を受け、今後の復興の妨げになることが懸念されている。公文
書の一部が流失し、多くが水につかってしまったためだ。残った書類の腐食などを止め、データを保存する
ため、日本の支援を受けながら、応急処置が続いている。バンダアチェ郊外にある国土庁の出先事務所。職
員らが消毒液に漬けながら、水をかぶった登記簿の洗浄作業を続けている。霧吹きで液を吹き付けながら、
1冊50ページある登記簿のページをピンセットで一枚ずつめくる。汚れがひどい場合は、泥を洗い流し、洗
濯ヒモに洗濯ばさみで留めて干す。室内は30度を超える暑さ。泥まみれになった登記簿などが山積みだ。
担当者によると、人口約30万の州都バンダアチェの登記簿や公図、権利証書の原本などを保管していた出
先事務所は津波により、登記簿の4割が流失、6割が浸水した。被災後、回収はされたが、しばらく放置され
たため、一部で腐食が始まっているという。バンダアチェの沿岸地域は内陸数キロにわたって建物が流失
したほか、土地の形状そのものが変わった。このため今後の復興には土地所有の再確定作業が必要になる。
しかし多くの住民が土地の権利証書の写しを無くしたため、登記簿をしっかり残すことが復興計画にとっ
て重要だ。
　アチェで6年前に古文書保存の調査をした東京修復保存センター代表で、文書の修復や保存の専門家、坂
本勇さんが1月に現地を訪れた時、国土庁の被害を知った。「現場でぬれた書類を自然乾燥させていたので
驚いた。そのままでは固まってしまい、二度と開けなくなる。消毒液に漬けることを助言した」という。坂本
さんの働きかけで、国際協力機構（JICA）が支援に乗り出すことが決定。2月下旬に坂本さんが再び現地を
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訪れ、バクテリアの繁殖を抑え、記載事項の消失を防ぐための応急処置の指導を続けている。今後、課題と
なるのが、膨大なデータの保存。坂本さんは、低温での瞬間冷凍を行い、冷凍倉庫で保存することで、腐食を
防ぐ一方、少しずつ解凍をしながらスキャンすることでデータをデジタル保存することを提案している。

（朝日新聞 2005.3.11）

アチェの土地証明書、ジャカルタへ移して保全作業

　国家土地局土地管理部長リプトノは3月15日、津波で水に浸かった4万通の土地証明書を保全するため
にいったんジャカルタに運ぶことにしたと語った。229の箱に詰め、国軍所有の輸送機で空輸する。ジャカ
ルタでは特別にインドネシアに持ち込まれた最新機器を用いてデータの保全処理を行う予定。アチェに戻
されるのは3ヵ月後。リプトノは、文書保全の専門家である日本の坂本教授の言葉を引用して、4月1日まで
に処理を行わない場合、文書は細菌の繁殖により崩壊が激しくなる可能性が高いと説明した。リプトノに
よれば、日本は神戸やロサンゼルスが津波に襲われた後に文書を保全した経験を持っており、そのため土
地証明書の保全作業に関心を持っているのだという。ジャカルタへの土地証明書の一時移送はジャカルタ
の中央国家土地局とバンダアチェ土地局、国民福祉調整相、ならびにJICAの協力によるものである。バン
ダアチェの国家土地局によると、573万ヘクタールの土地のうち1万3,610ヘクタールが津波の被害を受け
た。このうち40万5,755ヘクタールは土地登記が行われていない土地である。また、1917年以降の土地証
明書のうち95%は、保存状況は必ずしもよくないが津波の難はのがれたという。（Acehkita 2005.3.15）

文化財の被災深刻、貴重なイスラム古文書廃棄も

　アチェ州で古文書などの救援活動をしていた東京修復保存センター（東京都青梅市）代表の坂本勇さん
（57）が帰国した。スマトラ島へのイスラム伝来の窓口として貴重な文書が多数残されているといわれなが
ら紛争のために外国人の立ち入りが制限されているアチェ。災害救助のためわずかに外に開かれた間に見
えた文化財の現状を坂本さんに聞いた。
　16～17世紀、アチェは貿易港としてアラビア半島からのイスラム文化伝来の入り口だった。インド洋を
渡ってメッカに赴く巡礼者の最後の寄港地でもあり「メッカのベランダ」と呼ばれ、イスラム資料の宝庫と
いわれる。特に、有力なスルタンが治めた17世紀前半は、イスラム研究の一大拠点になった。
　坂本さんはかつてインドネシア国立公文書館の資料修復に携わった縁で、2月以降4回、のべ17日間ア
チェに入った。低地にある「アチェの歴史と情報センター」は津波を受け、約70点の貴重資料を含む500冊
以上の蔵書が廃棄された。モスクでも1500冊が捨てられた。新聞社も情報を保存していたサーバーが盗難
に遭った。一方で、高台の博物館と資料館は波をかぶるのは免れ、17世紀初頭の文書が残っていた。中でも
坂本さんが注目するのは、「ドゥルワン」と呼ばれるカジの樹皮をたたいて薄く延ばした紙でできたイスラ
ムの古文書。ジャワ島ではよく見られるが、アチェでは初めて確認された。資料館にあった文書は「400年
前のラクダの皮の文書」と言い伝えられていた。また、博物館にあった本の奥付には「1706～26年に在位し
た女性スルタンの蔵書で、1640年の本。八つの神秘的な物語が書いてある」との記述があった。坂本さん
は「ドゥルワンの由来はよくわかっていない。アチェにあったことは、アラブとの交流や文化の流れを解明
する上で興味深い。最近はDNA分析も可能となっている。将来、アラビア半島やジャワ島のドゥルワンと
DNAを比較すれば、新たな発見があるのでは」と期待する。一方、多くの資料が廃棄されたことについて「貴
重な文書が含まれていたと思うが、失われてしまった今となっては調べようもない」と悔やむ。インドネシ
ア政府は近く、国連など一部を除くボランティアの州外退去の方針を打ち出している。坂本さんは「混乱の
中でわずかな間、扉が開いた。現地との友好を結ぶチャンスだったが、限界があった。今後の可能性に期待
したい」と話している。
　坂本さんは「社会や個人の歴史を示すものを守ることが心の復興と未来につながる」と考え、阪神・淡路
大震災直後の神戸でもさまざまな資料や個人のアルバムなどの救援にあたった。この10年間を振り返り、
文化財救援はどうあるべきかを聞いた。
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──災害時の文化財救援にとって最も大切なことは？
　貴重な資料を助けられるかどうかは、時間の問題。地震直後、医療や工学の専門家が現地に入るように、
文化財についても専門家が駆けつける「文化財救援の思想」を広める必要がある。「現地が落ち着いてから
行けばよい」という考え方もありますが、時間がたつと被災資料は捨てられてしまい、残っていても回復に
労力とコストがかかる。
──時間的な目安は？
　２週間が一つの目安。２週間というのは、片付けが始まり、被災したものを捨てようか残そうか迷う時期
です。今回、泥に毒があるといううわさが流れ、多くの資料が捨てられ、盗難も起こった。紛争のために手着
かずの状態にあったイスラムの古文書が、研究者の目に触れないまま失われたことは、大きな損失です。
──望ましい救援とは。
　災害直後、現地は混乱している。今回も目録がなくなったり、生き字引のような博物館職員が亡くなった
りした。そうした中、何が何点なくなったのか、何をどう守ればよいのかを専門家が考え、行動で示すこと
が重要。個人では限界がある。志ある人がＮＰＯなどに登録し、日ごろから最低限の資材を備え、災害発生
直後から組織的に働くことができれば、被災地での日本の信頼も増すと思います。（毎日新聞 2005.3.25）

【ドゥルワン文書（ダルワン文書）についてはジャウィ文書研究会ニューズレター第11号を参照。】

（3）外国軍・支援チームの撤退
ヤマ越した「最大の作戦」　スマトラ沖地震6週間

　スマトラ沖地震から6週間。震源に近いアチェ州などの被災地では、各国部隊による「史上最大の支援作戦」
も緊急出動のヤマを越え、一部撤収や規模縮小の動きが出てきた。しかし、本格的復興には「5～10年かかる」

（アナン国連事務総長）とされ、機動力に優れた部隊の展開が「今後も必要」（国連当局者）との指摘もある。長
期的な支援体制の構築が次の課題として浮上してきそうだ。（共同通信 2005.2.5）

3月下旬に自衛隊撤収　スマトラ救援で防衛庁方針

　防衛庁は2月8日夕、大野功統防衛庁長官や自衛隊幹部による防衛会議を開催し、スマトラ沖地震救援の
ため国際緊急援助隊派遣法に基づきインドネシアに派遣している陸海空3自衛隊の約1000人を3月下旬で
撤退させる方針を決めた。インドネシア政府が外国軍隊などの駐留を3ヵ月以内にするよう求めているこ
とに配慮した。同庁は8日夜、「3月26日までには派遣部隊を撤収する」と発表した。防衛庁は9日、統合幕僚
会議の担当者をインドネシアに派遣し、同国と撤退に関する具体的な協議に入る。撤退には10日間程度を
要するとみられ、実際の活動は3月中旬までとなる見通し。大野氏は8日夜、記者団に対し、撤退の理由に関
し「そろそろ民間中心の支援に移行する時期だ」と述べた。（共同通信 2005.2.8）

オーストラリア軍、撤退は段階的に行う

　ほとんどの外国軍がアチェからすでに撤退したか、撤退しつつある中、インドネシアの無言のプレッ
シャーにも関わらず、オーストラリア軍は依然としてアチェに留まり続けている。国際的な支援活動の内
容が非常事態への対応から復興・再建に移行する中、シンガポールとアメリカの軍隊がすでに撤退した。ア
メリカ軍はバンダアチェの海岸沖に1,000床のベッドを備える海軍医療船マーシー号を依然停泊させてい
るが、航空機輸送艦エイブラハム・リンカーン号は先週すでにインドネシアをあとにした。イギリス軍のヘ
リコプター部隊も2月13日に撤退する予定だ。インドネシアのメディアは、在ジャカルタ・オーストラリア
大使デヴィッド・リッチーが「オーストラリア軍は来週までに撤退する」と伝えたが、それは誤りとのこと。
在ジャカルタ・オーストラリア大使館のスポークスマンは、オーストラリアAP通信に対してこのように明
らかにした。同スポークスマンによれば、オーストラリア軍隊は数週間かけて少しずつ撤退するが、技術班
はもう少し長く滞在することになるだろうとのこと。オーストラリア政府は民間の医師と軍医・看護士チー
ムを派遣し、これら医療スタッフはバンダアチェの主要病院で活動を行っている。また、同政府は、インフ
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ラ再建や瓦礫撤去のために150人の技師と支援スタッフを派遣している。技師は先週赤十字社に対して浄
水プラントを譲り渡した。第16航空連隊から派遣され、バンダアチェの空港から救援物資を輸送していた40
人のチームは活動を終了したが、オーストラリア軍艦カニンブラ号（Kanimbla）は2台のシー・キング・ヘリ
コプターを待機させ、海岸沖に停泊したままである。インドネシアのユスフ・カラ副大統領は外国の軍隊のア
チェでの活動に対して3ヵ月間の期限を設置した。だがその後インドネシア政府はこれを撤回し、3月26日と
いう期限は状況に応じて柔軟に変更しうるものだとした。アチェで活動を続けている軍隊のうち最大規模を
派遣しているのはオーストラリアと日本である。（Bernama 2005.2.11）

オーストラリア政府が派遣していた民間医療チーム、被災地から全て撤退

　オーストラリアが津波被災地に派遣していた民間医療支援チームのうち最後の一チームが2月13日に
帰国した。オーストラリア政府の保健関連諸課の課長の一人であるジョン・ホルバス教授によれば、オース
トラリア政府の諸機関は地震・津波発生直後から協力し合い、政府をあげて人道支援を提供し続け、保健面
では健康・老齢化対策局（Department of Health and Ageing）が主要な役割を担ってきたとのこと。「オー
ストラリアの保健関連諸課の課長からなるオーストラリア健康災害管理政策委員会（Australian Health 
Disaster Management Policy Committee：AHDMPC）を通じ、オーストラリア危機管理局（Emergency 
Management Australia）による物資輸送の協力を得て、われわれはインドネシア、モルジブ、スリラン
カ、タイへ7つの医療チームを迅速に派遣し、それぞれの国家の需要に対応することができた」。ホルバス
教授によれば、オーストラリア政府の津波被災支援政策は、人命救助と人道支援を目的とした初期段階か
ら復興・再建段階への移行を決定し、医療チームの派遣はもはや不要であるとの判断に至ったとのこと。

（Bernama 2005.2.13）

アチェ派遣の豪州軍、人道支援で関係改善

　スマトラ沖大地震と津波で、オーストラリアは軍部隊約1,000人をバンダアチェに派遣して被災住民の
救援活動にあたっている。豪州は1999年の東ティモール独立を巡る混乱時に多国籍軍の中核として派兵
し、インドネシアとの関係が悪化。今回人道支援を前面に打ち出し、同国の対豪観を変えようと懸命だ。（毎
日新聞 2005.2.17）

アチェで医療活動のロシア軍が撤退

　バンダアチェで医療支援活動を続けていたロシア軍が2月18日、撤収した。ロシア側はアチェに設けた
野外病院の施設や機材をインドネシアに寄贈。今後はインドネシア軍が主体となって運営を続ける。ロシ
ア軍が外国の災害支援のため医療チームを本格派遣したのは今回が初めてという。（毎日新聞 2005.2.18）

自衛隊、診療所を2月28日で閉鎖

　アチェで活動する自衛隊は、ラマラ地区〔バンダアチェ市バンダラヤ郡ラマラ〕の診療所を2月28日で
閉鎖し、早ければ3月上旬にも完全撤収し日本に帰国する予定。自衛隊が州都で運営中の2つの診療所に
は、今も1日に合計250人以上の患者が訪れるという。病気の赤ん坊を抱いて診察と交流会の見物に来た
主婦は、「日本の医師は丁寧に子供の面倒を見てくれた。いつまでも居て欲しい」と話していた。（読売新聞 
2005.2.24）

スマトラ派遣の自衛隊、3月上旬に活動終了

　スマトラ島沖地震と津波被害で、国際緊急援助活動のために派遣した陸海空の3自衛隊に対し、大野防衛
長官は2月25日、3月上旬に現地での活動を順次終結し、3月10日に主力の陸自部隊や、海自の艦船3隻を
撤収させる命令を出した。 16日には、インドネシア政府などへの引き継ぎも終える予定。防衛庁は、同国
政府の意向を受け、被害発生から3ヵ月となる3月26日を撤収期限としていた。被災地での緊急援助活動の
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要請が減り、同国政府や関係機関への引き継ぎの見通しも立ったため、撤収を早めた。1月上旬に派遣命令
が出され、約1,000人の派遣部隊は、同島北部のバンダアチェを中心に医療活動やヘリコプターによる支援
物資の輸送などにあたっている。（読売新聞 2005.2.25）

ドイツ軍も撤退へ

　ドイツ軍広報官は3月3日、分遣隊を近日中にアチェから撤退させると発表した。医療スタッフを中心と
する第一陣は3月10日に、残りは3月18日に撤退する予定。インドネシア政府が希望する外国軍駐留の期
限である3月26日に1週間以上の余裕をとっている。アチェで活動したドイツ軍兵士は146名、補給船EGV
ベルリン号には200名以上が搭乗し、海上病院としても機能した。これまでに626名の患者の治療にあたっ
た。バンダアチェ市内の病院でも活動し、1月16日の活動開始以来2900名を診察し、200件の手術を行った。
また、3,400名の児童に対し、はしかとチフスの予防接種を行った。（Jakarta Post 2005.3.4）

津波被災地アチェでの自衛隊救援活動が終了

　アチェ州で救援活動を展開していた自衛隊の国際緊急医療・航空援助隊は3月9日、すべての活動を終了
した。援助隊長の村本隆嗣1等陸佐と海上派遣部隊を指揮する佐々木孝宣海将補は同日、州都バンダアチェ
でインドネシア国軍のバンバン・ダルモノ災害支援対策本部司令官を訪ね、活動成果を報告した。同州での
自衛隊の活動を統括する統合連絡調整所によると、援助隊は1月16日の活動開始以降、航空自衛隊のC130
輸送機や陸自と海自のヘリ、ホーバークラフトにより支援物資約400トンを輸送。また、バンダアチェの2ヵ
所の診療所で被災者らのべ6,013人を診察したほか、世界保健機関（WHO）と協力して子供ら2,277人を対
象にはしかの予防接種を実施した。現地住民の間では、医療支援を中心に自衛隊の活動を歓迎し「もっとい
て欲しい」と希望する声が圧倒的だ。連絡調整所長の高田浩二・1等空佐は「緊急支援という我々の任務の
ニーズは終息しつつある」と指摘した上で、「そういう声があるとすれば、我々の活動が地元に受け入れら
れた証しで、うれしく思う」と語った。本隊の一行約800人は10日未明に輸送艦「くにさき」など自衛艦3隻
に乗ってアチェ沖を出発し、今月下旬に日本に戻る予定。（読売新聞 2005.3.9）

オーストラリアとニュージーランドの医療チーム、病院運営を現地スタッフに引き渡し

　オーストラリアとニュージーランドの医療チームは、バンダアチェのザイナル・アビディン病院内に設
置されたANZAC野戦病院の運営を地元の医療スタッフに引き渡した。2月20日に移管式が行われ、地元
の医療関係者や支援団体、同病院に残るドイツからの医療チームなどが式典に出席した。ニュージーラン
ドの医療チームは20日の夜に、オーストラリアの医療チームは28日にアチェを離れる予定。この運営移管
は、オーストラリア政府がスマトラ島北部において外国の軍隊と民間支援スタッフに対してテロ攻撃が行
われうると警告を発した直後に行われた。だが、同病院で活動していたオーストラリアとニュージーラン
ドの軍幹部は、病院の運営移管とオーストラリア政府の警告は無関係であると否定し、地元スタッフが病
院を引き継げる状態になったため病院の運営移管を決定したと語った。（Bernama 2005.2.21）

マレーシア国軍、2ヵ月後に撤退の予定

　マレーシア国軍参謀長モハマド・ザヒディ・ザイヌディン将軍は、大アチェ県ジャントのマレーシア災害支
援センターで建設中の被災孤児のための住居が完成すれば、マレーシア国軍は一部を残してアチェから撤退
し始めると語った。住居の完成は2ヵ月後の予定とのことで、500人の被災孤児の収容が可能になるという。現
在同センターに収容されている被災孤児の人数は約270人。アチェに駐留しているマレーシア国軍兵士の数
はかつては600人だったが、現在は450人。（Utusan Malaysia 2005.3.4）

アメリカ軍マーシー号がアチェから撤退

　駐インドネシア・アメリカ大使によれば、アメリカ軍は3月16日にマーシー号の撤退をもってアチェに
おける津波被災支援活動を終了する。アメリカ軍のアチェ派遣人員は最も多い時には1万5000人に達し
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た。マーシー号は6週間アチェ西南海岸沖に停泊し、そこで2万件の治療が行われた。イスラム教への信仰
心の篤いアチェの人びとは、同号をはじめとしたアメリカ軍の支援活動に感謝していた。だが、アメリカ軍
の活動はナショナリストやムスリム政治家の疑念を呼び、国家の主権を危うくしていると批判されるよう
になった。マーシー号はインドネシア東部に立ち寄り、貧しくてクリスチャンが多い同地域で治療活動を
行ってから帰国する。マーシー号の撤退は、アチェで支援活動を行ってきた各国軍の活動縮小に続くもの。
インドネシアは全ての外国軍に対して3月末までにアチェから撤退するように求めてきた。長期に渡る独
立派との戦闘のため、アチェは長い間外国人から閉ざされてきた。（Star 2005.3.16）

マレーシア空軍、3月27日にアチェから撤退

　3月16日にアチェに派遣され、人道支援活動を行っていた58人のマレーシア空軍兵士のうち、33人が3
月25日にマレーシアに帰国した。残りの兵士はマレーシア空軍による支援活動が終了する27日に帰国す
る。マレーシア空軍は2004年12月30日以降400人以上をインドネシアに派遣し、アチェとメダンで支援
活動を行ってきた。（Bernama 2005.3.25）

（4）外国人の入域・活動制限
外国人ボランティア、特別IDカードの携行が求められる

　2月19日以降、アチェ州で活動する外国人ボランティアはアチェ州の津波担当部隊に報告したうえで、
特別IDカードを所持することが求められる。IDカードには写真と所属、パスポート番号、滞在期間が記さ
れる予定。裏面には緊急時に必要となる災害対策局、入国管理局、警察の電話番号が記される。発行するの
はインドネシア警察。初日の2月19日にバンダアチェ市の災害際策局事務所で30名の外国人ボランティア
が登録作業を行った。IDカードの発行は数分で終了した。アルウィ・シハブ国民福祉調整相は、インドネシ
ア政府が外国人ボランティアに困難を強いる意図がないことを強調し、あくまでボランティアの安全をは
かるためと説明した。（Kompas 2005.2.19）

オーストラリアのアチェ研究者、インドネシア入国を拒否される

　アチェ州で支援団体とともに活動することを計画していたオーストラリアの研究者が3月3日、インド
ネシアへの入国を拒否された。ユドヨノ政権樹立以来、研究者の入国禁止はこれが初めてと思われる。シ
ドニー大学の東南アジア研究所の講師でインドネシアの専門家であるエドワード・アスピナル（Edward 
Aspinall）博士は3月3日、ジャカルタに到着したが入国が認められず、シドニーへ戻った。空港当局はアス
ピナル氏に対し、在オーストラリア・インドネシア大使が彼の入国を認めるべきでないと指示したと説明
したという。アスピナル氏はこの件に関し、「私の主たる関心地域であるアチェの政治状況について最近
メディアで行ったコメント等に関連してのことだろうとぐらいしか推測できない」とAFP通信に語った。
キャンペラのインドネシア大使館二等書記官は、大使がアスピナル氏の入国禁止を指示したことについて
は否定し、決定はジャカルタによるものとした。しかし、大使はアスピナル氏の発言などについてこれまで
にジャカルタに報告したことがあることは認めている。（Jakarta Post 2005.3.4）

【エドワード・アスピナルは、2003年12月にバリで開かれたアジアの国内紛争に関するワークショップで
「アチェにおけるイスラム同胞、ナショナリズム、分離主義」と題した報告を行ったほか、2004年5月にシン
ガポール国立大学アジア研究所で開催された国際シンポジウム「アチェ問題の歴史的背景」で「アチェにお
ける暴力とアイデンティティ：1950年代と1990年代」と題する報告を行っている。近著はE. Apinall & H. 
Crouch, The Aceh Peace Process: Why It Failed, Washington: the East-West Center Washington, 2003.（西）】

アチェ州警察、外国人の登録を強化

　アチェ州警察は現在、アチェに入る外国人に対して登録作業を行い、警戒を強めている。州警察長官バフ
ルムシャは3月3日、域内に滞在する外国人に対して警戒を強めていることを認めた。バフルムシャは「外
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国人が、彼らが保持する公的書類に記載されていることと合致した活動を行っているかどうか、厳重な警
戒を行っている」と述べた。観光目的で入域したなら商業活動や就労を行ってはならず、コンサルタントと
して入域したなら報道・取材活動を行ってはならない。また、州警察津波被災者担当のアシキン准将は、外
務省や入国管理局と協力して、民事戒厳令下にあるアチェに入域した外国人の数えなおしを行っていると
述べた。これは、災害発生時に国連との間で救援活動のためにあらゆる人の入域を認めるという合意がな
されたため、入域する外国人が急増し、十分な登録作業を行えなかったためである。民事戒厳令下にあるア
チェ州に入域した外国人で登録が確認された者は、現在83ヵ国140組織から820人となっているという。
ただし、軍関係者はこれに含まれていない。外国軍は警察の管轄外であり、国軍が担当している。また、今の
ところ問題となる外国人の活動は見受けられないとのこと。（Analisa 2005.3.4）

インドネシア警察、国際機関のアチェでの存在を問題視

　インドネシア警察は先週、難民問題を扱う難民高等弁務官事務所（UNHCR）と移民問題を扱う国際移住
機構（IOM）に関し、津波・地震被災者の救援活動を行ってきたとはいえ、両機関がアチェに存在しているこ
とについては問題視していることを明らかにした。インドネシア警察津波担当部隊司令官アシキンによれ
ば、両機関はこれまで地震・津波で被災したアチェ内の避難民を支援する活動を行ってきたが、難民とは自
国から外国に避難した人々を意味するのであって、アチェの避難民はこれにあたらない。また、アチェでは
国際移住は生じていない。したがって、両機関がアチェで活動するのは不適切であると述べた。しかし、両
機関に具体的にどのような措置を求めるかについては、インドネシア政府の意向にしたがうとした。これ
に対し、国際移住機構の広報担当者であるポール・ディヨンは3月4日、移住と避難は言葉が違うだけであっ
て、国際移住機構はともに住居を失った人々という点で両者を同じとみなしていること、これは国連によ
る避難民の定義に即していること、国際移住機構の任務はこの避難民を対象とするものであることなどを
説明した。インドネシアでは移住をある国から別の国に移動することと捉える向きがあるが、国際移住機
構のアチェでの活動は上述の定義するところの避難民であるということを理解してほしいという。国際移
住機構は地震・津波被災より以前からアチェ州で活動を開始しており、治安情勢の不安定化に伴って住居
を失った数千人の避難民を扱ってきた。その活動はインドネシア政府の理解と協力のもとに行われていた
のであり、国際移住機構の活動が問題であるというならば、その責めはインドネシア政府が負うべきであ
るとした。国連人道問題調整官室の植木広報官も、この問題についてはインドネシア政府の判断に任せた
いと語った。（Kompas 2005.3.7）

外国機関・団体所有の車両に登録義務

　インドネシア国軍津波支援担当部隊副司令官ヘルヤディ准将はアチェ州警察に対し、外国軍ならびに外
国援助団体・機関の使用する乗用車に必要な行政措置をとるよう求めた。インドネシア警察津波担当部部
長のアシキンは3月7日、インドネシア警察はアチェ州で活動する外国機関が所有する車両の取調べを行っ
ているところだと述べた。専用のナンバープレートを新たに設定するかどうかについては検討中で、当面
はほかの車と同様、白地に赤い文字のプレートで、アチェ州での登録を示すBLから始まるものになる。問
題となっているのは外国から直接持ち込まれ、それぞれの国のプレートがつけられたままになっている数
百台の四輪車。これまでに12台がアチェ州警察に登録された。各国援助機関は自発的に警察に報告するよ
う求められている。これに対し、外国軍の車両はインドネシア国軍が管轄する。（Kompas 2005.3.8）

国際社会はアチェ州への支援を継続する用意がある

　国際移住機構（IOM）の広報担当官ポール・ディヨンは3月9日、同機構は、住民が必要とし、インドネシア
政府から許可が得られる限り、津波被災者への支援を継続すると述べた。国連の傘下で活動しているNGO
や国際機関もアチェ州における津波被災者支援を継続して行う意図があり、国際社会が現在求めているの
は人道支援活動が行える期間についてのインドネシア政府からの確約であるとした。ディヨンによれば、
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国際移住機構は津波以前からアチェ州で治安上の問題により住居を失った避難民を支援する活動を行っ
てきており、軍事作戦地域時代からすでに数千軒の住宅を建設してきた。これらはインドネシア政府の合
意にもとづくものである。また、津波発生時にはインドネシア政府から避難民用の住宅建設を支援するよ
う求められた。したがって、もし、国際移住機構のアチェ州での活動に問題あるとするならば、その問題は
インドネシア政府に向けられたものである。国連人道問題調整官室広報官の植木氏も、アチェ州での活動
を続けるかどうかはインドネシア政府の決定しだいであると言明した。緊急支援の段階は終わったとはい
え、人道支援を必要としている状況は3月26日以降も変わらない。災害により壊滅的な被害を受けた地域
では多くの被災者が依然として支援を必要としているとの認識を示した。また、植木氏は「たとえば国連の
世界食糧計画のプログラムは今後も続けられる。現在、彼らは45万人を対象に食糧支援を行っている。避
難民は増加しており、今年末までは60万人以上を対象にした食糧支援を行う用意がある」と述べた。今後、
どの程度の期間、人道支援が必要とされるかについては、住民が必要としているものがなんであるか調査
したうえで検討する必要があるとした。（Kompas 2005.3.10）

インドネシア政府、3月26日以降の外国勢力の役割について法的裏づけを検討中

　アルウィ・シハブ国民福祉調整相は、地震・津波の発生に伴うアチェ州における緊急段階が3月26日に終
了した後、国際社会がアチェ州に人員を直接駐留させることに法的にどのような保障を与えるか、国会、国
連、支援国といった関係各方面と協議を行っていることを明らかにした。アチェ州知事官邸で国連津波問
題特別調整官マルガリタ・ウォストムも出席した記者会見で述べたもの。特別な法的保障を与えることに
するか、通常の規定で対応するかについては、災害対策調整局と検討中とのこと。また、外国NGOが引き続
きアチェ州で活動することについても、国連ならびに支援国と協議中であるとのこと。政府は具体的にど
のNGOが国連各機関やインドネシア政府と関係を結んできたかを特定し、再建過程で求められる専門性を
有しないNGOについては他の場所で活動してもらうよう求めていくかまえ。アチェで活動する外国NGO
は津波直後は380だったが、現在は180になっているという。政府は今後、各NGOの専門性を確認し、必要
なNGOの数を決めていく。「制限を行うつもりはないが、専門性を同じくするNGOがあまりにも多い場合
は有効性が疑われると考えている」とアルウィ氏は説明した。また、「外国の人道支援機関が活動を行うこ
とについては感謝しており、必要な限りいてほしい。政府には支援機関の活動を困難に陥れる意図はない」
とも語った。一方、国連のマルガリタ・ヴォルストムも、インドネシア政府が外国軍に対して行ったような
アチェ州における活動に期限を設ける措置を他の人道支援団体に対してとることについては特に懸念し
ていないとの意見を明らかにした。ヴォルストムによれば、インドネシア政府はアチェ州における国際社
会の存在を必要としていると言明しており、国連をはじめ外国NGOそのほかの国際社会は引き続き支援を
行っていくとのこと。また、ユドヨノ大統領が3月26日をもって緊急段階を終了させるとしたことについ
ては、援助の内容が緊急段階から再建の段階へ、担い手が軍から民間へと移行する時期として積極的に評
価しており、政府がマスタープランを作成したあかつきには、国連諸機関もただちに各種プランを作成す
るとした。（Kompas 2005.3.12）

アチェ支援選定、外国団体・住民に動揺

　スマトラ沖地震の被災地アチェでは、復興へと急ぎ足に進む姿がそこかしこに見てとれる。一方、政府は
緊急事態は終了したとして、地震から3ヵ月となる3月26日を期限にアチェ再建に貢献する支援団体だけ
を残すための選定作業に入っており、外国の団体には撤退を命じられるかもしれないと動揺が広がってい
る。訪れた州都バンダアチェでは、復興のペースから取り残され、生活を支援団体に頼る市民から不安の声
も聞かれた。
　アチェで復興が最も進んでいるとされるバンダアチェ市内では、通りを覆っていたがれきが撤去され交
通の障害は減っている。ただ、道路脇にはまだ多くのテントの避難キャンプがみられるほか、海岸付近の壊
滅的な打撃を受けた地域は手がつけられていない。
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　国連開発計画（UNDP）のロゴが張られているテントで生活するブサマンさん（38）は、市北部ジャワ村出
身の元電気技師だが、村は津波で壊滅。現在は無職で、周辺の47テントで暮らす83家族をまとめる。テント
では「雨の強い日には水漏れがする」という。食事は国連関連機関などにテント住民のリストを提出して配
給を受けるが、週に1度の頻度では不足している。さらに外国の人道支援団体が撤退することになれば、「頼
れるのは自分だけ」になると語る。
　クリントン前大統領も視察した大アチェ県ランプウのラフマトゥラ寺院周辺のテントで会ったアミナ
さん（50）は、生活用品はすべて外国の支援で受け取っている。2000人が暮らしていた村は500人に減少。
家族を失った人々が同じテントで新しい家族のように生活している。「外国人がいなくなったらどうなる
のか」と不安げな表情だ。
　国連人道問題調整事務所（OCHA）の人道情報センター（HIC）によると、8日時点で被災地全体のテント
暮らしや公共の建物などに一時的に避難している人数は40万62人に達する。仮設住宅は494棟で187棟で
入居が完了している。仮設住宅への入居は2月15日に始まり1ヵ月が経つが、30棟が建設されたバンダア
チェ南部のKDCサッカー場脇の仮設住宅には空室が目立つ。国営ラジオRRIビルの避難所から入居してき
たヌルハヤティさん（25）が移ってきたのは今月4日という。子ども4人と暮らす部屋は、ベニヤ板で隣の部
屋と仕切られただけの空間。ここに政府が期限とする2年間暮らす予定だ。2人の子どももここから通学し
ている。仮設住宅には、7棟に1つの割合で多目的集会所が建設されている。授業などもここで行われると
いう。（NNA 2005.3.14）

国軍の救援終了

　シハブ福祉調整担当相は3月8日、ユドヨノ大統領が4日に大統領令に署名し、26日からアチェの再建期
が正式に始まると発表。その後も活動を許可する外国人道団体を再建に必要な団体だけとし、選定を行う
とした。OCHAバンダアチェ事務所の報道官、植木安弘氏は、緊急事態が終了し、復旧・再建に向かうとの
認識は国連も一致していると語る。ただ人道支援の需要も残っているとする。政府が名指しして撤退を求
めた国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や、国際移住機関（IOM）には動揺が広がっていると指摘する。
植木氏によれば、UNHCRには6億米ドルの予算が充てられており、多くはアチェ向けとなっている。IOM
も住宅の査定を行っており、作業には1ヵ月半程度がかかるという。また、世界食糧計画（WFP）は少なくと
も年末までに60万人を対象とした活動を継続する意向としている。26日を期限に、政府は国軍の救援活動
を終了する意向で、民間団体が引き継ぐことになるが、長期的に外国の団体を抜きに機能的な活動が行え
るかどうかには疑問が残るとする。日本の自衛隊を含め、緊急救援活動に従事していた外国軍の多くは撤
退している。自衛隊は9日に救援活動をすべて終了。政府との調整など統幕機能を残し、撤退している。ただ
植木氏は、選定に関しては、「政府からの結果を待つしかない」と述べている。HICによると、バンダアチェ
だけで支援活動に従事する外国人は500人程度という。（NNA 2005.3.14）

インドネシア、外国の救援機構のアチェ州からの撤退期限を延期

　インドネシアの新聞「ジャカルタ・ポスト」が3月18日報道したところによりますと、救援活動終了後の
再建活動に十分な時間を提供するため、インドネシア政府は外国の人道的援助機構の被災地域であるア
チェ州からの撤退期限を3月26日から60日間延長しすることをきめたということです。この報道は、イン
ドネシア社会福祉省の声明を引用し、外国の救援機構の撤退期限延長は、インドネシア政府による各部門
間の活動調達により多くの時間を提供し、これによって、再建活動を順調に行い、関連資金の合理的利用と
救援段階から再建段階への過渡を確保するためだとしています。（CRI 2005.3.18）

アチェ州の外務省担当者、外国人スタッフの取り扱いに関する中央政府の施策に不満

　3月18日現在、3月26日以降のアチェ州における外国人スタッフの活動をめぐる政府の施策が判然とし
ていない。アチェ州災害対策本部外務省派出所によれば、3月17日までに津波後のアチェで支援を行うた
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めに登録を行った外国NGOは380団体1556人。出身国はマレーシア、日本、米国、オーストラリア、イギリ
ス、トルコなどで、各国それぞれ100～200人。アチェ州災害対策本部外務省派出所のサルウォノによれば、

「緊急段階」が過ぎればアチェ州の状況は津波発生前の民事非常事態に戻され、外国人のアチェ州滞在に関
連する取り決めもすべて津波発生前に戻されるという。「手続き上は、アチェで活動する外国人スタッフ
はすべて一度アチェを出て、ビザと滞在許可を申請しなければならない」という。一方、この件について、ア
チェ州民事非常事態執行官のアチェ州警察長官バムルムシャからのコメントは得られていない。サルウォ
ノは、この件について中央政府が早急に何らかの指針を出してくれることを望んでいると述べた。このま
までは活動許可を申請・取得するプロセスを嫌ってアチェで活動する外国人スタッフがこぞってアチェ外
に退出してしまうが、彼らの力はまだ大いに必要とされており、そのようなことは避けるべきだし不可能
であるため、と説明した。なお、「緊急段階」においても、支援活動を行うボランティアは災害対策本部とア
チェ州警察に出頭して登録手続きを行い、国家諜報機関などでの必要な手続きを経た後に身分証明書が発
行されるという措置がとられてきた。（Kompas 2005.3.18）

州知事、3月26日以降の外国人による支援活動の扱いについて情報なし

　アチェ州暫定州知事アズワル・アブバカルは、外国人の支援活動の扱いについて、確かな情報はないとし
たうえで、「アチェから出なければならないと誰が言ったか？　中央政府からそのような指示は出ていな
い。外国NGOや外国人スタッフの登録作業については私の権限の範囲内ではないので詳しいことは知らな
い」と述べた。しばらく前のアルウィ・シハブ国民福祉調整相の話では、3月26日以降の「再建段階」におい
てアチェ州で活動を行うNGO・支援スタッフの選定は地方政府を通じて行うと述べられていた。（Kompas 
2005.3.18）

国民福祉調整省「3月26日から60日間を「再建段階」への移行期間とする」

　インドネシア政府は3月17日、「再建段階」への移行期間を延長し、さらに60日間、外国人道援助機関が
救援活動を継続できるとした。この移行期間に政府は多様な人道支援組織の活動を統合し、調整を強化す
る。国民福祉調整省の公式発表によると、政府はアチェの再建を行うにあたって活動の重複や資金の不適
切な使用を避けるため、高度な調整を行う必要がある。声名では、アチェの再建に関わる人道支援組織が非
常に多数かつ異なる部門にわたっており、調整を行うこと自体が大きな挑戦である、と説明されている。ア
ルウィ・シハブ国民福祉調整相はこれまで、再建活動に不適切な外国援助団体の活動期限を3月26日とし、
それ以降は政府は再建活動に専念するとしていた。政府はこれまで、アチェで外国の支援団体が活動を継
続するにあたって、有用な技術の有無など、何らかの基準を設けることを計画していることを明らかにし
ていた。現在、政府は各団体の活動計画を吟味し、政府のマスタープランに盛り込まれた再建の諸要件に合
致しているかどうかを見定める作業を行っているという。「支援国、支援機関、人道支援団体との協議を進
めていくにはまだ少し時間が必要だ」と公式声明は説明している。外務省ではアチェで活動する外国人に
対するビザの更新や手続き方法などについて調整を行っているとのこと。詳細は3月26日以降に発表され
る予定。現在、アチェで活動している支援団体はユニセフのような国連機関から小規模団体まで160団体
と推測される。（Jakarta Post 2005.3.18）

3月26日以降も外国軍アチェの駐留は可能

　アルウィ・シハブ国民福祉調整相は『ジャカルタ・ポスト』に対し、外国軍のアチェ駐留について、ビザが
有効なかぎりは3月26日以降も可能であると述べた。「インドネシア政府が外国軍に対して個別に人道支
援活動の延長要請を行っている場合」も可能であるとのこと。「現在も多くの国の軍部隊がアチェで人道救
援活動を行っている。ビザが有効である限り、彼らがアチェからの退去を求められることはない」。3月17
日付けの国民福祉調整省公式声明に関連しての発言。（Jakarta Post 2005.3.18）
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国連難民高等弁務官事務所、アチェの事務所を閉鎖へ

　アチェの国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）のグレッグ・ガラスは3月18日、テンポ誌に対して、アチェ
州の事務所を閉鎖する作業にとりかかっていることを認めた。アチェを退出する理由については、UNHCR
のジャカルタ事務所に聞いてほしいと述べた。外務省広報官マルティ・ナタレガワは、アチェで支援活動
を行っている外国機関の整理・合理化を行うとしばらく前に述べていた。広報官はその際、UNHCRに言及
し、アチェ住民の問題に政治難民の問題は含まれず、UNHCRが管轄する分野に該当しないとしていた。外
務省筋によると、外務省はUNHCRに対し、UNHCRの旗を用いず国連の旗を使うよう求めていたという。

（Tempo Interaktif 2005.3.19）

副大統領「外国NGOのアチェでの活動は制限していない」

　ユスフ・カラ副大統領は3月18日、アチェ州における外国NGOの活動をインドネシア政府が制限したこ
とはないと言明した。資金源と活動プログラムが明確であることが求められているだけであり、アチェで
人道支援活動を行うNGOの資金状況ならびにプログラムはアルウィ・シハブ国民福祉調整相の調整下で調
査実施チームが判定を行うことになる。副大統領は、アチェ州で活動する数百の外国NGOは遺体の回収・
埋葬・テントの設置などの緊急段階に対応した活動以外に教育や医療といった活動も行っていることを認
めている。（Kompas 2005.3.19）

外国人ボランティアは自身の滞在許可延長を楽観視

　アチェ州の外国人ボランティアは、政府が自分たちの滞在期限を延期することについて楽観視してい
る。オーストラリア出身の「精神療法支援」調整役のエド・ライ・タイラーは3月19日、外国人ボランティア
の滞在許可延長がより懸命な施策だろうと述べた。アチェ住民に対して彼らが行っている精神療法は長期
にわたる治療が必要だという。一行はオーストラリアやアメリカ合衆国から6人で来ており、3月26日以
降についてはインドネシア政府の意向に従うかまえ。帰国のための身支度も整えてはいるという。しかし、

「滞在が延期されれば、患者をより集中的に治療することができる」と述べている。（Kompas 2005.3.20）

国民福祉調整相「3月26日から30日以内に外国NGOを選定する」

　アルウィ・シハブ国民福祉調整相は3月21日、ウィドド政治治安調整相主宰の政治法務治安調整会議に
出席した後、アチェ州における外国NGOの滞在を30日間延長するとの決定を発表した。政府がNGOの選
定を行うために作成した質問票にNGO側が回答する猶予を与えるための延長。政府には外国NGOの活動
を停止させたり制限したりする意図はなく、NGOの性格、資金の総額、アチェ州における活動分野などを明
解にすることを求めるもの。調整会議には法務人権相ハミド・アワルディン、警察庁長官ダイ・バフティア
ル、国軍司令官エンドリアルトノ・スタルト、通信情報相ソフィアン・ジャリル、内務相モフ・マルフが出席した。

「政府はアチェ州の復興・再建に参加しようとする外国勢力に対して門戸を最大限に開く。ただし、活動がそ
の団体の能力に適合しているか、復興マスタープランに合致しているかといった基準から選定を行う」とア
ルウィ調整相は述べた。政府はアチェで活動しているすべてのNGOに対して、NGOの役割、予定している活
動、資金、経験などを問う質問票を送る予定。アチェ州の再建段階へのNGOの関与について透明性を高めるの
が狙い。3月27日から30日間を質問票に回答する期間とし、その間、アチェ州から退出する必要はないという。
滞在許可証をどうするかについては法務人権相の管轄であり、そちらに任せるとのこと。
　アルウィ調整相によれば、現在アチェ州で人道支援活動を行っている外国NGOは、（1）国連傘下のもの、

（2）支援国によってとりまとめられているもの、（3）世界的な支援機関と連携関係を全く持っていないもの
をあわせて160団体ある。アルウィ調整相はジョコ公共事業相とともに、フィリピンのマニラで開かれた
支援国・機関との会合において、外国NGOに対して活動の透明性の維持を求めていた。その理由として、カ
ナダの民間からの支援総額がカナダ政府の支援総額に匹敵していることや、サウジアラビアの民間からの
支援総額はサウジアラビア政府の支援総額の5倍になっていることを挙げていた。
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　アルウィ調整相とジョコ公共事業相は、復興・再建の青写真とこれを執行する機構の設置計画を3月20
日にユドヨノ大統領に提出した。「『緊急段階』終了以降は、大臣クラスの高級官僚が指揮する執行機構が復
興計画を取り扱うことになる」とジョコ公共事業相は述べた。また、これと同時に監査機関も設置する。「信
頼性の高い外国NGOからなる監査チームを設置したいと大統領も述べていた。われわれは透明性の維持に
努めたい」とのこと。（Kompas 2005.3.22）

スマトラ沖地震の支援活動、制限拡大へ　インドネシア

　スマトラ沖大地震の発生から3月26日で3ヵ月を迎えるなか、インドネシア政府が被災支援に携わる国
連機関や外国の非政府組織（NGO）の活動を制限し、一部組織には撤収を求める可能性が出てきた。近くま
とめる復興計画をもとに、1ヵ月後をめどに活動の継続を認める組織を決める。被害が集中したアチェ州は
ゲリラとの紛争が続き、国軍が地域の管理強化を求めている。外国メディアの取材制限も強める見通しだ。
　復興支援を担うアルウィ公共福祉担当調整相によると、26日から政府の態勢が「緊急人道」から「復旧・
復興」に移行することが、4日の大統領令で決まった。国連機関や外国のNGOについて「復興事業に貢献で
きるかどうか、支援内容に重複がないか、インドネシア政府が取って代われるか、などを精査している」と
いう。「国連や支援国と協議しながら、活動の継続を認める組織について知らせたい」という。当初は被災
3ヵ月の今月下旬に制限する方針だったが、支援機関や団体などから強い反発が起きたため、実施を1ヵ月
ほど先送りした格好だ。
　同州は、2年前から非常事態宣言下にあり、国軍が、独立を目指すゲリラ組織「自由アチェ運動」（GAM）
の掃討作戦を続けている。すでに同国は支援活動をしてきた外国軍の駐留について、3ヵ月の期限を設定
し、大半が撤退した。ある国連関係者は、制限拡大の背景について「独立派ゲリラとの紛争が続く中、インド
ネシア政府、とりわけ国軍が、アチェの管理を強めたい思惑がある」と見る。その一方で、「支援の局面が緊
急から復旧・復興へと変わっており、国連も含め、一部の事業や組織の撤退はやむを得ないのではないか」
という。
　同州での外国人ジャーナリストの取材も、大幅に制限される。26日以降、同州での取材を被災前と同様
に許可制とし、取材ビザとは別に、入域許可証の事前取得を義務づける。複数の政府当局者が明らかにし
た。地震が発生した12月26日以前は、同州で取材する場合、外務省に取材申請し、政府内の協議を経て、入
管当局が入域許可証を発行した。同州内でも、州政府や国軍、警察などから取材許可を得る必要があった。
地震発生後は事実上、自由に取材が認められていたが、26日以降は以前と同じ手続きが必要となる。入管
当局者は、朝日新聞の取材に対し、「入域許可証の発行は申請から少なくとも3週間はかかるだろう」と語っ
た。（朝日新聞 2005.3.22）

UNHCRの津波禍支援が停止、インドネシア政府要請せず

　ジャカルタ──国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は3月24日、昨年末のスマトラ島沖地震・津波被
害を受け、同島北端アチェ州で続けていた被災者救援活動を25日に中止すると発表した。AP通信が伝え
た。インドネシア政府から救援活動の継続を求める要請がなかったのが要因としている。UNHCRのジャ
カルタ代表によると、UNHCRの人道支援活動は当該国の要請が前提条件になっているという。UNHCRは
難民支援が本来の任務だが、今回の未曾有の被害規模を受け、国連の救援活動に参加していた。アチェ州に
残り、活動を続けていたスタッフ約100人は25日に州外へ出る見通し。インドネシア公共福祉省当局者は、
難民支援任務の国際機関がインドネシア国内の救援活動に関与する必要は少ないと同国外務省は判断し
ている、と述べた。州内では武装独立派の闘争が依然続き、インドネシア政府は救援活動の主導権を握るこ
とで、独立派の活動も封じ込めたい思惑がある。（CNN.co. jp 2005.3.25）

アチェで外国人続々撤収／復興計画遅れに懸念も

　スマトラ沖地震から3月26日で3ヵ月が経過し、最大の被災地インドネシア・アチェ州では「今後は住民
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主体の復興期」とする政府方針を受け、外国の支援関係者が続々と撤収している。しかし、政府の復興計画
づくりは遅れており、空前の大規模援助が生かされるか懸念する声が出ている。同州は独立紛争を抱え、人
権弾圧に対して国際的な批判を浴びてきた国軍は外国人の滞在に強く反対。政府は3ヵ月間に限り緩和し
た滞在規制を再び強める方針だ。国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）が25日で活動を打ち切ったほか、
26日で滞在許可が切れる援助関係者も多く、撤収ラッシュが起きている。（四国新聞社 2005.3.26）

NGOの活動制限の背景に独立問題への警戒心

　アチェでの民間活動団体（NGO）の活動を制限する動きも出始めた。政府は外国NGOについて1ヵ月後
をめどに資格審査を実施し、復旧・復興に直接関係ない組織には撤収を求める方針を表明した。25日には、
国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）が避難民の救援活動を中止し、撤収を開始した。同団体は当該国か
らの支援要請が活動の前提となっているのに対し、インドネシア政府から活動継続の要請がなかったため
だ。こうした対応の背景には、国軍・政府が震災を契機に国際社会がアチェ独立問題での干渉姿勢を強める
ことを警戒している事情がある。特に国軍は、独立派武装組織「自由アチェ運動」（GAM）を支持する一部の
外国団体がGAM支配地域に支援物資を届けたりしていることに神経をとがらせている模様だ。（読売新聞 
2005.3.26）

UNHCR撤収　政府に歓迎されずと

　インドネシアのカラ副大統領は3月26日、インド洋大津波の被災地アチェ州のバンダアチェを訪問し、
10万戸の住宅提供などを盛り込んだ約40兆ルピア（約4500億円）規模の今後5年間の復興計画草案を州側
に提示した。最終的な計画は州政府や住民の意見を踏まえて1ヵ月以内に公布する予定。一方で、同州で活
動を続けてきた国連など国際機関や外国非政府組織（NGO）に対して、インドネシア政府は規制を強化する
姿勢を見せ始め、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は「政府に歓迎されていない」との理由で支援活動
を25日で打ち切った。政府は17日に「復興への移行期間」を30～60日間延長する方針を示し、この間は外
国援助組織の活動継続を認めることにしたが、22日にすべてのNGO、国際機関に4月27日までに政府に活
動内容や今後の計画を提出するよう求めると発表。政府による支援組織の「選別」との見方が出ている。政
府高官や地元警察幹部が名指しで「退去の対象候補」に挙げてきたのは、UNHCRと国際移住機関（IOM）。

「（国内での政治的迫害などを逃れて外国に脱出した）難民の支援を本来の目的とする機関は、難民がいな
いアチェには不要」との理由。だが、インドネシアからの独立を求める反政府組織「アチェ自由運動」（GAM）
がいる同州で、国軍は国際機関が紛争問題に関与することに警戒を強めていた。
　UNHCRはこれまで約10万人にテントや毛布、調理器具などを配った。さらに西岸で計3万5000戸の恒
久住宅を建設する計画だったが、「政府に歓迎されないならば事業を進めるのは難しい」（UNHCR筋）と撤
退を決めた。またIOMは1万戸の組み立て式住宅を建設する計画を策定し、州内1000村の詳細な被害実態
調査にも着手した。バンダアチェ事務所のディロン報道官は「もし退去を命じられるとすれば、政府の真意
が分からない」と話す。外国NGOについても、政府対策本部の事務局長を務めるアチェ州のハニフ・アスマ
ラ社会局長は「人道支援目的で入ったはずのNGOの一部は、約束と違う活動をしている」と述べ、津波後に
緩和していた外国人の滞在規制を再び強化することを示唆した。（毎日新聞 2005.3.27）

UNHCR「政府の要請があれば支援を再開する」

　国連高等弁務官事務所（UNHCR）は3月25日、1月に提出した6ヵ月の住居支援の計画について政府から
回答がないとして支援を終了した。これまでに拠出したのは700万米ドルで、残る3300万米ドルはドナー
国と協議し別の支援組織に配分するなどの措置を取るとしている。UNHCRは政府の要請があれば支援を
再開することが可能としている。外国軍が撤退し、国軍が緊急支援を終了することから40万人規模の避難
所暮らしの住民への支援が行き届かない可能性も懸念されているが、政府の要請がなければ同機関が活動
することは許されないとした。（NNA 2005.3.28）
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（5）武力衝突・治安作戦
インドネシア海軍の兵力は4万人

　2004年12月の時点で、インドネシア海軍の人員は4万人（うち1万3000人は海兵隊員）。また、海軍航空
機のパイロットは1000人。所有する船は116隻で、うち8隻は補修・廃艦過程などにあって使われていない。
残りの108隻は3つの機能グループに分類される。（1）駆逐艦14隻（潜水艦2、掃海艦3、ミサイル艦4、巡洋艦2、
機雷艦2など）、（2）警備艦46隻、（3）補助艦48隻。海軍所有の航空機は61機（うち48機は有翼機、13機はヘ
リコプター）。海軍所有の戦車は417台（うち307台は30年以上のもの。21-30年ものが37台、1-10年ものが
73台）。海軍は、スラバヤを拠点とする東方艦隊とジャカルタを拠点とする西方艦隊からなる。全部で8つ
の主要基地からなる。スマトラ中北部は第一基地ブラワンが拠点。サバン、シボルガ、テルックバユル、ドゥ
マイの4軍港、サバン海軍航空基地、サバンとブラワンの補給・補修施設からなる。スマトラ南部は第二基地

（ジャカルタ）の管轄。ベンクル、パレンバン、チレボン、バンドン、パンジャン、バンテン、バンカブリトンの
7軍港。ジャカルタのポンドックダユンには補修施設があり、28～35メートル規格の巡洋艇を製造する能
力がある。（Tempo Interaktif 2004.12.15）

国軍広報官、人道活動中の国軍部隊への自由アチェ運動による攻撃を批判

　インドネシア国軍が行っている人道作戦がここ数日、自由アチェ運動（GAM）により妨害を受けている、
とインドネシア国軍広報局長シャフリ・シャムスディン少将が非難した。すでに将校の1人が死亡したとい
う。GAMの妨害活動は2月20日、アチェジャヤ県のクドゥパンガ郡カンプンハラパンで生じた。20日午前
9時35分ごろ、被災地で橋梁の改修などの復興作業に向かう途中のインドネシア国軍将校1名が住民所有
のトラックで26名の将校とともに移動中、20名の武装したGAMメンバーに阻まれた。この結果、1名が死
亡、7名が負傷した。犠牲となった国軍将校は人道支援活動中であり、GAMの攻撃行動は戦時中の行動にも
とるばかりか、アチェ住民の痛みに対する配慮のなさを示すものであるとシャフリは批判した。当時、現場
から15キロの地点には前インドネシア国軍陸軍参謀長のリヤミザド・リヤクドゥ将軍一行がいた。（Kompas 
2005.2.22）

ラムノの夜間外出禁止令

　ボランティアと住民の安全を護るため、アチェジャヤ県ラムノ郡でインドネシア国軍は2月22日、夜間
外出禁止令を施行することにした。すべての住民は午後10時以降は公の場に出ないこと、また、ボランティ
アは自分の所在を治安当局に伝えることが求められた。これは、ラムノが治安上の問題が起こりいやすい
場所であり、国軍とGAMとの戦闘がほぼ毎日生じているためである。ボランティアもGAMの干渉を受け
ている。ラムノの海岸部を警備する国軍兵士の1人は、「数日前も、国有会社の職員3名が船からラムノ海岸
に上陸しようとしたところ、正体不明の輩に武器を押し付けられるということがあった。命は助かったが
所持していた金銭と物資は奪われた」と語った。2月20日にはラムノ＝バンダアチェ間の道路再建を行っ
ていた国軍部隊がGAMの攻撃を受けたという。さきの国軍兵士はこの戦闘で友人の1人が死亡したと述
べ、「ラムノへ来るときは気をつけてほしい。僻地に行きたいなら遠慮せずに治安当局の護衛を頼んでも
らいたい」と語った。一方、ラムノに派遣されているインドネシア赤十字のボランティア・スタッフである
イブラヒムは住民とボランティアに治安上の問題がしばしば起こっていることや夜間外出令について耳
にしているが、「私や友人たちはまだ一度もそうした妨害を受けたことがない。ただし、午後10時には活動
を終えるようにする」と語った。仮設住宅建設を監督するハリ・スラルトも、自身が妨害を受けたことはな
いとしながらも、「夜10時には作業を終わらせる。仮設住宅の建設はで残業してもできるだけ早く終わら
せるよう依頼されている」と語った。これに対しラムノの住民リザルは、夜間外出禁止令は津波以前から実
施されており、驚くことではないと述べた。夜10時になればコーヒー屋も食堂も突然店じまいするのが常
だったという。その時間が来ると、完全武装の治安部隊が道路ぞいに巡回を始め、詰所にスタンバイするの
だという。（Kompas 2005.2.23）
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〈海自〉交戦に遭遇、輸送中止　アチェ州で3日間にわたり

　アチェ州で道路・橋の復旧のための重機やトラックを海上輸送している海上自衛隊が今月下旬、輸送
先付近でインドネシア国軍と独立派武装組織との銃撃戦に遭ったため、3日間にわたって輸送を見合わ
せていたことが2月26日、分かった。交戦発生は予測不可能で、自衛隊の判断が問われそうだ。（毎日新聞 
2005.2.27）

銃撃戦情報で輸送中止　スマトラ派遣の海自

　スマトラ沖地震の復興支援で建設用重機を海上輸送している海上自衛隊の派遣部隊が、インドネシア国
軍と武装組織による銃撃戦があったとの情報を受け、2月21日から3日間、輸送を中止していたことが27
日、分かった。その後のインドネシア国軍の情報に基づき、海自は「海自隊員の安全確保に問題はない」と判
断し、24日に海上輸送を再開したという。防衛庁によると、海自部隊は21日、ホーバークラフトで、重機を
インドネシア沖からスマトラ島西海岸へ輸送する予定だったが、同海岸付近でインドネシア国軍と独立派
武装組織「自由アチェ運動」（GAM）との銃撃戦があったとの情報が寄せられたため、急きょ取りやめた。海
自は「現地の治安維持を担当するインドネシア国軍から寄せられる情報を総合的に判断した」としている。

（共同通信 2005.2.28）
【銃撃戦があったというのはインドネシア国軍の情報。それ以外の情報筋で銃撃戦があった事実は確認さ
れていない。しかも情報が少ない西南海岸。米軍の援助物資受け取りにGAMメンバーがいたとのテレビ報
道と関連している？】

米軍の援助物資受け取りにGAMが立会い?

　トランスTVは2月6日、夕方の報道番組で、バンダアチェ沖に停泊する米母艦エイブラハム・リンカーン
号を取材した模様を報じた。12機のヘリコプターが援助物資をアチェ西南海岸部に入れ替わりたち替わ
り輸送している様子が放送された。輸送ヘリが着陸しようとすると、同乗した記者が驚きを口にした。援助
物資を待つ避難民の中に、私服で武器を携えている人びとが目に入ったからだ。1人は腰にピストルを挿
し、2人はAK47自動小銃と思われる長銃を背負っていた。外見はマレー系だが、国軍兵士ではなかった。彼
らはGAMではないか? ありうることだ。（Sabili 2005.No.16）

【イスラム系雑誌『サビリ』第16号の特別レポート「アチェからインドネシアをばらばらにする」から抜粋。記
事はこの後、アチェに展開するインドネシア国軍4万3000人に対して米軍が1万6500人の大部隊を展開し
ていることや、アチェ再建に大規模な資金援助が約束されていることなどから、サバン港を軍港として確保
する意図が米国にあるのではないかというような、外国勢力によるアチェ関与に対する諸懸念が記されてい
る。なお、トランスTVが報じた場面は2月28日のNHKクローズアップ現代でも取り上げられた。（西）】

津波後のGAMの犯罪は50件

　イスカンダルムダ地方軍管区司令官エンダン・スワルヤは2月27日、地震津波後にGAMによって行われ
た犯罪行為は50件になると述べた。GAMは村人や村長を銃殺したり、被災者への救援物資を強奪したり
しているという。アチェの西南海岸部ならびに北海岸部では政府・軍の公共施設が大きな被害を受け、この
ため、住民経済に支障が出ているほか、公共サービス部門を中心に行政に滞りが出ているという。また、同
司令官によれば、都市部では武装したGAMの活動が拡大しているという。これは、人道支援活動を行う外
国人や団体にGAMの存在を示し、国際社会から共感と承認を得んがためであり、これに対し国軍は国家主
権の維持ならびに民族と国土の保護に努め、分離主義者抜きでアチェの再建をはかると語った。（Serambi 
Indonesia 2005.2.28）

GAMの元メンバー殺される

　GAMの元メンバーだったイリヤス・アブドゥラ（24）が2月28日朝、ロスマウェ市ブランマンガット郡ジュ
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リカ（Jeulikat）村でGAMのゲリラ・グループに殺される事件があった。周辺住民の目撃によると、早朝の礼
拝を行う朝5時ごろ、突然村の中で銃声が聞こえた。イリヤスは家から出ようとしたところを至近距離から
撃たれたという。イリヤスは血まみれのまま倒れ、即死した。明るくなるにつれて周辺住民が現場に集まっ
たが、助けようもなかったという。イリヤスは住民の助けも得て家族により埋葬された。ロスマウェの国軍
広報担当者は、イリヤスを撃ったのはGAMの一味であり、かつてGAMに参加していたイリヤスが国軍に
投降し、インドネシア共和国へ帰順したために殺されたのだろうと説明した。（Acehkita 2005.3.2）

ウィドド「アチェ州での治安回復作戦は継続する」

　ウィドド治安政治調整相は3月2日、ウィドド主催の閣僚会議を行った。出席したのはダイ・バフティア
ル国家警察長官、エンドリアルトノ・スタルト国軍司令官、アブドゥル・ラフマン検察庁長官、法務人権相
ハミド・アワルディン、通信情報相ソフヤン・ジャリル。（1）3ヵ月が経過したアチェ州に対する民事非常事
態の評価、（2）地方首長直接選挙、燃料価格引き上げに対するデモの拡大が主な議題。ウィドドは閣議後、ア
チェ州における治安回復作戦を民事非常事態下における政策の一環として今後も引き続き継続すると言
明した。自由アチェ運動（GAM）と国軍・警察との交戦が依然として生じているため。治安当局に犠牲者も
出ている。（Kompas 2005.3.3）

地方軍管区司令官、GAMを不誠実と評価

　イスカンダル・ムダ地方軍管区司令官エンダン・スワルヤ少将は3月4日、バンダアチェで、GAM指導部は
インドネシア政府との協議の場において誠実な姿勢が見られなかったと評価していること、したがって、
政府がアチェ州の治安秩序の回復という政策を変更しない限り、国軍はGAMの活動停止と全GAMメン
バーの拘束をめざすことを明らかにした。エンダンによれば、アチェ州で人道支援活動が行われている間
にGAMと国軍との武力衝突は4回発生しており、このことはGAM指導部と現場のGAMとのあいだに十分
な調整が行われていないか、あるいは、GAMがインドネシア共和国への帰順を真剣に検討していないこと
を示している。（Kompas 2005.3.5）

アチェ、ゲリラ・政府軍に緊張　復興活動に影響

　アチェ州で、停戦状態にあったゲリラ組織「自由アチェ運動」（GAM）と政府軍との間で最近、小規模な衝
突が起きるなど、緊張が高まっている。被災支援にあたる国連が活動の一部を一時的に停止するなど、復興
活動にも影を落とし始めている。国連は3月11、12の両日、州都バンダアチェから州西岸のチャランに向
かうヘリコプターの定期運航を休止した。関係者によると、チャランで活動する援助関係者をGAMが襲撃
するとの情報が、インドネシア国軍を通じて寄せられたためだという。チャランの周辺はいまも道路や橋
が寸断され、陸の孤島状態が続いており、各国軍の撤退が相次ぐ中、国連機は援助物資や人員を運ぶ重要な
手段となっている。今回の運航休止で、現地で活動を予定していた国連や日本を含む各国のNGO関係者が
足止めを食った。国連がヘリの運航を休止したのは、先月下旬に続いて2回目。このときも、チャランの近郊
で、双方が衝突する事件が起きた。一方、バンダアチェ近郊では11日午前4時ごろ、GAMが警戒中の警察部
隊を襲撃する事件が起きた。けが人の有無など詳細は明らかにされていないが、国連関係者は「治安がこれ
以上悪化すれば、現場で活動できなくなってしまう」と懸念する。（朝日新聞 2005.3.13）

津波以来、国軍とGAMとの武力衝突は26回

　地震津波発生後、アチェ州における国軍とGAMとの武力衝突は26回発生した。このなかでGAMメン
バー22名が掃討され、数十丁の武器が押収された。3月14日朝、アチェ州プカンバダ山中での合同作戦を終
えて街に降りてきた陸軍戦略予備軍A12部隊副司令官フランキー・ワトゥセクが明らかにした。フランキー
によれば、3月12日朝にGAMとの戦闘があり、GAMメンバー1名が死亡、このメンバーからGAM旗2流、
自動小銃の弾倉3個、弾薬300個、短銃1丁を押収したことを明らかにした。26回の武力衝突の中で国軍が
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押収した武器はAK47、SS1、M16など16丁。国軍側の犠牲者については言及がなかった。フランキーの説明
によると、大アチェ県プカンバダ郡山中にはトゥンク・ムハラムが指揮する120名のGAMグループがおり、
武器80丁を所持している。これに対して国軍は歩兵部隊、海兵隊など6つの異なる部隊出身の兵士から組
織された混成部隊による合同作戦を行っていた。（Kompas 2005.3.15）

警察、3月26日以降にGAM掃討の活動を再開

　アチェ州警察長官兼アチェ州民事戒厳令執務官バフルムシャは3月15日、地震津波の発生に伴う緊急段
階が終了する3月26日以降、治安回復活動に勢力を集中させると述べた。人道支援活動も継続する。GAM
メンバーの捜索・逮捕を主眼とする治安回復作戦捜索チームを国軍ならびにアチェ州警察機動隊で結成す
る予定。警察機動隊からは3000人が投入される。バフルムシャはGAMによる治安を乱す行為が最近頻発
しており、GAMが活動を再開すると見ていると述べた。地震・津波後の国軍とGAMとの武力衝突は26回で、
GAM側は22名が死亡、警察側は2名が死亡している。バフルムシャによれば、津波前のGAMの勢力は人員
1,200名、武器700丁と弱体化していた。しかし、GAMが津波被害を自らの人員と兵站を再結集するために
利用した結果、「現在のGAMの勢力は津波前よりも盛り返していると思われる」。このため、アチェ州の復
興・再建のためにただちに治安活動を行う必要があるとのこと。（Kompas 2005.3.17）

陸軍はアチェ州への増派を行わない

　陸軍参謀長ジョコ・サントソ中将は3月18日、3月26日から民事非常事態が終了するまでの期間にアチェ
州の部隊の増強を行う考えはないことを明らかにした。「増派があったとしても10個大隊を新しい部隊に
交代させる程度。復興再建活動の安全確保に重点を置く」。（Kompas 2005.3.20）

ラムノで国軍とGAMが戦闘

　3月16日、アチェジャヤ県ラムノ郡サペ村から2キロの地点で国軍とGAMとのあいだに戦闘があった。
GAMと遭遇した第412歩兵隊によると、GAM側は20名ほど。戦闘でGAMメンバー1名が死亡した。国軍側は
アメリカ製自動小銃とコメ20キログラム入り19袋、乾麺、魚の缶詰14個を押収した。（Kompas 2005.3.20）

（6）アチェ復興計画
副大統領、アチェ州復興計画語る

　インド洋大津波から3月26日で3ヵ月を迎えるのを前に、インドネシア政府の災害対策本部長を務める
ユスフ・カラ副大統領は毎日新聞のインタビューに応じ、最大の被災地、アチェ州の復興計画内容を明らか
にした。副大統領は同州内で家屋を失ったのは「40万～60万人」との最新推計を示し、10万軒の家屋を無償
提供する方針を示した。被災各地の海岸付近にマングローブやヤシなどを大量に植林し、津波被害を防ぐ

「緩衝地帯」を設ける計画も進めているという。これら復興計画は26日にも発表される。
　アチェ州では南西海岸約200キロが津波による壊滅的被害を受け、多くの集落が破壊された。副大統領
は「村全体で別の場所に移転する場合もあるが、すべての町村を再建する」と約束した。再建策の柱は、仮設
住宅ではなく、被災者が恒久的に居住できる住宅の建設で、10万軒の家屋建設を6、7月にも着手し、最短3
年間で完成させるという。副大統領は、海岸地帯の植林が完成すれば「津波の衝撃を40％減少することがで
きる。避難用の高台も設ける」と語った。（毎日新聞 2005.3.26）

アチェ州の復興支援　中央から州政府に移管

　インド洋大津波で被災したインドネシア・アチェ州の復興支援について、政府対策本部の事務局長で現
地責任者のハニフ・アスマラ・アチェ州社会局長は3月26日までに、毎日新聞と会見し、津波発生3ヵ月の26
日以降、復興支援の主体がこれまでの中央政府から州政府に正式に移管されることを明らかにした。同局
長は、復興主体が州政府に移管する理由について「これまで中央政府の支援が必要だったのは、州政府が人
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的・物的に大きな損害を受けたためで、3ヵ月で州政府は本来の役割を担えるまでに機能が回復した」と述
べた。また「津波直後は復興段階への移行に1年はかかるとみられていた」と指摘。復興段階への移行は「遅
れているのではなく、むしろ当初の予測より早く進んでいる」と強調した。（毎日新聞 2005.3.26）

政府、復興段階への移行期間を30～60日先延ばし

　インドネシア政府は3月17日、総合計画策定で「各機関とのさらなる協議のための時間が必要」だとして
「復興段階への移行時期」をさらに「30～60日間」先延ばしする方針を発表。このため人道支援にあたって
いる外国の非政府組織（NGO）や国際機関は当面、活動の継続が保証されたが、各機関が今後の活動の指針
と考えている総合計画の公表がいつになるのかは明確にされていない。一方、復興支援の主体を州政府へ
移管する前触れとして、これまでほぼアチェ州に常駐していたシハブ公共福祉相は首都ジャカルタへ戻っ
た。（毎日新聞 2005.3.26）

副大統領、アチェ復興計画草案を提示

　インドネシアのユスフ・カラ副大統領は3月26日、スマトラ沖地震の被災地アチェ州の州都バンダアチェ
を訪れ、今後5年間で約40兆ルピア（約4,500億円）が必要になるなどとした復興計画草案を州幹部に示し、
同州復興のため専門機関を新設、10万戸以上の住宅再建を支援するなどの方針を説明した。副大統領は、
今月中に地元の意見を集約して最終的な計画を策定するとした上で「財政面を含め計画の詳細を詰めるの
には今後約2ヵ月かかる」と記者団に語った。政府は当初、今月初めにも復興計画を完成する方針だったが、
政府内の調整が遅れている。外国援助の実施に大きな影響を与えるため日米など各国は早期策定を期待し
ている。復興計画では、津波で破壊された住宅地をどう再建するかなどの指針を示す。政府は移住する場所
の決定は住民自身の判断を尊重するとしている。（日経新聞 2005.3.26）

インドネシアが復興政策案　専門機関新設、住宅再建も

　スマトラ沖大地震と津波から3ヵ月たった3月26日、被害の集中したインドネシアでは政府が復興政策
案を発表した。緊急支援が必要な時期は終わったとしており、専門の行政機関を発足させて今後5年間で復
興をめざす。来年までに学校など公共施設の復旧を急ぎ、一連の政策を実施する専門の政府機関も新設。い
まも避難所生活を続ける約50万人を対象にした住宅を建てる。ユスフ・カラ副大統領が同日、アチェ州の州
都バンダアチェを訪れ、各県知事らに計画を説明し、記者会見した。来年末までを「復旧」、2006年後半から
3年半を「復興」の期間にした。今年は学校や病院など公共施設や道路、交通など社会インフラの復旧に重点
を置く。復興期は被災した地域社会の再開発に力を入れる。
　今後5年間の復興予算として41兆ルピア（約5,000億円）を見込む。同国の死者・行方不明者は22万人に
のぼり、主な被災4ヵ国の8割近くを占める。津波で町や村が「消滅」し、復興がほとんど進んでいない地域
も多い。住宅補償で全壊した住民に2,800万ルピア（約34万円）、一部損壊には1000万ルピア（約12万円）を
支給する。約50万人の避難民らには、10万戸の住宅を建設する計画だ。当初禁止するはずだった沿岸部の
住宅再建は、住民の要望を受け入れて認めることにした。マングローブなどを植えて緩衝地帯を設け、沿岸
部に丘を築いて避難できるようにするなど、津波の防災対策も進める。新設の政府機関は、復興事業などの
会計監査も実施し、汚職に目を光らす。
　主な被災国では国民1人あたりの経済水準が比較的高いタイで国際リゾート地を中心に復興が始まった
が、インドネシアやスリランカ、インドでは医療や食糧の支給、最低限の交通復旧などを除き、幅広い分野
で遅れている。インドネシアでは緊急支援が一段落したので、支援国の軍もほぼ撤退。政府の要請で国連や
外国援助団体の一部も撤収を始めた。（朝日新聞 2005.3.26）

津波被災3ヵ月、「救援段階」の終結を宣言

　スマトラ島沖地震と津波から3ヵ月たった3月26日、22万人以上の死者・行方不明者を出したインドネ
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シアのアチェ州では、被災者への緊急援助を軸とする「救援段階」の終結が宣言された。同国政府は活動の
重点を住民の生活復元や都市基盤の復興に移すが、資金不足や独立派武装組織の掃討を念頭にアチェ地方
の管理を強めたい国軍の思惑も交錯し、課題は山積している。
　ユドヨノ政権は、アチェ復興計画を「策定」、「実行」、「監督」する大統領直属の3機関の設置を表明するな
ど、復旧・復興に向け本格始動しつつあるが、不安要因も少なくない。資金面では、アジア開発銀行（ADB）
の試算で国内の被災地再建に約47億ドルが必要と見積もられるが、これまでに支援国・機関が同国向けに
拠出を表明した支援額は17億ドルにとどまっている。（読売新聞 2005.3.26）

インド洋大津波から3ヵ月　部隊が撤収、復旧・復興段階に　NGO縮小で失業問題深刻化

　スマトラ島沖地震とインド洋大津波の発生から3月26日で3ヵ月。死者・行方不明者数は28万人に達し、
数十万人が避難所生活を続けている。日本人は33人の死亡が確認された。最大の被災地、インドネシア・ア
チェ州では、緊急支援活動を担ってきた各国の軍部隊が撤収、州都バンダアチェなど中心部の再建に向け
た取り組みは復旧・復興段階に入った。その一方で、非政府組織（NGO）の活動縮小とともに失業問題が深
刻化している。
　政府の災害対策本部長を務めるユスフ・カラ副大統領は26日、バンダアチェを訪れ、近く正式決定される

「復興計画」を地元関係者に内示した。25日には西岸ロックンガ〔ロンガ〕で、バンダアチェと地方の被災地
を結ぶ幹線道路（約272キロ）の修復工事完成を祝う式典が行われた。インドネシア政府は災害後3ヵ月を
機に、「緊急支援段階」の終了を宣言。4月末をめどに、今後の「復旧・復興段階」に必要な各国NGOを選別し、
許可を与えたNGO以外は出国を求める方針を決めている。国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）も「政府
からの支援要請がない」として人員を引き揚げた。米国、日本、豪州など各国軍部隊も政府の意向を受けて
撤収を終えている。武装組織「自由アチェ運動」（GAM）との戦闘が続くアチェ州では、災害前は外国人の立
ち入りが厳しく制限されており、政府の新方針には、アチェの管理を再び強化したいとの軍強硬派の思惑
が反映されている。
　バンダアチェでは今、200台以上の重機を投入して復旧作業が進んでいるが、依然として毎日数十体の
遺体が収容され続け、物資搬送を空輸に頼らざるをえない地域もある。国連の植木安弘広報官は「人道、復
興支援のニーズはまだ残る」と国際社会の継続支援を呼びかけている。またNGOは、がれきの撤去作業など
で被災者を雇用し日当を支給してきたが、相次ぐNGOの出国により失業問題の悪化も懸念されている。（産
経新聞 2005.3.27）

アチェ復興に57兆ルピア、再建最終案

　スマトラ沖地震から3ヵ月を迎えた被災地のアチェ州で、政府は復旧・再建の青写真の最終案を示した。
住民や地方政府の意見を取り入れ、来月に復旧・再建を監督するアチェ再建機関が設立される見通しだ。青
写真は12案で構成され、このうちの基本計画（マスタープラン）では、費用総額57兆ルピアが盛り込まれて
いる。計画は5年間かけて実施される予定。
　ユスフ副大統領は26日、州都バンダアチェで青写真について説明。大統領令として正式に承認される前
に、州政府が住民から意見募集を行うとしている。地元各紙が伝えた。副大統領は一方、緊急事態の期間が
終了したと宣言。今後のプロセスは通常通りに取り扱われると述べた。スリ国家開発企画庁（バペナス）長
官は復旧・再建の全体像を描いたマスタープラン案を大統領に提出しており、損害査定額は、地震1ヵ月後
に示した41兆ルピアから変更はないとしたものの、復興の費用総額は57兆ルピアとしている。今年分は約
11兆ルピアとなる。このほかの11案は個々のプログラムについて詳細を説明したものという。同長官によ
ると、原案で海岸線から2キロメートル以内の居住を認めないとされていた緩衝地帯の設置については、住
民が希望すれば、居住を許可する方針に変更したと説明し、津波発生時を想定した避難路作りが必要だと
の見方を示した。シハブ福祉担当調整相は、計画が5年にわたることから、細部については今後決定すると
した。資金は、国家予算から37兆5,000億ルピアを支出する計画。また、外国からの資金の透明性を確保す
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るために、独立監査機関を設置する。スリ長官は、ドナー国と政府代表で構成される委員会が運営する基金
を通じて資金を提供する方法などが盛り込まれていると指摘し、不正利用を防止するとした。

外国の供与４兆ルピア
　一方、財政開発監督庁（BPKP）は23日、2月25日までの国内義援金が総額1兆2102億ルピアに達したが、
うち実際に分配されたのは4064億ルピアで、8038億ルピアの残額があると報告した。BPKPのアリー長
官によると義援金は民間企業や国営企業、政治団体など全国の県・市の84.28％に当たる370県・市から2,131
件が集まっている。一方、海外からは被災国全体に対して66兆2000億ルピアの支援額が表明されているの
に対し、インドネシアへのこれまでの供与額は日本や米国、欧州連合（EU）、中国などを含む20ヵ国・地域
からの4兆6000億ルピアにとどまったとしている。シハブ調整相は、支援金は青写真が正式に承認された
後に優先順位に沿って分配されると述べている。国会のエミル予算委員長は同日、緊急対策予算として1兆
2580億ルピアを承認したことを明らかにしている。シハブ調整相はまた、当初、3ヵ月が期限としていた外
国の緊急支援団体の活動計画を1ヵ月間で査定し、重複を避けるために統合を促していくと語っている。そ
の上で、「外国の支援団体を活動禁止にするようなことはない」と述べている。（NNA 2005.3.28）

バンダアチェ市および大アチェ県の周辺部

地名表記
Benih Blang　ブニブラン（大アチェ県インギンジャヤIngin Jaya郡）
Blangmee　ブランメ（大アチェ県ローンLhoong郡）
Glee Bruek　グレーブルック（大アチェ県ローン郡）
Kampong Subang　カンポンスバン（大アチェ県モンタシMontasik郡）
Kruengkala　クルンカラ（大アチェ県ローン郡）
Krueng Raya　クルンラヤ（大アチェ県ムスジドラヤMesjid Raya郡）
Lam Ara　ラマラ（バンダアチェ市バンダラヤBanda Raya郡）
Lambaro Skep　ランバロスケプ（バンダアチェ市クタアラムKuta Alam郡）
Lamteh　ラムテ（大アチェ県プカンバダPeukan Bada郡）
Leupung　ルプン（大アチェ県ルプン郡）
Lhok Seudu　ロスドゥ（大アチェ県ロンガLhok Nga郡）
Mata Ie　マタイー（大アチェ県ダルルイマラDarul Imarah郡）
Meunasah Mesjid　ムナサムスジド（大アチェ県ロンガ郡）
Meunasah Papuen　ムナサパプン（大アチェ県クルンバロナジャヤKrueng Barona Jaya郡）
Naga Umbang　ナガウンバン（大アチェ県ロンガ郡）
Sebun Ayu　スブンアユ（大アチェ県ロンガ郡）
Tibang　ティバン（バンダアチェ市シアクアラSyiah Kuala郡）
Ulee Kareng　ウレーカレン（大アチェ県インギンジャヤ郡）
Ulee Lheue　ウレレー（バンダアチェ市ムラクサMeuraxa郡）
Ulee Pata　ウレパタ（バンダアチェ市ジャヤバルJaya Baru郡）
Wue Raya　ウラヤ（大アチェ県ロンガ郡）

バンダアチェおよびその周辺で救援活動を行っている日本の民間団体・個人
●アムダ（AMDA）　http://www.amda.or. jp/
　12月28日よりバンダアチェ市クタパン地区の仮設診療所での診療と巡回診療を中心に支援活動を行っ
ている。
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●国境なき医師団（MSF）　http://www.msf. or. jp/
　12月30日、看護師3人と医師2人を含む総勢8人のチームがバンダアチェ市に診療所を設立し、医療面・
衛生面での援助を行っている。

●ピースウィンズ・ジャパン（PWJ）　http://www.peace-winds.org/
　1月、バンダアチェ市ランバロスケプ地区で住民自身がコミュニティの瓦礫撤去を行う事業を開始した。

●宇野仰さん
　1月6日、わかちあいプロジェクトスマトラ支部の宇野仰さん（北スマトラ州タルトゥン在住）がバンダア
チェに古着ダンボール200箱、インスタントラーメン8,000食、米3,000kgを届け、配給した。

（1）全体に関わる情報／地域が特定できない情報
ユニセフ、教育再建は精神的ダメージを抱える児童の対処に重点をおく

　マレーシアに駐在するユニセフ広報担当官インドラによれば、アチェでは1,151の学校が破壊され、17
万5,000人の児童が教育を受けられなくなっている。また、インドネシア政府の発表した統計によると、
1,700人の教師が津波の犠牲または行方不明になっている。国連はすでに45万人の児童が教育を受けられる
よう資金を援助した。また、ユニセフはインドネシア政府を積極的に支援し、アチェ人教師を新たに2,000人
雇い、教師養成の研修を行い、精神的ダメージを抱える児童に対処しうるよう教師たちを指導する。国連
は750万米ドルをアチェの教育復興のために支出する。その中には仮設テント2,000張と「箱の中の学校」
7,000セットが含まれる。これは、65万人の児童に教育を受ける機会を保障しうる規模のものである。「箱
の中の学校」とは、戦争や天災の中でも子供たちが教育を受けられるようユニセフとユネスコの専門家が
開発したもので、被災後72時間以内に授業の再開を可能とする。箱の中にはノートや文房具、アルファベッ
トのポスター、チョーク、黒板、掛け算表などが備えられており、1セットで80人の児童に対して授業を行
うことができる。「箱の中の学校」計画が実施された後、国連は専門的な支援を行い、学校・教育再建を支援
していく。特に精神的ダメージを抱える児童の対処に重点を置き、教師に対する研修・訓練を行っていく。

（星洲日報 2005.2.4）

23の高等教育機関が損壊、学長も犠牲に

　私立大学協会第一地区（北スマトラおよびアチェ）は2月3日、津波・地震による私立大学の被害を発表し
た。それによれば、23の私立大学・高等教育機関が損壊し、スランビ・メッカ大学学長とガジャ・プティ農業
専門学校校長を含む206名の教員と2,500人の学生が死亡した。被害を受けた大学は次のとおり。ムラボ経
営専門学校、ムラボ農業専門学校、 マラヤハティ・マリティム・ヌサンタラ・アカデミー、ビルン・アルムスリ
ム大学、イスカンダル・ムダ大学、イスカンダル・タニ技術専門学校、イスカンダル・タニ行政学専門学校、サバ
ン経済学専門学校、パンテ・クル林業専門学校、YPHB経済学専門学校、バンダ・アチェ経営学専門学校、ビナ・
チェンディキア技術専門学校、アンヌル教育学専門学校、ビナ・バンサGTS教育専門学校、バンダアチェ経営
アカデミー、バンダアチェ・インドネシア情報コンピューター経営専門学校、アチェ・ダルサラーム・マリティ
ム・アカデミー、ハラパン・バンサ心理学専門学校、ウブディア保健専門学校、ヌサンタラ経営秘書専門学校、
ヌサンタラ銀行会計専門学校、ジャバル・ガフル大学、ジャバル・ガファル情報コンピューター経営専門学校。
協会では現在、私立大学の活動の継続を支援するための組織（BPK-PTS）の結成を企画している。（Waspada 
2005.2.4）

外国・国際NGOによる雇用の創出

　津波後、数十の外国NGOが人道支援活動のためにアチェに押し寄せたことで、人びとに新たな雇用が提
供されている。少なくとも34の外国・国際NGOがバンダアチェ、ムラボ、ロスマウェに支部を開設した。こ
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れにより、ある者は車や家を貸し、またある者は英語が話せるなどの専門性を生かして利益を得ている。国
家的災害により職を失った者たちにとって外国NGOの存在はプラスの影響をもたらしている。いずれの
NGOも運営にあたって新たなスタッフを求めて地方紙・全国紙に広告を載せたり、昔ながらの口伝えなど
でリクルートしたりしている。アチェの住民も国際NGOの職に応募すべく競い合っている。大学教員や地
元NGO活動家にも、外国NGOから顧問やプログラム責任者として仕事をするよう誘いがかかっている。待
遇は職務に応じて様々で、150万ルピアから数千万ルピアまで。これ以外に日払いの仕事もある。学校や事
務所といった公共施設の清掃などで、3万5,000ルピアから5万ルピアまで（食費・交通費別）。国際救援開発

（IRD）スタッフのレイチェルは地元スタッフの必要性を説明した。「アチェの状況を理解している彼らが
必要だ。それにより、われわれのプログラムも最大限に実施することが可能になる」。IRDでは水道設備の
整備を行う予定で、下水設備の専門家を求めている。「地元紙にインドネシア語で広告を出したところ、毎
日数百人の応募者が事務所に来るようになった」。医療機関でも地元の医療技術者を募集している。特に若
手の看護師と医者が求められている。英語が話せる人はNGOだけでなく外国メディアで通訳の仕事があ
る。ジャカルタのある新聞社の記者であるムリザル・ハムザは外国メディアと1日100万ルピアで2週間の
契約をした。「おかげで無くなってしまったコンピューターと家の清掃を頼むお金が手に入った」と語る。
外国人との仕事は実入りがよいが、その一方で、インドネシア人との仕事とは様子が異なるという者もい
る。外国NGOで働くバンダアチェ市ムラクサ郡チョラムクウのファイルル（20）は、外国人と働くことに満
足しているが、同時に、国際NGOでの仕事は規律正しく時間に正確であることが求められていると語る。
たとえ清掃の仕事でも給与は100万ルピア与えられ、このほかにチップも得られる。外国人はおおむね、友
好的で話し好きであり、彼が津波被災者と知られると、津波からどのように生き残ったか話してくれるよ
うせがまれるという。（Waspada 2005.2.4）

国連開発計画（UNDP）がゴミ収集に作業班設置へ

　国連開発計画（UNDP）の広報担当者は2月4日、バンダアチェの州知事官邸で、津波被災者を中心に3万
人を動員して津波によって発生したゴミの処理に当たる計画を発表した。作業班はまず100人から始め、最
終的には3万人を見込んでいる。作業場所は市街地周辺の公共施設からはじめる予定。また、作業に参加し
た人には謝金も支払われる。津波被災者に対して雇用を提供する意図もあるという。（Waspada 2005.2.4）

黒柳徹子さん、津波被災地を訪問

　国連児童基金（ユニセフ）の親善大使を務める黒柳徹子さんが、アチェ州を2月3日から訪れている。4日
午後には、4,000人を超える避難民が暮らす州都バンダ・アチェ最大のキャンプを訪れ、絵を描くことを通じ
て子どもたちの心理療法を行っている青空教室などを視察した。ルワンダやアフガニスタンなど紛争地帯に
足を運んできた黒柳さんだが、自然災害による被災地を訪れるのは初めて。3日は市内から津波ですべて洗い
流された海岸近くまで10キロ近くを往復したが、1人も子どもを見かけなかったという。黒柳さんは「犠牲者
の半数近くが子どもと聞いていたが、本当に心が痛みました。今日は子どもと会えて少しほっとした気分で
す。これまで人間の争いで壊された所は見てきましたが、被災地を訪れて、自然の恐ろしさを改めて感じま
した」と話している。（朝日新聞 2005.2.5）

廃材利用、仮設住宅を自力で建設　バンダアチェ

　バンダアチェの避難所で、廃材を利用して小屋を建てる被災者が出始めた。住宅を失って避難生活を送
る住民は40万人以上。政府発表によると、バンダアチェ市内で建設中の仮設住宅は14万人分にとどまる
という。いつ入居できるかも分からない。長びくテント生活に被災者の疲労は募る。バンダアチェ市のは
ずれ、テントが立ち並ぶモスクの前庭で、少年たちが1月31日朝から金づちとノコギリを使って小屋を建
て始めた。柱や壁に使う材木は津波で出た大量の廃材の集積場から拾ってきた。広さは4畳半ほど。カック
ネさん（40）は「テントは狭いし、土の上にシートを敷いただけなので、ゆっくり眠れない。いつまでもこん
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な生活は続けられない」。漁師だった夫を津波で失い、生活の糧は絶たれたまま。街中に魚を売りに来ていて
助かったが、娘2人のほか、両親を失った近所の子どもたち13人を引き取って面倒を見ている。小屋を建て
るカックネさんに、誰もやめるように言う人はいない。3,000人以上の被災者がテント生活を送るテレビ局
の前庭でも、イドリスさん（42）が小屋を作っていた。バイクにサイドカーを付けた「ベチャ」と呼ばれるタク
シーの運転手だったが、車を津波で流された。新たに買うには日本円で5万円ほどかかるが、手持ちはない。ス
コールの日に、テントにしまっていた米を水浸しにしてしまったこともある。5人の子のうち末っ子はまだ1
歳。「今のままでは子どもたちがかわいそうだ。いつになったら、この生活から抜け出せるのか」。（朝日新聞 
2005.2.5）

鉄くず回収、被災者の糧に　バンダアチェ

　バンダアチェで、鉄くず回収業を始める被災者が増えている。街中は鉄くずであふれかえっている。職
場も財産も失った被災者にとって元手のいらない貴重な仕事だ。バンダアチェ市の中心部でアヒヤルさん

（25）が鉄くず回収業を始めたのは1月中旬。同郷の知人が以前使っていた材木置き場を借り、近くで農業を
営んでいた友人5人を集めた。アヒヤルさんは津波の前まで、バイクにサイドカーを付けた「ベチャ」と呼ば
れるタクシーの運転手だった。自分と家族は助かったが、津波で車を流された。仕事がなくなり、困った末
に思いついたのがこの仕事だ。同じように津波で仕事を失ってしまった被災者たちが、街中やゴミ集積場
から金属を集めて運び込んでくる。日に30～40人はくる。建材、フェンス、門扉の一部……。鉄は1キロ1,000
ルピア（約13円）、アルミニウムは7,000ルピア（約90円）で買い取る。トラックでスマトラ島の中核都市メ
ダンまで運ぶと、別の回収業者に2倍前後の値で売れる。仲間6人で分け合うが、運転手をしていた時より
収入がちょっと増えた。街なかには津波で生じた鉄くずがまだ大量にあふれている。がれきの中から換金
できる金属を探す人の姿もあちこちにある。がれき山のわきで、かつて住んでいた住民たちが「ここにある
物は何も持っていかないでください」と、呼びかける看板を掲げているところもある。（朝日新聞 2005.2.6）

政府に批判的なNGO幹部を逮捕　バンダアチェ

　バンダアチェで、政府に批判的な非政府組織（NGO）の幹部がインドネシア軍を非難した後、「援助物資を
横領した」として軍警察に逮捕・暴行され、他のNGOに衝撃を与えている。NGO側は「でっち上げで軍の嫌が
らせ」と批判。津波を機に活動を活発化させているNGOに対し、軍がけん制したとの見方が強まっている。
　逮捕・暴行されたのは、政府の汚職を告発してきたNGO「ガバメント・ウォッチ」（GW）の幹部ファリド・ファ
キさん（42）。1月26日に援助物資をバンダアチェの空港から倉庫に運ぶ途中、軍警察に殴られ目などを負傷。
2月4日まで拘束され、現在は同島中部のメダンで入院、治療を受けている。軍側は「空港で許可を得ずに物資
を勝手に持ち出した横領の疑いがある」と主張。起訴など法的措置は現在までのところとられていない。
　GWによると、逮捕前、ファキ氏は「援助物資が空港に滞り、被災者に届いていない」と記者会見で批判。軍
の許可を得ないまま物資を独自のルートで運ぼうとした途中、逮捕されたという。空港を管理している空軍
幹部は毎日新聞の取材に「軍の手続きをおろそかにするとどのような結果になるのかを示した。他のNGOは
この事件に学んでほしい」と話し、事件が「見せしめ」だったことを示唆した。ジャカルタを本拠地にするある
NGOは「本当にショックを受けた。軍と対立すると何もできない」と話している。（毎日新聞 2005.2.7）

「服喪期間」最後の日、被害者の冥福祈る　バンダアチェ

　津波の発生から44日目となった2月7日、バンダアチェでは「服喪期間」最後の日を迎え、生き残った住民
らが被害者の冥福を祈った。両親と兄弟12人を津波で失ったという男性（32）は、孤児を含む約30人の子ど
もたちを自宅に招待。米60キロ、ヤギ1頭を使った食事を子どもたちに振る舞った。（朝日新聞 2005.2.8）

アチェ沖でM6.2　津波のうわさで一時騒然

　バンダアチェ南西約100キロの沖合で2月9日夜、強い地震があった。同国の気象当局によると、震源の
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深さは約30キロで、地震の規模を示すマグニチュード（M）は6.2。負傷者などはいないもよう。バンダアチェ
市内でも約1分間の揺れを感じた。市民は地震に極度に敏感になっており、この日の地震でも「津波が再び
押し寄せてくる」とのうわさが飛び交って一斉に戸外に出るなど一時騒然とした。（共同通信 2005.2.10）

津波再来の噂で一時混乱生じる

　2月10日夜8時20分頃、アチェで地震が発生した。地震の規模はマグニチュード4.2で、揺れは約15秒間
続いた。地震のあと、高波が発生するとの噂が流れ、海岸沿いに住む人々は家を一時的に離れ、バイクや車、
トラックなどあらゆる乗り物を近くの山の上に移動した。ムンジル・ラフミ・ラミル（29）は「地震が起きる
と人々は家の外に出るが、普通はそれだけだ。昨夜は大勢の人が急いで走っていたので驚いた」と語った。
人々は高波が発生するという情報が単なる噂だとわかって帰宅した。（Bernama 2005.2.10）

津波で離ればなれ、母子50日ぶり再会

　バンダアチェで、災害で離ればなれになった母子が2月15日、約50日ぶりに再会を果たした。AP通信に
よると、母親と再会したのは、イワン君（10）。津波から逃げる際、家族とはぐれ、支援施設に保護されたが、
精神的ショックから親の名前や住所を思い出せずにいた。しかし13日、施設職員らと車で移動中に偶然自
宅近くを通りかかって記憶がよみがえった。隣人の話から母親の避難先がわかり、再会が実現したという。
イワン君を再び抱きしめた母親のナフィスさんは「神さま、ありがとう」と号泣した。ただ、その際もイワン
君は無言で笑顔も見せず、精神的な傷の深さをうかがわせた。国連児童基金（ユニセフ）の推計では、災害で
家族らとはぐれた子供は、バンダアチェが属する州だけで6,000～8,000人。それだけに、母子の再会は関係
者らを勇気づけている。（読売新聞 2005.2.16）

バンダアチェで不明の16歳少年、2ヵ月ぶり西南アチェ県に帰郷

　アチェ州からの情報によると、スマトラ沖大地震と津波の後、バンダアチェで行方がわからなくなって
いた16歳の少年の安否がこのほど確認され、17日、自衛隊のヘリコプターと車を乗り継ぎ、約300キロ離
れた両親の住む村でほぼ2ヵ月ぶりの再会を果たした。この少年は、西南アチェ県出身のザイナル・イルワ
ン君。国連児童基金（ユニセフ）によると、ザイナル君は高校進学の準備のため、州都バンダアチェに来た直
後に津波にあった。幸い無事だったが、道路が寸断されたため村に戻れず、電話も不通だったため両親に無
事を知らせることができなかったという。一方、両親はザイナル君が津波に巻き込まれて死亡したと思い、
40日後に死者を弔う祈りを済ませていた。今月に入り、篤志家の元に身を寄せていたザイナル君が、インド
ネシア政府とユニセフの実施する家族再会のための安否登録を行ったところ、11日までに両親と連絡が取
れたという。避難民の移動を担う国連機関の国際移住機関（IOM）が支援物資の輸送にあたっている自衛隊
にザイナル君の輸送を依頼、ザイナル君は17日午前、自衛隊のヘリに乗って両親の待つ村に向かった。（朝
日新聞 2005.2.19）

地震被害アチェのイスラム団体に日本が救急車寄贈

　バンダアチェで2月25日、日本政府が地元の有力イスラム団体「ムハマディア」青年部に対し、救急車8
台を寄贈した。救急車は、州内の医療活動に力を入れる同団体が行っている巡回医療を支援するのが目的。

（読売新聞 2005.2.25）

大アチェ県モンタシ郡で銃撃戦、GAMメンバー3名が死亡

　3月3日、大アチェ県モンタシ郡カンポンスバン村でインドネシア国軍とGAMとのあいだで銃撃戦があ
り、GAMメンバー3名が死亡した。国軍広報官によると、銃撃戦はGAMがカンポンスバン村の護衛所を攻
撃してきたことで始まった。この攻撃により、村の住民ザカリア（30）が死亡した。このほかに、GAM側はカ
イルル（20）、ズルカルナイン（25）、スディルマン（32）が死亡し、国軍はAK56とM16を押収した。GAMのア
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チェラユ地区（大アチェ県に相当）広報担当ムクサルミナは3月6日、3名のGAMメンバーが死亡したこと
を認めたが、GAMによる護衛所攻撃は否定した。（Acehkita. com 2005.3.8）

バンダアチェ市、ゴミ排出量が半分に減少

　バンダアチェ市清掃局局長Tサイフディンは3月5日、バンダアチェ市の家庭や市場から出される一般家
庭ゴミの排出量がそれまでのほぼ半分に減少したことを明らかにした。津波前は1日400立方メートルだっ
たゴミの量が、津波で住民数が減少し、住民活動も減少したことにより、現在では半分に減少したという。
2003年の人口統計で24万3000人だった市の人口は現在14万7000人になった。その多くが避難所で暮ら
している。一方、ゴミ排出量の減少にもかかわらず、清掃局のゴミ処理用重機が被害を受けたため、清掃局
はゴミ処理に苦慮している。また、ガンプンジャワ（Gampung Jawa）に設置されていたゴミ集積場は、津
波の被害を受けたうえに、津波による瓦礫の捨て場所となっていた。現在、スペイン王室所有のトラックや
重機数十台が瓦礫を運び出し、地面をならす作業を行っている。清掃局は現在、ワスキタ・カルヤ、アディ・
カルヤ、フタマ・カルヤ、ニンディヤ・カルヤといった国有企業からトラックの支援を得て、道路や市場の
ような限られたところを対象に活動している。避難所のゴミはユニセフが処理しているという。（Kompas 
2005.3.7）

バンダアチェ市民、新しい身分証明書と世帯カードの申請を開始

　津波で紛失した身分証明書に変わる新しい身分証明書をつくるために郡役場を訪れるバンダアチェ市
民の姿が数週間前から見られるようになった。同時に新しい世帯カードの作成も行われている。バンダア
チェ市クタアラム郡役場では、3月15日までに500人あまりの住民が新しい身分証明書をつくるために訪
れた。郡長のムザキルによれば、1ヵ月前から用紙の用意をしていた。村レベルでの用紙の不足や村長が避
難所にいて連絡がとりにくかったりするなど、いくつかの問題があるが、クタアラム郡の行政は活動を開
始しているという。クタアラム郡は5万5,000人のうち1万3,000人が津波の犠牲となっている。（Acehkita 
2005.3.15）

（2）津波によって建物が全壊した地区
ムラクサ郡とクタラジャ郡で家屋が全壊

　バンダアチェ市官房官のサイフディンによれば、市内5万4,801家屋のうち3万4,296家屋が津波で全壊
もしくは半壊した。特にムラクサ郡の6,496家屋とクタラジャ郡の4,029家屋はすべて破壊された。ジャヤ
バル郡では90%、シアクアラ郡では80%、クタアラム郡では65%、バンダラヤ郡では40%、バイトゥルラフ
マン郡では30%、ルンバタ郡では30％の家屋が損壊している。こうしたなかで、これまでは閑散としていた
内陸部のクタパン地区や大アチェ県ダルルイマラ郡マタイー地区が新たに主要な居住地域として関心を
集めるようになっている。（Waspada 2005.2.2）

バンダアチェ市は住民の20.9%を失った

　バンダアチェ市官房局のカミル・ユヌスは2月1日、バンダアチェ市の津波被害の状況を説明した。バン
ダアチェ市の総人口26万478人のうち、死亡が確認されたのは2万5,336人（9.7%）、行方不明は5万4,565
人（20.9％）、避難所で生活しているのは3万9,509人（13.6%）。もっとも被害が大きかったのはムラクサ郡で、
住民3万1,218人のうち死亡が確認されたのが2万311人、行方不明が6,353人、シアクアラ郡が住民１万7,785
人のうち死亡が2,480人、行方不明が5,002人。クタアラム郡は5万4147人のうち死亡2,192人、行方不明9,471
人、バイトゥルラフマン郡は3万7,756人のうち死亡183人、行方不明483人、ルンバタ郡は2万212人のう
ち死亡75人、行方不明31人。ジャヤバル郡は2万1,424人のうち死亡66人、行方不明1万6,474人、バンダラ
ヤ郡は死亡29人、行方不明26人、クタラジャ郡は4万2,157人のうち行方不明1万6,608人。ウレーカレン郡
は1万6,742人のうち117人が行方不明となっている。（Waspada 2005.2.3）
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■ウレレー地区（バンダアチェ市ムラクサ郡）
住民どうしで助け合い、遺体の回収は20万ルピア

　バンダアチェ市ウレレーの住民アブドゥラは遺体除去班を待ちきれず、金を払って家族の遺体回収を人
に頼んだ。ウレレーと大アチェ県ロンガは津波によって壊滅的な被害を受けた地域だが、1月12日現在、遺
体回収チームは訪れていない。アブドゥラは避難所の知り合いに頼むにあたって一体あたり20万ルピアを
支払った。遺体の回収が終わった地域では住民が少しずつ戻りつつある。（Acehkita. com 2005.1.12）

■ロンガ地区（大アチェ県ロンガ郡）
外部の援助が20日間全く入ってこなかった村

　マレーシアの医療救助団であるグローバル・シク教徒、ウェーブズ・オブ・マーシー、マレーシア・シク青
年は、捜索・救援活動中の1月14日、バンダアチェの南に位置しインド洋に面するロンガ郡ロスドゥ付近に、
外部世界の援助が20日間全く入っていなかった村々を発見した。マレーシア・シク青年によって発表され
たマルキス・シン団長の談話によれば、「われわれは子どもたちを見つけて近寄ってみたが、子どもたちは
立ち上がって歩く元気もなかった」。村の被害状況はひどく、海岸から1km以内の場所では全てがなぎ倒さ
れており、村人はほとんど飲まず食わずで過ごしていた。マレーシアの医療救助団であるグローバル・シク
教徒とウェーブズ・オブ・マーシーは、マレーシア、シンガポール、イギリス、カナダ、オーストラリア、ニュー
ジーランドなどから参加した31人のボランティアによって構成され、バンダアチェの北に位置するウェー
島のサバン市にキャンプを設置している。サバン市のキャンプからこれらの村々に漁船で緊急物資を運ぶ
予定。（Bernama 2005.1.16）

トラックの高さまで積み上げられたままの瓦礫

　地震発生からもうすぐ1ヵ月が経とうとしているが、状況はまだ改善の余地がある。新たな遺体は毎日見
つかっている。バンダアチェから13㎞離れたロンガまでずっと瓦礫がトラックの高さほどに積み上げられ
ている。泥だらけになったゴミはそのままで悪臭がすさまじく、乾いた泥がほこりとなって舞い上がり、マ
スクが手放せない。いくつかの地域では電力供給がまだ復旧しておらず、清潔な水の供給も果たされてい
ない。アルウィ・シハブ公共福祉担当調整大臣によれば、アチェの再建には30億米ドル（約3,123億円）が必
要とのこと。インフラ整備のほかに、地震と津波の犠牲となった1,500人の教師とその約半分の数の公務員
を補充しなくてはならない。（Bernama 2005.1.23）

津波1ヵ月、衛生最悪の避難所で日本人女性が奮闘

　段ボール箱を満載したトラックが着くと、子どもや母親たちが駆け寄った。バンダアチェ近郊、ロンガ郡
ナガウンバン村の避難所。散らばるゴミにハエがたかり、トイレはなく、使える水は濁った井戸水だけ。1
月26日で津波から1ヵ月を迎えた避難キャンプで、国際機関の日本人女性職員が被災者の生活再建に懸命
の援助を続けている。143人が暮らす同キャンプに物資を運んだのは、難民援助などが専門の国際移住機
構（IOM）職員、茅和伊（かや・かつい）さん（27）。島の東岸からの2ルートの輸送を一手に担い、12月30日か
ら計4,500トンの物資を運んだ。しかし、茅さんは「物資より、いま必要なのは被災者の生活環境の整備」と
話す。キャンプでは公務員ナブ・ハニンさん（52）の二男（25）がマラリアを発症した。病院に運ばれたが、患
者があふれ3日で出された。別の2病院はいずれも手術室が泥に埋まり、器材が散乱していた。茅さんは「こ
のまま各国軍や民間活動団体（NGO）が撤退したら悲惨。仮設住宅建設や病院修復が急務」と強調する。（読
売新聞 2005.1.26）

国軍が記者などに陸路でのロンガ立ち入りを禁止

　アチェ州で、インドネシア国軍が、ジャーナリストなど人道援助以外を目的とする外国人に対し、同島西
岸地域への立ち入り禁止措置を取り始めていることが2月2日わかった。国軍側は「外国人の安全のため」
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としている。立ち入り禁止措置は今のところ一部の陸路に限られているが、同州の独立派武装組織GAMの
掃討を目指す国軍は、GAMに同情的な外国人の存在を嫌っており、今後、立ち入り禁止措置がさらに拡大
する可能性もある。立ち入り禁止措置が始まっているのはバンダアチェ南郊のロンガ付近。西岸地域に陸
路で南下する際の入り口にあたる。国軍兵士が2ヵ所の検問所を設け、ジャーナリストなど人道援助以外の
外国人に対し西岸地域への立ち入り禁止を伝えている。車から降りるよう指示した上、「徒歩で数百メート
ルしか行けない」と伝えている。兵士らによると、1月26日にロンガのラバー川（幅約70メートル）に仮の
鉄橋が架けられたのを機に立ち入り禁止措置が始まった。兵士の1人は「26日以前は外国人は自由に通れ
たが、今後は安全のため出入りを禁じるよう命令が出ている」とした。現在のところ、ヘリによる空路や海
路で西岸入りする際に外国人に実質的な規制はないが、国軍側が今後立ち入り禁止措置を強化し、外国人
の実質的な締め出しに乗り出す可能性はある。（毎日新聞 2005.2.3）

ロンガのリゾート経営者、事業の建て直し支援を政府に期待

　ハイカル・トゥンク・ハッサン（30）はロンガでリゾートを経営していたが、全て津波によってさらわれて
しまった。彼は事業の建て直しを政府に期待している。政府の支援がなければ、彼自身も、また観光業に従
事する同業者たちも、事業を再開するのは困難だという。ロンガは山を背にした静かで美しいビーチで、
海岸沖には珊瑚が見られ、多様な魚が生息地している。ハイカルはロンガをダイバーや釣り愛好家の間の
人気スポットにしたいと語る。41の客室を備えるハイカルのリゾートは1988年に建設された。「GAMと
国軍との衝突が起こる前は多くの外国人が訪れていた。だが衝突が発生して以降、外国人はほとんど来な
くなった」。ロンガはメダンほど観光地として有名ではない。アチェにはメダン以外からの直行便がないた
めだ。「だからこそ観光客の誘致に努めなくてはならない。政府はこのことを考慮すべきだ」。（Bernama 
2005.2.14）

マレーシア医療救助協会、免震構造住宅をロンガに建設

　マレーシア医療救助協会会長ジェミラー・マフムド博士によれば、同協会は京都大学とネパール地震技術協
会と協力し、免震構造住宅を大アチェ県ロンガ郡ウラヤとスブンアユに建設するとのこと。これらの住宅はロ
ンガ出身の避難民とロンガに逃れてきた避難民のために建設される。寝室2部屋からなるこの住宅には免震部
材が取り付けられ、地震の強い揺れに対して建物がゆっくり揺れるようにし、倒壊を防ぐ。この住宅を設計し
たのは、マレーシア医療救助協会執行委員で、被災直後にアチェに現地入りしたノル・アザム・アブ・サマー建
築士。ジェミラー博士によると、必要な部品をアチェで製造すると1万5,200リンギかかるが、マレーシアで
なら7,000リンギのコストで済むため、マレーシアであらかじめ部品を作っていくとのこと。近々京都大学か
らのチームをマレーシアに招聘する。ジェラミー博士によれば、インドネシアのアルウィ・シハブ国民福祉調
整相は「住宅の設計に非常に感銘を受け、スブンアユに建設される250戸のために土地を3ヵ所割り当てて
くれた」。（Star 2005.2.23）

マレーシア医療救助協会、女性の自立を支援

　マレーシア医療救助協会がロンガに設置したキャンプには現在650人が収容されている。このキャンプ
では女性の自立を支援すべく、ミシンとオーブンが導入された。一部の人びとは各国のNGOに対して衣類
や食料を提供する契約を結んだとのこと。（Star 2005.3.13）

■ルプン地区（大アチェ県ルプン郡）
津波に襲われた水田に「津波米」栽培の試み

　大アチェ県ルプン郡（旧ロンガ郡）の農民は、津波に襲われた水田に「津波米」の栽培を試みている。ムナ
サムスジド村の住民ハリムによれば、「津波米」に使う籾はルプン郡で育てられてきた従来のもので、違う
のは津波の被害を受けた海岸沿いの箇所に植えること。スランビ記者が見た限り、実験的に植えられたこ
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れらの種籾は順調に成長している。（Serambi Indonesia 2005.2.19）

インド洋津波　流木を仮設住宅建設などに利用　アチェ州

　アチェ州西海岸で、津波による流木が仮設住宅建設や橋の修復などに利用されている。しかし、樹齢数十
年の大木も多く、失われた緑の再生には長い年月がかかりそうだ。州都バンダアチェの南約20キロの西海
岸の町、ループン〔大アチェ県ルプン郡〕の避難所付近では、製材業者のダーランさん（31）が、津波に根こそ
ぎ流されて横たわるマンゴーの大木（直径約80センチ）を電動ノコギリで切り分けていた。長さ5メートル
の角材に製材し、避難所付近に建設中の仮設住宅（木造平屋）の建材用に売るという。ダーランさんは近く
の村で被災した。津波後、州外に避難したループンの有力者から依頼され、流木の製材に従事。角材20本を
津波前は60万ルピア（約7,000円）で売っていたが、今は半額だ。「山林の所有者に支払う必要がないので、
助け合いの気持ちもあって、その分安く分けている」と話す。西海岸では百数十キロにわたって海岸沿いに
大量の流木が散乱し、他の町でも流木を製材に利用する光景が見られる。国軍も、浅い川の上に丸太を積み
重ねて造る仮設橋に流木を利用している。しかし、流木を販売する「津波特需」のあとが心配だ。ダーランさ
んが製材していた木は樹齢50年以上だが、木々が流された跡地は海水で土質が変わったのか、今は雑草す
ら生えていない。「流木がなくなったら切る木はもうない。独立派武装組織が潜む山に入って伐採するのは
危険なので、それもできない」とダーランさんは話す。（毎日新聞 2005.2.24）

■ローン地区（大アチェ県ローン郡）
遺体5,000体が回収されないまま

　人権NGO連合のブディ・アルヤントは1月29日、大アチェ県ローン郡で5,000体の遺体が依然として回
収されていないと述べた。そのうち300体が1週間にわたるボランティアと地域住民の協力により回収さ
れた状況だという。ボランティアは中部ジャワ州スレマン県、ジョグジャカルタ市、中スラウェシ州パル市
政府から派遣されたもの。現在、大アチェ県ローン郡はブランメ、グレーブルック、チョジュンパの3ムキム
28村からなり、人口はおよそ1万1,000人。このうち残ったのは4村のみで、生存者は6,057名である。犠牲と
なったはずの5,000人の遺体の90%が回収できていない。周辺の11の橋が破壊されており、ボランティア
はスピード・ボートで現地に入っている。スレマン県の救援班はすでに第4陣となっており、派遣されたス
タッフは200人に達する。アチェ NGOフォーラムと合同で活動している。（Serambi Indonesia 2005.1.30）

インドネシア国軍とマレーシア国軍がインフラ再建で協力

　アチェ津波支援実行調整部隊隊長ジョコ・サントソ国軍副参謀長は、津波の被害を受けたインフラ設備
の再建をマレーシア国軍と協力しながら進めていくと語った。その中には、津波で家を失った2,500世帯1
万人のための住居の建設も含まれている。これらの住宅はバンダ・アチェから60㎞離れた大アチェ県ロー
ン郡に建設される予定。インドネシア政府の許可が下りしだい、両国国軍は住居建設に着手する。大アチェ
県ローン郡への陸路のアクセスは依然として遮断されており、建設資材をいかにして輸送するかが当面の
問題である。（Utusan Malaysia 2005.1.30）

住民が村を自主再建

　スマトラ島西岸のクルンカラ村（大アチェ県ローン郡）では、政府の援助が十分に届かない中で、住民が
バラックを建て、村の自主再建に乗り出している。しかし、食料や医薬品を得るために片道2時間以上歩か
なければならず、不衛生な環境で体調を崩す住民がいるなど、今なお苦しい生活を強いられ続けている。

（毎日新聞 2005.2.6）

マレーシア、仮設住宅と災害救援センターを設立

　ナジブ副首相によれば、マレーシアは大アチェ県のジャントとローンに仮設住宅を建設する。ローンに



248 CIAS Discussion Paper No.54 2004年スマトラ沖地震・津波復興史Ⅰ

は災害救援センターも設立し、より効率的に人道支援が行き届くよう試みる。（Bernama 2005.2.7）

マレーシア公共事業局、住宅2500戸を建設予定

　マレーシアの公共事業局は大アチェ県ローン郡に住宅2,500戸を建設し、1万人を収容しうる居住区を
設立する予定。公共事業局筋の情報によれば、住宅建設計画は近々実行に移され、2ヵ月後には住宅が完成
する予定。住宅の形態はロングハウスで、この居住区には電気や水道などインフラが完備される。すでにマ
レーシアの政府高官や民間企業の幹部職員がアチェを訪れ、現場を視察したとのこと。このプロジェクト
は専門的サービス・建設機構が行う予定。建築資材や労働者の調達に関してはインドネシア当局と協議中
で、計画作成と建築監督は公共事業局が行う。1戸辺りの建設費用は1万2000～1万5000リンギ（33万～44
万円）。（Utusan Malaysia 2005.2.8）

マレーシア国軍、マレーシア政府からの資金でローンにロングハウスを建設

　マレーシア政府は300万リンギをかけて大アチェ県ローンに90棟のロングハウスを建設する。マレーシ
ア国軍工兵連隊から派遣された200人が工事を行う。マレーシア派遣部隊指揮官シャハルディン・アブドゥ
ラー准将によれば、建設作業は3月に開始され、4週間で完成する予定。ロングハウス1棟は12戸からなり、
各戸は寝室2部屋と台所、水道・電気設備を備える。シャハルディン准将は、板材、トタン板、釘など建築資
材の寄付を呼びかけている。資材の輸送はマレーシア国軍が手配するとのこと。（Bernama 2005.2.21）

■ランバロスケプ地区（バンダアチェ市クタアラム郡）
バンダアチェでがれき撤去　日本のNGO

　インド洋大津波で壊滅的な打撃を受けたバンダアチェで1月22日、日本のNGO「ピースウィンズ・ジャ
パン」（PWJ）と地元住民が協力し、がれきの撤去作業を始めた。仕事をなくし、収入の途絶えた被災者に現
金収入を得てもらうと同時に、居住区の復興に向けた希望を持ってもらうのが狙い。参加した約60人は

「早く家を元通りにして帰りたい」と、泥まみれで作業にあたった。作業が始まったのは、同市北部のクタア
ラム郡ランバロスケプ地区。ほとんどの家は全半壊しており、流されてきたごみや木材も大量にたまって
いる。22日はまず、地域のモスク2ヵ所周辺のがれきを撤去。再利用可能な木材を回収し、ごみを燃やして
処分した。参加者には日当3万ルピア（約335円）が支給された。津波で妻をなくし、家も全壊した漁業イス
マール・ラシュネンさんは「自宅の再建に必要な収入も得られるし、地域のまとまりもできる。本当にあり
がたい」と話し、久しぶりの仕事に汗を流した。PWJのコーディネーター、キャメロンノーブルさん（36）は

「避難所で何もしていないと津波のことばかり考えてしまう。復興に前向きになってもらうのも狙いだ」と
話す。今後、参加者を増やすとともに、自宅の改修や住居再建の支援も行っていく予定という。（毎日新聞 
2005.1.23）

移行に混乱

　西アチェ県ムラボとバンダアチェで支援活動を行うピースウィンズ・ジャパンのインドネシア代表キャ
メロン・ノーブル氏も「政府の計画を待っている状態」と語る。非政府組織（NGO）に撤退を指示することは
政府の権限で反対できないが、アチェの州民にとっていい結果をもたらすかには疑問があると語る。4月
からの活動計画として、職業訓練の支援などを予定しているいう。2ヵ月ほど続けた被災者による住宅地で
のがれき撤去や排水溝掃除などに1日3万ルピアを給与として支払う事業は、バンダアチェでは今月12日
に終了した。2ヵ月で終了するのは、被災者が同事業に依存することを避けるためとする。ただ、参加者の
中には「なぜ終わりなのか」と混乱を示す者もあるという。市内のランバロスケプ地区での清掃作業の事業
の後には、次の段階として住宅建設のための資材の配給や、女性への裁縫指導などをスタートする予定だ。

（NNA 2005.3.14）
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■ティバン地区（バンダアチェ市シアクアラ郡）
喫茶店「TSUNAMI」がオープン

　バンダアチェ市シアクアラ郡のティバン地区では、被災者ががれきの中で見つけた板を組み合わせ自力
で自宅などの再建に乗り出している。周辺には今なお遺体が埋まっているが「怖くはない。ここは私の村だ
から」とカルティニさん（44）は話す。同地区に1月末、「TSUNAMI」と名づけられた喫茶店がオープンした。
工事に疲れた住民が休息をとる。津波以前は「再建」という名の食堂だった。15年前に倒産し、再建したか
らだ。店主は「今度は2度目の再建。きっと成功させる」と意気込む。（毎日新聞 2005.2.4）

■クルンラヤ地区（大アチェ県ムスジドラヤ郡）
石油積み上げ港が操業再開へ

　津波により損壊を受けていたクルンラヤ地区のプルタミナ石油積み上げ港に2月4日、ムラボの石油積み
上げ港からラジュ・プラカルサ号が到着した。津波後初めての石油積み上げとなる。クルンラヤ港はバンダ
アチェの西方35キロ、大アチェ県ムスジドラヤ郡に位置し、沖合いのサバンへの船が出港するマラハヤティ
港の隣にある。9つの燃料タンクがあったがそのうち3つが津波により違う場所に運ばれていたほか、プルタ
ミナの事務所や積み上げ施設などが損壊していた。このため、バンダアチェ周辺への石油の供給はこれまで
北スマトラ州メダン市のデリ港やロスマウェ市のロスマウェ港からタンクローリーで行われていた。各種燃
料1600キロリットルを積んだ同号は西スマトラ州パダンから北スマトラ州シボルガを経由して西アチェ県
ムラボに到着していたが、ムラボ近辺で波が高かったため、クルンラヤ港への到着が2月4日未明となった。

（Waspada 2005.2.4）

■ウレパタ地区（バンダアチェ市ジャヤバル郡）
ふるさとで生活再建を　移転拒むアチェ被災者も

　スマトラ沖地震から2月26日で2ヵ月。津波に直撃され、最大の被災地となったインドネシア北西部ア
チェ州の州都バンダアチェで、移転せず、壊滅したふるさとに残って生活再建を目指す被災者たちがいる。 
バンダアチェ西端のウレパタ地区。約1,200人いた住民は、津波で一気に175人に減った。政府は津波対策
として、海岸から2キロ以内に住民が住むことを制限したい意向とされるが「先祖からの土地」と住民は移
転に反発している。 再建の音頭をとるシャイフル・バハリさん（47）は妻と6人の子供、エビなどの養殖施
設を失った。「神の意思で災害は起きる。海辺を離れ、山の中に移り住んでも避けられない。それに次の大
津波は何百年も先だろう」と話す。（共同通信 2005.2.26）

■ラムテ地区（大アチェ県プカンバダ郡）
避難所を出てもとの村で自力で家を再建する人たち

　マタイー地区に避難していた大アチェ県プカンバダ郡ラムテ村の180人は3月1日、ラムテ村に戻ること
にした。今は、政府に対して家を再建するための情報と建築用資材の支援を求めている。これまで住民の生
活必需品を満たし、住民の要望をかなえてきたのは市行政ではなく都市貧困住民組織連盟だったという。

「避難所から出たら被災者とみなされず、支援も得られなくなることは聞いて知っている。でもマタイの
避難所にいたところで政府は我々が必要としているものに関心を向けてくれない」と村の住民ブスタミは
語った。彼らはもと住んでいた村で瓦礫を利用して自分たちの家を建て直そうとしている。12メートル四
方の家を建てるため、男たちは海に潜って木材や鉄くずを集めている。一方、ラムテ村の東隣にあるムナサ
トゥハ村でも住民が避難所から戻ってきて、それぞれ自力で家の再建に取り組んでいる。ここでは仮設住
宅を建てるために国連やマレーシア、日本などから木材の供与がある。「われわれはこれからもずっとここ
に住む。ここで生まれ、暮らし、ここで死ぬ」と住民の1人は語った。（Kompas 2005.3.3）
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（3）津波によって建物の一部が壊れ、浸水した地区
住民どうしで助け合い、家屋の片付け100万ルピア

　バンダアチェ市の一部の地域（プナユン、カンポンクラマット、プラダ、ランプリ、ジュリンキ）では、余裕
のある家が家屋の片づけを近隣の知り合いに頼んで行っている。その費用は一軒あたり100万ルピアにな
る。頼まれるほうも、ただ避難所で座っているより収入を得たほうがよいという。作業にとりかかるときは、
空き巣とまちがわれないよう、最寄の国軍兵士に報告もしている。（Acehkita. com 2005.1.12）

「援助は政府を通さないでほしい」

「援助物資を政府機関を通して分配するのをやめてほしい」。大アチェ県クルンバロナジャヤ郡ムナサパ
プン村のアブドゥル・ラザクは村民40人の食糧を探してあちこちかけあったあげく、そう語った。40人は
避難所ではなく3軒の家に集まって暮らしている。収入も仕事もない点では避難所と状況は同じだ。金が
なく、食糧を買えずにいる。このように、村にとどまることを選んだ避難民グループはあちこちにかなりい
る。多くは救援スタッフが用意した避難所に「ゲリラ的」にやってきて食糧を求めている。アブドゥル・ラザ
クはラムルンに設置されたラスカル・ムジャヒディンの避難所を訪れた。しかし、ラスカル・ムジャヒディ
ンは蓄えがないからと、アチェ州社会局の避難所に行くことをラザクに勧めた。ラザクが村の避難民の代
表であるというラスカル・ムジャヒディンのスタッフが書いた証明書を携え、州知事官邸に設置された州
社会局の救援センターを訪ねた。しかし、そこにいた社会局副局長からは、ここは県からの援助要請にのみ
対応しており、ラザクたちのような少人数のグループは援助の対象としていないと説明された。そこで、ラ
ザクはラスカル・ムジャヒディンからの証明書のあて先になっていた社会局のブハリという人物を訪ねた。
ブハリに会うと、大アチェ県調整実施部の出張所を訪ねるようにと言われた。大アチェ県のための援助物
資はすでにそちらへ配給されているからとのことだった。ラザクは40人の村人のことを思いながらラン
バロ地区に設置された主張所へ向かった。しかしそこで聞かされたのは、物資はすでにクルンバロナジャ
ヤ郡へ配給されたという話だった。すでに日は傾きはじめていたが、ひるまずにクルンバロナジャヤ郡の
郡役場を訪ねた。そこには担当者が1人いるだけで、ムナサパプン村への物資はすでに村長に渡したと語っ
た。ラザクは村長を訪ねなかった。「意味がない。村長の家に何もなかったことは知っている。あったならば
こんな風にあちこちでかけていったりしていない」。不満でいっぱいになったラザクが向かったのは、バン
ダアチェのNGOフォーラム事務所内に設置された救援所だった。すでに夜となっており、40人分のストッ
クはなく、40人分のコメと乾麺がラザクの手に渡ったのは翌日のことだった。（Acehkita. com 2005.1.13）

バンダアチェの避難所に喫茶店 被災者安らぐ一杯

　バンダアチェの避難所では、できたばかりの小さな喫茶店が、津波で流されてきた人々の心に安らぎを
与えている。店を開いたのは津波で失業した大工のカリムさん（40）。約2,000人が避難する公共ホールの敷
地で1月20日にオープンした店は、がれきから拾い集めた木材で造った。カウンターの前に3つ並んだいす
は、津波で流されてきた。メニューは砂糖たっぷりのアチェコーヒー。1杯1,000ルピア（約12円）は原価ぎ
りぎりだ。カリムさんの家は被災を逃れたが、勤めていた工務店が閉店した。自宅近くにできた避難所で、
がれきの木を骨組みにテントを建てる被災者を見た。「これなら大工の腕を生かせる。みんなが大好きな
甘いコーヒーの店で、心を和らげてもらおうと思いついた」と言う。最初に訪れた男性（55）は、子ども4人
の行方が今もわからない。「コーヒーなんて津波の前以来だ」とカウンターに座り「おいしいと思えるだけ、
気持ちに余裕が出てきたのでしょうか」などと話した。（中日新聞 2005.1.23）

アチェのイスラム高等学院は教員23名が死亡

　バンダアチェ市のアルラニリ国立イスラム高等学院は、地震・津波災害により教員23名、スタッフ16名を
失った。また、建物の1階にあった学生・教務資料は使えなくなった。2005年2月14日に開講の予定。開講にあ
たり、現在、学生登録の確認を行っているところ。（TEMPO Interaktif 2005.1.28）
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シアクアラ大学で数百人の教員補充の必要

　バンダアチェ市ダルサラム郡に位置するシアクアラ大学は地震・津波により教員110人を失ったほか、
一部の建物が壊れている。2月1日から始まる新学期のためには教員233人の増員が必要。教員と学生の多
くはバンダアチェ市外に避難している。現在、同大学では他大学から教員の招聘を検討中。また、シアクア
ラ大学に隣接するアルラニリ国立イスラム高等学院では5学部の講義を最低限維持するために50人の教
員が必要。留学中の教員を呼び戻して対応する予定。（Kompas 2005.2.1）

発電船を津波のモニュメントに

　アチェ州副知事アズワル・アブバカルは2月2日、津波により内陸に押し上げられた国有電力会社所有
の発電船を津波被災のモニュメントとする提案を行った。一方、国有電力会社アチェ州支部長のシャリフ
ディン・イブラヒムは、この船を津波で生き残った英雄として海に戻したい考え。これに対し、アズワル副
州知事は同船を「スランビ・メッカ」（メッカの前庭）を襲った津波悲劇における「殉教者」として扱いたいと
述べたという。（Waspada 2005.2.4）

くず鉄を積んだトラック十数台が取り押さえられる

　大アチェ県警察署長ガグック・スマルトノは2月4日、くず鉄を積んだ数十台のトラックを取り押さえた
ことを明らかにした。これらのくず鉄は地震・津波後、住民が避難中の住宅や商店から盗んできたものと思
われる。スマルトノ署長はくず鉄の収集が無責任な人びとによって利用されることを恐れていると語り、
くず鉄収集活動を一時停止するよう求めている。（Waspada 2005.2.5）

アチェ市場は閑散としたまま

　バイトゥラフマン・モスクの隣に位置するアチェ市場は、まだ泥に覆われていてひと気がない。津波発生
以前、ここには食料品や衣料品店、電気製品店、貴金属店などが軒を連ねており、クアラルンプールのトゥ
ンク・アブドゥル・ラーマン通りのようににぎやかだった。本紙記者が実際に足を運んで調べてみたところ、
食料品店が1店舗のみ営業し、いくつかの店が清掃・修築作業を行っていたが、そのほかの店は手付かずの
ままだった。水没したままの部分もある。唯一営業していた食料品店の店主ウスマン・ラシド（50）は、この
店が家族を支える唯一の収入源であるため、数日前に営業を再開したと語った。ウスマンによれば、トゥン
ク・チュッ・アリ通りにある彼の店は、かつて1日に800万～1,200万ルピア（約11万～16万5,000円）の売り
上げがあったという。現在の1日の売り上げは400～600ルピアしかない。「だがわたしは感謝している。全
てを失った人も大勢いる中で、わたしにはまだ店が残されていて、商売を続けていくことができるのだか
ら」。ウスマンは現在、10km離れたランバロから食料品を仕入れている。かつてはメダンから安値で直接商
品を仕入れていた。本屋の店主ルワンディ・フシン（45）は、いつ営業が再開出来るか分からないと語った。
店内の書籍はほとんど全て津波の被害を受けた。貴金属店主モクタル・ザカリアも、営業再開の目処がつか
ないと語る。彼はさしあたり小さな質屋を始めたとのこと。（Bernama 2005.2.6）

アチェ避難民、元の居住区で再建へ

　Mercy Corpsのダン・カランは2月9日、Mercy Corpsが担当している避難民の中に元の居住区で住居の
再建を始めた人びとがいることを明らかにした。Mercyでは避難民を対象にキャッシュ・フォワード・プロ
グラムを実施し、安全地域にある住居を片付け、再建しようとする避難民にインセンティブを与えている。
大アチェ県バイトゥルサラム郡ではすでに数世帯が元の居住地域に住むようになった。Mercyの担当者
ファトマ・イリナによれば、2月13日までに数百世帯が元の居住地域での生活を再開する予定。バイトゥル
サラム郡では日当3万5000ルピアの即金払いで747人が働いている。ロンガ郡ヌサ村でも180人が作業に
参加している。（Tempo Interaktif 2005.2.9）
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バンダアチェで略奪行為横行

　バンダアチェで、被災家屋から木材や金属を勝手に持ち出し売り飛ばす略奪行為が横行、自力で自宅再
建を目指す人を妨害するなど復興を妨げている。略奪者の多くは津波で失業した被災者で、現金収入を得
るため略奪を繰り返している。市北西部ラムトゥナ地区で自力で自宅再建に取り組む漁業のマリフィン
さん（50）は「略奪者はすべてを奪い、死体がまだ埋まっているがれきを焼き払った。許せない。家を再建
しようとしても良い材料が見つからない」と怒りをぶちまけた。同地区では「我々の物を持ち出すな」との
看板を道路に掲げた。一方、マニラヤ地区のがれきから毎日鉄などを集めている元漁師のサンマルバハリ
さん（30）は、「津波で失業し、被災者キャンプにいる。これが唯一の収入」と話す。解体現場でアルミを集
めていた元建築業のセーフディさん（28）は「がれきは誰のものでもない。罪ではない」と話す。（毎日新聞 
2005.2.10）

被災学生に対する大学側の対応をめぐりシアクアラ大学でデモ

　シアクアラ大学のキャンパスでは2月10日以降、大学側が被災学生を十分考慮していないとして数百人
の学生がデモを行っていた。学生側は学費免除と財政的援助、住処を失った数千人の学生のために校内に
テントを設置することを要求していた。14日にアバディ・アブドゥル・ワハブ学長が学生との話し合いに
応じたことでデモは一時中断された。学生組合会長のイルワンシャーは、学長が問題解決の機会を得られ
るよう、抗議行動を一時中断したと語った。アバディ学長は罵倒する学生と勇敢に向き合い、今回の話し合
いを父と子の話し合いになぞらえ、子供たちは不満を訴え、父親は彼らの懸念を理解するよう努めるとし、
学生の質問に一つ一つ答えた。学長は、1年間の学費免除と仮設テントの設置に向けて努力すると語った。
驚いたことに、デモの間学長に対して非常に攻撃的であった学生たちは、デモが終わると学長に駆け寄り、
学長を抱きしめた。（Bernama 2005.2.14）

バンダアチェで中国系住民が復興へ動き出す

　バンダアチェで、地元経済を支えてきた中国系コミュニティーが復興へ動き出した。同地域の中国系
住民は全体の5％未満にすぎないが、個人商業部門の約6割を占め、経済再建の鍵を握っている。中国本
土はじめ近隣のマレーシアやシンガポールなど海外の同胞からも支援の輪が広がっている。（毎日新聞 
2005.2.15）

アチェ州で象が活躍　ケガ、病気の懸念も

　バンダアチェで、6頭の「象部隊」ががれきの撤去作業を続けている。7週間にわたって被災地復興に貢
献しているが、劣悪な環境下で、ケガや病気も心配されている。象は昨年12月26日の地震発生翌日、約80
キロ離れた内陸部のサリーにある象訓練センターから車で運ばれてきた。バンダアチェ市内が完全に壊滅
し、復旧作業を行うトラックや重機が入れる状態でなかったため、インドネシア政府が象の投入を決めた。
　象はオスとメス各3頭で年齢は23歳から45歳。被害が集中している沿岸部で、倒壊した建物の残がいや
流木を鎖につないで運んでいる。作業は1日8時間。現場で指揮を執るインドネシア自然保護局アチェ州支
部のバスロール支部長は「がれきや危険物が散乱する被災地での作業は大変な重労働」と話す。足や体にケ
ガをして傷口から破傷風に感染する危険も高い。窮状を知ったオーストラリア動物園は、破傷風のワクチ
ンや抗生物質、医療器具などを寄贈した。重機を使った撤去作業が本格化する中、「象の役目は終わったの
では」との指摘がある。一方で被災者からは「懸命に働く象の姿に勇気付けられる」との声も寄せられ、政府
はもうしばらく象の力を借りる方針だ。（毎日新聞 2005.2.15）

住宅街に巨大船、見物客殺到　アチェ州

　バンダアチェ市のかつての住宅街に2500トンの巨大船（長さ約60メートル、幅約20メートル、高さ約13
メートル、重さ3600トン）が鎮座し、被災者や救援の非政府組織（NGO）関係者らがひっきりなしに見物に
訪れている。あまりに巨大なため州政府は移動を断念し、津波の記録をとどめるための博物館にする計画
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だ。同市は海岸沿いが幅2キロ以上帯状にほぼ完全に破壊され、がれき野原に。船はその端にあり、内陸から
向かうと道路の前に立ちふさがり、４階建てぐらいのビルかと見間違う大きさだ。（毎日新聞 2005.2.26）

（4）津波による被害を受けなかった地区
クタパン地区やマタイー地区が新たな居住地区に

　バンダアチェ市官房官のサイフディンによれば、市内5万4801家屋のうち3万4296家屋が津波で全壊も
しくは半壊した。特にムラクサ郡の6496家屋とクタラジャ郡の4029家屋はすべて破壊された。ジャヤバ
ル郡では90%、シアクアラ郡では80%、クタアラム郡では65%、バンダラヤ郡では40%、バイトゥルラフマ
ン郡では30%、ルンバタ郡では30％の家屋が損壊している。こうしたなかで、これまでは閑散としていた内
陸部のクタパン地区やマタイー地区（大アチェ県ダルルイマラ郡）が新たに主要な居住地域として関心を
集めるようになっている。（Waspada 2005.2.2）

ウレーカレンの空き地やモスクが避難場所に

　バンダアチェ市ヌス地区にも多くの住民が訪れている。車の流れは途絶えることがない。バンダアチェ
市内のプナユン市場とアチェ市場の機能は目下ヌスに移っている。大アチェ県ウレーカレンにも同じこと
が起こっている。多くのコーヒー店が軒を並べ、多くの住民をひきつけている。数万人の被災者が安全な避
難場所としてウレーカレンの空き地やモスク周辺を選んでいる。（Waspada 2005.2.2）

バンダアチェから内陸に向かう街道沿いに避難民のテントが並ぶ

　シアクアラ大学から3キロ東にある大アチェ県トゥンコップ地区は、以前は閑散としていたが今は避難
民で賑わっている。この地域が安全かそうでないかは重要ではなく、しばらくのあいだ暮らすことができ
るかどうかで人々は住むことを決めている。大アチェ県モンタシ郡や、バンダアチェから南方26キロの大
アチェ県インドラプリ郡にも人が押し寄せている。バンダアチェから大アチェ県スリムムまでの街道沿い
には避難民のテントが立ち並んでいる。大アチェ県の県都でありながらふだんは人気のないジャントにも
津波の被災者が押し寄せている。（Waspada 2005.2.2）

市内の家賃が高騰

　バンダアチェ市の多くの住民が住居を失い、テント暮らしを続けている。住宅の需要は高いうえに、外国
の救援スタッフは家を借りる際に価格を問題にしないこともあって、住宅の値段は高騰している。津波前
は年間300～400万ルピアだった家賃が、津波後は2部屋で1,000万ルピアになっている。白人が米ドル払い
で借りるような立派な家の場合は、１週間で3,000万ルピア、1ヵ月で5,000万ルピア、3ヵ月で1億ルピア
にまでなっている。3つ星ホテルの部屋のように一部屋一晩50万ルピアの値がつくこともある。（Waspada 
2005.2.2）

バンダアチェで物価急騰　支援者殺到が誘因

　バンダアチェで物価が上昇、被災者の生活難に追い打ちをかけている。国内外から復興支援の非政府組
織（NGO）や報道関係者らが大挙して押し寄せ、レンタカー代やトラック輸送料などの高騰を招いているか
らだ。輸送コスト上昇はコーヒーをはじめ日用品にも波及しつつあり、物価高騰が長期化すれば被災者の
生活を一層圧迫するのは必至。差し伸べた支援の手が皮肉にもアチェ復興の阻害要因となる懸念が浮上し
てきた。（共同通信 2005.2.12）

5ヵ月後には240の市場を機能させる

　アチェ州商業局局長アズハル・アミンは2月16日、政府が80億ルピアを投じて向こう5ヵ月のあいだに
240の市場を設置する方針であることを明らかにした。財源は商業省の2005年予算から配分される。津波
によりアチェ市場とプナユン市場が機能しなくなったことを受け、現在、大アチェ県のランバロやウレー
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カレンの市場がこれらの市場の機能を代替している。このほか、大アチェ県クタパンでも新たな市場が生
まれつつある。政府はこれらの新しい商業活動に対してテントなどを支給していく予定。開設する市場の
数についてはまだ暫定的なもので、避難民の再配置計画や住民生活の動向を見ながら調整する。（Tempo 
Interaktif 2005.2.17）

救援派遣の海自隊員、アチェ空港近くで旧海軍の碑発見

　スマトラ島沖地震と津波被災地の支援で自衛隊が派遣されているバンダアチェの空港付近で、海上自衛
隊員らが2月26日、第二次大戦中に旧日本海軍によって建てられた石碑2基の清掃作業をした。派遣隊員が
19日に空港を訪れ、空港関係者に案内されて碑の存在を知った。碑の1つには「忠魂碑　海軍澁谷部隊」「昭
和19年10月建立」と刻まれ、別の碑は現地労働者のための慰霊碑だった。防衛庁によると、碑に名が刻まれ
た部隊は、インドネシアが旧日本軍の軍政下だった1943～44年、同島に飛行場建設のため派遣された施設
部隊で、戦闘に参加した記録はないという。石碑の1つは倒れ、ペンキで汚されるなどしていたため、インド
ネシア軍が修復に協力し、海自隊員は、碑周辺の清掃や草取り、整地などをした。（読売新聞 2005.2.26）

バンダアチェ周辺で食料品の物価が上昇

　バンダアチェ周辺で物価が上昇している。砂糖や食用油、卵など日用品の物価は10～20%上昇し、野菜
類の物価に至っては50%上昇した。食用油は1kgあたり4500ルピア（約60円）から5,000ルピア（約65円）
に、砂糖は1kgあたり5,000ルピア（約65円）から6,000ルピア（約80円）に、卵は1個400ルピア（約5円）から
500ルピア（約6.5円）にそれぞれ値上がりした。地元スランビ紙は、3月1日以降観察されるこの物価上昇は
住民や人道支援のために駐留している外国人からの需要が拡大していることに加え、地元やメダンの納入
業者および卸売業者が商品を値上げしているためでもあると指摘している。（Berita Harian 2005.3.8）

大アチェ県の市場で経済活動の回復を実感

　本紙記者の調べでは、大アチェ県ランバロやウレーカレン、ヌスなどいくつかの市場では、津波によって
破壊された市場の跡地に仮設店舗を構えて営業している状態ではあるが、経済活動がかつてのごとく回復
している。ランバロ市場の商人タウフィクは、精神的ダメージはまだあるにしても、市場の状況は町の人び
との生活が以前のように回復しつつあることを示していると語った。タウフィクは、交通事情が悪く商品
を入手しにくいという背景に加え、納入業者や卸売業者が商品を値上げしたことによって、市場の商人の
多くが値上げせざるを得ない状況にあると語った。タウフィクによると、ランバロでは野菜の物価上昇は
まだ起こっておらず、たとえ物価が上昇したとしても大幅な値上げはないだろうとのこと。（Berita Harian 
2005.3.8）

タイの仏僧が大アチェ県ランバロの集団埋葬地を訪れる

　タイの仏教の僧侶5名が3月9日、アチェの津波犠牲者を追悼するために大アチェ県ランバロの集団埋葬
地を訪れた。2万6,000人が埋葬されている埋葬地で追悼の祈りを捧げたほか、仏教による宗教儀式も行っ
た。周辺住民の中には仏教による儀式が行われることについて、関係当局の許可を得ているかどうか仏僧
に確かめるものもいた。現在、アチェではSARA問題と通称される種族、宗教、人種、社会集団の問題に敏感
な向きがあり、仏教の儀式をすることは誤解を招く恐れがあるとのことだった。これに対して仏僧団の一
人は、「アチェの津波被害者の魂を供養するためにタイから来た。ここには宗教を問わずに埋葬された自分
たちの同胞もいると信じている」と語った。仏僧たちは、華人8人、キリスト教の代表3人、ムスリム20人と
ともにアチェにやってきたこと、支援物資を持ってくるだけでなく、様々な宗教的背景を持つものでチー
ムをつくり、祈りを捧げるために来たこと、被災したのはアチェの住民だけでなく、タイやスリランカなど
の住民もいることなどを説明した。（Kompas 2005.3.10）
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■バイトゥルラフマン地区（バンダアチェ市）
「あなたの子供はここに」　バンダアチェで177人のリスト掲示

「あなたの子供はここに」。国連児童基金（ユニセフ）は2月8日、国際NGO「セーブ・ザ・チルドレン」などと
共同で、バンダアチェで親と離ればなれになった177人の子供のリストを市内バイトゥルラフマン地区に
あるセーブ・ザ・チルドレン事務所に掲示した。今回、以前作成した71人分のリストの人数を増やした。同事
務所は「毎日、行方不明になった子供を探しに親が訪ねてくる。前回は71人のうち15人の子供が親との再
会を果たした」としており、今回も一定の成果が挙がることを期待している。（共同通信 2005.2.8）

■クタパン地区（バンダアチェ市）
バンダアチェ市郊外に人の賑わい

　バンダアチェ市クタパンの交差点は、夜中の12時過ぎになってもコーヒーをすすりながら座っている
人びとで賑わっている。開いている店もあり、まるで夜市のようだ。1、2年前からクタパン交差点には店が
立ち並ぶようになっていたが、治安状況のせいで空き店舗も多かった。クタパン交差点に限らず、ランプヌ
ルット、インドネシア国営テレビ（TVRI）放送基地、マタイー地区周辺は、以前は「ジン・ブアン・アナック」

（悪魔が子どもを捨てる）と呼ばれる地区だったが、今は多くの住民がこの地を住いとすべく押し寄せてき
ている。バトック山の麓にあって標高も高く、また、津波被害を受けて壊滅状態となった住宅地から距離が
あるのがその理由だ。バンダアチェ市の海岸部を津波が襲った際に、多くの人びとがマタイーに難を逃れ
てきた。今に至っても数万人の避難民がインドネシア国営テレビ放送基地周辺や住宅地・空き地などに張
られたテントに身を寄せている。被災者に食糧や日用品を運ぶトラックが頻繁に行き交い、以前は閑散と
していたクタパンの朝市は混雑するようになった。バンダアチェ市内で住民経済の中心となっていた地区
が津波に襲われて今はなくなってしまったため、物価は高騰している。このほか、必要なものを買おうとす
る住民は大アチェ県ランバロ（Lambaro）市場を選ぶようになった。（Waspada 2005.2.2）

■マタイー地区（大アチェ県ダルルイマラ郡）
国軍兵士、ボランティアを殴る

　1月9日、大アチェ県ダルルイマラ郡のマタイーで、ジョグジャカルタ出身ボランティアのアンギ・ウィ
ボウォが国軍兵士に殴られた。左唇が裂け、3針縫ったという。アンギたちジョグジャカルタ出身のボラン
ティアは、ピックアップに乗ってマタイーの避難民に物資を運ぼうとしていた。場所がわからなかったた
めに付近で速度を落とすと、尾行していた兵士がクラクションを鳴らした。アンギたちが不審に思って車
を止めたところ、兵士が車を降りて、何も尋ねずにアンギを殴った。「何の悪いことをしたというんだ？」
とアンギが尋ねると、兵士は答えず、アンギを殴った。兵士は黙って立ち去り、血を流したアンギはイエメ
ンの医療チームに助けられて治療を受けた。（TEMPO Interaktif 2005.1.10）

マレーシアの政党支部、孤児院設立の資金を寄付

　マレーシアの与党UMNOのジョホール州連絡機構は、アチェに500人収容可能な孤児院を建設するため相
当額を寄付する用意があると語った。寄付金はアチェ経済開発・孤児教育基金を通じて運用される。UMNO
ジョホール州支部は、マレーシアの津波被災者に対してすでに100万リンギ（約2,750万円）を寄付している。

「マレーシア国内の被災者を支援したあと、われわれは支援をアチェの被災者に拡大することに決めた。一番
いい方法は孤児院の建設だという決定に至った」。この孤児院はバンダアチェ市街から15km南方のマタイー
地区で地元住民によって寄付された用地に建設される。完成は2005年末の予定。（Bernama 2005.2.10）
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■ブニブラン地区（大アチェ県インギンジャヤ郡）
マレーシア世界平和とマレーシア整形外科協会、

アチェの関係諸機関と連携し長期的医療支援の実現を目指す

　マレーシア人医師による医療拠点はいずれもアチェ人の注目を引いている。彼らの処方する薬に効き目
があると言われていることもその理由の一つだが、医師たちの親切な対応が何よりもアチェの人々を引き
付けている。大アチェ県インギンジャヤ郡ブニブランで医療活動を行っているマレーシア世界平和も同
様。マレーシア世界平和のコーディネーターであるモハマド・イクバル・アブ・バカールによれば、ブニブラ
ンの医療センターは住居1軒を借りて2人の医師が診療に当たっており、医師たちは毎晩40～50人の患者
を診療するとのこと。診療は夜9時までだが、患者の数によっては夜中の1時まで続くこともあるという。2
人の医師には被災者キャンプへの往診という任務も与えられている。「マレーシア世界平和は1月2日以降、
アチェで人道支援を続けている。現在の医療チームは第4次派遣隊であり、医師たちはマレーシア整形外科
協会を通じて、カンポンバル医療センターとマレーシア国民大学付属病院医学部から参加している」。これ
ら医療チームがバンダアチェ市にあるザイナル・アビディン病院で活動できるよう、マレーシア世界平和
とマレーシア整形外科協会はアチェの関連諸機関と長期にわたる協力関係を構築しようとしている。「ザ
イナル・アビディン病院と直接的な関係を持つシアクアラ大学との協議を通じて、現在までに2棟の整形外
科病棟を同病院に建設した」。今後は、ブニブランの50人以上の被災孤児に対しても支援を行っていく構え
で、彼らに対して住居を提供する計画があるという。（Utusan Malaysia 2005.2.11）

■ジャント地区（大アチェ県ジャント郡）
マレーシア災害支援センター、300人の被災孤児を収容し物資配給拠点としても機能

　マレーシア災害支援センターは2月7日、大アチェ県ジャント郡のファウズル・カビル寄宿塾で、ナジブ
副首相によって公式に開設される。同センターは、アチェの津波被災者支援に対するマレーシアの積極的
関与を示すシンボルとなるだろう。本紙記者が同センターを訪れた際、第91連隊兵士養成司令官ザカリア・
アブドゥル中佐の指揮下、マレーシア国軍兵士が開設前の最終準備を行っていた。センターの設立に約40
人の兵士が携わったとのこと。ザカリア中佐によれば、このセンターには300人の被災孤児を収容可能な
キャンプが設置され、寄宿舎や教室など恒久使用を念頭に置いた建築物が建設される。また、同センターを
拠点とし、マレーシアから送られてきた支援物資を他方面の力を借りずに直接配給していくとのこと。ナ
ジブ副首相はアチェを訪れ、マレーシア災害支援センターの開設式に出席するほか、マレーシア国軍が運
営する野戦病院を訪問し、空中から被災地を視察する。ナジブ副首相は今回初めて被災後のアチェを訪問
する。（Utusan Malaysia 2005.2.7）

津波の恐怖と悲しみを忘れるためロンガに戻りたくない被災者

　地震・津波の発生から1ヵ月以上経つ現在でも、精神的ダメージから立ち直れない被災者はなお多い。本
紙記者が大アチェ県ジャント郡のファウズル・カビル寄宿塾で被災者の話を聞いたところ、自分の家の惨
状を見るのが非常につらく、自分の家の近くに避難していることすらつらいという人も多かった。かつて
住んでいた自分の家や町・村を見るにつけ、津波の恐怖を思い出したり、妻や子どもたちが津波にさらわれ
た瞬間を思い出してしまったり、自責の念や後悔に襲われたりするとのこと。ヌルシアー・マフムド（28）は、
夫と子どもともども、津波の被害から逃れたものの、また津波が起こるのではないかという恐怖におびえ
ている。「元の場所に戻りたくないと思っているのは私だけでないはず。きっと数千人が同じ思いでいると
思う。元の場所に戻ると何が起きたかを鮮明に思い出してしまう。ジェントの被災者キャンプで不便な思
いをしながらずっと住むことになったとしても、かつて住んでいた場所に近いキャンプに移住させられる
よりはずっとまし。かつて住んでいた辺りは安全ではなく、戻りたくない」。津波によって妻と3人の子供を
失くしたハムダン・フシン（36）は、被災当時、家にいなかった。「もし私が家にいたら家族を救えたかもし
れない」。タルミ・シャー・プトラ（33）はこう語った。「妻を助けようとして懸命に妻を抱きかかえようとし
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た。だが泥と共に押し寄せる急流の中で、私の腕は力尽きてしまった」。タルミは3人の子供を1人で育てて
いかねばならない。ハムダンは1人残されて生きていかねばならない。被災前に住んでいたロンガへの帰郷
を彼らが望まないのは、こうした真っ暗な思い出に付きまとわれるためだ。妻や子供たちの「影」を見るの
もつらすぎるとのこと。「もし可能なら他の場所に住みたい。真っ黒な思い出が刻まれた場所をもう見たく
ない」。（Utusan Malaysia 2005.2.10）

マレーシア災害支援センターでテントが完成

　バンダアチェから内陸60kmに位置する大アチェ県ジャント郡のマレーシア災害支援センターでは、支
援活動にあたるマレーシア国軍の兵士が1,000人の孤児を収容できるテントを完成させた。テントは寄宿
宗教学校の近くに設置される。寄宿宗教学校の宿舎は現在孤児院として機能しており、146人の孤児を収
容している。同センターの執行官ヌル・アザム・スハルト・モハメド大尉によれば、同センターが2月7日に
開設されて以来、3人の士官を含む45人のマレーシア国軍兵士が孤児へのテントや食料の供給を任務と
している。これらの兵士はマレーシア各地の部隊から編成され、アチェで3～6ヵ月間活動する。（Bernama 
2005.2.13）

アチェ西南海岸部

地名表記
Blang Pidie　ブランピディ（西南アチェ県ブランピディ郡）
Calang　チャラン（アチェジャヤ県クルンサベKrueng Sabee郡）
Jembek　ジュンベ（西アチェ県ムルボMeureubo郡パシジュナンPasie Jeunang村）
Keude Panga　クデパンガ（アチェジャヤ県トゥノムTeunom郡）
Lam No　ラムノ（アチェジャヤ県ジャヤJaya郡）
Lhokruet　ロルト、ロクルト（アチェジャヤ県サンポイニエトSampoiniet郡）
Meulaboh　ムラボ、メウラボ（西アチェ県ジョハンパフラワンJohan Pahlawan郡）
Tapaktuan　タパクトゥアン（南アチェ県タパクトゥアン郡）
Teunom　トゥノム（アチェジャヤ県トゥノム郡）
Simeulue　シムル、シメルエ（シムル県）
Subulussalam　スブルサラム（アチェシンキル県シンパンキリSimpang Kiri郡）

■西南海岸各地で救援活動を行っている日本の民間団体・個人
●ピースウィンズ・ジャパン（PWJ）　http://www.peace-winds.org/
　1月2日までに西アチェ県ムラボに入り、救援物資の配給などの救援活動を行っている。

●国境なき医師団（MSF）　http://www.msf. or. jp/
　1月2日より西南海岸のアチェジャヤ県チャラン、ラムノ、西アチェ県ムラボなどで医療面・衛生面での
援助活動を行っている。

●日本赤十字　http://www. jrc. or. jp/
　1月4日より西アチェ県ムラボの公立病院を拠点に医療・衛生面での救援活動を行っている。

■西海岸全般
津波のアチェ、家々や橋は跡形なく…空軍ヘリ同乗ルポ

　バンダアチェから1月21日、マレーシア空軍のヘリコプターに同乗し、スマトラ島沖地震の震源地に近
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いムラボまでの海岸線一帯約150キロを上空から見た。海岸沿いの村々は広範囲にわたり、樹木がなぎ倒
され、家々は跡形もなく流されており、津波の破壊力を見せつけられた。バンダアチェからムラボ間の海岸
沿いには24の村を結ぶ幹線道路があるが、津波で地形が変わったため所々で海水をかぶったままで、橋は
ほぼすべて流されている。家屋は木造・レンガ建てとも形跡をとどめておらず、各所に残った比較的大きい
コンクリート製モスクだけが、かつてそこに村があったことを確認する唯一の手がかりとなっていた。高
台に被災民のテントが見えたり、所々でがれきを焼いて煙が上がったりしている光景を目にした。人口約
5万人のうち2万人近い死者を出したムラボでは、NGOや国連機関のスタッフによる活動が進んでいる。だ
が、ムラボ駐在のインドネシア軍高官によると、海岸線沿いには依然としてまったく手のつけられない村
もあるという。（読売新聞 2005.1.22）

消えた家、倒れたヤシ

　バンダアチェからムラボまで1月22日、マレーシア軍のヘリコプターに同乗した。津波の最も大きな被害
を受けた西岸の海岸線を空からみると、被災地一帯は、数キロ先の内陸部まで赤茶けた大地が広がるだけで、
人が生活していた痕跡を探すのが難しいぐらいだった。沿岸部の道路は土砂や泥が取り払われつつあった
が、まだ寸断されていた。ヤシの木は軒並み根元からなぎ倒され、一瞬にして押し流された家屋の土台とみら
れる白い長方形のコンクリートが残されていた。（産経新聞 2005.1.23）

配給ヘリ、群がる住民　被災1ヵ月、アチェ西岸なお孤立

　世界食糧計画（WFP）などの緊急食糧援助を運ぶ米海軍のヘリコプターに1月22日同乗し、最も被害が
大きく、今も孤立状態が続くアチェ州の西岸を見た。州都バンダアチェの空港を離陸し、海岸沿いを60キ
ロほど南下、約25分でロルト（アチェジャヤ県サンポイニエト郡）に着いた。途中、建物はほとんど残って
いなかった。道路はあちこちで寸断され、橋も橋脚だけが残っている。がれきを燃やしているのか、所々で
煙が立ち上っている。国連人道問題調整事務所（OCHA）によると、ロルトは人口の78％が死亡し、家屋の
100％が全壊した。山側に向かうと、学校があり、避難している住民の姿が見えた。ヘリが低空で近づくと一
斉に駆け出してきた。米兵が手を振って離れるよう指示するが、誰も聞かない。2、3メートルの高さから米
やインスタントめん、食用油を投げ下ろすと、住民の奪い合いが始まった。集まってくるのは男性ばかり。
老人や女性などに物資が渡るかどうか確認するすべがない。現地に入った医師によると、津波を怖がり、山
奥に逃げている人も多いが、援助物資を運ぶ車が不足し、せっかく空輸されても十分に配られていないと
いう。緊急食糧援助を担当するWFPは「必要な分を必要な人に配布できている」（バンブリー・アジア地域
局長）と強調する。ただ「山間部にいる避難民など、漏れがないとは断言できない」（サレヒン・駐インドネシ
ア代表）として実態調査を行っている。また、ヘリを飛ばす米軍は部隊縮小の方針を決めているが、道路や
港の復旧の見通しは立っておらず、今後の食糧配布に影響を与えるとの懸念も出ている。被災から１ヵ月
近くたち、アチェ州では比較的被害が小さかった東岸などで避難民の仮設住宅建設が進むなど緊急支援か
ら復興に向けた取り組みが始まっている。しかし、西岸では避難民の居場所や実数の把握も不十分な状態
が続いている。（朝日新聞 2005.1.24）

ムラボ＝バンダアチェ間に代替ルート建設へ

　公共事業省は、ムラボ＝バンダアチェ間の道路245キロのうち170キロが津波により崩壊していること
から、代替ルートを建設する。1月28日ジョコ・キロマント公共事業相が明らかにした。陸路を確保するた
めの臨時のルートで、アブラヤシ農園地区を経由する砂利道を開く。ムラボからサマティガ郡を経てトゥ
ノム郡へ通し、そこからバンダアチェまでは山間部を通す。工事の第一次段階は国軍と協力して行う。国軍
は部隊を増派する予定。第二段階は民間の建設業者と行う。これと別に、公共事業省はWijaya Karta dan 
Adhi Karya社と協力してムラボの街の瓦礫整理を行っている。（TEMPO Interaktif 2005.1.28）
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「西海岸へ海上輸送を」 復興司令官が自衛隊に要望

　アチェ州の復興を担当するインドネシア軍のバンバン陸軍少将は1月30日までに、共同通信のインタ
ビューに応じ、「西海岸は水や食料と同じくらい建設重機が不足している。自衛隊の輸送艦で運んでほし
い。医療活動は1ヵ月以上続けてほしい」と自衛隊の国際緊急援助隊に対する要望を語った。バンバン少将
は「アチェ州全体で700台の建設重機を投入したが、西海岸は現在もがれきの除去が進んでいない。西海岸
のローン（大アチェ県）、ラムノ、チャラン、トゥノム（以上アチェジャヤ県）では食料も含め早急な支援が必
要だ」と強調した。（共同通信 2005.1.30）

アチェ州副知事単独会見「復興に州内格差」

　アチェ州の実質的な責任者であるアブバカル同州副知事が2月5日までに毎日新聞と会見し、道路が寸
断されて孤立化しているスマトラ島西岸地域では「仮設住宅の建設は難しい」との見通しを示した。木材の
運搬が困難なためで、代わりにテントを導入するという。北端の州都バンダアチェでは木造仮設住宅の建設
が進んでおり、復興に州内格差が生じることになりそうだ。同州副知事は、約40万人の避難民のうち2割程度
が緊急避難のための住居が必要としたうえで、約40ヵ所に住居を建設するとの目標を示した。しかし、チャラ
ンなど西岸地域の諸都市では「木材の調達・運搬は難しく、木造仮設住宅の建設は困難」とし、現在、居住性の
高いテントの提供を外国のNGOに打診するなど代替策を検討していることを明らかにした。このほか副知事
は「身の丈に合う政策が必要」として、孤立化した西岸への物資輸送を高額なヘリから徐々に船に切り替える
方針を示した。（毎日新聞 2005.2.5）

スマトラ島西岸で援助物資が減少　生活低下のまま

　スマトラ島西岸では、地震発生から時間がたつにつれ援助物資が減少、肉や卵が全く食べられない被災
者がいるなど、生活レベルが低下したままだ。各国軍が撤退を表明しても、軍用ヘリによる輸送から船舶輸
送への切り替えも進んでおらず、西岸への物資供給が先細りする可能性が出ている。（毎日新聞 2005.2.9）

海自のホーバークラフト　復旧工事に貢献

　インド洋大津波で寸断された道路や橋を復旧中のアチェ州西海岸で、海上自衛隊が陸上からも海上から
もアクセスが困難だった地域に水陸両用のホーバークラフト型揚陸艇で重機やトラックを搬入し、復旧工
事に貢献している。海自は2月10日以降、ホーバークラフト2隻（米国製）で道路・橋の復旧のためにインド
ネシア国軍が使うショベルカーやブルドーザーなどの重機やトラックを輸送。24日までに計33台をバン
ダアチェ市郊外の西海岸、ロンガから、五十数キロ離れたチュナムプロンへ搬送した。ホーバークラフトは
最高時速約90キロで海上を駆け、港湾施設のない砂浜にも上陸できる。チュナムプロン周辺では、津波で
橋が流されたり、海岸付近の道路が水没したが、ホーバークラフトによる輸送開始後は山や水田を切り開
く新道建設が急ピッチで進んでいる。インドネシア国軍はホーバークラフトを所有しておらず、ホーバー
クラフト前で記念撮影する同軍兵士も。インドネシア軍幹部は「自衛隊の協力がなかったら、道路復旧はこ
んなに早く進んでいなかった」と話している。（毎日新聞 2005.2.26）

アチェジャヤ県の宗教施設の被災状況

　アチェジャヤ県のイスラム法局特別チームは2月27日、アチェジャヤ県全郡の宗教施設を4週間にわた
り調査した結果を発表した。被害状況は次のとおり（括弧内は被災を免れたもの）。モスク48（22）、イスラム
寄宿塾20（12）、小規模の礼拝所や集会所は124、宗教指導者22人。（Serambi Indonesia 2005.2.28）

西アチェ県とアチェジャヤ県の間で漁船が海上交通の担い手に

　西アチェ県ムルボ郡パシジュナン村のジュンベ地区の漁民は2月23日、スランビ紙の取材に対し、津波
被害を免れた漁船をムラボからチャランなどアチェジャヤ県各地への海上交通に活用していると語った。
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漁具を失い、漁に出られない間をしのぐための一時的な活動で、政府が漁具を提供してくれればすぐにも
出漁したいという。料金はムラボ－チャランが1人5万ルピア、ムラボ－トゥノムが4万ルピア、ムラボ－ラ
ムノが8万ルピア、ムラボ－パテ／ロクルト／サンポイニが6万ルピア。（Serambi Indonesia 2005.2.28）

3月26日までにバンダアチェ＝ムラボ間の陸路が開通する見通し

　サントソ中将は3月18日、ローンやラムノなどの地区の道路状況を視察した。国軍による道路復旧活動
は、政府から380億ルピアの予算を得て、「緊急段階」期間に終了させることをめざして6,000人を投入して
行われていた。すでにバンダアチェ＝ムラボ間の272キロのうち85キロ53橋梁が復旧したという。サント
ソ中将によれば、予定していた作業の90%が終了しており、3月26日までにはバンダアチェ＝ムラボ間の
陸路が開通する見通し。（Kompas 2005.3.20）

自宅跡への居住者増加　アチェ州南西海岸

　アチェ州南西海岸の中核都市ムラボー市や周辺で、破壊された自宅跡にテントを張ったり小屋を建てて
住む人々が増えている。政府は津波被害を防ぐため、海岸付近にマングローブなどを植林し「緩衝地帯」と
して居住を禁止する方針だが、人々が自宅跡に戻るのは住宅不足などが背景にある。
　海岸に近いスアク・リベ地区で、テント生活を送る主婦、アトゥンさん（36）は6人暮らし。親せき宅に2ヵ
月近く住んだ後、約1ヵ月前から自宅跡でテント暮らしを始めた。被災前は夫が製材業をしていたが、11本
あった電動のこぎりが流失し、商売にならない。現在は夫と高校1年の長男が非政府組織（NGO）の復興事
業で働き、日本円で1日計400～800円を手にするだけだ。食材を買うと残りわずかだが、少しずつためた金
で材木を買い、2週間前から自宅の再建を始めた。ただ、壁の7割まで打ちつけたところで資金がなくなり、
工事は中断したまま。自宅跡が緩衝地帯に含まれるかどうかはまだ分からず、不安もある。でも「行政をあ
てにすると自宅再建はいつになるか分からない。早く完成させたい」と話す。
　海岸から500～1000メートルにある同市ブラカン地区でオートバイ修理店を経営していたアブドゥラ・
ユヌスさん（54）は約1ヵ月前、拾い集めた廃材で作業場を再建した。営業再開に向け、ガスバーナーなど道
具の修理を続けている。周囲では外国NGOから支給されたテントを張る住民が増え始め、テントは約40張
りになった。地区長でもあるアブドゥラさんは「住民が次々に戻ってくるので、私もここに住む責任があ
る」と作業場にござを敷いて寝泊まりしている。その1人で県職員、ダビアンさん（41）は津波後、親せき宅
に身を寄せていたが、居づらくなったという。自宅跡に戻ったのは「住んでいることを政府に示し、緩衝地
帯から外してもらうためだ」と話す。（毎日新聞 2005.3.28）

バンダアチェ＝ムラボ間の幹線道路の応急復旧工事が終了、完全復旧には3年必要

　インドネシア国軍は25日、州都バンダアチェ－同州西岸・西アチェ県ムラボ間の幹線道路約272キロの
応急復旧工事を終了した。これにより、最大の被災地域である西岸部への陸路が完全に開通。大アチェ県ロ
クンガ〔ロンガ〕での開通式典に招かれた主要国の外交筋は、「西岸の住民支援に外国軍のヘリなどが活躍
した緊急支援の時期が名実ともに終了し、復旧・復興に向けた下地が整った象徴的な出来事」と位置づけた。
ただ、幹線道路を走ってみると、53ヵ所の橋のうち22ヵ所は応急用の橋で、未舗装の区間も多い。同州政
府によると、道が完全に元通りになるには少なくとも3年はかかるという。また、家を失った50万人以上の
避難民のうち、バンダアチェの市民は急ピッチで建設が進む仮設住宅に相次ぎ入居しているのとは対照的
に、西岸部の村々では交通の途絶から支援が遅れがちで、住民らの大半が今も国連機関などから提供され
たテントに身を寄せ合っている。（読売新聞 2005.3.26）

■ラムノ（アチェジャヤ県ジャヤ郡）
ラムノの仮設住宅の建設は3月15日までかかる

　ラムノの仮設住宅の建設作業をとりまとめているエディ・ストリスノは2月22日、ラムノの仮設住宅建
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設は3月15日までかかるという見通しを明らかにした。現在、35棟を建設するため、600人の作業員を投入
し、時間外労働もいとわず建設作業を進めてきたが、バンダアチェから建設資材の搬入が滞りがちなこと
や、夜間外出禁止令が出されたこともあって作業が遅れているという。「わずかの木材をのぞいてすべての
資材をバンダアチェから運ばねばならない。問題は搬送に時間がかかること。釘でさえ注文してから1週間
かかる」とエディは語った。ラムノ海岸は波が高く、船で運べる資材の重量に限りがあることも一因。また、
建設中の仮設住宅は全部で420世帯分で、これはラムノの避難民3,034世帯の13.8%にすぎない。仮設住宅
を得られない住民はNGOか外国が用意する避難所に行くか、親戚の家に行ってもらうしかない、と建設作
業の監督をするハリ・スラルトは語った。（Kompas 2005.2.24）

ラムノで国軍とGAMが戦闘

　3月16日、アチェジャヤ県ラムノ郡サペ村から2キロの地点で国軍とGAMとのあいだに戦闘があった。
GAMと遭遇した第412歩兵隊によると、GAM側は20名ほど。戦闘でGAMメンバー1名が死亡した。国軍側は
アメリカ製自動小銃とコメ20キログラム入り19袋、乾麺、魚の缶詰14個を押収した。（Kompas 2005.3.20）

■チャラン（アチェジャヤ県クルンサベ郡）
アチェジャヤ県で県庁舎、行政文書・目録が全滅

　アチェジャヤ県では津波によって県庁所在地のチャランとその周辺にあった政府関係施設がいずれも
水に浸かり、行政関係の目録・書類が全滅する被害を受けている。暫定県知事のズルフィアンと県議会議長
トゥク・ハムダニら県政府高官はたまたま県外にいたために地震・津波の難を免れた。アチェジャヤ県では
旧県庁舎近くに仮事務所を設置すべく尽力している。（Serambi Indonesia 2005.1.15）

アチェジャヤ県の県庁はチャランからラムノへ

　アチェジャヤ県の県庁は1月28日付けでジャヤ郡ラムノに移された。従来の県庁所在地だったチャランが
津波により壊滅的な被害を受けたことによる一時的な措置。（Serambi Indonesia 2005.1.29）

アチェジャヤ県は依然として孤立

　バンダアチェ市にいるアチェジャヤ県政府職員アウラ・ジャマルは2月4日、アチェジャヤ県都への陸路
は依然として途切れていると語った。アチェジャヤ県の県都は1月28日にチャランからラムロへ暫定的に
移されている。また、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）のアストリドは2月4日、同県トゥノム郡を訪れ
たUNHCRと国連開発計画（UNDP）のスタッフらが同地で数千人の避難民がバナナやヤシの実などを食べ
て飢えをしのいでいるのを発見したと語った。これを受けて、フランスのACF（Action Against Hunger）
は直ちに世界食糧計画（WFP）の食糧をフランス空軍のヘリコプターで輸送した。同地ではアメリカとド
イツの赤十字が医療・衛生面の支援を行っているが、食糧と居住施設の支援は不足しており緊急を要して
いる。また、西アチェ県ムラボでは近日中にUNHCRのキャンプが設置される予定。112のテントに500人
収容可能。キャンプの運営はインドネシア政府が行う。（Waspada 2005.2.5）

■クルンサベ（アチェジャヤ県クルンサベ郡）
国連難民高等弁務官事務所、アチェジャヤ県に住宅を建設

　国連難民高等弁務官事務所はアチェジャヤ県クルンサベ郡に住宅1,000戸の建設を開始した。住宅のほ
かに学校、市場、浄水施設、道路、橋なども建設する予定。（Bernama 2005.2.3）

■クデパンガ（アチェジャヤ県トゥノム郡）
クデパンガでは3,000人に食糧・医薬品が不足

　クデパンガでは5,600人の住民の60%が津波により死亡するか行方不明となっている。住民の多くは家
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族を失ったことから精神状態に変調をきたしている。クデパンガは震源近くのインド洋に面したアチェ州
西南海岸部でチャランとムラボの間にあり、トゥノムの北10キロに位置する地域で19村からなる。犠牲者
の中には海岸部で住居建設にあたっていたバンドンのインドネシア国軍部隊兵士20人も含まれている。助
かったのは3000人で、山中の村に避難しており、現在は米軍のヘリコプターによる食糧援助を受けている。
救援スタッフはヘリコプターで現地入りしたメダンのNGOが派遣した医師4人のみ。輸送できる量が限ら
れており、医師たちは薬品や医療器具を運ぶことができなかった。被災後10日たち、クデパンガの負傷者
の傷は膿みはじめている。被災前はトゥノムからクデパンガまで車で10分だったが、現在、途中の道路は
木で埋め尽くされ、歩いて10時間かかるという。現地での支援物資の分配は住民の手により秩序だって行
われている。「国軍兵士が物資の配給を行って避難民に不満が出ているトゥノムとは異なっている」とクデ
パンガの担当者は語った。（Pena Indonesia 2005.1.8）

■トゥノム（アチェジャヤ県トゥノム郡）
トゥノムで5,000人が孤立し飢えの危機

　トゥノムは西南海岸部で援助物資や遺体の収容を行う救援部隊が唯一入っておらず、津波からの生存者
が飢えの危機に瀕している。トゥノムはアチェジャヤ県の町で、西アチェ県ムラボとアチェジャヤ県チャ
ランの中間に位置する。国軍の船が主体となって救援活動を試みているが、沿岸部の傾斜が緩く浅いため
上陸が困難で、ヘリコプターによる食糧投下が少しずつ行われている。しかし、町には5,000人近くの住民
が残っており、麺1食分を5人で分けている状況だ。チャランからは国軍部隊と医療チームがトゥノムをめ
ざしているが、トゥノムに入ったという報告はまだない。陸路は完全に崩壊しており、修復も困難な状況。
死者、行方不明者、負傷者の把握もできていないという。（Jawa Pos 2005.1.9）

陸自ヘリ、建物を損壊　けが情報も

　アチェ州のトゥノムで、現地時間2月2日午前9時半（日本時間同11時半）ごろ、医療活動のため陸上自衛
隊のヘリコプターが着陸しようとしたところ、回転翼の風圧で近くの建物の屋根を損壊した。直前には米
軍ヘリが離陸していた。現地の2人が負傷したとの情報や、数棟の建物の屋根が飛んだなどの情報があり、
防衛庁が確認を急いでいる。防衛庁によると、陸自ヘリはトゥノムでワクチン接種をするためにバンダア
チェを離陸。ヘリには日本の報道機関の記者も同行しており、活動は予定通りに行ったという。（共同通信 
2005.2.2）

■ムラボ（西アチェ県）
ムラボ住民、復興に立ち上がる

　西アチェ県庁所在地ムラボの住民たちは1月9日、津波によって家に侵入した泥やゴミや流木の清掃作
業を開始した。何人かは材木を集めて住居を建設しはじめている。店や市場もいくつか営業しはじめてい
る。自動車・オートバイ修理工場でも修理の注文を受けている。しかし、電気については、国有電力会社が修
復に努めているものの、まだ十分に回復していない。多くのNGOやそのほかの組織も、保健衛生事業、遺体
回収作業、食糧配給などの仕事に従事している。（detikcom 2005.1.9）

ムラボでは10倍以上の値上がりも

　ムラボでは砂糖や米、石油、玉子、小麦粉など生活必要物資の物価が2倍以上に跳ね上がった。最も値上が
りしたのは砂糖で、1kgあたり3,800ルピア（約52円）から1万ルピア（約137円）に値上がりし、石油は1リッ
トルあたり1,800ルピア（約25円）から5,000ルピア（約68.5円）に値上がりした。道路が破壊され輸送が困
難なムラボでは他の地域に比べて物価上昇がさらに著しく、10倍以上値上がりした物品もある。石油は1
リットル当たり2,000ルピア（約28円）から2万5,000ルピア（約343円）に、砂糖は1kgあたり4,000ルピア（約
55円）から1万2,000ルピア（約165円）にそれぞれ値上がりした。（Utusan Malaysia 2005.1.10）
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メダン＝ムラボ間の移動で「通行税」は35万ルピア

　メダン＝ムラボ間では、運輸業者たちに対する「通行税」と呼ばれている違法な集金行為が続いている。
特にひどいのは、アチェシンキル県、南アチェ県、西南アチェ県、ナガンラヤ県といった、被害が大きかった
西南海岸部に食糧や医薬品を輸送するルートになっている地域だ。治安当局の駐在所を通るたびに2000～
5000ルピアを支払う。荷を積んでいる場合は金額はさらに大きくなる。ある運転手は1月12日、「メダンか
らムラボにつくまでに35万ルピア支払うこともある。金を渡さねばナンバープレートに印がつけられる。
そうなればどうなるかは自明だ」と『アチェ・キタ』に語った。（Aceh Kita 2005.1.13）

津波で人口半減の街ムラボ、奮闘するNGOの日本人

　スマトラ沖地震の震源に近く、津波で5万の人口が半減したスマトラ島西岸のムラボ。交通網が寸断さ
れ、孤立化していたこの街に、NGOとしては最初に駆けつけて支援を続ける日本人がいた。「ピースウィン
ズ・ジャパン」（東京都世田谷区）の金丸智昭さん（38）。津波発生翌日の12月27日、日本を出発。同島東部か
ら抗生物質や点滴剤を詰めた段ボール箱と共に、シンガポール軍のヘリでムラボに入った。一面のがれき
と真っ黒な遺体。腐臭がマスクを突き抜けた。商店街は海に沈んでいた。過去の海外の大地震の救援の際で
も目にしなかった惨状だった。米や缶詰、水、下着など計70トンをムラボと周辺の50の集落の約5000人に
配ってきた。停電が続く夜、金丸さんが寝泊まりする倉庫を訪ねた。井戸水で汗を洗い流した金丸さんは

「地味な仕事です」と言った。まず、各集落で要望を聞いて回る。倉庫に積み上げた衣類などを各集落ごとに
仕分けし、トラックで運ぶ。物資が横流しされず被災者の手に渡ったか、確認に回る。ムラボ近辺の街では
市場が復活しているが、被災者は一様に生活不安を訴える。金丸さんは「緊急援助は一段落し、生活再建の
段階に入った。これからが正念場」と声に力を込めた。（読売新聞 2005.1.25）

ムラボ住民、「新しい生活を始めるには定職が必要」

　地震と津波によって多くを失い、深い精神的ダメージを負ったムラボの住民は、災害から4週間経った今、
新たな生活を始めるべくトラウマを乗り越え、立ち上がろうとしている。人々は新たな生活を始めるために、
生計を確保しうる定職を得たいと切望している。今回の災害で多くの人々は仕事を失った。本紙が観察した
ところによると、人々は廃墟と化した自分の家や店からまだ使えそうなものや売れそうなものを探し、現金
を得る方策を探っているようである。住民の1人ジャミル・スード（46）は以下のように語った。「被害はほん
とうに大きい。われわれは仕事を失い定収入もない。損害賠償を保障してくれる人もない。われわれはずっと
援助に頼って暮らしていくわけにはいかない。だがどうやって自活を始めるのかが問題だ。津波の被災者は、
現金で援助してくれる人がいたらと願っている。そうすれば商売をすることもできる。仕事を提供してくれ
る人がいたら、われわれはそれを受け入れる」。イスカンダル・シャコバット（42）は「精神的ダメージの問題や
食糧・救援物資の不足といった問題は、忘れなければならない。新しい生活を始めなくてはならないのだ。そ
のために定収入を確保するための仕事が必要だ」と語った。ザイヌディン・スライマン（38）は「新しい未来を
築いていかねばならない。だが仕事がなければわれわれの生活は変わらない」と語った。（Utusan Malaysia 
2005.1.22）

西アチェ県では269人の公務員が死亡もしくは行方不明

　ムラボの西アチェ県庁でワスパダ紙が入手した情報によれば、1月26日の段階で西アチェ県政府の職員
のうち269人が死亡もしくは行方不明となっている。ただし、銀行・郵便局・電力関係や法務、国軍・警察な
どのスタッフはこの中に含まれていない。もっとも多かったのは教育関係で、幼稚園・小学校関係者が103
人、中学校が43人、高等学校が29人。（Waspada 2005.2.3）

ムラボの避難民、急増して援助物資が危機状態に

　国家災害対策支援第三部局局長のザハリ・シレガル大佐は3月2日、対策調整会議でムラボ市の避難民へ
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の援助物資が危機状態にあると報告した。ムラボでは避難民の数が急増しているほか、交通・通信に障害が
生じているという。トゥク・ウマル地域軍管区司令官でもあるザハリによれば、避難民への救援物資のうち
乾麺、砂糖、野菜、食用油、干魚はすでに底をついている。また、ビスケット、粉ミルク、飲用水は残り2、3日
分しかない。これは「2月19日に3万2,000人だったムラボの避難民が2月28日には4万人になった」ためと
いう。避難民の数が急増したのは、被災していない住民が避難民を羨んだことによるという。避難民が必
要とするものは飲用水から食糧まですべて与えられ、余りが出るほどであり、その一部はムラボの市場で
売買されている。こうした状況で、津波の影響を受けてはいたが避難民になっていなかった住民が、いっそ
避難民になったほうがよいと考えたのだという。被災していない持ち家を外国の支援団体に年間4000万
ルピア（約47万円）で貸した上で自分たちは避難民になっている人がいる、とザハリは語った。（Kompas 
2005.3.4）

スマトラ沖地震「生活の再建急務」　三宅さん帰国報告

　スマトラ沖地震の被災地で医療支援活動をするため、姫路市の姫路赤十字病院からインドネシアに派遣
されていた助産師の三宅美好さん（29）がこのほど帰国、鍋山晃・同病院長に約1ヵ月の活動内容を報告した。
現地では、精神的なダメージを受けた人が多く「生活の再建が急務」と訴えた。三宅さんは地震発生から約
40日後の2月11日、津波被害を受けたアチェ州ムラポに赴き、活動を開始。被災者約2000人が生活する避
難所で妊婦や乳児を世話した。被災者の健康状態について三宅さんは「大けがの人は少なかったが、衛生状
態は悪い」と指摘した上で、「家や仕事を奪われ、無気力になる人が多い」と生活の早期再建の必要性を強調
した。同病院は三宅さんの帰国に伴い、看護師の高原美貴さん（39）を2月28日付で現地に派遣（3月末帰国
予定）した。（神戸新聞 2005.3.12）

ザイナル氏の一家が暮らす避難所のテント

　アチェ州の港町ムラボでは、未曾有の津波災害から2ヵ月が経過し、復興に向けた取り組みが徐々に始
まっています。政府や軍によって、壊れた道路や橋の修復が始まり、津波の被害を免れた地域では、店頭に
野菜や果物、洗剤や衣類などの生活用品がところ狭しと並べられ、一見、被災前の活気を取り戻したように
映ります。その一方で、港に近い町の中心部は見渡す限り瓦礫の平原と化し、かつての市場も、銀行も、ラジ
オ局も無人の廃墟となっています。海から１キロ程離れたバスターミナルには、今でも打ち上げられた漁
船が無残な姿をさらしています。
　日本赤十字社がクリニックを開設したアルペンキャンプ（避難所）には、未だ460世帯、およそ1800人
にも上る被災者がテントの中で暮らしています。第一キャンプのリーダーを務めるザイナル氏も、そう
した被災者の1人です。彼のテントには2家族10人が暮らしていますが、中には30人以上が身を寄せ合っ
て暮らすテントもあります。ザイナル氏の家も海岸の近くにあって全ての家財道具を失い、身一つでこの
避難所にやって来ました。昼間の気温は40度を越え、夜になると雷雨で床が水浸しになるため、体調を崩
して発熱や下痢を訴える患者さんが、連日、日赤のクリニックを訪れます。（赤十字国際ニュース第10号 
2005.3.14）

避難所を巡回する三宅助産師

　日本赤十字社では、毎日、医師や看護師が避難所の中や被災した村々を巡回訪問し、これまでに2,500人
を超える住民の問診や診察を行いました。アルペンキャンプでは助産師が同行して、妊婦や乳幼児の検診
も実施しています。高齢のためテントからクリニックまで出るのが困難な患者さんや、病院に行くことを
嫌ってテントから出ない患者さんも見られることから、こうした巡回訪問は、人々の健康を守り、感染症
の蔓延を予防する上で、非常に重要な活動となっています。姫路赤十字病院の三宅助産師は語ります。「こ
れまでに、多くのお母さんや妊婦さんとお会いしましたが、皆さん、明るくたくましく生きています。私達
が検診のためにテントを訪れるといつも笑顔で迎えてくれます。出産に適した環境とは言えませんが、彼
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女たちが辛い経験を乗り越え、元気な赤ちゃんを産んで、健康に育てていくためのお手伝いをしていきた
いと思っています。」今日も、アルペンキャンプの中には子供達の元気な声が響き渡ります。（赤十字国際
ニュース第10号 2005.3.14）

■ナガンラヤ県
826世帯が仮設住宅に移動

　ナガンラヤ県の避難民1,076世帯のうち826世帯がテントからクアラ郡とダルルマクムル郡の仮設住
宅に移動した。ナガンラヤ県官房局は2月20日、避難民の再配置が遅れている理由として、仮設住宅の建
設に必要な木材とセメントを県外から運び込まなければならないことをあげた。（Sermabi Indonesia 
2005.2.21）

ナガンラヤ県は被災者に4,450haの土地を用意

　ナガンラヤ県政府官房のムクタルディンは2月23日、住居や田畑を地震津波で失った被災者に対してナ
ガンラヤ県政府が4,450haの土地を用意していることを明らかにした。被災したクアラ郡とダルルマクム
ル郡の16村の周辺の村落林だった区画から10地点が選ばれた。いずれも海岸線から2キロの距離をとって
ある。（Serambi Indonesia 2005.2.28）

■西南アチェ県
西南アチェ県に他地域から9,000人以上の避難民

 南西アチェ県では地震・津波による死者は4人で、このほか、家屋数百戸、数十の学校、橋1つが破壊された。
現在、南西アチェ県はアチェ州の他地域で被災した人びとをどのように受け入れるかが問題となってい
る。すでに9,000人以上が南西アチェ県に移ってきた。（Waspada 2005.1.12）

西南アチェ県暫定知事、行方不明のまま

　西南アチェ県のナシル・ハサン暫定県知事はメッカ巡礼に向かう一行を見送るため12月23日にバンダ・
アチェにでかけていた。25日に戻る予定だったが、朝の連絡を最後に行方がわからなくなった。（Waspada 
2005.1.12）

日用品の価格が高騰

　南西アチェ県では供給不足により日用品の価格が高騰し、たとえばガソリン代は1リットルあたり8,000
ルピアから1万5,000ルピアに値上がりしている。（Waspada 2005.1.12）

■アチェシンキル県
スブルサラム、西南海岸各地への代替ルートとなり避難民を救援

　アチェシンキル県スブルサラムの災害センターでは、同地を経由する避難民に対して救援活動を行ってい
る。海岸から内陸部に約50kmの位置にあるスブルサラムは、アチェ西南海岸南部の南アチェ県タパクトゥア
ン、西南アチェ県ブランピディ、内陸部ガヨルス県へ通じる唯一の代替ルートとなっている。2台のバスを用
意し、タパクトゥアンなどへ向かう避難民や物資の輸送に備えている。（Waspada 2005.1.6）

■シムル県
　シムル島は、1850年代にヨーロッパ人に知られるようになった。オランダ人はこの島をシマルール島

（Simaloer）と呼んだ。19世紀末にはオランダ人がシムル島の木材伐採に目をつけ、木材伐採権を与えてジャ
ワの会社などに木材生産を請け負わせた。シムル島の住民は、土着のシムル系住民、アチェ人、マレー人、中
国人など。シムル系住民の多くは1850年代の時点でほとんどがイスラム教徒だった。シムル系住民はウラ
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ウ語と呼ばれる固有の言語を持つ。ウラウ語は島西部のシグライ方言と島東部のデバヤン方言に大きく分
けられる。ただし、現在では多くのシムル系住民がアチェ語を話す。主な産業は外来資本による木材生産業
で、ほかに稲作（焼畑・水田）、サゴ採取、ヤシ採取、漁労など。また、オランダ時代にはオランダ人に売るため
に牛を飼育していた。

「海水が引いたら高台に逃げろ」の言い伝えが島民を救う

　スマトラ島沖地震で震源からわずか60キロに位置するシムル島では、住民約6万5000人のうち、津波に
よる死者が1月3日までに6人にとどまっている。1907年に大津波を体験し、「海水が引いたら高台に逃げろ」
という教訓が伝統的な教えとして住民の間に語り継がれていたからだという。島民のユスマンさんは地元
メディアに対し、「海水が引いたら次には必ず大きな波が来る、という教えが昔からある。これをわれわれ
は『スモン』と呼んでいる」と話した。住民らはこの言い伝えに従い、水が引いた時、すぐに丘へ避難したと
いう。（時事通信 2005.1.3）

シムル島で7万3000人が飢えの危機

　7万3,000人が被災したシムル島では、被災後10日たっても支援の手が届いていない。シムル県副県知事
のイブヌ・アッバスは、「死者は6人だが7万3,000人の被災者がおり、一両日中に食糧支援がなければ7万
3,000人が飢えに苦しむことになる」と県都シナバンから衛星電話でコンパス紙メダン支局に伝えてきた。
1万5,000戸のうち半数の7,200戸が倒壊しており、余震とさらなる津波も懸念されることから住民は家に
戻ることができず、着の身着のまま毛布もなく木の下で寝ているという。（Kompas 2005.1.5）

シムル島の教育システムに深刻な打撃

　2004年12月26日の地震・津波によって、シムル島の教育システムは壊滅的な被害を受けた。2月25日、
アチェ州教育局のアナス・アダムは「シムル島の状況は非常に憂うべき状況にある」と語った。172ある小
中学校のうち118校が重度の、38校が軽度の被害を受けた。児童たちは仮設テントで授業を受けている。
シムル島の教員数は当初から限られていたが、津波被害で行方不明になったり死亡したりした教員もいる
ことに加えて、生き残った者も精神的トラウマを抱えており、教員不足も深刻な問題になっている。また、
172校すべてにおいて、飲料水やトイレが確保されていない。（Kompas 2005.2.27）

アチェ北海岸部

地名表記
Baloi　バロイ（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Blang Cut　ブランチュ（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Blang Tie　ブランティ（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Jambo Timu　ジャンボティム（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Jambo Masjid　ジャンボマスジド（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Jeunieb　ジュニブ（ビルン県ジュニブ郡）
Krueng Mane　クルンマネ（北アチェ県ムアラバトゥ Muara Batu郡）
Kuala　クアラ（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Lhokseumawe　ロスマウェ、ロクスマウェ（ロスマウェ市）
Peurade　プラデ（ピディ県パンテラジャ Panteraja郡）
Seuneubok Bayu　スノボバユ（東アチェ県インドラマクムIndra Makmu郡）
Sigli　シグリ（ピディ県コタシグリKota Sigli郡）
Syam Talira Bayu　シャムタリラバユ郡（北アチェ県）
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Teunong　トゥノン（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Tengoh　テンゴ（ロスマウェ市ブランマンガットBlang Mangat郡）
Tijue　ティジュ（ピディ県ピディ郡）
Trienggadeng　トレンガデン（ピディ県トレンガデン郡）

■北海岸各地で救援活動を行っている日本の民間団体・個人
●国境なき医師団（MSF）　http://www.msf. or. jp/
　1月6日より北海岸のピディ県バテー、シグリ、ビルン県ビルンなどで医療面・衛生面での援助活動を行っ
ている。

●インドネシア民主化支援ネットワーク（ニンジャ）　http://www.nindja. com/index.html
　2月4日から北アチェ県で漁民に対して漁具の提供などの支援活動を行っている。

●広瀬憲夫さん
　北スマトラ州メダン市在住の広瀬さんが、避難民キャンプの住環境の保全および被災者の健康管理に役
立てるためにEMを提供し、使用方法の指導、実演、効果の確認点検などのために、現地の避難民キャンプに
直接出向いて活動している。
　1月6、7日、ロスマウェ市の避難民キャンプにEMを50リットル、水、ウォーターディスペンサーなどを
届けて配給した。
　1月28、29日、ロスマウェ市の避難民キャンプにEMを500リットル、水、スプレーなどを届けて配給した。
　http://www.geocities. com/durian99jp/

■全般
ビルン県で洪水、田植え済みの数千haの水田が全滅

　シグリ市からの報告では、ピディ県のほぼ全域が洪水に見舞われており、田植えを済ませたばかりの数
千haの水田が全滅した。また、十数戸が床上浸水したため避難している。住民によると、洪水は1月16日か
ら降り続いている雨によるもの。北アチェ県でもロスマウェ市からシャムタリラバユ郡にかけて洪水に見
舞われている地域がある。（Waspada 2005.1.19）

北海岸部各県「支援は県ごとの事情に即して行ってほしい」

　アチェ北海岸部の各県は、中央政府がバンダアチェと西南海岸部をモデルにして地域計画を立てること
に懸念を表明した。計画は県ごとの性格を踏まえて行われるべきであり、特に北海岸部は緊急事態を脱し
て復興期にあるとみなすべきため。ビルン県知事ムスタファ・グランガンが1月25日語った。ビルン県はバ
ンダアチェ市や西南海岸部と異なり、遺体の収容や瓦礫の整理はすでに一段落ついており、復興を目的と
した財政配分が期待される。県では居住が不可能になった10村の移住場所を確保した。「次は家屋の建設
とインフラ整備の段階だ。また、居住可能な地域についてもインフラの改善が求められる」。北アチェ県知
事アラムシャ・バンタも同様に語った。北アチェ県海岸部の住民のほとんどが漁民で、海から離れることが
できない。「海岸から500メートルの区間は住居を置かないようにするといったことは、ここでは無理だ」。
アラムシャ氏によれば、もし、仕事に用いる道具が与えられ、村のインフラが復旧すれば、生活を立て直す
ことは可能だ。「アチェ人の性格はさまざまな苦難に直面する中で何度となく試されてきている。今回も立
ち直ることは可能だ」と北アチェ県知事は語った。一方、ビルン県知事ムスタファも、食糧支援は１ヵ月分
はあってすでに十分であること、小船や網、農具などの道具の支援を期待していることを明らかにした。そ
うした道具が揃っていれば、住民はすぐに自立し、トラウマからも立ち直ることができるという。地震・津
波でなくなった漁業用の小船はビルン県で1,000隻、北アチェ県では717隻。一方、北アチェ県の調整本部
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広報担当者によれば、北アチェ県への食糧支援は向こう1週間分あるものの郡レベルでは3日分しかなく、
また、すでに各方面から1億ルピアの支援を得ているが今は使えないという。「食糧支援が途絶えたときの
ために備えておきたい。現時点ではインフラ復興や小船の購入に充てることはできない」と語っている。

（Kompas 2005.1.26）

アチェ州北海岸部でも仮設住宅の建設が求められる

　ピディ県、ビルン県、北アチェ県といったアチェ州北海岸部の地震・津波被災者は仮設住宅の建設を待ち
望んでいる。被災者の間では仮設住宅についての情報はあるが、具体的な情報は与えられていない。ビルン
県バテ・イリ郡の避難民ハサン・アブドゥル・ムンタリブは2月18日、「仮設住宅についての通達はあったが、
いつ、どこでなのかは知らされていない」と語った。同地では741人が避難キャンプで暮らしている。その
多くはもとのピナンスリブ村への帰還を望んでいる。住民の一部はあるだけの木材などを使って住居の再
建に取り組んでいるが、一部は仮設住宅の建設を待ち望んでいる。（Kompas 2005.2.21）

アチェ北海岸部の養殖場は津波で大きな被害

　ピディ県、ビルン県、ロスマウェ市の養殖業者たちは2月19日、アチェ州北海岸部はインドネシアの養殖
エビ生産の中心地のひとつだが、津波の被害を受けた結果、2005年の生産高は減少する見込みであると
語った。ビルン県のエビ養殖家であるユスフ・ウスマンは、「水位があがった結果、堤防が壊れ、エビも打撃
を受けた」と語った。1.5ヘクタールの養殖場は塩分を含む泥に覆われ、除去するのに数ヵ月かかり、被害
金額は1億ルピアと見積もられている。アチェ州水産局によれば、津波により1万9,658ヘクタールの養殖
場が被害を受けた。その多くはアチェ州北海岸部にあり、北海岸部の養殖場3万6,597ヘクタールのうちお
よそ半分が被害を受けたことになる。昨年1万9,282トンあった水揚げ高は今年は大幅に減少する見込み。

（Kompas 2005.2.21）

ロスマウェの出入国管理局でパスポートの申請が急増

　津波後、ロスマウェの出入国管理局ではパスポートの申請が急増している。ロスマウェ市、北アチェ県、
ビルン県、中アチェ県、ブヌルムリア県を管轄するロスマウェ出入国管理局では、パスポートの発行数が
これまで1日15通だったのが1日40通に増えた。津波被災者に対しては、津波被災者であることを証明す
る村長からの文書があれば、身分証明書と世帯カードだけで特別にパスポートが発行される。この方法で
すでに200通のパスポートが発行されたという。管理局長デディ・ウスマンダによれば、住民はマレーシア
などにいる家族を訪ねたり治療を受けたりするためにパスポートを申請した。また、3月初めには、ロスマ
ウェまで来なくてもパスポートを申請できるように、ビルン県ビルンにも出張所を開設した。2004年2月
から2005年2月までにロスマウェ出入国管理局が発行したパスポートは1,600通。（Acehkita 2005.3.16）

■ピディ県
トレンガデンの被災者、救援物資の早朝配給に不満

　トレンガデン（ピディ県トレンガデン郡）の住民は、トレンガデンとバンダアチェおよびメダンを結ぶ幹
線道路が大きな破壊を免れたにもかかわらず支援物資の分配量が減少していることに不満を抱いている。
その原因は早朝3時に支援物資の分配が行われるため。3人の子を持つサムシダールは、「なぜ早朝3時に
物資の配給がなされるのかわからない。物資の配給は1日2回行われるが、そのうち1回は早朝3時に行われ
るため、物資が十分に配給されているという実感がない」と語った。サムシダールは教師だったが、教えて
いた学校が消滅してしまったために職を失ってしまった。彼女は現在600人の被災者と共にテントで過ご
している。「このテントは私たちが自分で作ったものです。雨が降れば雨漏りに悩まされることは間違いな
いでしょう」。（Utusan Malaysia 2005.1.27）
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電気・情報を得られないままで生活するピディ県の避難民

　ピディ県の避難所で生活する数千人の津波被災者は現在まで、電気・水・水洗場・情報のいずれも得られ
ないでいる。津波発生後、ピディ県のいくつかの地域では電気と上水道の供給が止まったまま復旧していな
い。夜になると避難所で生活する数百人の住民は暗闇の中、手探りで行動している。ピディ郡ティジュ村クア
ラピディ地区の避難所ではろうそくや灯油ランプで夜をしのいでいる。水はかなり離れたところにある他の
住民の井戸を用いている。ワスパダ紙は以前に小型発電機やランプ、水汲みポンプを支援したが、これらはピ
ディ県の県庁舎にある災害対策本部の倉庫にしまわれたままであった。「とにかく電気、水、水洗場、礼拝所が
ほしい。だがこれまでのところ全く手に入れられていない。ワスパダ紙が発電機や水汲みポンプを寄付して
くれたことは聞いているが物は届いていない。政府が早急に私たちのところに渡してくれるよう望む。本当
に必要なんだ」とクアラピディ地区の住民ユスフは語った。住民は情報や娯楽のためのテレビやラジオも求
めている。避難して以来、外で何が起こっているのか全くわからないでいるという。中央政府はすでに2バン
ドのパナソニック製ラジオをピディ県政府情報局を通じ各避難所に1つずつ支給しているが、パンテラジャ
郡プラデ村から避難している住民によれば、彼らの手元には届いていないという。（Waspada 2005.2.3）

アチェ出身のマレーシア永住者、被災者の精神的ケアを行う施設をピディ県に準備中

　アチェ出身のマレーシアの永住者ダルウィン・アリガは、ミンコンサルト有限会社の技師たちの協力を
得て、津波に被災したアチェの子どもたちが精神的ダメージから回復するためのセンターを設立する。こ
の計画は25日前に始まった。アリガがミンコンサルトに技術協力を要請した後、作業部会が立ち上がり、ア
チェの地方政府から計画に対する許可を受け、ピディ県パダンティジ（Padang Tiji）から2kmの場所に1ヘ
クタールの土地を得た。そこはアリガの故郷からそう遠くない場所である。作業部会はその後数日足らず
のうちにセンターの設計図を作成した。それによれば、センターには宿舎2棟、教室3部屋のほか事務室、診
療室、カウンセリング室、会議室、祈祷堂、食堂、浴室、トイレ、グラウンドなどが備えられる。アリガは2月
23日にピディに行き、避難民キャンプに滞在している人々を集め、センターの設立予定地を整備する作業
員として動員する予定。作業員には日当が支払われ、食事と飲み物が与えられる。「ピディ県の被害も大き
かったのに、国際社会の関心はほとんどバンダアチェばかりに向けられている」。津波で14人の親戚を失っ
たアリガはこのように語った。（Utusan Malaysia 2005.2.21）

■ビルン県
国軍兵士、避難民に記者と話してはならないと命令

　ビルン県ジュニブ郡のジュニブでは、学生ボランティアらが、12月26日に隣のサマランガ郡の遺体収
容を終えて以来ずっとこの地域の避難所で活動していた。はじめのうちここに国軍兵士はいなかった。学
生たちが支援を行っていた。しかし12月29日に国軍兵士が来て、彼らの部隊名と、ここに国軍の支援詰所
があると記した横断幕を張った。門に張られていた学生たちの横断幕は外された。避難所の規則もすっか
り変わった。援助はすべて彼ら（国軍兵士）を通さなければならなくなった。誰にも反対する勇気はなかっ
た。記者が来るようになると規則が1つ追加された。住民は記者と話してはならないという規則だ。（Aceh 
Kita 2005.1.10）

■北アチェ県
ムハマディヤ、ユニセフの協力も得て臨時学校開設

　ユニセフとムハマディヤは1月27日から小学生・中学生・高校生を対象に臨時の学校を開く。北アチェ県ムア
ラバトゥ郡クルンマネでの試みで、ムハマディヤはバンドン、ジョグジャカルタ、北アチェ県からボランティア
を送り、ユニセフが本や筆記用具などを用意する。テント2張でのスタートだが、生徒数が増えればテントも増
やしたいとバンドンから来たムハマディヤのボランティアスタッフ、アセップ・グナワンは語った。同様の試み
はバンダアチェ市や大アチェ県ウレーカレン郡でも行われているという。（Acehkita. com 2005.1.26）
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支援物資を物々交換するか換金する必要

　北アチェ県シャムタリラバユ郡の避難民は、必要な品物を手に入れるため、支援物資を物々交換したり
換金したりしている。ムハマド・ユスフ（40）は2月6日、ワスパダ紙記者に対し、避難所にないタバコや粉ミ
ルクなどを入手するため、また、子どもが学校へ行くための交通費を捻出するため、支援物資を物々交換し
たり換金したりしていると語った。ムハマドは運転免許証をなくして運転手の仕事ができず、収入源が断
たれたためにやむをえなかったという。（Waspada 2005.2.7）

北アチェ県政府は数千人の避難民の再配置の準備、避難民はこれを拒否

　北アチェ県の数千人の避難民は2月11日、北アチェ県とロスマウェ市の海岸部の避難所を視察していた
アチェ州議会特別委員会チームに対し、新しい土地へ再配置されるより津波被害を受けた元の居住地域に
戻りたいとの意向を示した。タナパシル郡クアラチャンコイの住民ジャラルディン（45）は、政府が決めた
居住地に住むより元の地区に住みたいと語った。ジャラルディンによれば、津波被災者の多くが漁民で、生
業を維持するためには海岸から遠いところには住めないという。再配置が行われても、元の村に戻り、自分
で仮設住宅を作って暮らすことを望むと語った。（Waspada 2005.2.11）

■ロスマウェ市
防虫防疫の薬剤散布が行われていない

　ロスマウェ市ブランマンガット郡の津波被災者は2750人は2月2日、それぞれの村に戻った。村に戻っ
たのはトゥノン村372人、テンゴ村543人、ブランチュ村110人、バロイ村416人、ブランティ村318人。一
方、クアラ村の822人、ジャンボティム村の720人、ジャンボマスジド村の485人は住居が完全に損壊して
いるためチュ・ムティア病院とブランマンガット刑務所の避難所にとどまっている。ブランマンガット郡
のルスリ郡長は、それぞれの家で生活している住民は多くの財産を失っており、状況は避難民と同様だと
語った。また、政府は被災地域に防虫・防疫のための薬剤散布を行っておらず、病気の発生が懸念されてい
る。ルスリによれば、すでに口頭で政府に対し薬剤散布の依頼をした。避難所でもゴミの廃棄などのために
ハエが大量発生しており、薬剤散布が望まれるという。また、ブランマンガットの診療所のスタッフは、避
難所の子どものあいだで下痢や肺炎が増えており、清潔でない環境が原因ではないかと語った。（Waspada 
2005.2.3）

域外からの避難民受け入れに難色

　ロスマウェ市長マルズキ・アミンは2月3日、ロスマウェ市に域外から避難している5,000人の住民につい
て、ロスマウェ市政府当局は2月6日以降これ以上の保護を行わないことを明らかにした。5,000人はバンダ
アチェ市や西アチェ県ムラボからの避難民だが、その多くが身分証明書を所有していないことが明らかにな
り、ロスマウェ市当局はこれらの避難民の中にGAMメンバーが潜入している疑いをぬぐえないでいる。また、
避難民には1週間分の生活支援物資の配給を行ったが、避難民は物資がなくなると新たな配給を求めている。
配給は避難生活の最初の段階で行うもので、ロスマウェ市としてはいつまでも配給を続けることはできな
い。管轄している地域の避難民への食糧支援もままならない状況では域外からの避難民の受け入れは困難だ
と市長は説明した。（Waspada 2005.2.7）

■東アチェ県
東アチェ県で津波前の紛争避難民が「継子扱い」されている

　援軍は津波後のアチェに次々と押し寄せているが、東アチェ県インドラマクム郡スヌボバユ村の247世
帯1104人は県政府からまったく相手にされていない。避難民のコーディネーターであるムアウィヤ・アブ
ドゥルラフマンは3月4日、「津波被災者のみに関心を向けないでほしい。われわれは政府から関心を向け
られておらず、まるで継子のようだ。われわれも現在まで解決されていないアチェの問題の一部なのに」と
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語った。メダン＝バンダアチェ間の幹線道路にある北スマトラ州ビンジャイから18キロ内陸に位置するス
ヌボバユ村は国軍とGAMの武力衝突の戦場になり、2003年10月27日に焦土と化した。スヌボバユ村の避
難民は2003年8月5日から避難を繰り返し、そのたびにロスマウェにいる記者たちに問題を報告しに来て
いるが、政府から支援が得られたのは最初の4ヵ月だけで、それも貧困者を対象としたコメの配給のみだっ
た。彼らはスノボバユ村から8キロ離れたアルイミラ村にテントを張って暮らしている。しかしそのテント
も18ヵ月がすぎ、ぼろぼろになっている。食糧は、国軍が警戒にあたっている農園でゴムの採取ができるた
めにある程度手に入れられる。今必要なのはテントだという。（Acehkita. com 2005.3.8）

北スマトラ州

■北スマトラ州で救援活動を行っている日本の民間団体・個人

●宇野仰さん
　1月13日、わかちあいプロジェクトスマトラ支部の宇野さん（北スマトラ州タルトゥン在住）が北スマト
ラ島ニアス島に古着ダンボール150箱、医薬品3箱、飲料水100箱を届け、配給した。

■メダン市
数千人の避難民が到達

　アチェ州からメダンに避難民が数千人到達。一部は公共輸送施設を利用して陸路で、一部は空路でメダ
ン入りした。政府、篤志家、在メダン・アチェ人団体などが用意した避難所に寄宿する。1月2日までに空路
でメダン入りしたのは1028人。（Waspada 2005.1.3）

被災した華人系住民の多くは国籍証明書類を紛失

　アチェ州で被災してメダンに避難している華人系住民の多くは、国籍を証明する証書を地震と津波に
よって紛失した。彼らが国籍を有していることをインドネシア政府が認識してくれることを願っている。
被災者の1人ソニ医師によれば、アチェ在住の華人系住民約1万人のうち死者は400人、行方不明者は4,000
人。メダンに避難しているインドネシア国籍の華人は6,000人。その多くは、トラウマはあるものの、アチェ
州に戻って町の再建に取り組むつもりでいるという。（Pena Indonesia 2005.1.11）

■ニアス島
ニアス島で2237人が避難民化、下痢・マラリア感染のおそれ

　北スマトラ州西海岸沖のニアス島では2237人が避難所で生活しており、下痢やマラリアに感染する危
険にさらされている。避難所には上下水の設備がまったくないものもある。（Riau Pos 2005.1.1）

大統領特使、ニアス島は通常の生活を取り戻しつつあると報告

　ユドヨノ大統領のニアス島災害対策特使であるTBシララヒは1月3日、大統領府でユドヨノ大統領に対
し、ニアス島の被害はアチェに比べて小さく、すでに事態は十分に把握されており、住民は通常の生活を取
り戻しつつあると報告した。それによれば、ニアス島では津波犠牲者の遺体収容や負傷者の手当てが進み、
救援物資が順調に届けられ、住民の生活が平静を取り戻しつつあり、伝統的な市場が再開され、地方行政
も機能を回復している。ニアス島の津波被害は、死者・行方不明が139人、破壊された家屋1000戸、避難民
2000世帯。一部の住民は海路でニアス島を脱出し、メダンに向かったという。（Kompas 2005.1.4）

ニアス島出身者、ニアス島へも関心を向けるよう政府に要望

　ジャカルタ在住のニアス出身者たちは1月6日、TBシララヒ特使が先日行ったニアス島は通常の生活を
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取り戻しつつあるとの発言に対し、パサールシロンブ村への陸路は冠水して通行不能の状態にあり、救援
の手が届いていない避難民が数千人いると批判した。インドネシア・ニアス住民集会（Himmi）のアリスマン・
ザゴト会長は、TBシララヒはニアス島視察の際に、直接の被災地から数十キロ離れた地点に空路で直接降
り立っただけだと述べた。ニアス島出身者たちは、政府に対してアチェだけでなくニアス島にも十分な関
心を向けてほしいと希望を述べた。（Kompas 2005.1.7）

ニアス県で最も被害が大きかったのはシサリヒリ村

　ニアス島北部に位置するニアス県での津波犠牲者の内訳は、マンドレヘ郡で、シサリヒリ村で66人、ララ
ファガ村で27人、オノリンブラヤ村で7人、オノザルクヨウ村で1人、トゥモリ村で1人、ファドロバヒリ村
で2人、ララサラバガウ村で5人、イラオノバンゴ村で2人。ソロンブ郡ではパサルシロンブ村で8人、アフル
郡ではファエックナア村で1人だった。これら3つの郡では4128人が避難民となり、358戸の家屋が破壊さ
れた。このほか、小学校2、教会5、モスク2、保健所2、橋11が津波によって破壊された。県政府は、ラサラバ
ガウ小学校、アマアヨ宅、アマニウス宅の3ヵ所に救援詰所を設置した。（Kompas 2005.1.7）

ニアス島の被災者、食糧よりも漁船・漁具の支援を要望

　ニアス島テルックダラム郡ラコンデ村の主婦イナ・トゥロ（48）は、ニアス島に対する各方面からの支援
に対して感謝の意を述べた上で、政府に対し、「即席メン、乾パン、コメはすでに十分ある。もしさらに支援
してもらえるなら、私たちの将来の生活のことを考えてもらいたい。被災者のほとんどは漁民で、漁船を
必要としている。漁船を支援してくれたら私たちは将来にわたって生活していける」と述べた。ほかにも、

「即席メンやコメは当座は間に合っている、漁船、漁具、元手を支援してもらいたい」などの声が上がった。
TBシララヒは翌週にも再びニアス島入りする予定。国家津波被災対策室によれば、ニアス県および南ニア
ス県の被害は死者122人、行方不明者18人、避難民4128人で、全壊した家屋は358戸、半壊した家屋は73
戸。特に被害が大きかったのはマンドレヘ、テルックダラム、シロンブの各地区で、漁村が津波にのまれた。

（Kompas 2005.1.11）

ニアス島の避難民4,128人のうち1,500人以上がテント生活

　ニアス島で津波によって家を失った人びとのうち、家族や親戚の家で避難生活を送っているのは、シロ
ンブ郡で1,201人、マンドレヘ郡で696人、ラヘワとアフルでそれぞれ約100人。このほか、約1,500人がテ
ントでの生活を余儀なくされている。（Kompas 2005.1.18）

シロンブ郡で家屋再建の見通し、必要なのは漁業の再建

　コンパス紙によれば、シロンブ郡の郡役所前にあった避難キャンプでテント生活を送っていた被災者は
すでにほとんどが親戚や知人の家に落ち着き先を見つけ、落ち着き先がないのはわずか数世帯のみになっ
ている。ニアス島で被害が最も大きかったとされるパサルシロンブは瓦礫やごみが片付けられ、食糧の配
給も十分になされている。ニアス県長のビナワティ・バエハによれば、津波で破壊された家屋が400戸であ
るのに対し、すでにNGO団体から300軒、台湾政府から400軒、宗教組織から100軒分の仮設住宅建設の申
し入れがあるという。シロンブでは家屋再建の見通しは十分立っているが、漁船や漁具、魚の冷凍設備、漁
港などの設備が破壊されており、この方面での支援を必要としている。（Kompas 2005.2.1）

不正確な情報伝達が被災者の混乱を招く

　シロンブ郡では、ユドヨノ大統領が表明したニアスへの支援金15億ルピアに関して、「被災者1人当たり
300万ルピアもらえるという噂があるが自分は60万ルピアしかもらっていない」などの不満が聞かれると
いう。実際には被災者1人当たり300万ルピアもらえるという事実はなく、情報の伝達の面での問題が混乱
を招いている。（Kompas 2005.2.1）
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海洋漁業省から供与された漁船は漁に使えない

　ニアス県シロンブ郡の漁民41人が同地を訪れた海洋漁業省の職員に対し、同省から数日前に供与された
5隻の漁船は、いずれも船は大きすぎ、エンジンは小さすぎて漁に使えないと伝えた。彼らが通常使ってい
るのは長さ7メートルの船に8馬力のエンジンだが、供与された船は9メートルの長さで5.5馬力のエンジ
ンしか積んでいなかった。この船の大きさでは10馬力のエンジンが必要だという。この5隻の船は、現在使
われないままになっている。（Kompas 2005.2.8）

スマトラ島北部に煙害、マレーシア発？

　スマトラ島北部で煙害が発生し、一部で飛行機の離着陸などに困難が生じている。西海岸のシボルガと
ニアス島では視界が800メートルしかない。東海岸のメダンでは視界は2,000メートル。ポロニア気象観測
所の分析・予測部のフィルマンによれば、通常は煙害は3月に来るので、今年は少し早めに来ている、この時
期にスマトラに風が来るのは東と南からなので、この煙害はマレーシアとリアウから出たものだろう、と
語った。（Kompas 2005.2.16）

煙害がおさまる

　スマトラ島北部で発生していた煙害がおさまってきた。ニアス島では視界が1,500メートルに、メダンで
は3,000メートルに回復した。（Kompas 2005.2.18）

南ニアス県で県長の直接選挙が実施できない見通し

　ニアス島にある2県のうち1つである南ニアス県では、2005年6月の地方首長直接選挙が実施できない
見通しが強まっている。南ニアス県はニアス県から分立したばかりの新しい県であり、2004～2009年の県
議会議員が任命されたばかりであるため、県予算も成立していないため。南ニアス県の人口は15万1882人。

（Kompas 2005.2.24）

その他のスマトラ地域

■リアウ州
衰退気味のバガンシアピアピの船製造業界、アチェ州への漁船500隻の注文を受ける

　リアウ州ロカンヒリル県バガンシアピアピの伝統船製造業界は、原材料不足から沈滞が伝えられていた
が、好況の兆しが見えるようになった。バガンシアピアピの木造船船大工たちにアチェ州の漁民用に500
隻の注文が舞いこんだ。7トンの漁船の建築がロカンヒリル県政府の支援を受けて行われる。船大工の1人
アトン（34）は、「原材料の調達は政府が行ってくれるので自分たちは製造に専念できる」と語った。バガン
シアピアピの木造船製造業は1940年代から知られており、マレーシア、シンガポール、タイ、フィリピン、
インド、スリランカ、アメリカにもその名が知られている。1900年代はじめに中国大陸からバガンシアピ
アピに華人たちがやってきた。木造船の製造は人口3万人のこの町の名を知らししめたが、1980年代半ば
にはすっかり衰退していた。バガンシアピアピ周辺の不法伐採が進み、原材料の入手が困難になったこと
が原因の1つ。かつては500～1,000トンの船を建造していたが、現在は150トン・クラスが中心になっていた。
50人前後いた船大工もこの5年のあいだに9人に減少していた。（Kompas 2005.2.21）
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ニアス沖地震　被害の状況

（1）地震・余震・噴火
3月28日、ニアス島沖で地震発生

「あのツナミを考えるだけで怖い」──。約30万人の死者・不明者を出したスマトラ沖大地震による大津波
から3か月。復興に向けて歩み出していたインド洋沿岸の人たちを再び悪夢が襲った。震源に近いインドネ
シア・ニアス島では多くの建物が倒壊した。闇の中を逃げ惑う人々。飛び交ううわさでパニックになり、避
難中の交通事故で死者も出た。現地で暮らす日本人の間では、前回の教訓を生かして、独自の「連絡網」で安
否を確認し合う人たちもいた。（毎日新聞 2005.3.29）

日本の専門家、ニアス島沖地震で余震の可能性を指摘

山本雅博地震津波監視課長は、3月28日の地震にさらなる余震がある可能性があると述べた。M8.0以上の
地震のあとには余震が起る可能性が高いという。（Jakarta Post 2005.3.29）

30日までに28回の余震

揺れで崩壊する住宅も目立つ。強い余震が続いている。米地質調査所によると、3月30日午前8時過ぎまで
に起きたマグニチュード5以上の余震は28回となった。ニアス、シムル両島周辺の深さ20～30キロの震源
が多い。（朝日新聞 2005.3.30）

スマトラ沖でM6.4の余震

米地質調査所（USGS）によると、3月28日深夜のスマトラ島西沖自身の余震と思われる地震が30日午後11
時19分（日本時間31日午前1時19分）、スマトラ島北部の西沖を震源に、大きな地震があった。地震の規模
はマグニチュード（M）6.4。震源の深さは22キロ。USGSによると、31日未明の余震は、M8.7だった28日の
本震と同じ断層を震源にし、深さもほぼ同じという。（CNN.co. jp 2005.3.31）

余震700回以上

気象当局者によると、被災地周辺では3月31日までに700回以上の余震を記録。シムル島沖では30日深夜、
マグニチュード（M）6.1の強い揺れがあった。（朝日新聞 2005.3.31）

研究者らが大地震の可能性を指摘、住民に動揺が広がる

スマトラ島北部の被災地などでは、12月の大津波に続く震災に、住民の間では地震や津波の続発を恐れる
声が強く、高台に依然避難したまま暮らす人々も多い。今回の震源地よりも南方の海域で近い将来、大地震
が起きる可能性が指摘されており、スマトラ島中部の住民にも動揺が広がっている。日本を含む各国の研
究者が、1861年以降、大地震が起きていないスマトラ島中部沖のスンダ海溝沿いで地震が起きる可能性を
指摘。西スマトラ気象台のジョネド・プルワント所長は、地元テレビで「ニアス島南方にあるムンタワイ諸
島の住民は、大地震に備え安全な場所へ移動すべきだ」と警告した。（産経新聞 2005.4.2）

2004年スマトラ沖地震・津波

アチェ、ニアス復興関連情報(3)
2005年3月28日～ 4月29日 2005年3月10日Web公開

http://homepage2.nifty.com/jams/aceh03.html
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スマトラ島西部沖などでまた複数の地震、インドネシア

　香港──米地質調査所（USGS）によると、3月28日に大きな地震が起きたインドネシア西部、スマトラ島
西部沖合などで4月7日から8日にかけ、複数の地震が発生した。現段階で、負傷者の有無、建物の損壊など
の被害報告などは入っていない。AP通信が報じた。最初の地震は、ニアス島周辺で7日、発生。地震の規模
はマグニチュード（M）5.6と推定。5時間後、同島近くで再び、M5.0の地震が起きた。ニアス島北部にあるシ
ムル島でもM4.9の地震があった。8日午前には、インドネシア北東部の海域でM5.5の地震が起きている。

（CNN.co. jp 2005.4.8）

西スマトラのタラン山が噴火（タラン山が噴火の項目を参照）

タンクバンパラフ火山が警戒レベルに

　西ジャワ州バンドン県にあるタンクバンパラフ（Tangkuban Parahu）火山の活動が活発化してきてい
る。近隣にある自然公園は一般入場者の入園を閉鎖した。火山局長のスロノ博士は、タンクバンパラフ火山
の状況が4月13日に警戒レベルに引き上げられたことを認めた。4月13日午前0時から午前5時48分まで
にタンクバンパラフ山で火山性の地震が数百回記録されたため、4月13日午後1時、火山のレベルを警戒
レベルに引き上げたもの。スロノ博士によると、タンクバンパラフ山は12の噴火口を持ち、そのうち4つは
十分な直径を持っているため、たとえ噴火したとしても噴火の影響はそれほど大きくならないとのこと。

（Tempo Interaktif 2005.4.13）

さらにアナッククラカトア火山とタンクバンプラフ火山が活性化

　周辺住民2万5,000人が避難する事態を招いた4月12日のスマトラ島タラン山の噴火がさらに2つの火
山を活性化させた。スマトラ島の南端にあるアナッククラカトア（Anak Krakatoa）火山とジャワ島のタン
クバンプラフ火山に設置されたセンサーが火山活動の活性化を検知した。政府の火山学者シャムスル・リ
ザルは、これらの火山の活性化がスマトラ島周辺を震源とした一連の地震と関連して一種のドミノ現象の
ようにして起こった可能性があるとの見解を示した。政府はすでに両火山に対する一般人の立ち入りを禁
止した。しかし、周辺住民の避難勧告は出されていない。（Jakarta Post 2005.4.13）

インドネシアで9つの火山が活発化

　ジャワ島西部バンドン市近郊にあるタンクバン・プラフ山（標高2076メートル）や、ジャワ島とスマトラ
島の間のスンダ海峡にある火山島アナック・クラカトアでも、火山活動によるとみられる地震が起きてい
る。両火山とも人気の観光地。4月15日朝にはバンドン周辺でマグニチュード（M）5程度の地震が発生し
た。政府は同日までに、両火山の警戒度を上から2番目の「警戒」に引き上げ、観光客らに火山に近づかない
よう呼びかけている。政府によると、活発化している火山は、このほかスムル（ジャワ島）、エゴン（フロー
レス島）、カランエタンとロコン（スラウェシ島）など9つにのぼる。昨年12月と今年3月に起きた大地震の
震源域に近いスマトラ島周辺では、M5～6の地震が頻発している。余震とみられるが、大きな揺れのたびに
住民が家を飛び出し、高台に逃げるなど「パニック状態」（地元メディア）が続いているという。（朝日新聞 
2005.4.15）

大統領、全国で早急な防災対策をとるよう指示

　ユドヨノ大統領は4月13日、全国の州知事を集め、早急な防災対策を命じた。24日に約50ヵ国の首脳らが
集うアジア・アフリカ会議（バンドン会議）の50周年記念式典がバンドンで開かれるだけに、神経をとがらせ
ている。津波対策では早期警戒システムの構築でドイツ政府と先月調印し、10月までに観測網を設ける計画
を進めている。しかし、主要紙コンパスが15日の社説で、火山活動の警戒にも予算を回すように主張するな
ど、取り組み強化の要求は強い。政府や議会には、被災が一段落したこともあり、津波警戒システムの維持管
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理に必要な年間6,000万ドル（約65億円）の負担に消極的な声も上がっていた。「数百年に一度」といわれる大
災害で社会不安が加速し、経済活動などに大きな影響が広がることも懸念されるため、政府は防災対策の強
化に追われている。（朝日新聞 2005.4.15）

インドネシア・スマトラ沖でM6.3の地震

　インドネシア・スマトラ島北部西方沖のニアス島付近で4月16日午後11時40分（日本時間17日午前1時
40分）ごろ、大きな地震があった。米地質調査所によると、マグニチュード（M）6.3で震源の深さは約43キロ。
地元ラジオによると、建物の大きな被害や死傷者はなかったもようだが、3月28日にM8.7の地震で大きな
被害を受けたニアス島などで、パニックに陥った住民が高台などに避難した。インドネシア政府の災害対
策本部によると、3月28日の地震で17日までに確認された死者は692人となり、計8万人以上が避難生活
を送っている。（産経新聞 2005.4.17）

（2）被害規模の把握
ニアス島で数十人死亡か

　スマトラ島沖で3月28日午後11時10分（日本時間29日午前1時10分）ごろ、大きな地震があった。同国
気象地理庁によると、震源地は同島アチェ州シムル県南東約90キロのインド洋で、震源の深さは約30キロ、
規模はマグニチュード（M）8.2と推定される。同島近くのニアス島で数十人が死亡したとの情報もある。各
地で津波や余震を恐れた住民が戸外に飛び出し、一時パニックに陥った。（読売新聞 2005.3.29）

グヌンシトリで建物の大半が倒壊、多くの住民が生き埋めか

　大きな被害が伝えられるインドネシア・ニアス島では、昨年12月のインド洋大津波に続く恐怖の再現に
住民らがパニック状態となった。AP通信によると、同島東岸の中心地グヌンシトリでは、建物の大半が倒
壊し、多くの住民が生き埋めになっている模様だ。インドネシア国軍によると、空港付近だけでも約500軒
の建物が全壊。市全体では少なくとも1万～1万5000人が避難しているという。（毎日新聞 2005.3.29）

ニアス県副知事「300人が死亡」

　ニアス県副知事アグス・メンドロファは島の50万人の住民のうち少なくとも300人が死亡したと伝えて
いる。県政府のあるグヌン・シトリは家屋の80%が倒壊し、数千人が瓦礫に埋まったという。（Jakarta Post 
2005.3.29）

ニアス島の地元警察、「数百人死亡の恐れ」

　被害が出ているニアス島の地元警察は、ロイター通信に対し、同島の主要都市で多くの建物が倒壊した、
とした上で、「犠牲者の数は今のところ確認できないが、数百人が死亡した可能性が十分ある」と述べた。今
回の震源地は、昨年12月26日に起きたM9.0の地震の震源地に非常に近い。前回の地震に伴う津波では、30
万人近い犠牲者と行方不明者が出た。（ロイター 2005.3.29）

■副大統領、死者1,000～ 2,000人と推測
副大統領「ニアス島の地震で死者は2,000人の可能性」

　インドネシア副大統領ユスフ・カラは3月29日、3月28日の地震でニアス島で2,000人が死亡した可能性
があるとの見通しをBBCラジオのインタビューに答えて述べた。現在、ニアス島地方政府関係者と警察か
らの続報を待っているところとのこと。（Jakarta Post 2005.3.29）

副大統領、「1,000人から2,000人が死亡」

　ユスフ・カラ副大統領は英BBCラジオに対し、震源に近いニアス島で家屋など多数が倒壊し、「1,000人か
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ら2,000人が死亡した」と語った。地元当局者は322人が死亡したとしている。ユスフ副大統領らが地元当
局者の話として語ったところなどによると、ニアス島グヌンシトリ市では揺れが約15分ごとに感じられ、
建物の約80％が倒壊、数千人が下敷きになった可能性があるという。住民は津波を恐れて高台へ避難。この
中には医療関係者も含まれ、負傷者が手当てを受けられない状態になっている。国営アンタラ通信による
と、空港の滑走路が被害を受け、島内の一部で通信網や電力が途絶している。（読売新聞 2005.3.29）

ニアス島で1,000～ 2,000人死亡か

　大きな津波被害はなかった模様だが、震源から近いニアス島では多くの建物が倒壊。同国のユスフ・カラ
副大統領は地元ラジオ局に「（ニアス島で）1,000～2,000人が死亡したようだ」と語った。スマトラ島での被
害などは明らかになっていない。カラ副大統領は、ニアス島最大の町であるグヌンシトリでは「建物の80％
が全半壊したと見られる」と語った。ニアス島での死者数推計は倒壊した建物の数に基づくもので、遺体が
確認されたわけではないという。ロイター通信によると、グヌンシトリの人口は約2万7,000人。一方、AP通
信によると、同島の別の当局者は、人道援助団体からの報告として296人が死亡したと地元ラジオ局に語っ
た。スマトラ沖大地震では、インド洋沿岸を大規模な津波が襲い、死者・行方不明者が計約30万人に上った。
ニアス島ではこの際、少なくとも340人が死亡し、1万人が家を失ったという。（毎日新聞 2005.3.29）

■災害対策本部、ニアス島で死者 330人を確認
災害対策本部、330人の死亡を確認

　インドネシア政府は死者が1,000人以上になる可能性があるとしている。国軍中心に救援活動を続けて
いるが、ニアス島の空港が大きな被害を受け、大型機の発着ができない。街と村落を結ぶ島内の多くの橋や
道路が寸断され、停電や通信事情も悪くなっているため、災害対策本部が確認した死者数は30日朝の時点
で330人程度にとどまっている。このうち約230人がニアス島、約100人がシムル島での死者。（日経新聞 
2005.3.30）

スマトラ沖地震、死者330人を確認

　インドネシア政府は3月29日、スマトラ島西沖のインド洋で28日起きたマグニチュード（M）8.7の大地
震による死者がニアス島中心に1,000人以上になる可能性があると明らかにした。インドネシア災害対策
本部によると、330人の死亡を確認。3,000人以上が避難民になっている。（日経新聞 2005.3.29）

■北スマトラ州当局、シムル島で 25人の死亡を確認
ニアス島で不明者多数　シムル島では25人の死亡を確認

　インドネシア政府によると、死者が2,000人に上る可能性があるスマトラ島西方沖のニアス島で、これ
までに300人以上の遺体を収容。北スマトラの災害担当者は同島で約1,000人が死亡したと述べた。ニア
ス島北方のシムル島でも少なくとも25人の死亡が確認され、被災地域は今後広がりそうだ。 （神戸新聞 
2005.3.30）

■政府、シムル島で 100人死亡を確認、ニアス島と合わせて430人
ニアス島中心に死者430人に

 スマトラ島西岸沖で3月28日深夜（日本時間29日未明）に発生したマグニチュード（M）8.7（米地質調査所
発表）の大地震で、インドネシア政府当局者は29日、震源地に近いニアス島で330人、同島北方のシムル島
で100人の死亡を確認したことを明らかにした。AFP通信が伝えた。また、インドネシア赤十字社は同日、
ニアス島での死者が1,000人を超すと推測されるとの声明を発表した。ニアス島では多くの建物が倒壊し、
島民が下敷きになったとみられることから、犠牲者は同島を中心にさらに増える可能性もある。（毎日新聞 
2005.3.29）
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震源地近くで数百人下敷き、救出難航　死者430人確認

インドネシアのスマトラ島沖で28日深夜に起きたマグニチュード8.7の大地震は29日、同国政府の確認し
た犠牲者数が約430人に達した。インドネシア政府の災害対策本部によると、29日夜までにニアス島で約
330人、シムル島で約100人の遺体が確認された。同本部は「死者数は1,000人を超える可能性がある」とロ
イター通信に伝えた。犠牲者の見通しを当初、最大で「2,000人」としたカラ・インドネシア副大統領は、根拠
を「ニアス島の市街地で家屋が7～8割損壊した状況から推測した」とした。（朝日新聞 2005.3.29）

■政府当局、ニアス島で死者1,000人と発表
スマトラ沖地震　ニアス島1,000人以上死亡か

インドネシア北西部のスマトラ島沖で3月28日深夜（日本時間29日未明）に起きたマグニチュード（M）8.7
の大地震の被害について、インドネシア政府当局者は29日夜、430人以上の死亡を確認したことを明らか
にした。AFP通信が伝えた。一方、ロイター通信によると、インドネシアの災害センターは、震源地近くの
ニアス島で1,000人以上が死亡した恐れがあると述べた。ニアス島では、がれきの下に多くの住民が埋まり、
同島北のシムル島は高さ3メートルの津波で大被害が発生した恐れもあるが、状況把握が難航している。政
府当局者によると、ニアス島で330人以上、シムル島で100人以上の死亡を確認したという。両島には29日、
インドネシア赤十字の救援チーム12人が到着。本格的な救助活動に入った。
　29日は政府高官が上空からニアス島を視察。「最初の報道よりは、壊滅的な被害ではないようだ」と感想
を述べた。しかし、救援チームを現地入りさせた赤十字幹部は、地元ラジオ局に対し「人的・物的被害は、は
るかに大きいかもしれない」と語った。ユスフ・カラ副大統領も同日午前の段階で、「1,000人から2,000人の
死者が出ている」との見通しを示した。同島の当局者は、地元メディアの取材に対し、島の最大都市グヌン
シトリで8割の建物が倒壊したとして「多くの住民が下敷きになっている」と緊急救助を求めた。負傷者は
数千人に上り、病院の機能はマヒ状態で「医薬品も医師も不足し、治療を受けられない」と話している。（東
京新聞 2005.3.29）

スマトラ沖地震、死者1,000人に

インドネシア・スマトラ沖のニアス島で3月28日深夜に発生したマグニチュード8.7の地震による死者は、
約1,000人に上った。当局者が29日、明らかにした。アチェ・北スマトラ防災センターの広報官はロイター
通信に対し、「ニアス島で1,000人前後が死亡したとみられる」と語った。また、北スマトラ州のヌルディン
知事は、州都メダンで報道陣に対し、「正確な死者数は確認できないが、1,000人前後か、それ以上が犠牲に
なった」と語った。同知事によると、救助活動は悪天候のため難航しているという。（ロイター 2005.3.29）

スマトラ沖地震の死者1,000人に

ロイター通信によると、インドネシア・スマトラ島沖のインド洋で3月28日深夜（日本時間29日未明）
に発生した大地震による死者は、29日深夜までの同国当局の集計で、約1,000人に達した。（読売新聞 
2005.3.30）

犠牲者数・行方不明者数の把握は迷走中

3月28日に発生した地震で、犠牲者数の把握が困難を極めている。その背景には、地震に襲われた地域が海
をはさんで遠く隔たり、地震によって通信網や電力網が遮断されていることがあるが、ジャカルタにおけ
る省庁間の連携の欠如によってさらに混乱が増している。地方官や省庁の官吏が把握している犠牲者数に
は400～1,000人と開きがある。ユスフ・カラ副大統領は3月29日、建物の倒壊の程度や規模に基づいて、犠
牲者数は2,000人に昇るだろうと語った。保健省のエヴァ博士は犠牲者数を422人としており、その内訳は
ニアス島のグヌンシトリとテロックダラムでそれぞれ220人と100人、シムル島で100人、シボルガで2人
となっている。リザル・ヌルディン北スマトラ州知事は犠牲者数を1,000人と見込んだが、それが何に基づ
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いて算出された数字であるかは不明である。リザル州知事が数字を発表した数時間後、ニアス県副知事の
アグス・メンドロファはラジオ・エルシンタに対して犠牲者数を500人と伝えた。昨年12月26日の地震で
も犠牲者数の把握は迷走し、今回と同様の事態が起こっていた。地震発生から3ヵ月たった今も、犠牲者数
は12万6,390人から12万7,420人のあいだ、行方不明者は9万3,757人から11万6,368人のあいだとされて
いる。1月には、発表された犠牲者数が一気に2万人増加し、その後1万2,000人減少した日もあった。（AP 
2005.3.30）

■北スマトラ州知事、ニアス島で死者321人を確認
ニアス島で321人の死亡を確認、なお数百人が倒壊した家屋の下敷き

　北スマトラ州知事リザル・ヌルディンは3月29日、ニアス島をヘリコプターで視察し、3月29日午後まで
に収容された遺体はニアス県の県都グヌンシトリで220遺体、南ニアス県の県都テルックダラムで101遺
体、計321遺体であること、また、倒壊した家屋の下敷きになっている犠牲者が数百名いると見られること
を明らかにした。北スマトラ州知事一行は、グヌンシトリで夜になったためメダンに戻ることができず、3
月30日朝にメダンに戻る予定。（Waspada 2005.3.30）

アチェ州知事代行「シムル県とアチェシンキル県で住民数百人が犠牲に」

　アチェ州知事代行のアズワル・アブバカルは3月29日、3月28日夜の地震により、同州のシムル県とアチェ
シンキル県で住民数百人が犠牲になったと述べた。（Acehkita. com 2005.3.29）

■バニャック諸島で300人死亡の情報
震源近くのバニャック諸島でも300人死亡の情報

　インドネシア・スマトラ島沖のインド洋で3月28日起きた大地震で、同国の災害当局者は30日、ロイター
通信に対し、ニアス島とシムル島の間にあり、震源地に近いバニャック諸島で「200～300人が死亡したと
の報告を受けた」と述べた。死者数は同国当局の集計で約1,000人に達したとされるが、今後さらに増える
恐れが大きい。国軍は同日、ニアス島に工兵部隊1,000人以上を派遣したものの、重機の搬入が遅れ、行方不
明者の捜索作業は順調に進んでいない。インドネシア政府によると、ニアス島ではこれまでに約330人の
遺体が収容されたが、さらに400人以上の住民が行方不明とされる。（読売新聞 2005.3.30）

バニャック諸島で200～ 300人死亡か

　スマトラ沖地震で被害が集中したインドネシアの災害対策本部は3月30日、震源域に最も近く被災状況
が不明だったスマトラ島北西沖のバニャック諸島の死者が200～300人にのぼる、とロイター通信に伝え
た。すでに近くのニアス島などでは約400人の犠牲者が確認されている。崩れた家屋の下に生き埋めになっ
たままの住民が多数おり、この日本格化した捜索と救援活動とともに犠牲者数は膨らむ見通しだ。（朝日新
聞 2005.3.30）

ニアス島でオーストラリアの7人安否不明

　震源に近いニアス島周辺ではオーストラリア人7人の安否がわからなくなっている。安否不明のオース
トラリア人はサーフィンのためニアス島周辺の島に滞在していたとみられる。当初13人が安否不明となっ
たが、現在までに6人の安全を確認。なお7人と連絡が取れないため、在インドネシア豪大使館が調査チー
ムを現地に派遣した。（日経新聞 2005.3.30）

■国連、死者518人を確認
スマトラ沖地震、518人死亡を確認

　インドネシア北部バンダアチェに駐留する国連の救援チームは3月30日までに、28日のスマトラ島西沖
大地震で518人が死亡したことを確認した。被災地ではなお多くの住民が家屋の下敷きになっており、死
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傷者数はさらに増える可能性がある。インドネシア保健省によると死者はニアス島やシムル島で確認され
ているが、7割はニアス島に集中しているという。被災地では建機不足などで救助作業が難航。当局は安否
の確認作業に手間取っている。カラ副大統領は30日、あらためて死者は1000～2000人に達する可能性が
高いと語った。（日経新聞 2005.3.30）

国連の支援調整官、500人の死亡を確認

　国連の支援調整官によると、3月28日の地震による死者は、少なくとも500人が確認されており、さらに
増えるおそれだという。国連の支援活動を集約するマスード・ハイダー人道調整官は、スマトラ島西沖のニ
アス島を中心に少なくとも500人以上の死亡が確認されたと話した。（CNN.co. jp 2005.3.31）

犠牲者数の情報が錯綜　350人～ 2,000人

　3月28日に起きたスマトラ沖の地震では、犠牲者数をめぐる情報が発生から4日目の31日になっても錯
綜。約350人から2,000人まで、さまざまな数字が飛び交う事態となっている。被災地が離島に集中し、捜索
活動や情報の収集が難航しているほか、地方行政当局の情報が正確に中央政府に伝わっていないことなど
が原因とみられている。発生3ヵ月以上を経た現在も正確な犠牲者数を把握できていない昨年12月のスマ
トラ沖地震と同様の事態が起こりつつある。政府が収容した遺体数として公表しているのは、被害が集中
したニアス、シムル両島などでの計355人。一方、AP通信によると、犠牲者数は計423人（保健省当局者）で、
内訳はニアス島の2つの都市で約321人、シムル島で約100人という。（河北新報社 2005.3.31）

■国連、死者 624人と発表
国連開発計画、死者624人と発表

　国連開発計画（UNDP）バンダアチェ事務所は3月31日、スマトラ島西沖で起こった大地震の死者は624
人に達したことを明らかにした。UNDPによると、現時点の死者数の大半はニアス島。しかし、政府の災害
対策本部が確認した遺体数は334人で、2日前からほとんど変わっていない。（日経新聞 2005.3.31）

国連広報官、死者626人を確認　バニャック諸島からの報告はない

　対岸スマトラ島の主要都市バンダアチェにいる国連の広報官は3月31日夜、朝日新聞の問い合わせに対
し、これまで確認された死者数は626人とした。内訳はニアス島が600人、シムル島が17人、スマトラ島が9
人で、バニャック諸島からの報告はない。犠牲者数が増えるのは必至と見られ、政府当局者は「1,000人を超
える」としている。（朝日新聞 2005.3.31）

死者数、国連は600人、地元行政当局は330人と発表

　国連によると、同島ではこれまでに約600人の死亡が確認されたとしているが、地元行政当局は収容さ
れた遺体は約330人と発表しており、情報の混乱は依然として続いている。（毎日新聞 2005.3.31）

■アチェ州副知事、アチェ州のスマトラ本島側で 14人死亡と発表
スマトラ本島で死者14人　避難民2万人、道路寸断

　スマトラ沖地震の発生から4日目の3月31日、ニアス島などインド洋に浮かぶ島々だけでなく、スマト
ラ本島のアチェ州西海岸も大きな被害を受け、住宅倒壊などで少なくとも14人が死亡、2万人近い避難民
がいることが分かった。アチェ州のアズワル副知事が共同通信に語った。昨年12月の地震の津波の最大
被災地であるアチェ州西海岸は、今回の地震で再び幹線道路が寸断され、食料や医薬品を届ける救援活動
は難航している。副知事によると、震源に近い西海岸のアチェシンキル県では12人の遺体が収容され、約
1万8,000人の避難民が救援物資を待っている。残りの犠牲者2人は周辺の別の県だという。（河北新報社 
2005.3.31）
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■地元治安当局、455人の死亡を確認
地元治安当局、455人の死亡を確認

　犠牲者数の記録を担当している地元治安当局のザイヌリ・ルビス大佐によれば、455人の死亡（ニアス島
424人、アチェ州31人）が確認されたとのこと。インドネシア政府は、犠牲者数の予測を当初発表した2,000
人から大幅に引き下げ、最終的な犠牲者数は500人前後になるだろうと見込んでいる。（AP 2005.4.1）

ニアス島で484遺体確認　国連は1,300人死亡と推定

　インドネシア国家警察の報道官は4月1日、スマトラ沖地震の最大被災地ニアス島で同日までに484人の
遺体を確認、2,560人以上が負傷したと述べた。同島では依然、倒壊した建物の下敷きになったままの人が
多くいるとみられている。フランス公共ラジオによると、国連当局者は同島を中心に1,300人が死亡したと
推定されると語った。政府の各機関が調べた被災状況を最終的にまとめる災害対策本部の公式集計では、
同日までに確認された死者は計394人としている。（産経新聞 2005.4.1）

インドネシア警察、死者424人と発表　外国人8人の安否が不明

　インドネシア国家警察はニアス島中心に死者424人を確認、負傷者2,600人以上、壊れた家屋は1,936軒
となったと発表した。外国人もオーストラリア人やスウェーデン人など8人の安否が不明だという。（日経
新聞 2005.4.2）

■国連、死者1,300人、避難民 3万人と発表
スマトラ島沖地震の死者、1,300人に

　3月28日のスマトラ島沖地震の被災地で救援活動を行っている国連当局者は4月1日、「死者数は1,300
人前後に達している模様だ」と語った。死者の大半は、最大の被災地と見られるニアス島の中心都市グヌン
シトリに集中しているという。ただ、通信網と交通網の寸断により、被害の全容は依然として明らかでな
い。（読売新聞 2005.4.1）

スマトラ沖地震、死者1,300人以上・国連事務所

　国連人道問題調整事務所（OCHA）バンダアチェ事務所は4月1日、スマトラ島西沖地震の死者は1,300人
以上に達するとの見通しを明らかにした。インドネシア政府の救助の遅れもあって死者は日増しに増大。
国際的な批判が高まる中、政府は緊急救助隊を創設するなど地震対策を強化する方針を明らかにした。イ
ンドネシア政府は数百人規模の緊急救助隊の創設や早期警報システムの構築、全国160カ所での地震測定
所の設置などを決めた。（日経新聞 2005.4.2）

スマトラ島沖地震で「3万人が避難民」…国連

　3月28日に起きたインドネシア・スマトラ島沖地震の被災地で救援活動を行っている国連当局者は4月
2日、最大の被害が出たニアス島や北方のシムル島などで「少なくとも3万人が家を失うなどして避難民と
なっている」と語った。国連によると、比較的被害の少ないと見られていたシムル島でも約8割の建物が全
半壊していたことが判明。避難民の数はさらに増える可能性がある。被災地では水や医薬品の不足が依然
深刻で、伝染病の発生も懸念され始めた。（読売新聞 2005.4.2）

ニアス島、5万人避難生活

　昨年12月のスマトラ沖地震の津波で壊滅的被害を受けたスマトラ島北部を再び大地震が襲ってから4
月4で1週間。詳細な被害実態は依然不明だが、最大被災地のニアス島などで少なくとも5万人が避難生活
を続けている。政府は、昨年末の被災地アチェ州を中心とする防災や復興の計画草案を3月26日にまとめ
たばかりだが、今回の震災で大幅な防災対策見直しを迫られている。災害対策本部によると、3日までにニ
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アス島を中心に500人以上の遺体を収容。被災地では、住民多数が倒壊した建物の下敷きになっており、死
者数は最終的に1,000人以上に上る見通し。国連当局者は1,330人が死亡したと推定している。（神戸新聞 
2005.4.3）

■国家警察、死者 560人、避難民 5万人と発表
スマトラ島沖地震、避難民5万人・死者560人以上確認

　インドネシア国家警察は4月3日、スマトラ島沖地震の被災地の避難民は5万人近くに上ることを明ら
かにした。死者もニアス島中心に560人以上を確認した。同国家警察によると、避難民のうち3万人以上が
シムル島やバニャック諸島。マグニチュード（M）6弱の強い余震が頻発しているため、山間部や高台に避難
して自宅に戻れない島民も少なくない。また同国家警察は負傷者が2,816人に達したという。ニアス島で
は各国の救助チームが続々到着しているが、なお食料や重機の不足で救助活動が遅れている。（日経新聞 
2005.4.4）

ニアス島の死者616人に

　国家警察報道官によると、ニアス島での4月4日現在の死者は616人、重軽傷者は3,230人に達した。また、
家屋6700戸以上、校舎147棟、教会105棟、イスラム礼拝所16棟などの倒壊も確認された。現在も多数の住
民が倒壊した建物の下敷きになっており、死傷者数はさらに増える見通し。現地で活動する国連当局者は、

「ニアス島や隣のシムル島での被災者数は合わせて15万人以上。早急な食料支援が必要だ」と語った。（読売
新聞 2005.4.4）

ニアス島沖地震は死者771人、行方不明者50人

　バフティアル社会相は4月10日、ニアス島沖地震の犠牲者数について、最新の報告では死者771人、行方
不明者50人となっていることを明らかにした。社会相によれば、政府は被災者支援に真剣に取り組んでお
り、寸断されていたニアス県グヌンシトリと南ニアス県テルックダラム間の陸上交通は改善されたとのこ
と。また、現在、2隻の船がニアス島への援助物資を運んでいるという。（Analisa 2005.4.11）

ニアス島の避難民は2万3855人

　北スマトラ州災害対策本部のナインゴランが4月10日に明らかにしたところによると、ニアス県での避
難民は14郡で2万3,855人、南ニアス県では8郡で3,749人。ニアス県での損壊家屋・商店は2万1,720棟で、
ほかに被害を受けた宗教施設は858棟、政府施設は28棟、学校は280棟。南ニアス県では損壊した家屋は
7,444棟、宗教施設は149等、政府施設は50棟、学校は61棟。（Analisa 2005.4.11）

3月のスマトラ沖地震、これまでの死者数が714人に

インドネシア・スマトラ島沖で3月28日に発生した大地震による死者数が、これまでに714人に達した。災
害対策当局者が20日、ロイター通信に語った。死者は今後も増える見通し。また、地震で家を失った住民は
14万人以上に上ったという。（ロイター 2005.4.20）

外部社会の対応

（1）インドネシア政府の対応
インドネシア大統領、オーストラリア訪問をキャンセル

　スシロ・バンバン・ユドヨノ大統領はニアス島沖地震の発生を受けて、3月29日、今週予定していたオー
ストラリア訪問をキャンセルした。ソフヤン・ジャリル通信情報相はロイター通信に「ただちにトップレベ
ルの緊急会合を開くことになる」と述べた。また、アンディ・マラランゲン大統領広報官はユドヨノ大統領
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が一両日中にニアス島を訪問すると述べた。（Jakarta Post 2005.3.29）

シララヒ大統領代理、ニアスへ

　ユドヨノ大統領の代理としてニアス島に派遣されることになったシララヒ氏は3月29日朝、医師7名と
看護師とともにチャーター機でジャカルタからニアス島に出発した。しかし、ニアス島の空港の状況を見
て北スマトラ州西岸のシボルガに目的地を変更した。ニアス島へはシボルガからヘリコプターを用いる。

（Kompas 2005.3.29）

スマトラ沖地震、インドネシア政府の救援活動本格化

　再び大地震に襲われたインドネシア政府は3月29日、カラ副大統領直轄の災害対策本部を設置、本格的
な救援活動に乗り出した。震源地に近いスマトラ島西沖のニアス島に緊急援助チームを派遣、インドネシ
ア国軍も動員する。ユドヨノ大統領は30日から予定していたオーストラリア訪問を急きょ延期し、近くニ
アス島など現地を視察する。（日経新聞 2005.3.29）

医師と救援物資をシボルガ経由でニアスに輸送

　インドネシア政府は第1陣として、医師20人と薬品、食糧などを積んだ輸送機を対岸のスマトラ島シボ
ルガまで派遣し、ヘリに積み替えてニアス島に送る方針だ。（朝日新聞 2005.3.29）

政府、医療チームと災害調査チームを派遣

　政府は同日、ニアス島に医師22人からなる医療チームと災害調査チームを派遣、飲料水や食品、衣料品も
送る。保健相や社会相も同行し、現地での被害状況を調査、ユドヨノ大統領は30日にも現地入りする予定。
災害緊急資金として350億ルピア（約4億円）を充てる。ただ、ニアス島の空港のタワーや滑走路が地震で
壊れているため、同チームの現地入りが遅れる可能性もある。このためインドネシア国軍がヘリコプター4
機、輸送飛行機1機、小型機2機を順次投入するほか、艦船3隻を現地に急行させる。陸軍もアチェ州などか
ら約800人の兵士を送り、復旧活動に当たらせる。（日経新聞 2005.3.29）

国軍、ニアス島に艦船3隻を派遣

　インドネシア国軍当局は3月29日、スマトラ島沖の地震で最大の被害を受けた同国ニアス島に救援物資
を積んだ艦船3隻を派遣した。（時事通信 2005.3.29）

インドネシア海軍、軍艦4隻と120人をニアス島に派遣

　ブラワン第一海区司令官ハリム准将は3月29日夜、リザル・ヌルディン北スマトラ州知事との会見を終
え、インドネシア海軍が軍艦4隻をニアス島に派遣し、被災者の救出活動にあたることを明らかにした。ま
た、空軍は120名の人員を派遣する予定。西スマトラ州パダンからはチュニャディン号が、また、アチェ州
ムラボからはテルックパリンギ号ほか3隻がニアス島に向かう。どちらも3月30日朝には現地に到着する
予定。（Tempo Interaktif 2005.3.30）

インドネシア陸軍、1,171名をニアス島へ派遣

　ブキットバリサン地方軍管区司令官トリタムトモ・パンガベアン少将は3月30日、ニアス島の地震被災
者の救援と復興活動支援のためにインドネシア陸軍から4大隊1,171名が派遣されると語った。倒壊家屋、
崩壊した橋、ひび割れやずれた道路、宗教施設の建設の4部門にわかれて活動する。いずれの大隊もブキッ
トバリサン地方軍管区所属の部隊。各部隊はブルドーザーなどの重機を携えてアチェ州ムラボからテルッ
クバユル号で3月29日夜に出発し、3月30日朝に現地入りした。また、ユドヨノ大統領のニアス入りを控え、
大統領護衛部隊も木造船で3月30日に現地入りした。記者たちも同行している。港の近くの被害は軽微。崩
壊している家は少なく、5軒に1軒が壊れている程度。被害を受けているのは二階建て以上の家屋が多い。
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（Tempo Interaktif 2005.3.30）

昨年のスマトラ沖地震の復興資金の一部を被災地救援に

　インドネシア政府は3月29日、昨年12月のスマトラ沖地震の復興資金の一部を緊急支出し、今回の被災
地救援に当たることを決めたが、ニアス、シムル両島で空港の管制塔が地震で損壊するなど、救援活動は難
航している。ユドヨノ大統領は「12月の地震についての緊急支援期間を終えた直後に新たな地震が起きた
ことは衝撃だが、住民の救援に全力を挙げる」と表明。エンドリアルトノ国軍司令官は「負傷者の治療や通
信網修復に当たる部隊を派遣した。食料や医薬品を届ける艦船も被災地へ向かう」と語った。 （神戸新聞 
2005.3.30）

ユドヨノ大統領、国際社会からの支援表明を歓迎

　ユドヨノ大統領は3月29日、日本や米国など国際社会からの支援表明について「歓迎しており、高く評価
する」と受け入れる考えを示した。（毎日新聞 2005.3.30）

（2）国際社会・諸外国の対応
国連はニアス島沖地震への対応を評価

　国連緊急援助調整官室のヤン・イゲランド室長は、3月28日に発生したインドネシア西部沖地震の津波
警報は2004年12月の地震と比べて迅速に行われたと評価した。また、救援活動も必要に応じて迅速に行わ
れるだろうとした。イゲランド室長は自身の印象として、警戒の必要性と情報が各国に発信されただけで
なく、各国政府から地元機関への伝達も行われていたと語った。29日夜明けとともにヘリコプターが震源
地近くのニアス島とその周辺の状況を視察するために派遣される予定。（Jakarta Post 2005.3.29）

諸外国からの支援申し込みが相次ぐ

　インドネシア政府には日本のほか米国やオーストラリア、中国、スペインなどから支援申し込みが相次
いでいる。インドネシア政府はアチェ州再建で財政的に手詰まり状態になっており、海外の支援も受けな
がら、現地の早期復興を目指す考えだ。（日経新聞 2005.3.29）

近隣諸国がニアス島に医療チームを派遣

　スマトラ島で復興支援をしていたフランスや、マレーシアの支援団体も現地に向かった。近隣諸国も支
援に動き始め、オーストラリアやシンガポール政府は自国軍の医療チームなどをニアス島に派遣する方針
だ。スイスのレスキュー隊も島に入る準備を進めている。（朝日新聞 2005.3.29）

スマトラ沖地震、各国の支援活動始まる

　インドネシアのスマトラ島西沖で3月28日深夜（日本時間29日未明）に起こったマグニチュード（M）8.7
の大地震で最大の被災地となったニアス島に、オーストラリアやシンガポール、マレーシアなど各国の支
援チームが30日、相次いで現地入りし、救援活動を始める。日本の支援チームも現地に向け出発、難航して
いる救援活動を後押しする。国連の各支援チームが現地入りしたほか、オーストラリアは艦船と救援機を
現地に急行させた。シンガポールは40人、マレーシアも20人の支援チームを派遣、十数人で構成した日本
の国際緊急援助隊や日本赤十字社の医療チームも同日中に現地に入る。米国や欧州各国、中国も救援チー
ム派遣を表明している。（日経新聞 2005.3.30）

シンガポールのヘリコプター、メダンに到着

　3月29日午後7時30分、シンガポール軍の輸送ヘリコプター3機がニアス島沖地震の犠牲者救援のため
メダンのポロニア空港に到着した。シンガポール政府は29日朝に北スマトラ州知事にヘリコプターの提供



287アチェ、ニアス復興のあゆみⅢ　2005年3月28日～4月29日

を申し出ていた。（Tempo Interaktif 2005.3.29）

シンガポール、救援部隊や救援物資を輸送

　シンガポールはヘリコプター3台を提供したほか、C130輸送機で救援部隊や救援物資を被災地に輸送し
ている。（南洋商報 2005.3.30）

中国政府、50万ドルの支援

　中国政府はインドネシア政府に対し50万米ドル（約5,330万円）の支援を行い、中国赤十字社は30万米ド
ルの支援を約束した。（南洋商報 2005.3.30）

日本政府、救急医療チームを派遣、自衛隊の派遣も準備

　日本政府は11人の救急医療チームを派遣し、自衛隊の派遣も準備しており、1,500万円の支援を行う計
画。（南洋商報 2005.3.30）

オーストラリア、救援物資を提供、医療支援も

　オーストラリア政府は、インドネシア政府からの要請があり次第、多大な支援を行うと表明した。ハワー
ド首相は100万オーストラリアドル（約8,260万円）に相当する物資を送り、仮設病院を設置し、空軍医療部
隊を派遣すると語った。（南洋商報 2005.3.30）

ニュージーランド、救急医療隊をニアス島に派遣

　ニュージーランドはすでに救急医療隊をニアス島に派遣し、けが人の救助を行っている。（南洋商報 
2005.3.30）

スペイン、ヘリコプター3機などを提供

　スペイン政府からも大使館を通じて北スマトラ州知事に対してヘリコプター3機を提供するとの申し
出があった。さらに、現在マレーシアの海域を航行中のスペインの空母から上陸艇と船が提供されること
も約束された。スペイン船はアチェでの人道支援活動を終え、帰国の途上にあった。（Tempo Interaktif 
2005.3.29）

EU、調査員を派遣、金銭的援助の用意も

　EUはすでに被災状況を調べる調査員を派遣しており、必要に応じて金銭的援助を行う用意もあるとの
こと。（南洋商報 2005.3.30）

ロシアも支援の準備中

　ロシアのプーチン大統領はインドネシアに打電し、犠牲者に対する追悼の意を示すとともに、支援の準
備を行っていることを伝えた。（南洋商報 2005.3.30）

米大使館が児童救援に10万ドルを提供

　アメリカの政府高官によれば、ブッシュ大統領はインドネシアに軍を派遣し救援活動を行うことをすで
に許可しており、巨額の支援を提供することを決定した。駐インドネシア・アメリカ大使館は10万米ドル（約
1065万円）を供出し、ニアス島とシムル島の児童の救援に当てた。（南洋商報 2005.3.30）

「追加支援の必要性を調査中」米大統領

　ブッシュ米大統領は3月29日、スマトラ島西岸沖地震への米政府の対応について、「支援の申し入れを（イ
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ンドネシア政府に）しており、米政府職員が追加支援の必要性を調査中だ」と説明した。米国務省のエレリ
副報道官は、在ジャカルタ米大使館や米国際援助局の職員らが被害調査のためニアス島入りしたほか、駐
インドネシア米大使が支援活動を行っている国際NGO（非政府組織）に10万ドルを拠出したと説明。国防
総省と連携し、インドネシア政府から依頼があった場合に備え米軍の救援出動も検討中だと語った。（毎日
新聞 2005.3.30）

スマトラ沖地震「支援の用意」・米大統領が表明

　ブッシュ米大統領は3月29日のホワイトハウスでの演説で、28日に起きたインドネシア・スマトラ島沖
大地震について「米政府は（被災者などへの）支援の用意がある」と語った。今回の大地震後の対応について、
大統領が公の場で言及したのは初めて。大統領はすでに米政府の援助関係者が被災地での情報収集に動い
ているとしたうえで、現地での要望に応える形で適切な支援を実施していく考えを示した。米国務省のエ
レリ副報道官は同日の記者会見で、インドネシアに対してジャカルタの米大使館を通じて、10万ドルの援
助資金を提供したことを明らかにした。昨年12月26日にスマトラ島沖合で地震と大津波が発生した時に
は、休暇中だったブッシュ大統領は対応が鈍く、米メディアから厳しい批判を浴びた。今回の地震では、米
政府全体が発生直後から素早く対応している。（日経新聞 2005.3.30）

赤十字、ニアス島に救援チームを派遣

　インドネシア赤十字と国際赤十字は現状確認チームと医療スタッフの計12名をニアス島に派遣し、3月
29日午後2時に現地入りした。物資確保と通信情報の専門家も含まれている。このほかに3月29日夕方、40
名のボランティアがメダンからシボルガを経由し、シボルガからフェリーを使ってニアス島に向かう予
定。コメ1.5トン、魚の缶詰10ダース、飲料水150ダース、遺体収容袋500セット、医薬品なども運ぶ。救急車
1台も輸送する予定。国際赤十字連盟もメダンにセスナ機一台を用意した。インドネシア赤十字のマリイ・
ムハマド事務局長は3月29日にメダン入りし、被災地との調整を始めた。（Media Indonesia 2005.3.29）

救出作業は数日間継続される

　赤十字社のヘリ・アンシャーは、行方不明者の捜索・救出活動は数日間行うと語った。ヘリ氏によれば、
2004年12月26日の地震のあと「バンダアチェでは被災から6日後に救出された人もいたのです」。シムル
島では5時間の救出作業を経て、52時間ぶりに13歳の少女が瓦礫の中から救い出された。彼女は数ヵ所の
擦り傷以外、大きな怪我をしていなかった。（AP 2005.3.31）

被災地を支援する国際社会の動きが本格化

　AFP通信によると、シンガポールは軍のヘリコプターと、医療・救援要員を同島に派遣。オーストラリア
は、支援物資を積んだ輸送機2機などを現地へ派遣したほか、80万ドル近くの緊急資金援助と仮設医療施
設を提供する。中国政府もインドネシアに対する50万ドルの資金供与を表明した。また、スマトラ島最西部
で活動していた国連や各国の支援要員も、今回の地震の支援活動に加わっている。（読売新聞 2005.3.30）

暴力でなく人道支援競うゲーム、国連食糧計画が提供

　干ばつと戦争に見舞われた孤島に一刻も早く食糧を届けよ──。こんなミッションを競う人道支援ゲー
ム「Food Force」が国連食糧計画（WFP）から発表された。人を殺す暴力ゲームではなく人を救うゲームを
通じ、子供たちに人道支援について知ってもらう狙いだという。ゲームの舞台は「シェイラン」という架空
の島。何万人もの避難民が発生し、緊急の食糧援助を必要としている。プレイヤーはヘリコプターで状況を
偵察、避難民に空中から高エネルギービスケットを投下し、武装した反政府勢力と交渉しながら、食糧援
助を通じて村の再建支援に当たらなければならない。これらの仮想ミッションは、WFPがスマトラ沖地震
による津波被害の救援物資を届けるに当たり、実際に直面した課題がモデルになっているという。「Food 
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Forceが子供たちの関心をかき立て、エイズとマラリア、結核を合わせたよりももっとたくさんの人が飢え
で死亡していることを理解してほしい」とWFPは説明。世界中の子供たちにオンラインで対戦してもらう
ため、専用サイトwww. food-force. comも開設した。（ITmedia. co. jp 2005.4.14）

国連：緊急援助隊を疑似体験するゲームを配布

　国連の食料援助機関、世界食糧計画（WFP）は4月14日（米国時間）、WFPの活動を疑似体験できるパソコン
ゲーム「フード・フォース」の無料配布を開始した。緊急援助隊の一員となり、内戦と干ばつに苦しむインド洋
の島に物資を送り届けるゲームで、遊びながらWFPや食糧問題を知ってもらうのが狙いだ。WFPは、スマト
ラ沖大地震の救援で存在感を示したが、この機会にPRに力を入れる。ゲームは実際の活動をリアルに再現。ヘ
リコプターで現地調査したり、輸送機で食料を投下、トラック隊で地雷を避けながら難民キャンプを目指す。
対象は8～13歳だが、3次元CGを駆使した本格的な作品で、大人でも楽しめそうだ。専用ウェブサイトでは、
食糧問題を解決するために児童・生徒ができることを紹介したり、教師用の教育素材も提供している。サイト
からダウンロード可能で、OSはウィンドウズとマックOSに対応。当初は英語版だけだが、他の言語も準備中
だ。（毎日新聞 2005.4.15）

（3）マレーシアの対応
アブドゥラ首相、ユドヨノ大統領に被災地支援の意志を伝える

　マレーシアのサイド・ハミド・アルバール外務大臣によれば、マレーシアのアブドゥラ首相は3月29日
にインドネシアのユドヨノ大統領に電話で連絡し、同日未明（マレーシア時間）の地震で犠牲となった人
びとに対して哀悼の意を伝えるとともに、インドネシアに対して支援を行う意志があることを伝えた。

（Bernama 2005.3.29）

マレーシア、国内の2空港を外国機に開放

　マレーシアのチャン・コンチョイ運輸大臣は、スマトラに救援物資を運ぶ外国機が同国スバンのスルタ
ン・サラフディン・アブドゥル・アジズ・シャー空港とランカウイ国際空港に離着陸することを歓迎すると
語った。（Bernama 2005.3.29）

マレーシア・サラム基金、救援チームを派遣

　マレーシア・サラム基金（Yayasan Salam Malaysia）はスマトラの西海岸に2チームの救援チームを派
遣した。ニアス島、シボルガ、シムル島など大きな被害が予想される3地域に向かう。先発隊7人は3月30
日午前8時30分にメダンを出発し、後発隊2人も同日午後にメダンを出発する予定。（New Straits Times 
2005.3.30）

マレーシア医療救助協会、アチェ駐在のボランティアをニアス島に派遣

　マレーシア医療救助協会はバンダアチェからボランティア4人をニアス島に派遣する予定。同協会会長
のジェラミー医師によれば、バンダアチェには18人のボランティアが駐在しており、ニアス島に向かうヘ
リコプターを調達中とのこと。ジェラミー医師は、バンダアチェからニアス島まで9時間かかると見込んで
いる。（New Straits Times 2005.3.30）

マレーシア赤新月社、救助員を派遣

　マレーシア赤新月社は救助員3人をニアス島に派遣した。救助員はニアス島で4～5日間活動する予定。
（Bernama 2005.3.30）
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クアラルンプール病院、救急医療の専門家をニアス島に派遣

　クアラルンプール病院は救急医療の専門家4人をニアス島に派遣し、マレーシア赤新月社やマレーシア
医療救助協会などと協力して被災者の治療にあたる。（Bernama 2005.3.30）

フォース・オブ・ネイチャー基金、被災地支援策を協議

　フォース・オブ・ネイチャー基金のラザリ特使によると、同基金の理事は3月31日の朝に緊急会議を開き、
29日未明（マレーシア時間）に発生した地震の被災地に対する支援について話し合った。同基金は、29日に
サラム基金が派遣した現地調査員3人から報告を受けた後、被災地を支援する計画を作成する。ラザリ特使
は、マレーシア政府がフォース・オブ・ネイチャー基金を設立した目的は救援作業にあるのではなく、復興・
再建事業にあると強調したが、「災害が発生すれば、マレーシア政府としてはそれをただ傍観しているわけ
にいかない」。（星洲日報 2005.3.31）

■ 12月 26日地震・津波への対応
マレーシア赤新月社、2,200万リンギの義捐金を集める

　マレーシア赤新月社の名誉会計ファティマー・スライマンが4月1日明らかにしたところによると、2004
年12月26日にスマトラ沖で地震が発生して以降、マレーシア赤新月社は2,200万リンギ（約6億1,600万円）
の義捐金を集めた。そのうち113万リンギ（約3,164万円）をマレーシア、アチェ、スリランカなどの被災者
に対する緊急支援や医療活動のために供出した。すでに予算の割り当てが決まっている計画に、マレーシ
アの被災者の公衆衛生の維持・向上（630万リンギ: 約1億7,640万円）や、同社が「養子」にしたスリランカの
ある一村の復興事業と孤児院の設立（150万リンギ: 約4,200万円）などがある。また、アチェ州に対しては、
災害時の救援物資を保管する倉庫の設置（290万リンギ: 約8,120万円）や、移動診療所や飲料水供給装置の
設置（120万リンギ: 約3,360万円）、同社の「養子村」となった北アチェ県ロスマウェのブランバンガット村

（Blang Bangat）の復興事業と児童福祉施設・幼稚園の設立（1,280万リンギ: 約3億5,840万円）などのほか、
ピディ県とバンダアチェに孤児院を設立する計画がある。ファティマーは、「われわれは漁船やミシンなど
経済活動に役立てうる道具を提供することで被災者の生活を再建していく」と述べた。また、アチェ州での
支援活動に関して「全てインドネシア政府と地方当局の承認を必要とする」と語った。（Bernama 2005.4.1）

マレーシア国軍、4月25日までにアチェから撤退

 アチェにおけるマレーシア国軍の活動を指揮しているシャフルディン・アブドゥラー准将によれば、マ
レーシア国軍は4月25日までにアチェから撤退するとのこと。シャフルディン准将は、アチェでの任務を
終えて4月1日にインドラ・サクティ号でクラン港に到着した65人の人員を迎えた際に、以上のように語っ
た。今回帰国した派遣隊は、バンダアチェやモスクの清掃作業のほか、600万リンギ（約1億6,800万円）を投
じた大アチェ県ジャントの救済センターの建設と、大アチェ県ローンでの100戸の住宅建設を任務とした。
准将によれば、マレーシア国軍は2004年12月の地震発生以来、ヌリ・ヘリコプター2台、CN235航空機1台、
C130輸送機数台、軍艦2隻、人員550人をアチェに派遣したとのこと。マレーシア国軍がアチェで使用した
5台のブルドーザーはアチェ州政府に寄付される。現在アチェに駐在しているのは将校7人と兵士104人。

（Bernama 2005.4.1）

マレーシア政府、被災者・被災孤児のための住宅建設を継続中

　ナジブ副首相は、マレーシア政府はアチェ州の被災者および被災孤児を収容する2つの住宅建設計画を
現在も継続中であると語った。ナジブ副首相によれば、「建設計画は当初、マレーシア国軍の工兵が実施す
るはずだったが、外国の軍隊が全てアチェから撤退したため、われわれもマレーシア国軍をアチェから撤
退させることにした。だが住宅建設計画は、マレーシア津波被害支援基金の資金に基づき、民間人や民間
企業などが実施していく」とのこと。2つの計画にかかる費用は750万リンギ（約2億1,000万円）の見込み。
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（Bernama 2005.4.3）

マレーシア国軍、できるだけ早くアチェから撤退する予定

　ナジブ副首相によると、マレーシア国軍の医療チームはすでにアチェから撤退し、現在アチェに駐留し
ているマレーシア国軍兵士の数は100人。残りの兵士もできるだけ早期にアチェから撤退するとのこと。

（Bernama 2005.4.3）

マレーシア津波被害支援基金に集まった義捐金は約6,857万リンギ

　首相府のマレーシア津波被害支援基金は4月4日までに、6,856万9469リンギ71セン（約19億1995万円）
の義捐金を集めた。津波被害支援委員会の委員長を務めるナジブ副首相が同日の国会で明らかにした。こ
のうち津波被害支援基金が直接集めた金額は2,479万8,825リンギ48センで、残りの4,377万644リンギ23
センはメディア各社が集めた。それによると、ブリタ・ハリアン紙とニュー・ストレート・タイムズ紙、TV3、
8TVからなるメディア・プリマ・グループの集めた義捐金総額は44,770万850リンギで、そのうち3,777万
850リンギが津波被害支援基金に寄付された。また、スター紙が集めた義捐金総額は2,157万3,151リンギで、
そのうち313万1,885リンギ68センが津波被害支援基金に寄付された。また、ウトゥサン紙とメイバンクが
合同で集めた286万7,908リンギと、ウトゥサン・グループが集めた373万3,395リンギ71センも津波被害
支援基金に寄付された。ナジブ副首相によれば、このうちすでに2,143万4,143リンギ50セン（約6億15万円）
が被災者に対する初期支援として供出されたとのこと。（Bernama 2005.4.4）

初期支援に供出した2,143万リンギの内訳

　4月4日の国会でナジブ副首相が語ったところによると、初期支援に供出した2,143万リンギの内訳は、
国内で犠牲となった68人と海外で犠牲になった6人の遺族に対する見舞金や、けが人の治療費、家屋・漁船
の修築、避難民に対する見舞金など。そのほかに2,076万リンギが住宅建築費用に、2,300万リンギが漁業
や農業のインフラ修築に費やされた。住宅建設はすでに終了した。入居者が負担する住宅建設費用は月50
リンギで、残りは政府が補助する。また、外務省によるアジア津波災害基金は2,498万リンギに達し、そのう
ち300万リンギをインドネシアに、100万リンギをスリランカに、53万リンギをモルディブに寄付したと
のこと。ナジブ副首相は「ニアスに対しても支援を広げたい。マレーシア特別救助隊（Smart）やマレーシア
医療救助協会のボランティアを送る用意は整っている。だがインドネシア政府から許可が出るのが遅れて
いる」。ナジブ副首相は、支援金を受け取っていない被災者はそれを政府に知らせるよう呼びかけた。これ
に対してバァェン区選出議員リム・ホックセン（DAP）は、タンジュンピアンダンの6世帯とクアラクラウ
の15世帯の養殖業者がまだ補助金をもらっていないことを報告した。一方、プンダン区選出議員モハマド・
ハヤティ・オスマン（PAS）は、母親が死んだ場合は見舞金が出るのに息子が死んだ場合には見舞金が出な
いのはなぜかと質問した。（New Straits Times 2005.4.5） 

スター紙、政府とNGOに義捐金を寄付

　スター紙は2739万7908リンギ13セン（約7億6715万円）の義捐金を集めた。そのうち476万5581リン
ギ50セン（約1億3344万円）を政府のマレーシア津波被害支援基金に、1233万1092リンギ45セン（約3億
4527万円）をマレーシア赤新月社に、1030万1234リンギ18セン（約2億8844万円）をマレーシア医療救助
協会に寄付した。スター・メイバンク津波基金が集めた286万7941リンギ62セン（約8030万円）はマレー
シア津波被害支援基金に寄付された。（Star 2005.4.7）

アブドゥラ首相、マレーシア政府はアチェへの支援を続けていく

　アブドゥラ首相は4月6日の国会で、マレーシア政府はアチェの津波被災者に対する支援をインフラ設
備の復興・再建も含めて継続していくと語った。だが、それらは全てインドネシア政府の許可に従うとした。
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「これまでの支援も、物資の受け取り、輸送、保管、被災者への配給を行う中で、調整作業を通じてインドネ
シア政府の許可に従ってきた。インドネシア国軍など地元当局の同意を得てきた」。首相によれば、マレー
シア海軍の戦艦は13回の物資輸送を行い、毎回平均480トンの物資を輸送したとのこと。国家安全局が指
揮するバンダアチェの支援センター司令部は、まだ活動を行っている。また、ラザリ・イスマイルが会長と
する基金を設立し、募金活動を行うことを政府はすでに決定している。（Utusan Malaysia 2005.4.7）

NGOは義捐金の用途を透明化させねばならない

　マレーシア医療救助協会の会長ジェミラー・マフムド医師は、スター紙が集めた義捐金を受け取る際、同
協会は「1リンギの単位まで支出内容を説明できる」とし、公共の資金を受け取るNGOは資金の管理を透明
化させ、説明責任を果たさなければならないと語った。同協会はアチェでの緊急活動にすでに164万8,317
リンギ44セン（約4,615万円）を供出した。アチェの復興・再建にさらに1,000万リンギ（約2億8,000万円）
を見込んでいる。その内訳は、住宅80戸の建設に61万6,000リンギ、住宅250戸の再建に250万リンギ、避
難民センターの経営に50万リンギ、孤児院に100万リンギ、シアクアラ大学医学部学生の学生寮に50万リ
ンギ、健康管理センターに120万リンギ。また、看護師養成学校2校に35万リンギと85万リンギ、看護師宿
舎に45万リンギ、整形外科病棟に75万リンギ、薬剤師・看護師養成学校の教材や実験室設備に90万リンギ、
津波の危険性を伝えるための「知識バス」に75万リンギをそれぞれ予定している。（Star 2005.4.7）

マレーシア赤新月社、義捐金の支出金額を公表

　マレーシア赤新月社は、スター紙が集めた義捐金を受け取った際、同社の計画とその予定金額を公表した。同
社名誉会計のファティマ・スライマンによると、アチェ支援には1,279万リンギ（約3億5,812万円）の支出を予
定している。その内訳は、「養子村」にした北アチェ県ブランマガット郡のカンポンブランマガット（Kampung 
Blang Mangat）に342万700リンギ、ピディの孤児院に328万9,000リンギ、バンダアチェの孤児院に459万
1800リンギ、災害予防支援活動に28万8,500リンギ、2つの移動診療所に120万リンギ。（Star 2005.4.7）

グローバル・シク、サバンとパロイを拠点にアチェでの支援活動を継続中

　2004年12月26日の津波のあと、アチェの被災者を支援するためにマレーシア・シク青年組織が設立した
グローバル・シクは、ウェー島のサバンと大アチェ県ローン郡パロイ（Paroe）*のロスドゥ（Lhok Seudu）を
拠点として活動を行い、これまでに支援チームを8回派遣している。各派遣隊は20人から編成され、3週間
活動し、そのうち1週間は移動に費やされる。派遣チームは、クダ州のランカウイ島から18時間かけて船で
ウェー島に向かう。インドネシア政府は最近まで支援組織はメダンを通るよう求めていた。サバンの病院
では、地元の医師9人のうち4人が犠牲になったため、グローバル・シクの4人の医師と4人の看護婦が治療
に加わった。輸送班は食糧を運び、その他数名はスマトラの西南海岸地域を航行し、生存者を探した。彼ら
はがサバンやパロイに拠点を定めたのは、そこには支援チームがまったく入っていなかったためだった。
第1次派遣隊に参加したジャグマホンはこう語る。「スマトラ西南海岸の集落をまわったとき、住人の4分
の3が被災していた。海岸から500m離れたところに船を停泊させた。海岸線が500m内陸に移動しており、
破壊された村が水面下に沈んでいたため、それ以上中に入れなかった。治安上の理由から、パロイでは陸地
にキャンプを設置できなかった。パロイはGAMの活動家がいる地域として知られていたため、そこに入る
べきかどうか非常に迷った」。グローバル・シクはパロイ沖に停泊した船を拠点に、パロイやクルンカラ、ビ
リク、チョジュンパ、ライウンなどで支援活動を行った。「パロイでは女性や子どもが食糧を求めてバンダ
アチェまで歩いていった。道は破壊され、車は村に入れなかった。わずかに残った50人の男は遺体の埋葬に
忙殺されていた」。グローバル・シクがパロイに到着したというのを聞きつけて、バンダアチェに向かって
いた村人は村に引き返した。インドネシア国軍の協力の下、使えるものは何でも使った。乗り捨てられたト
ラックやチェーンソーなどを使い、村の奥に入れるよう道を整備し、橋を作った。5,000～6,000人の被災者
に対して応急手当を施し、食糧運搬を行ってきたが、現在は公衆衛生に対する意識の向上や、教育の再開な
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ど復興・再建事業を中心に活動を行っている。グローバル・シクは、漁船5隻、漁業網、種、くわ、シャベル、ミシ
ン10台、トイレなどを被災地に寄付した。「すでに700万米ドルの支援を送った。今もっとも必要とされてい
るのは住宅だ。まだ依然として多くの人びとが仮設避難所に滞在している」。ハルチャランジット・シンは次
のように語る。2月6日まではパルに停泊していた船を拠点としていたが、モンスーンの季節に入りそれが危
険となったため、現在はサバンを拠点としている。この新たな拠点は、サバン市長がグローバル・シクのため
に提供してくれたものだ。グローバル・シクはウェー島で18の避難民キャンプを支援している。「食糧の配給
を受け取って、村人は嬉しそうだった。だがわれわれがコーランを持ってきたとき、彼らは食べ物を投げ出し
て走りよってきた。彼らは『これが一番ほしかったんだ！』と喜んだ」。その後、祈祷用の敷物と本を寄付した。

「当初、多くの人がこの世が終わると思っていた。彼らの周囲にあるものは全て破壊され、村の住人のほとん
どが死に、外界との接触が絶たれていたからだ」。ハルチャランジットの妻ハルミンデール・カウールも支援
活動に参加した。彼女は第6次派遣隊に加わり、手工芸とパッチワークを指導した。女性に対して菓子製造の
支援を行う計画もある。菓子製造・販売で生計を立てていた女性も多かったが、津波によって型やオーブンを
失ってしまった。ハルチャランジットとハルミンデールは6歳の息子に促されてアチェに行ったとのこと。

「津波のニュースを見た後、わたしは泣いていた。それを見ていた息子が、『何かやらなきゃ。お父さんとお母
さんはあの人たちを助けることはできないの？』と聞いてきた」。グローバル・シクは6ヵ月から1年間かけて
支援活動を行う意向である。だが、インドネシア政府はNGOの活動を4月27日までに限定している。ハルチャ
ランジットは、アチェの村人の未来は不確かだと語った。（Star 2005.4.7）

【*ParoeはParoやParoiなどとも表記される。】

アチェの被災孤児を支援するためのコンサートがクアラルンプール市内で開かれる

　イスタナ・ブダヤ（文化宮）のパングン・サリ・シアターで4月8日、「歌と映像の津波コンサート」が行われた。
津波の惨状や人道支援活動の画像が歌に乗せて映し出され、1つの物語を形作るといった趣向だった。ザイ
ナル・アビディンやリザ・ハニム、ニン・バイズーラ、ラバンニなどマレーシアで人気の12人の歌手やグルー
プが出演した。詩の朗読も行われ、イスラム教の祈祷も捧げられた。このコンサートはアチェの被災孤児を
支援する資金を募る目的で、マレーシア福祉社会連盟（Ikatan Masyarakat Penyayang Malaysia、IMPEG）
とクアラルンプール市政局、イスタナ・ブダヤ、文化・芸術・文化遺産省が共催した。コンサートにはアチェ
で救助支援活動を行ったボランティアや政府関係者が招待されたほか、ナジブ副首相夫妻やマハティール
前首相夫妻、ライス・ヤティム文化・芸術・文化遺産大臣夫妻、ルスディハルジョ駐マレーシア・インドネシア
大使夫妻などが出席した。今回のコンサートでは、100万リンギ（約2,800万円）の義捐金が集まった。（Utusan 
Malaysia 2005.4.12）

支援物資の余剰分をオラン・アスリ局に寄付

　マレーシア国軍アチェ派遣隊司令官シャールディン・アブドゥラー准将は、アチェの津波被災者のため
に集められた支援物資が530トン残っており、この余剰分をオラン・アスリ局に寄付したいと語った。余剰
物資は主に飲料水や衣類で、いずれも良好な状態で国防省とクラン港に保管されており、国防大臣を兼任
するナジブ副首相の同意もすでに得ているとのこと。シャールディン准将は、アチェにおける水の供給は
すでに十分満たされており、マレーシアから船で飲料水を輸送する必要はもはやないと語った。（Bernama 
2005.4.16）

【オラン・アスリ：半島部マレーシアに住む先住民族の総称。人口は約9万2,000。ヌグリト、セノイ、プロト・
マレーの3グループに大別されるが、さらに18の下位グループに分けられる。（篠崎香織）】

マレーシア海軍の軍艦による物資輸送、4月20日で終了

　マレーシア国軍アチェ派遣隊司令官シャールディン・アブドゥラー准将は、3ヵ月間にわたって行われて
きたマレーシア海軍の軍艦を使ったアチェへの支援物資輸送を4月20日に終了すると語った。物資輸送に
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活躍してきたマハワンサ号は、マレーシア国軍兵士68人と救援・復興活動で使用した車両などを迎えるた
め、アチェに向けて最後の航海に出発する。（Bernama 2005.4.16）

マハティール前首相「メディアは津波被災者の報道を続けるように」

　スマトラ沖の地震と津波のニュースはもはや「ホット」な話題ではないが、地震・津波被災者の生活再建
を支援するうえで、世論が彼らのことを忘れ去らないよう、メディアは人びとの関心を引き付けておく必
要がある。マハティール前首相は4月15日にニアス島の小さなマハティール君と面会した際、上のように
語った。2人の面会は、ウトゥサン・マレーシア紙がマレーシア航空とマレーシア赤新月社の協力を得て実
現した。マハティール君ははにかみながらもワシリヤ孤児院の代表役をしっかり務め、地震によって破壊
された孤児院の修復を支援してくれるようマハティール前首相に伝えた。マハティール前首相は孤児院の
支援に努めると述べ、辛くても強く耐え、希望を失わないよう孤児院の友達に伝えるようマハティール君
に託した。「彼らは大学まで進めるよう努力しなくてはならない。そうしてこそ自分の状況を改善し、運命
を変えることができるのだ」とマハティール前首相は語った。（Bernama 2005.4.15）

（4）日本政府・日本社会の対応
■国際緊急救助隊・医療チームを派遣

政府、医療チーム派遣検討…スマトラ沖地震

　インドネシア・スマトラ島沖の地震について、外務省は、同国政府の要請があれば、直ちに国際緊急援助
隊の医療チームを派遣する方向で準備している。また、インドネシア、マレーシア、タイ、スリランカなど周
辺国の在外公館などを通じて、情報収集に全力を挙げている。町村外相は3月29日午前の閣僚懇談会で、政
府の対応として「国際緊急援助隊の出動も考えないといけない」と語った。小泉首相は同日昼、「まだ余震か
どうか分からない。状況を確認することだ」と記者団に述べた。（読売新聞 2005.3.29）

政府、医師ら11人の緊急援助隊派遣へ　スマトラ沖地震

　スマトラ島沖で起きた地震を受け、日本政府は医師ら計11人からなる国際緊急援助隊・医療チームを3
月30日にインドネシアに派遣する方針を決めた。テント、発電機、毛布など1,500万円相当の物資支援も行
う。このほか、外務省は29日、同省や消防庁、警察庁の職員などからなる捜索救助チーム約50人と医療チー
ム約20人の計約70人の国際緊急援助隊を派遣する体制を整備。防衛庁も医療や輸送支援などにあたる自
衛隊の部隊を派遣する方向で準備に着手した。（朝日新聞 2005.3.29）

スマトラ島沖地震で日本が緊急援助、医療チームも派遣

　スマトラ島沖の地震を受け、政府は3月29日夜、インドネシア政府の要請を受け、テント、毛布、発電機な
ど総額1,500万円相当の緊急援助物資を提供する方針を決めた。国際緊急援助隊の医療チーム11人を30日
に派遣することも決定した。緊急援助物資は、シンガポールにある国際協力機構（JICA）の備蓄倉庫から、
チャーター機で31日にも被災地のニアス島などに届けられる予定。小泉首相は29日、インドネシアのユド
ヨノ大統領に対し、地震災害についてお見舞いのメッセージを出し、日本政府として支援の用意があるこ
とを伝えた。（読売新聞 2005.3.29）

スマトラ沖地震で政府派遣の援助隊、成田出発

　インドネシア・スマトラ島沖のインド洋で起きた大規模地震を受けて、政府が派遣を決定した国際緊急援
助隊医療チームが3月30日午前、大きな被害が報告されているニアス島へ向けて成田空港発の航空機で出発
した。ジャカルタ経由で31日中の現地入りを目指す。派遣されるのは、外務省、国際協力機構（JICA）の関係者
と医師、看護師、薬剤師ら11人。2週間程度、医療活動にあたる。同空港内で行われた結団式で、団長を務める
外務省アジア大洋州局南東アジア第2課の青山滋弥・インドネシア班長は「ニアス島は北スマトラ州でも辺境



295アチェ、ニアス復興のあゆみⅢ　2005年3月28日～4月29日

の地。スマトラ派遣は3度目だが、今回が一番緊張している」とあいさつ。他のメンバーも「精いっぱい貢献し
たい」と話していた。（読売新聞 2005.3.30）

JICAの医療チームがニアス島に出発

　巨大地震による被害が徐々に判明するなか、国際協力機構（JICA）の国際緊急援助隊の医療チームやNGO
（非政府組織）が3月30日、被災地のインドネシア・ニアス島に向けて動き出した。メンバーの中には前回のス
マトラ島沖の巨大地震の際に派遣された人たちもいる。発生から2日目を迎え、「時間との勝負」と、日本の支
援が活発になってきた。JICAの医療チームは3月30日午前、成田空港で結団式を開き、出発した。一行は医師
2人、看護師3人、薬剤師1人ら総勢11人。ニアス島で2週間、医療支援にあたる。横浜労災病院の医師庄古知久
さん（38）は「建物の倒壊がかなりあり外傷患者が多いだろう。早く診てあげたい」と話した。
　JICAは昨年12月26日に発生したスマトラ島沖大地震・津波の際にも7回、延べ約140人の医療チームを被
災各国に派遣した。今回のメンバーの1人、東京都立川市の災害医療センターに勤める看護師、大澤志保さん

（30）は2月に2週間、自衛隊通訳の健康管理担当として、スマトラ島北部バンダアチェに入った。海岸から車
で20分ほど離れた内陸部に民家を借りて、通訳らと共同生活した。街は復興に向かっていた。が、海岸近くに
行くと建物は土台だけが残り、街の中にも崩れた塀や土砂でつぶれた商店など、津波のつめ跡が残っていた。
大澤さんは30日未明、出発準備の合間に「今回は地震直後。もっと大変だろうと想像しています」と話した。
　29日午後8時ごろ、JICAから派遣の電話が入ると、同居する母親に「頑張ってきなさい」と声をかけられ
た。前回と違って今回は被災者の看護にあたる。「現地が実際にどうなっているのか、色々と不安はありま
す。ただ、現地の人は2度も大きな地震に襲われ、精神的にも大変な衝撃を受けているはず。体だけでなく心
のケアにも気を配っていきたい」（朝日新聞 2005.3.30）

緊急援助隊増派も

　3月30日午前に成田空港からニアス島に向けて出発した国際緊急援助隊・医療チームについて、高島報
道官は「要請があれば増派も考えている。（医療チームとは）違った種類の緊急援助隊が来てほしいという
要請があれば、それに応えて派遣する」と語った。（朝日新聞 2005.3.30）

日本の緊急援助隊第一陣12人、ニアス島到着

　インドネシア・スマトラ島沖で起きた大地震で深刻な被害を受けたニアス島に3月31日、日本の国際緊
急援助隊の第一陣が到着した。4月1日にも現地での被災者への医療活動を始める。同隊は医師2人、看護師、
医療コーディネーターなど合わせて12人。一行はインドネシアのメダンからヘリで到着した。青山滋弥隊
長は「現地のニーズを踏まえ、地元関係機関とNGO（民間活動団体）と連携してできるだけ早く活動を始め
たい」と語った。同島では、世界食糧計画（WFP）が調達した食料約300トンもまもなく到着する見込み。イ
ンドネシア政府当局者によると、大地震による死者数は1000～2000人に達する可能性があるという。（読
売新聞 2005.4.1）

政府、ニアス島に医療チーム2次隊派遣

　政府は4月6日、先月のスマトラ島沖地震で大きな被害を受けたインドネシアのニアス島に、国際緊急援
助隊・医療チームの第2次隊17人（医師3人、看護師4人など）を派遣すると発表した。7日から順次、日本を
出発する。3月30日に派遣した第1次隊11人は、10日に活動を終え帰国する。外務省によると、3日から3
日間で380人が同隊の診察を受けたという。（毎日新聞 2005.4.6）

■日本人の安否確認
外務省、在外公館を通じて現地の日本人に避難や警戒を呼びかけ

　今回は、昨年12月の地震と津波被害の経験を踏まえ、外務省と気象庁が連携した。地震発生直後、気象庁
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は外務省に津波情報などを提供。外務省はこれに基づき、インドネシアをはじめインド洋沿岸、アフリカ東
岸の計10ヵ国の在外公館を通じ、現地の日本人に避難や警戒を呼びかけた。（読売新聞 2005.3.29）

外務省、アチェ州に滞在する日本人の安否を確認中

　多くの死傷者が出ているとされるニアス島に邦人が滞在しているとの情報はない。震源地に近い同国の
アチェ州とは電話が通じにくい状態が続いている。同州周辺にいる日本人は、民間活動団体（NGO）や報道
機関、国際機関の関係者が多いと見られる。外務省は、各団体と連絡を取り、安否確認を進めている。（読売
新聞 2005.3.29）

日本人スタッフ全員安否確認　日本赤十字

スマトラ沖地震で、日本赤十字社はインドネシアのアチェ州の病院などに23人を派遣し医療支援を行っ
ている。これまでに日本人スタッフ全員の安否を確認したという。震源地に近いムラボーにいた同社の粉
川直樹・国際救援課長は「横揺れが3分ほど続き、シャンデリアが大きく揺れ、棚などから物が落ちた。宿舎
の周辺にある建物の被害はそれほどではないが、津波を心配する現地の人たちはパニック状態で次々とバ
イクや車で海岸とは反対の方向へ向かっていく姿が見えた」と話した。粉川課長によると、大きな津波被害
もなかったことから夜が明けてからは現地も落ち着きを取り戻し、自宅に戻ってくる住民も見られるとい
う。しかし、ムラボよりも震源に近いシムル島にいる日本人の女性看護師の報告では「住居も破壊され、住
民の中でもけが人が多数出ている」という。（毎日新聞 2005.3.29）

アチェ州の日本人49人中48人の無事を確認

　外務省は29日、震源に近いインドネシアのアチェ州に滞在していた日本人は49人で、うち48人の無事を
確認したと明らかにした。（朝日新聞 2005.3.29）

アチェの邦人全員無事　外務省が確認

　インドネシアのスマトラ島沖で起きた地震に関連し、高島肇久外務報道官は3月30日午後の記者会見で、
震源に近いアチェ州に滞在していた日本人49人のうち、安否不明だった最後の1人と連絡がとれ、全員の
無事が確認されたと発表した。（朝日新聞 2005.3.30）

スマトラ島など在留日本人、無事ほぼ確認

　在メダン総領事館によると、スマトラ島などに滞在、在留届を出している日本人は約450人。3月29日夕
までにほぼ全員の無事を確認したが、数人とは連絡が取れていない。震源に近いスマトラ島西部周辺に日
本人旅行者が滞在していたとの未確認情報もあるという。（読売新聞 2005.3.30）

ニアス島、シムル島で2人の日本人の安全を確認

　在インドネシア日本大使館によると、ニアス島と北隣のシムル両島には計2人の日本人が滞在していた
が、安全が確認された。日本人の被害報告はない。（日経新聞 2005.3.29）

ニアス島で日本人旅行者の無事を確認

　在インドネシア・メダン日本総領事館によると、ニアス島に在留邦人はいないが、29日夕までに日本人
旅行者1人が島内にいて無事が確認された。（朝日新聞 2005.3.29）

ニアス島に日本人旅行者1人との情報

　インドネシアのスマトラ島沖で起きた地震に関連し、高島肇久外務報道官は3月30日午後の記者会見で、
震源に近いニアス島で「日本人のバックパッカーが1人いて、島を出たがっている」との情報があることを
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明らかにした。日本の報道関係者から寄せられたもので、現地で調べているが、確認はとれていないとい
う。（朝日新聞 2005.3.30）

■NGOなどによる支援活動
スマトラ沖地震、日本NGOの支援本格化

　スマトラ島沖地震で阪神大震災の被災地、神戸市の非政府組織（NGO）などは3月29日、被災地への本格
的な支援に乗り出した。震源近くのインドネシア・ニアス島へ医師団や救援物資を送り込む。「被害状況が
判明次第、追加の支援も考えている」と継続的に取り組む方針。昨年12月のインド洋大津波で沿岸各国に
救援物資を届けたNGO「アジアアフリカ環境協力センター」（神戸市中央区）は被災者向けに毛布（約300キ
ロ分）をニアス島に届ける。早ければ31日にも空輸する。（日経新聞 2005.3.30）

アジア防災センター、研究員をニアス島などに派遣

　国内の防災機関やNGOなどは、被害状況の把握や医療活動のため、スタッフの派遣などを決めている。ア
ジア24ヵ国で構成する国際防災機関「アジア防災センター」（神戸市）は、3月31日から荒木田勝・主任研究
員をニアス島などに派遣。家屋の倒壊状況などを視察し、インドネシアの防災担当者に助言する。（読売新
聞 2005.3.30）

AMDA、医師ら4人をニアス島に派遣

　昨年末の地震以来、スマトラ島・バンダアチェで医療支援活動を続けているNGO「AMDA」（岡山市）は、
インドネシア支部の医師ら4人をニアス島に派遣し、医療活動などを行う。（読売新聞 2005.3.30）

AMDA、本部職員をニアス島に派遣

　国際医療ボランティア「AMDA」（本部・岡山市）も30日、本部職員の松永一さん（36）をニアス島に派遣し
た。調整員として、AMDAインドネシア支部の医師団の支援や、医薬品の購入などの任務にあたる予定と
いう。松永さんは前回のスマトラ島沖地震の直後にも、津波の被害を受けたインドに派遣され、2ヵ月以上
活動した。「前回の経験もあるので、淡々とやるだけだ」と話していたという。 （朝日新聞 2005.3.30）

AMDA、追加派遣も検討

　医療NGO「AMDA」（岡山市）は30日に本部職員の松永一さん（36）を調整員としてニアス島に派遣する。
津波で壊滅的な被害のあったインドネシア・バンダアチェで活躍する現地の医師ら3人と合流、被災者の手
当てや被害状況の調査にあたる。同島の犠牲者は数百人との情報もあり「追加派遣も検討する」という。（日
経新聞 2005.3.30）

AMDAの調整員、松永一さんがニアス島へ

　スマトラ島西岸沖で発生した地震で、3月30日に岡山空港を出発した国際医療援助団体「AMDA」（本部・
岡山市楢津）の調整員、松永一さん（36）は「『助かる命があればどこへでも』とのAMDAの原則を忘れず、犠
牲者の数だけにこだわらず、必要とされる援助活動をしたい」と話した。松永さんは骨折患者などの外科手
術に備え、医療キットや消毒液、包帯、抗生物質などの荷物計約40キロを持参する。被害が特に大きいニア
ス島には31日に入る予定。「医師らが効率的に働けるよう活動場所や交通手段、宿泊地を選定し、調整員の
責任を果たしたい」と抱負を述べた。（毎日新聞 2005.4.1）

昨年末のスマトラ島沖地震義援金でアチェ州に中学校建設

　昨年12月のスマトラ島沖地震と津波の被害を受けたアチェ州に日本からの義援金で中学校が建設され
ることになった。義援金は日本インドネシア協会（福田康夫会長）が同国駐在経験のあるビジネスマンや企
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業、法人会員から集めたもので総額約770万円。福田会長が3月31日、都内の同国大使館でアブドゥル・イ
ルサン駐日大使に手渡した。福田会長が「額は少ないが、インドネシアを愛する人々の気持ち」と話すと同
大使は「義援金の使い道をいろいろ考えたが、日本の方々の気持ちを現地に残すには学校がよい」と感謝を
述べた。（日経新聞 2005.3.31）

日本インドネシア協会が義援金767万円

　日本インドネシア協会（東京都中央区）は3月31日、昨年12月のスマトラ沖大地震・大津波の被災地イン
ドネシアへの義援金767万3000円をインドネシア大使館に贈った。第二次大戦中、同国に駐留した旧日本
兵やその遺族約150人からの約100万円が含まれている。同協会会長の福田康夫前官房長官から義援金を
受け取ったアブドゥル・イルサン駐日大使は「アチェ州の学校再建に使いたい」と話した。協会参与で近衛
歩兵第3連隊に所属しアチェ州などに駐留していた池上信雄さん（86）＝東京都中野区＝は「2回の大地震に
見舞われたスマトラの人々のことを戦友会のみんなが心配している。息の長い支援活動をしたい」と話し
た。（毎日新聞 2005.4.1）

スマトラ沖地震支援募金8,600万円に　JAグループ

　JAグループは、昨年12月に発生したスマトラ島沖地震被害に対して3月末まで募金活動を行ってきたが、
全国のJA・県中・県連役職員から合わせて8200万円、全国機関からは400万円と、寄せられた支援募金は総
額8600万円となった。JAグループの募金額としては過去最高。このうち、すでにタイにはタクシン首相の
救済基金とタイ協同組合に計3000万円を贈呈済みで今後、残りの約5600万円をインドネシアとスリラン
カに贈呈する。いずれも大統領の災害救援基金と農協、農業者団体に贈呈することにしている。スマトラ島
沖地震と津波被害は、タイでは南部西海岸に被害が集中。協同組合の被害総額は約1億7100万円と報告さ
れている。インドネシアはアチェ州にある4120の協同組合のうち598協同組合が被害にあっており、スリ
ランカでは海岸線沿いにある514の協同組合が津波被害を受け、被害総額は約10億円と報告されている。

（JAcom.or. jp 2005.4.14）

津波被害支援、NGO「ジョイセフ」がリサイクルで

　スマトラ島沖地震と津波で大きな被害を受けたインドネシア最西部の都市、バンダアチェの医療施設を
支援するため、東京・新宿区のNGO（民間活動団体）「ジョイセフ」では、パソコン用プリンターの使用済みイ
ンクカートリッジを集めている。1キロ450円でリサイクル業者に買い取ってもらい、津波で流された医療
施設を再建するための資金に充てる。今年1月から集め始め、これまでに約6キロが寄せられたが、金額に
するとまだ2700円にしかならない。ジョイセフでは「リサイクルの精神を生かした国際協力にぜひ参加し
てほしい」と呼びかけている。（読売新聞 2005.4.15）

アチェ州の子にマラリア診断キットを　地震被災のインドネシア

　スマトラ沖地震とインド洋大津波で被災したインドネシア・アチェ州の子どもたちにマラリア診断キッ
トを送ろうと、佛教大社会学部の満田久義教授（56）が募金の呼びかけを始めた。診断キットは1セット125
円で、10万セットの寄付を目指している。アチェ州では、大津波による洪水で多くの水たまりができ、マラ
リアを媒介するカの大量発生が懸念されている。同国ではマラリアによる死亡者が多く、感染を予防、治療
するには診断キットが欠かせないという。募金は、診断キットを製品化するインドネシアの研究所に送る。
これまでに各国の研究者や機関が協力して1万セットを寄付したがまだ足りず、あらためて広く協力を求
めることにした。22日、京都府庁（京都市上京区）で会見した満田教授は「8月には現地を視察して診断キッ
トの活用状況を検証する。その後に『アチェにマラリア診断キットを送る会』をつくり、継続的に支援する」
と話した。（京都新聞 2005.4.23）
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■小泉首相のバンダアチェ視察
小泉首相、バンダアチェを視察

　小泉純一郎首相は4月21日夕、50周年を迎えるアジア・アフリカ会議（バンドン会議）に出席するためイ
ンドネシア訪問に出発する。首相は22、23両日にジャカルタで開く首脳会議に出席。アフリカ向けに政府
開発援助（ODA）を数年間で倍増させる方針のほか、昨年末のスマトラ島沖地震の津波被害を踏まえ、復興
や津波予防への包括的な支援策を表明する。23日には同地震で最大の被害を受けたバンダアチェの被災
地を視察。24日の50周年記念式典に出席したうえで帰国する。（日経新聞 2005.4.20）

地震、津波の被災地視察　首相がバンダアチェを訪問

　インドネシア訪問中の小泉純一郎首相は4月23日午前（日本時間同日午後）、スマトラ沖地震と津波で最
大の被害を受けたアチェ州の州都バンダアチェを訪問する。首相は世界食糧計画（WFP）による被災者へ
の日本政府援助米の配給状況や非政府組織（NGO）による生活物資の配給状況、移動診療所の状況などを視
察。小学校を訪れ、被災児童らを見舞う。日本はこれまで15億ドルの無償資金協力や津波の早期警戒シス
テムの構築、国際緊急援助隊の派遣など被災地支援に取り組んでおり、首相が現地入りすることで実績を
アピールする狙いがある。（神戸新聞 2005.4.23）

首相、地震・津波被災地を視察…子供たちと交流も

　小泉首相は4月23日午前（日本時間同日午後）、昨年末のインドネシア・スマトラ島沖地震と津波で甚大
な被害を受けた同島北部のバンダアチェをチャーター機で訪れ、被災地を視察した。首相は22日のアジア・
アフリカ会議（バンドン会議）首脳会議での演説で、アジア・アフリカ地域の防災・復興支援に力を入れる考
えを表明しており、食糧など支援物資の支給や巡回医療活動の現場を自らの目で確かめる考えだ。また、民
間活動団体（NGO）や国際機関のメンバーとして支援活動に従事している日本人関係者と意見交換するほ
か、被災地の子供たちと交流する。（読売新聞 2005.4.23）

津波被災地に支援継続／首相、フラフープ披露

　インドネシア訪問中の小泉純一郎首相は4月23日、スマトラ沖地震と津波で最大の被害を受けたアチェ
州の州都バンダアチェを視察した。首相は視察後、記者団に対し、日本政府として支援を継続していく考え
を強調した。ラムブン地区では、世界食糧計画（WFP）による食糧の配給状況の説明を受けるとともに、近
隣の住宅の被害状況を視察。現地入りしている玉村美保子WFP日本事務所長に「海は向こうか？」などと
質問しながら、津波の状況を聞いた。非政府組織（NGO）による布団などの生活物資の配給や巡回医療活動
の様子も視察。地震で建物が崩壊し仮校舎を使っている小学校では、被災児童らにユニセフ支援物資の箱
の中にあったフラフープを取り出して回してみせ、児童らから歓声が上がった。（四国新聞 2005.4.23）

小泉首相：アチェ州を視察　小学生とフラフープも

　インドネシア訪問中の小泉純一郎首相は4月23日、スマトラ沖大地震で大きな被害の出たアチェ州を視
察した。大津波が町ごと押し流した荒野を目の当たりにして「4ヵ月たってこの惨状。たいへんな恐怖、被害
だったと思う」と驚き、被災者を支援する世界食糧計画（WFP）や日本のボランティア団体のスタッフらを
激励。州都バンダアチェ市では小学校を訪れ、歌や踊りで大歓迎を受けた。学用品などの援助物資の中から
フラフープを見つけた首相は子どもたちと一緒に腰で回して遊び、「子どもたちの明るい笑顔、勇気づけら
れますね。日本の支援も役立ってるのかな」。世界が注目する日中首脳会談を前に、貴重な憩いの時間にも
なった。（毎日新聞 2005.4.23）
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ニアス島グヌンシトリの被害・救援状況

カトリック信徒、地震後初の礼拝を野外で行う

　ニアス島のカトリック信徒は4月3日、地震後初めての礼拝に集った。ローマ法王ヨハネ・パウロ二世の
死を悼み、ニアス島での救援活動中にヘリコプター事故で死亡した9人のオーストラリア人兵士に祈りを
捧げるためだ。サンタマリア聖堂で礼拝が始まった時、マグニチュード6.2の余震が発生し、150人の礼拝
参加者はあわてて聖堂の外に飛び出した。その後、祭壇やろうそく、十字架などを聖堂の外に移動させて、
礼拝は再開された。グヌンシトリのほかの教会でも、野外礼拝の光景が見られた。ミカエル・トプル神父は

「法王の死によってわれわれの苦しみはさらに増した」と述べ、強い信仰心を持ち続けるよう人びとに呼び
かけた。神父は、オーストラリア人兵士のヘリコプター事故は島民に衝撃と悲しみをもたらしたと付け加
えた。トプル神父は「ニアス島がまもなく沈没すると恐れ、多くの人びとがシボルガに逃げている。そんな
ことはありえない。どうか冷静に」と信者を諭した。（Star 2005.4.4）

（1）津波警報・避難
津波警報で住民が一時混乱、6時間後に警報解除

　ニアス島では、サイレンが鳴り響き、津波警報が出され、パニック状態に陥った数万人が自動車などで沿
岸地域から高台に避難し、一時混乱状態となった。しかし、地震発生時から6時間が経過した時点で、大規模
な津波の兆候は出ておらず、多くの地域で津波警報は解除された。ニアス島グヌンシトリの副市長は地元
テレビに対し、3万人の住民のうち1万人が高台に避難した、と述べた。（ロイター 2005.3.29）

いったん岸に向かってから丘に避難、4時間後に津波への不安が高まる

「ツナミ、ツナミ」の叫び声が響く中、1キロほど離れた岸辺に向かうと、多数の家屋が次々に倒壊、その前
で泣き崩れる家族がいた。路地には大けがをした人や死亡したと見られる人が横たわっていた――ニアス
島の街グヌンシトリに住む警察関係者は29日、日本からの国際電話に現地の様子を語った。激しい揺れを
感じて家の外に飛び出し、いったん岸に向かったが、小高い丘へと引き返した。午前3時ごろ、丘の上にはす
でに300人ぐらいが集まり、「ツナミが来たのではないか」「街がなくなったかもしれない」という情報が流
れ、一時パニック状態になったという。ニアス島の病院関係者は29日午前、国際電話に「津波はなかったよ
うだ。被害の状況はよく分からないが、壊れた家の下敷きになっている人が多いようだ。病院に向かう途中
の橋のいくつかが壊れているみたいだ」と語った。この病院だけで、すでに100人を超える死傷者が運ばれ
ているという。スマトラ島から約200キロのインド洋に浮かぶニアス島は、昨年12月の巨大地震の震源に
近く、被害が大きかった地域のひとつだ。（朝日新聞 2005.3.29）

地震後、津波警戒のアナウンスなし

「ニアス島には津波はきませんよ」。海岸沿いのミガビーチ・ホテルの従業員、ダーリさん（23）によると、地震
の後、建物の外に宿泊客5人を誘導したが、丘の方には避難しなかったという。インド洋大津波の際も島に津
波の被害がなかった、というだけの理由だ。地震後、島内に津波警戒のアナウンスも流れなかった。ニアス島
はサーフィンに最適の波が立つことで知られ、サーファーの聖地とも呼ばれる。大津波が押し寄せていれば、
さらに被害が拡大したことは間違いない。（産経新聞 2005.3.30）

地震発生時は暗闇の中をはだしで走って逃げた

　ニアス島は、昨年12月26日の巨大地震津波の最大被災地アチェ州に近いが、このときの被害は同州に比
べて圧倒的に小さかった。人口約70万の島で、死者は北部と西部の計122人。東部にあるグヌンシトリでは
揺れも津波も小規模で、避難した住民は1人もいなかった。それでも、住民は地震に敏感になっている。今回
の地震発生直後は暗やみの街をはだしで高台へと走り、自宅が全壊した主婦メリー・リムさん（55）は「誰も
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が『急げ』と叫んでいた」と恐怖を振り返る。わずか3ヵ月前のアチェ州の光景は、住民の目に「この世の果て」
の惨状として焼き付いていた。（東京新聞 2005.4.2）

（2）社会基盤の被害・回復状況
■市街地の被害状況

グヌンシトリの市街地の80%が被害

　3月28日深夜に発生したM8.7の地震はニアス県の県都グヌンシトリの市街地の80%に被害を与えてい
る。ユドヨノ大統領の代理としてニアス島に派遣されることになったシララヒ氏は「現地の地域軍管区司
令官とニアス県副知事の報告では、街の80%が被害を受けている。少なくとも家屋500棟が倒壊し、住民は
押しつぶされている可能性があるとのことだ」と述べた。犠牲者数は数百人から数千人との憶測が流れて
いるが、実際の犠牲者数は不明。シララヒ氏は28日夜から29日朝までニアスと連絡をとっていた。昨夜の
時点では停電していた。（Kompas 2005.3.29）

家屋の約3分の1が全壊、住民は高台のテントに避難

　12月の大津波では被害を受けなかった農場経営手伝い、マイマン・ラロッサさん（18）は「地震後、多くの
住民が月明かりを頼りに高台に避難した。道路に亀裂が入ったため、乗用車での移動は困難で大半が歩い
ていた」と話した。避難者の大半はさらなる地震や津波を恐れ、高台のゴム園などにテントを張って待機
しているという。マイマンさんの集落では家屋約1500軒の約3分の1が全壊したと証言した。（毎日新聞 
2005.3.29）

市街地では建物の3割が全壊

　無残に陥没した屋根、その間から上がる白い煙、駆けつけた救急隊員は「いったい何人が犠牲になったの
か」と嘆いた。スマトラ島西岸沖で発生したマグニチュード（M）8.7の大地震から一夜明けた29日、インド
ネシア海軍の航空機に同乗して、震源地に最も近いニアス島に入った。懸念された新たな津波被害は見当
たらなかったが、市街地では建物の3割前後が全壊していた。多くの島民が倒壊した家屋の下敷きになって
いる可能性がある。島民らは新たな地震・津波を恐れて高台に逃れ、自宅に戻っていなかった。
　北スマトラ州の州都メダンから海軍機で約1時間南下すると、青く広がるインド洋上にニアス島が現れ
た。油ヤシの大農場が広がる美しい島だ。航空機は海岸に沿って低空飛行した。12月の大津波によるとみ
られる樹木の倒壊が確認できた。海軍機は県庁所在地グヌンシトリの市街地から約20キロ南のグヌンシト
リ空港に着陸。航空機を降りて市街地に向かう。数十戸ずつ崩壊した建物があり、道路沿い数百メートルに
わたってすべての電柱が傾いている地域もあった。地震直後からの停電が続いていた。柱だけになった家
屋から煙が立ち込めている地域も数ヵ所あった。ニアス県の副知事は毎日新聞の電話取材に「地震直後に
市場などで火事が発生した」と話した。（毎日新聞 2005.3.29）

中心部に近づくほど被害が拡大、町の機能はまひ

　ニアス県の県庁所在地グヌンシトリ市の被害が最も大きく、数軒から十数軒の全壊家屋の群れが点在、
テント数張りの避難所も数ヵ所できていた。商店はほとんど閉まり、町の機能はまひしていた。同市中心部
に近付くほど被害は拡大。道路はひび割れや、数センチから最大約40センチの段差が各所にでき、路肩が崩
壊している個所もあった。空港付近では厚さ約2メートル、長さ約8メートルの岩盤ががけから道路の端に
割れ落ち、散らばった破片が道路をふさいでいたが、ブルドーザーで同日撤去した。（毎日新聞 2005.3.30）

グヌンシトリで2万人が家を失う

　サーフエイド・インターナショナルによると、グヌンシトリでは2万人が住む家を失った。（AP 2005.4.1）
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■空港
グヌンシトリで空港の滑走路が破損

　国軍によると、グヌンシトリ空港の滑走路（1350メートル）は300メートルにわたって破損したほか、多
くの亀裂が入っており、29日午前に偵察機をニアス島に派遣、状況を調査し可能であれば同日午後にも空
路で救援部隊の移動を開始するという。（毎日新聞 2005.3.29）

空港の滑走路に亀裂、復路分の給油燃料も不足、南北の港も破壊

　29日朝にヘリコプターで被災状況を調べた政府高官によると、空港の滑走路は亀裂が走って150メート
ル以上損壊し、管制塔も壊れ、ヘリか小型機しか使えない状態。復路分の給油燃料が島に不足しているので
救援機が入りにくい状態という。空港からの主要道路は寸断され、橋も数ヵ所で落ち、電柱も多く倒れて停
電が続いている。南北にある港も破壊された。ただ、同高官は「情報が交錯した当初の推測より、被害は少な
い可能性がある」との見方も示した。（朝日新聞 2005.3.29）

ニアス島の空港に被害、セスナ機とヘリコプターのみ使用可能

　メダンのインドネシア空軍基地に設けられた北スマトラ災害対策本部の情報によると、1400メートル
の滑走路を有するニアス島のビナカ空港は700メートルにわたってひび割れなどの被害を受けている。こ
のため、ヘラクレスやボーイング型の飛行機は離着陸ができず、空路によるアクセスはセスナ機やヘリコ
プターに限られている。（Waspada 2005.3.30）

ビナカ空港は使用可能、ただし空港からグヌンシトリまでの道路は通行不能

　ニアス島グヌンシトリのビナカ空港の使用状況についてリザル北スマトラ州知事は、インドネシア空軍
はすでにカッサ（Cassa）機2機、ノムド（Nomed）機1機を着陸させており、全く使えないわけではないと説
明した。問題は空港からグヌンシトリまでの道路で、7キロにわたって通行が不可能になっているという。
したがって、グヌンシトリへの救援物資の輸送はヘリコプターを使うことになるだろうと述べた。（Tempo 
Interaktif 2005.3.30）

ニアス島＝メダンの定期便、再開の見通し

　インドネシア国営アンタラ通信によると、ニアス島の中心都市グヌンシトリと、スマトラ島の主要都市
メダンを結ぶ定期航空便が早ければ4月1日にも再開する見通しになった。33人乗りの小型機を日に1～2
便就航させる予定という。ニアス島の空港は滑走路などが壊れているが、空港当局者が小型機の離着陸な
ら可能と判断したという。（朝日新聞 2005.4.1）

空港の応急修理が完了、定期便の運航を再開

　グヌンシトリの空港の滑走路は3月31日夜までに応急修理が完了。インドネシアのメルパチ〔ムルパ
ティ〕航空は4月1日、グヌンシトリとスマトラ島の最大都市メダンの間の定期便の運航を再開した。支援
物資の搬入やニアス島からの負傷者の搬送を円滑化させるため、従来の1日1便から2便に増便した。（読売
新聞 2005.4.1）

ニアス島出身の青年、メダンの空港で2日間待ちぼうけ

　一刻も早くニアス島のグヌンシトリに戻り、家族の安否を確認しようと気がはやるジュニアント（35）
は、メダンのポロニア空港で2日間も待ちぼうけをくらっている。ジュニアントの母と兄弟は無事だった
が、家が大きく損壊し、ほかの数千人のニアス島の住民とともに避難所に身を寄せている。一方、おじと3人
のいとこは地震の犠牲となった。ジュニアントは地震があった晩、携帯電話のスイッチを切っていた。翌朝
そのスイッチを入れてみると、おじからのメッセージが入っていた。「おじさんのメッセージには『瓦礫に
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挟まれて身動きできない。息ができない』とあった。そして『許してくれ』と」。中国系クリスチャンのジュニ
アントによれば、彼の一家は100年前からグヌンシトリに住んでおり、「グヌンシトリではみんなが家族」
なのだという。ポロニア空港で彼は、日本人ジャーナリストのチャーター機に席を確保してやるともちか
ける呼び込みに取り囲まれていた。その朝彼は、ニアス島に支援物資を運ぶ軍用貨物機に席を確保できる
はずだった。その貴重な席は、カリフォルニア・フライド・チキンのベンチに座っていた40代の女性が、前の
晩に彼に保証したものだった。べレックスと名乗るその女性はこう言った。「関係者を知ってるわ」。ジュニ
ントは彼女と契約を結び、60万ルピア（約6720円）を支払った。ペレックスはジュニアントを何人かと一
緒にバンに押し込み、ポロニア空港の裏側に連れて行った。そこは空軍基地がある場所だった。ジュニアン
トとともにバンに押し込められたのは、ニアスに向かう飛行機を29日以来待ち続けているボランティアや
ジャーナリストだった。ペレックスはいろいろうるさく指図しながら歩き回り、空軍基地の将校に話しか
けていた。彼女の乗客が彼女に状況を尋ねるたび、彼女は「我慢して。待ってなさい」と答えた。1時間半ほ
どたってペレックスは席が確保できないと悟り、乗客たちに金を返した。ちょうどその時、ジュニアントの
携帯電話が鳴った。座席が確保できたかどうかを尋ねる親戚からの電話だった。「まだだよ」と答え、ジュ
ニアントは泣き崩れた。（New Straits Times 2005.4.1）

メダンからニアス島への交通はほとんど麻痺状態

　ニアス島に向かう飛行機の座席は非常に限られているため、一部のボランティアや救援物資はメダンで
足止めを食らっている。ニアス島の空港は地震で損壊し、空港に着陸できるのはヘリコプターと軍用機の
みとなっている。様々な組織から派遣されたボランティア約20人は空軍を頼みとするしかなく、3月31日
早朝からメダンの空軍基地で待機し、軍用機に座席を確保しようと試みた。だが座席数が非常に限られて
おり、その手配に混乱が生じているうえ、ユドヨノ大統領の視察によってニアス空港が一時封鎖されたた
め、ボランティアたちは気を揉むしかなかった。香港の『明報』は、ユニセフが派遣した6人の救援チームは
1人分の座席をやっと運確保したが、いつ出発できるか分からない状況にあると伝えている。31日には、午
前に軍用機１機が5人の記者と小型発電機1台と数箱の物資を乗せて被災地に飛び立ち、午後に数十名の
けが人を乗せた軍用機が被災地から到着したのみだった。救援物資の輸送も滞っている。中国から輸送さ
れてきた小型発電機十数台や、台湾から送られてきた遺体収容袋30～40箱などが輸送されないままとなっ
ている。個人所有のヘリコプターや小型飛行機で被災地に飛べると触れ込み、あちこちで救助スタッフや
記者を勧誘している人もいるが、彼らは濡れ手に粟で値を吊り上げ、飛行機のチャーター代は2,000～3,500
米ドル（約21万円～約29万円）に達している。メダンからニアス島に向かうには軍用機で直接入る以外に、
メダンからシボルガまで飛び、そこから5時間船に乗ってニアス島に入るルートもあった。だが、シボルガ
空港は3月31日午後以降軍の管制下に置かれ、離陸した民間機が引き返させられるという事態も起こって
いる。ニアス島に向かう交通はほとんど麻痺状態となっている。（星洲日報 2005.4.1）

シボルガの空港では救援機が殺到して混乱

　緊急支援の拠点となっているニアス島の対岸スマトラ島シボルガでは、救援機などが殺到し、空港が混
乱した。3月31日には医師や援助物資を積んだオーストラリア政府の救援機2機が着陸許可が下りずにジャ
カルタに引き返した。（朝日新聞 2005.4.1）

サッカー場を臨時の発着基地に

　空港も、損壊した滑走路を復旧できず、軽飛行機かヘリコプターしか着陸できない状態。国軍はサッカー
場を臨時の発着基地に充てている。（東京新聞 2005.4.2）

メダンで待ちぼうけをくらったニアス島の青年、グヌンシトリに到着し救出活動に参加

　ニアス島へのアクセスを保証してやるという客引きのいい加減な約束のせいで、ポロニア空港とメダン
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の空軍基地を行ったり来たりしてとんだ無駄骨を折ったジュニアントは、ヘラクレス輸送機に席を確保し、3
月31日の朝グヌンシトリから40km離れたビナカ空港にたどり着いた。グヌンシトリに着くやいなや、ジュ
ニアントはメダンで妹に託された工具を駆使して、5日間瓦礫の下敷きとなっていたヘンドラ・ガンコーヘン
の救出活動に参加した。シンガポールやメキシコの救援隊の助けを得て、ジュニアントたちはヘンドラをつ
いに救出した。「今日〔4月2日〕の朝10時頃、ヘンドラの声が聞こえたそうだ。あきらめちゃいけないと僕は
思った。なぜなら彼は強くて、タフで、とてもたくましいのだから。彼は自分の自転車屋で、いつもたくさんの
重労働をこなしているんだ」。夕方5時45分にヘンドラの救出に成功すると、ジュニアントは救助隊員たちに
抱きついて、「ありがとう！みんなありがとう！」と叫んだ。（New Straits Times 2005.4.2）

メダンからシボルガ経由でニアス島入りの行程

　3月28日に地震が起こった後、本紙ではニアスに記者を派遣することを24時間以内に決定した。筆者と
カメラマンの2人は上司の命令を受け、ニアス島に急行することになった。だがその試みは挫折した。われ
われはメダンからシボルガに飛ぶ予定だったが、シボルガ空港が閉鎖されたため、メダンで3日間足止めを
くらった。地震以前はメダンとニアス島を結ぶ空路があったが、ニアス島の空港が地震で破壊され使用で
きない状態になっていたため、シボルガがニアス島への玄関口の1つとなっていた。だがシボルガ空港はユ
ドヨノ大統領一行のために道を空ける必要があったため、閉鎖されてしまった。その閉鎖が解かれたのは
2日後だった。ムルパティ航空に乗ってシボルガ空港に着いた後、車に45分乗ってシボルガ港に到着した。
シボルガ港にはニアス島に向かう船を待つ何千人もの人びとが待機しており、窒息しそうな混雑ぶりだっ
た。現地の住人である「ザカリアさん」がニアス島へのチケットを入手するのを手伝ってくれた。船は150
人乗りだったが、出発の日は約300人が乗船した。10時間ほど「ベトナム難民」となり、グヌンシトリ港にた
どり着いた。そこからグヌンシトリの被災地まではオートバイで約15分かかった。被災地に到着したのは
朝9時だった。（Utusan Malaysia 2005.4.10）

■電話
グヌンシトリの市街地は完全に麻痺、島内の他地区の状況は不明

　ニアス島を襲った地震はグヌンシトリの街を麻痺させている。通信手段は携帯電話を除いて途絶えてい
る。二階建て以上の家屋や建物は倒壊し、グヌンシトリの橋は寸断されている。午前1時現在、ニアス島の
ほかの郡の状況は確認されていない。地震は3月28日、インドネシア西部時間午後11時10分に発生した。
earthquake.usgs. govによると、地震の規模はM8.2、震源地は北スマトラ州西岸のシボルガから南に205
キロ、メダンから南西に245キロの地点。震源の深さは30キロメートル。2004年12月26日の地震以来最大
規模の地震。（NiasIsland.com 2005.3.29）

ニアス島支援の宇野さん、「ニアス島に電話が通じない」

　国際NGO「わかちあいプロジェクト」（本部・東京）のスマトラ島事務所代表を務める宇野仰さん（46）
は、スマトラ島北部のタルトゥン市で地震に遭った。今年1月、支援物資の食糧や衣料品を届けるため、2
泊3日の日程でニアス島を訪れており、「ニアス島の知人に電話が通じず、心配です」と話した。（朝日新聞 
2005.3.29）

電話回線が寸断され、情報面でも孤立

ジャカルタとの電話回線が寸断された島は、情報面でも孤立した。日本の気象庁などは発生後、インド洋沿
岸諸国に津波の可能性を警告したが、ニアス島では当局からの住民に対する情報提供がなかった。政府に
よる被害状況の把握は遅れ、余震におびえる住民らは今も情報から閉ざされたままだ。停電が続き、新聞も
届かない島で、国内外からのメディア記者に「もっと大きな地震が来るというのは本当か」と、聞き回って
いる。（東京新聞 2005.4.2）
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■陸上交通
交通はバイクが頼り、ガソリンスタンドに200台以上

　グヌンシトリでは電柱が道をふさいでいる。重機などが少なく、復旧作業が始まらない。余震も続いてい
る。道を走る自動車は、政府や軍、国連の車や救急車などわずかで、バイクが頼りだ。ガソリンスタンドでは
バイクが200台以上、行列していた。（朝日新聞 2005.3.30）

ガソリンスタンドでは販売制限、順番待ちは3時間以上

　島に1つしかないガソリンスタンドは3月29日の休業後、30日午前9時に開店したが、午後になっても
1000人以上がオートバイに乗って店の前に密集していた。店は1人600～700ミリリットルに販売制限し
ているが、県庁職員のダーウィンさん（29）は「3時間半待っているが順番がこない。開店3時間前から待っ
ている人もいたようだ」と話した。（毎日新聞 2005.3.30）

配給所に連日の長い列　スマトラ沖地震で被災のニアス島

　ニアス島では、ガソリン販売店や米の配給所に連日、長い列ができている。島中心部に近いガソリン販売
店では、4月1日も朝から雨の中、数十人が並んだ。ガソリンを入れるためのペットボトルを持ち、午前8時
の開店の2時間前から並ぶ人もいた。ガソリンが不足しており、地震後は一度に2リットルしか販売してい
ない。また、島中心部近くには2ヵ所しか販売所がないため、混雑は深刻だ。
　島の人の主な移動手段はオートバイ。バイクタクシーの運転手、テマさん（28）もガソリンの確保に頭を
痛めている。「援助関係や取材の外国人らが大勢、島に来て、普段の3倍も仕事があるのに、ガソリンが足り
ない。8リットル入れられるのに、なかなか満タンにできない。遠くに行く仕事は断っている」と恨めしそ
うに話す。テマさんは上着や帽子を脱いだり着たりして、別人のふりをして何度も列に並び直していると
いう。「監視している兵士に見つかったら殴られるけど、仕事をするためには仕方ない。早く元通りに、自
由にガソリンを買えるようになってほしい」。
　ガソリン販売所の向かいにある米の配給所も女性や子供を中心に一日中、大混雑している。10キロの米
の袋を頭の上にのせたり、自転車にくくりつけたりして何キロも歩いて米を運んでいる。ニアス島のバエ
ハ市長は「水も食料も薬も、赤ちゃんの粉ミルクもすべて不足している。ガソリンは昨日、島を訪れたユド
ヨノ大統領がエネルギー省に対し不足しないよう指示してくれたが、まだまだ足りない。日本には物資だ
けでなく、壊れた橋や道路を修理するインフラ整備で特に協力を求めたい」と話した。（朝日新聞 2005.4.1）

ガソリンの値段は地震前の7倍に

　ニアス島内の移動手段は主にバイク。もともと乗用車やトラックが少ない。援助隊が車両を運ぶ手段も
船に限られるが、シボルガからの民間船は週に3便。不足するガソリンの値段は地震前の7倍に跳ね上がり、
物資を積んで走るトラックは見かけない。（東京新聞 2005.4.2）

水も電力も輸送手段も不十分、支援活動は難航

　ニアス島で活動しているマレーシア医療救助協会の支援チームによると、水や電力の不足により当地で
の支援活動は困難を極めているとのこと。また、道路や橋などがいたるところで破壊され、交通網が遮断さ
れているうえ、トラックなどの輸送手段が不十分で石油の供給も限られていることが状況をさらに悪化さ
せている。同協会は現在8人のボランティアをニアス島に派遣しており、そのうち3人がグヌンシトリで活
動している。（Star 2005.4.3）

ニアス島内の交通事情は依然として悪い

　マレーシア医療救助協会の副会長モハメド・イウラム・モハメド・サレーによれば、ニアスでは地震によっ
て損壊した細い道を通らねばならず、それが支援活動を困難にしているとのこと。これらの道はバイク以
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外で通行することは不可能だが、バイクでは支援メンバーや支援物資を運ぶのは困難である。また、たとえ
バイクで運んだとしても2、3日かかると思われ、ほとんどの道が4輪駆動車やトラックで通行可能だった
アチェとは状況が異なると語った。「われわれはサバ航空からヘリコプターを1台借りた。フランスのNGO
であるSamaritan's Purseから毎日ガソリンを2バレル寄付してもらっている。2～3時間の飛行が可能だ」。

（Bernama 2005.4.8）

グヌンシトリ＝テルックダラム間で四輪車の通行が可能に

　4月2日、グヌンシトリとイダノゴワ（Idano Gowa）の間は四輪車の通行が可能になった。また、イダノゴ
ワ＝テフェホシ（Tefehosi）＝テルックダラム間は4月4日から四輪車の通行が可能になった。ガソリンも、
ニアス県でソーラー50トン、プレミアム50トン、灯油50トンが、南ニアス県でソーラー28ドラム、プレミ
アム50ドラム、灯油50ドラムが搬入された。「緊急段階」のあいだは、引き続き燃料の搬入が行われる予定。

（Analisa 2005.4.11）

■港／フェリー
シボルガからの艦艇に乗って約100人の住民や家族がニアス入り

　グヌンシトリの港には、到着するフェリーで駆けつける家族を待つ人々が詰め掛けている。インドネシ
ア海軍が3月30日夜、対岸のスマトラ島シボルガから出港させた艦艇には、救援物資を積んだ空きスペー
スに約100人の住民や家族が乗っていた。暗い海を渡る船内で、メダンから実家に向かう男性は「両親を含
め家族9人を亡くした」と目を伏せた。（中日新聞 2005.3.31）

グヌンシトリ港は入港の順番待ち

「政府は大量の救援物資を用意した。しかし、それを島に上陸させる手段がない」。対岸の港町、スマトラ島シ
ボルガから、島最大の町グヌンシトリに向かうインドネシア海軍の艦艇内で、乗船していた兵士がそう明か
した。甲板と倉庫には白米や即席めん、飲料水の箱が山積みにされていたが、物資は島の数百メートル沖に停
泊した船内から運び出せていない。幅約40メートルの岸壁が1つあるだけのグヌンシトリ港は、大型船が1隻
接岸すると他の船は入港できない。先行した船の積み降ろしが終わるまで、停泊状態で半日ほど待たねばな
らず、港の沖では民間のチャーター船を含め、常に4～5隻が列をつくっている。（東京新聞 2005.4.2）

アンギン港桟橋の各所に亀裂　ニアス島

　4月2日、ニアス島の海岸部を見た。同島最大の港、アンギン港の桟橋には、各所に幅30センチを超える
亀裂が入り、港の機能は大きく低下していた。アンギン港にはスマトラ島からの定期船が1日に数便入港
する。地震後は、定期船に交じり、インドネシア海軍の艦艇も救援物資を満載して次々と到着する。しかし、
桟橋の破損で大型車が港に入れず、救援物資の積み出しは小型トラックやオートバイに頼っている。その
オートバイのドライバーたちも「島の道路は安心して入れない」と話す。今後、電力の復旧や道路整備に必
要な機材の運び込みには相当な困難が予想される。（毎日新聞 2005.4.2）

■電力
ニアス島、電力・通信網の85%が被害

　国有企業相スギハルトは3月29日、ニアス島の電力・通信網の85%が地震により寸断されたとの報告を
受けたことを明らかにした。被害は甚大であり、復興には災害対策本部主導で行うことになるだろうと述
べた。（Median Indonesia 2005.3.31）

中心部で少なくとも2件の火災、住民約1000人が空き地に避難

　AP通信によると、3月29日にグヌンシトリの中心部で少なくとも2件の火災が相次いで発生、住民約
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1000人が空き地に避難した。同夜は余震を恐れ、多くの住民が野宿したという。（読売新聞 2005.3.30）

住民は余震を恐れて屋外で夜を明かす

　住民らは余震による建物倒壊を恐れて屋外で夜を明かしており、臨時の救護所ができた島内のサッカー
場では負傷者が手当てを受け、重傷者は救援ヘリコプターで対岸のシボルガなどへ搬送されている。ニア
ス島など被災地では食料や水の不足も深刻化している。（毎日新聞 2005.3.30）

高台に避難した住民はろうそくや懐中電灯で2晩目を明かす

　高台に逃げている数千人の住民は、ろうそくや懐中電灯を頼りに2晩目を明かしたという。8割の建
物が倒れ、少なくとも6ヵ所で橋が崩落した。道路も寸断されており、町はほぼ孤立している。（朝日新聞 
2005.3.30）

ニアス島では全域が停電

　AP通信によると、ニアス島では3月29日夜の時点で全域が停電している。救助隊員はろうそくや懐中電
灯を使って、がれきの中の生存者の捜索に当たった。（産経新聞 2005.3.30）

ニアス島で停電、救援活動は難航

　スマトラ島西岸沖で発生した大地震で、インドネシア政府や国際機関は本格的な支援に乗り出したが、
最大の被災地となった震源近くのニアス島では3月29日夜現在、全島で停電が続いており、救援活動は難
航している。インドネシア政府当局者によると、これまでにニアス島で330人、シムル島で100人の死亡が
確認されているが、なお多くの人が倒壊家屋の下敷きになっているとみられる。ニアス島では停電のため、
救援隊はろうそくや懐中電灯を使っての作業を余儀なくされており、救助ははかどっていないようだ。（毎
日新聞 2005.3.30）

電気が通じているのは全体の15%、水道の復旧は1ヵ月先

　政府や国際機関による緊急支援は本格化しているものの、ニアス島の空港や港湾は一度に多数の航空機
や艦船を受け入れられず、多くの支援物資が対岸のスマトラ島西部の町シボルガに滞留している。さらに
島内では道路や橋が破壊され、多くの被災者に物資が行き渡っていない模様だ。緊急支援の停滞で、復旧・
復興のめども立っていない。政府によるとニアス島で電気が通じているのは全体の15％程度。水道の復旧
も最低でも約1ヵ月先となる見込みだという。（読売新聞 2005.4.4）

（3）救命救助・医療救護
■捜索・救出

グヌンシトリで停電、救出作業に困難

　AP通信によると、グヌンシトリのキリスト教会の神父は「街は完全に破壊され、炎が上がっている」と
語った。数千人の負傷者が出ているが、津波の襲来を恐れた医療スタッフは高台へ避難してしまったとい
う。現地警察当局者は「30分おきに余震に襲われているうえ、電力が途絶え、暗闇の中での救出作業は困難
を極めている」と語った。（毎日新聞 2005.3.29）

現地NGO、グヌンシトリで救援活動を開始

　3月29日午前8時40分現在、公共福祉のためのキリスト教協会（YAKKUM）はニアス島で21名の死者を
確認した。ニアス島グヌンシトリ市のYAKKUM緊急班のミカエル・ユダ・ウィナルノは、「市内をバイクで
巡廻したところ、21名の遺体を発見した。しかし死者数はもっと増えるおそれがある。昨夜から今まで倒
壊した家屋の下敷きになっている人がまだいるようだ」と述べた。グヌンシトリ市の建物の60％近くが倒
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壊した。宗教施設や公共施設も含まれている。また、コタ市場で火事が発生し、ディポネゴロ通りはシロン
ブ方面にかけて燃えている。「津波を伴った地震〔2004年12月スマトラ島沖地震〕の際には街の被害は軽
微だった。昨夜の地震は数百の家屋、政府関係の建物、3つのモスクと3つの教会、商店街ならびに2軒のホ
テルに被害を与えた」。YAKKUMはジャミ・モスクとアグン・モスクの2ヵ所にポスコ（詰め所）を設置し、
避難した住民を受け入れている。不足しているのは医薬品と医療スタッフ。食料については食料品店など
の協力を得て当面の分は確保したという。また、災害対策本部や「児童教育研究センター」などと協力して、
避難民の受け入れと犠牲者の救出を行っている。（Media Indonesia 2005.3.29）

役人や医師も避難、住民は「どこに救助を求めていいのかわからない」

　北部の中心都市グヌンシトリでは3月29日、「十数分ごとに余震がある。崩壊が怖くて行政の建物にも近
づけない。役人は避難して不在。どこに救助を求めていいのか分からない」との住民の声をメディアが伝え
た。病院も被害を受け、医師らも高台に避難したため、初期の救急活動がはかどらなかった模様だ。（朝日新
聞 2005.3.29）

救急隊員「被害の全体像が把握できない」

　ヘリコプターで現場に駆けつけた救急隊員は「被害の全体像が把握できない」と悲鳴を上げた。国軍は3
月30日から救援部隊や物資の空輸を始める。物資を運ぶ国軍の艦船3隻も29日、同島へ急派された。（毎日
新聞 2005.3.29）

瓦礫の下から自力で脱出

　3月29日の朝に自力で脱出したアレックス（27）は、瓦礫の下で、小さな光が差し込む方向へ出ようと身
体をよじった。近所の商店の人々の叫び声が聞こえたので、一緒に住む両親とともに声をあげたが、人々
の耳には届かなかったのか、立ち去ってしまったという。アレックスによると、父親は狭い空間に閉じ込め
られ、埃が立ちこめるなか、呼吸ができずに息絶えた。母親はまだ生きていたが、助かる可能性は低いと思
うと語った。アレックスが最後に父親を見たのは、地震が起ったときに外に出ようと扉を開けようとした
姿だった。しかし間に合わず、アレックスも両親も倒れてきた家屋に閉じ込められた。（Tempo Interaktif 
2005.3.30）

がれきに足を挟まれたまま息を引き取る

　運転手、ビクトルさん（51）は、崩壊した家屋のがれきで肩を強打した母、レニアワティさん（70）を抱えて
いた。ビクトルさんの近所にある2階建ての弟宅が全壊し、2階にいためい（17）とおい（6）が亡くなったと
いう。「大きながれきに足を挟まれためいを助け出そうと、ハンマーで石を砕こうとしたが、だめだった。
めいは血だらけで、ゆっくりと息を引き取った。おいはがれきが頭を直撃し、泣き声すら上げずに亡くなっ
た」。同じ家に住み2人の孫を亡くしたレニアワティさんはショックで食事を受け付けないという。（毎日新
聞 2005.3.29）

がれきからの救出作業あちこちで

　大地震から2日目の3月30日、ニアス島では全壊家屋の跡に人々が集まり、がれきの下敷きになった家族
や知人を助け出そうとする光景があちこちで見られた。市中心部の至るところで、人々ががれきの下から
家族を助け出そうとしていた。雑貨店経営、ウィウィウアントさん（38）は自分もすき間に数時間閉じ込め
られたが、素手でがれきをかき分けて脱出した。その後、がれきの下で亡くなった母（65）と2人のおばを助
けようと十数人で作業していたが、3人に覆いかぶさるコンクリート片はあまりに大きく、人力ではどうに
もならない。疲れきった顔でがれきの上に座り込み、「すき間から母の体が見えているのに……」とつぶや
いた。（毎日新聞 2005.3.30）
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がれきと泥のニアス島、倒壊家屋を素手で掘る住民も

　3月29日夜の降雨で地面はぬかるんでいる。住民は、生き埋めになった家族を救おうと、泥まみれになり
ながら素手でがれきを掘り起こしている。ある民家の前には、十数人の遺体が泥にまみれて横たえられて
いた。港に近い繁華街の一角では、3階建ての家屋が土台から崩れ、中には4人が生き埋めになった。しかし、
重機などがまだないことから、救出作業に入れない状況だ。飲食店員のデニーさん（22）は「今回の地震は5
分間も揺れが続いた。昨年12月の大地震よりも大きな揺れだった」と恐怖の被災体験を語った。（読売新聞 
2005.3.30）

50歳の女性、瓦礫の下から救出される

　ニアス県グヌンシトリで、3月28日深夜の地震以来瓦礫の下に閉じ込められていた50歳の女性が3日ぶ
りにインドネシア国軍によって救出された。グヌンシトリに住むユリアナ（50）は、地震が発生したとき、同
居する兄弟やその家族とともにすでに休んでいた。ユリアナはまだ救出されていない家族のことを心配し
ている。（Tempo Interaktif 2005.3.30）

がれきの中から悲鳴や声、30日になって静かに

　被災した島々はスマトラ島から船で十数時間かかることもあり、救援は遅れている。321体の遺体が確
認されたニアス島の中心都市グヌンシトリを30日訪れた朝日新聞ジャカルタ支局のインドネシア人助
手の目の前では、家族や近所の人たちは泥まみれになりながら、バールや板きれを使って助け出そうと
していた。住民によると、前夜まで町のあちこちで建物が崩れ、がれきの下から泣き叫ぶ声が夜通し聞こ
えた。バイクタクシーの運転手ルテルさん（23）は、自宅の下敷きになった兄の遺体を運び出すため、手作
業でがれきを取り除いていた。「体が見えるのに、何もできない。くやしい」。警察に連絡したが、誰も来な
い。周囲のがれきの中からも前夜までは悲鳴や声があがっていた。30日になって静かになった。（朝日新聞 
2005.3.30）

救助活動が難航、大量の医療物資やテントの要請

　ニアス島では3月30日、飛行場や道路の倒壊により、国連や民間団体による救助活動が難航している。発
生から2日たっても被害の全容は把握できない状態で、国連の援助関係者は「けが人の数は不明だが、現地
からは大量の医療物資やテントの要請がある」と述べた。（読売新聞 2005.3.30）

「けが人死んでしまう」ニアス島、援助遅れにいらだち

　グヌンシトリのサッカー場に設置された野外病院には数十人の重傷者が運び込まれたが、ベッドはなく
戸板に横たえられたまま点滴を受けている。対岸にあるスマトラ島の病院への輸送を待っている間に、意
識を失う人もいる。3月29日夜、同病院の支援にあたっていた欧米の援助関係者は「このままでは4人が死
んでしまう」と話し、移送態勢の遅れにいらだちをあらわにした。当局者によると、29日に島外に移送でき
た負傷者はわずか17人だった。（読売新聞 2005.3.30）

グヌンシトリは壊滅的な打撃を受けた

　ニアス島で重機など機材が不足し、倒壊した家屋などのがれきを住民が手で掘り返し、下敷きになっ
た被災者を救出しようとしている。島の中心都市グヌンシトリは壊滅的な打撃を受け、郊外の空港と同
市を結ぶ海岸道路は岩や土砂の崩落で寸断された。また空港の滑走路にも亀裂が入った。（CNN. co. jp 
2005.3.31）

「わたしは生きている」…携帯メールで助け求める　スマトラ沖地震

「お父さんは亡くなった。わたしは生きている。助けて」──。3月31日付のインドネシア夕刊紙シナル・ハ
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ラパンは、スマトラ沖地震の被災地ニアス島の主要都市グヌンシトリで、がれきの下に閉じ込められた少
女が、救助を求める携帯電話のメールを同級生に送っていると報じた。少女は中学生のメラニさん（15）。自
宅が倒壊し、父親や兄弟と一緒に下敷きになった。30日、懸命に救助を求めるメールが同級生に相次いで
届き、担任の教師と携帯電話で話した。倒壊した自宅に国軍兵士やフランス救助チームが集まり、名前を呼
びかけたが応答がなく、正確な居所は分からなかった。31日も捜索を続けるはずだったが、同日午前は、ユ
ドヨノ大統領の被災地視察で忙しかったため、兵士は1人も現場に姿を見せなかったと同紙は伝えた。（産
経新聞 2005.4.1）

がれき下51時間、13歳救出

「だれかいるの？　助けて」――。がれきの下から声が響いた。再び起きたスマトラ沖大地震から51時間
ぶりに、倒壊した家屋の下から13歳の少年が救出された。今回の地震で最も被害が大きく、多数の死者が
確認されているインドネシア・ニアス島。少年の救出は、悲嘆にくれる島民をいくらかでも勇気づけた。多
くの建物が倒壊したニアス島中心部で3月31日午前2時ごろ（現地時間）、地震発生から51時間ぶりに中学
生の少年が救出された。電器店の長男のミッチェル君（13）。頭に軽い傷があるものの、命に別条はないとい
う。ミッチェル君は電器店を営む父と母、妹2人の5人家族。母と妹の1人は遺体で発見された。父ともう1
人の妹の行方はまだ分かっていない。
　建物は1階が店舗で、2、3階が住居だったというが、跡形もなく崩れている。父方の伯母ユニさん（46）に
よると、地震が起きた時、ミッチェル君は2階の自分の部屋にいたという。揺れを感じてすぐ部屋の前にあ
る階段を下りて外へ出ようとした。その時、家が崩れた。しかし、たまたま1階の部屋のドアが斜めに倒れ、
小さなスペースができた。そのすき間に入る形で助かったという。ユニさんたちは地震発生直後から、親類
や店の従業員らと協力し、手でがれきを1つ1つ取り除いていった。かすかに声のようなものが聞こえたた
め、崩れた壁を取り除くと、「だれかいるの」「助けて」と叫ぶ声が聞こえた。近くにいたノルウェーの緊急援
助隊に助けを求め、まもなく救出された。
　ミッチェル君に「どれだけ閉じこめられていたのか分かる？」と尋ねると、「1週間くらいでしょ」と答え
た。「お父さん、お母さんはどこ？」とも、ユニさんに尋ねた。父ともう1人の妹はいまだにがれきの下で、
生存は絶望的だったが、ユニさんは「どこかに逃げているよ。心配しなくていいよ」と言うしかなかったと
いう。ユニさんは「心配するなと言ったけれど、落ち着いたころに両親のことを教えてあげないと」と、つ
らそうに話した。ミッチェル君が救出された現場付近は、建物のほとんどが跡形もなく倒壊し、強い死臭
が漂っている。どこから手をつけていいかわからないような状況の中での生存者救出だった。（朝日新聞 
2005.4.1）

商店経営者が遺体で見つかる

　スマトラ沖地震発生から5日目。壊滅的な被害を受けたニアス島の中心都市グヌンシトリ市中心部の商
店街ではなお、救助作業が続いていた。8軒の商店を経営していたリム・ワットキョンさん（70）は4月1日午
後4時、そのうちの1軒のがれきの中から遺体で見つかった。近所の人がリムさんの姿が見えないのに気づ
いたのは地震直後。最初は近所の人が手でがれきを取り払い、次には、なたやのこぎりを持って崩壊した店
の柱や屋根の破片を1つずつ取り払った。リムさんの遺体は商品の間から見つかった。リムさんの無事を祈
り続けた従業員のズルファンさん（28）は「機械なしではどうにもならなかった。もっと早く助け出してい
たら」と今にも泣き出しそうな表情を見せた。（毎日新聞 2005.4.1）

10歳少女を2日後に救助　ニアス島

　食料品店を経営するインドムさん（50）の娘ファニちゃん（10）は地震発生からほぼ2日後の3月30日午後、
がれきのすき間からほとんど無傷で助け出された。「地震の時は自分の部屋の外にいた。ものすごく揺れて
倒れたら体の上に壁や天井が落ちてきた。泣いて助けを呼んだけど、だれも来なかった」。真っ暗ながれき
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の中でファニちゃんは床をたたき続け、それに疲れると眠り込んだ。「だれかが壁を壊して私を外に出して
くれた。その時お父さんとお母さんはどこにいるのだろうと思ったの」。しかし、ファニちゃんの父インド
ムさんと母アグネスさん（50）はいずれも家の下敷きになって亡くなっていた。ファニちゃんの親類の人々
は「本人は（両親の亡くなったことを）知っているようだが、だれも、そのことを口にできないんだ」と話し
た。（毎日新聞 2005.4.1）

生後1週間の赤ちゃんと母親を救助

　インドネシアの地元テレビによると、グヌンシトリで4月1日、生後1週間の男の赤ちゃんと母親が救出
された。2人とも無事だが、父親や兄は見つかっていないという。（毎日新聞 2005.4.1）

国連、ニアス島での捜索・救出を終了し、復興・再建に移行

　国連の捜索・救出担当官オラフ・リングジェルデによれば、ニアス島における被災者の捜索・救出活動はこ
れ以上継続しても成果がないと思われるため、4月1日に終了し、復興・再建に移行するとのこと。グヌンシト
リでは倒壊した200棟の建物で4つの国際救助チームが捜索・救出活動を行ってきたが、現在では生存者より
遺体を発見することがはるかに多くなっている。リングジェルデ担当官は「もうこれ以上生存者はいない。3
月31日の朝に生存者を1人発見したが、それが最後だ。それから24時間経つが、そのあいだ生存者を発見して
いない。生存者の存在を知らせる物音が瓦礫の下から聞こえるという地元の人びとからの通報もない」と語っ
た。ニアス島では家屋1936棟、店舗122棟、モスク11棟、教会83棟、仏教寺院1棟、政府機関の建物30棟、学校
78棟が倒壊したり損壊したりした。（AP 2005.4.1）

スマトラ沖地震、ニアス島など救助難航・多数が下敷きに

　インドネシア政府などは4月2日までに、スマトラ島沖地震の被災地ニアス島などで下敷きとなった家
屋から200人以上を救出し病院に搬送した。依然430人以上が倒壊した建物などの下敷きになっていると
みられる。インドネシア国軍や海外のボランティアが倒壊した建物の下から相次いで島民を救出。ニアス
島の空港が一部再開され、オーストラリア軍300人や医療用ヘリコプター2機が到着、各国からの物資が
次々運ばれている。ただ現地ではマグニチュード（M）5以上の余震が続いており、救助活動は難航。安否の
確認にも手間取っており、インドネシア国家警察は2日昼の時点で死者確認数を前日と同じく、424人から
変えていない。（日経新聞 2005.4.2）

がれきの下、5日ぶり男性救出

　ニアス島で4月2日、男性が倒壊した自宅の下から5日ぶりに救出された。擦り傷程度で意識もはっきりし
ているという。AP通信などが伝えた。助かったのはグヌンシトリの町に住むヘンドラさん（42）。救助隊は前
日に作業を打ち切っていたが、家族が作業員を雇って捜索。がれきの中から助けを求める声が聞こえた。駆け
つけたシンガポールの救助隊員は「擦り傷はあるが、声はしっかりしていた」と話した。捜索や救助は難航し
ており、島の面積の1割ほどしか実施されていないという。各国の支援は本格化し、2日は医療関係者60人を
乗せた豪州海軍の艦船が到着した。（朝日新聞 2005.4.2）

5日ぶりに男性救出　ニアス島

　スマトラ沖地震の最大の被災地ニアス島では4月2日も生存者救出のため懸命の捜索が続き、主要都市
グヌンシトリのビル倒壊現場で、がれきの下敷きになっていた男性が5日ぶりに助け出された。同島など被
災地では遺体の収容も続き、インドネシア政府の現地対策本部は2日、計548人の死亡を確認したと明らか
にした。この日救出された男性は商業地区の目抜き通りにある自転車店店主ヘンドラさん（42）。2階建て
の店舗兼住宅が倒壊し、2階の住居に一緒にいた妻や２人の娘とともに生き埋めになった。
　同日午前、倒壊現場を捜索していた店員が「助けて。水が欲しい」と訴えるヘンドラさんの声に気付き通
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報。同国の海兵隊や、シンガポール、メキシコの救助隊が駆け付け、5時間以上の捜索の末、近所の人々や報道
関係者が見守る中でヘンドラさんを救出、病院へ搬送した。健康状態は良好という。母親のタンさんは「息子
は死んだと思い、ずっと泣き続けていた。せめて遺体は確認したいと神に祈っていたが、生きていたとは…」
と涙ぐんだ。助けを求める声に気づいた店員のエリパティ・テランバヌアさんは「最初は信じられず幽霊の声
かと思った」と話した。グヌンシトリでは、別の倒壊住宅でがれきの下に閉じ込められ、携帯電話のメールで
同級生らに助けを求めた中学生の少女、メラニさん（15）の捜索も続けられた。（産経新聞 2005.4.2）

ニアス島の電器店主、がれきの下から5日ぶりに救出

　ニアス島グヌンシトリの中心部で4月2日午後5時30分、崩壊した鉄筋コンクリート3階建ての住居兼電
器店のがれきの下に生き埋めになっていた店主の男性、ヘンドラ・ガンコーヘンさん（42）が、5日ぶりに救
出された。同日午前10時ごろ、近くを通りかかった人が、どんどんと壁をたたく音と、「寒い」と言うヘンド
ラさんの声を聞き、知らせを受けたシンガポールの救助隊が、クラッカーや飲料水をがれきの中に差し入
れながら、救出作業を続けた。深さ4メートルのコンクリートのがれきの下から助け出されたヘンドラさん
は、「ありがとう」と述べ、救急車で病院に運ばれた。医師の診断によると、腰にすり傷があるだけで、ヘンド
ラさんは「僕は元気だ」と記者団にしっかりした声で語った。1メートルのすき間の間に横たわって救助を
待っていたというヘンドラさんは「水は全く飲んでいなかった。妻と子供がそばにいたんだけど、死んでし
まった。もう少し早く救助に来てくれたなら助かったのに」と言い、泣き出した。（読売新聞 2005.4.2）

個人による捜索活動は依然として継続中

　グヌンシトリで支援活動を行っているマレーシア特別救助隊（Smart）は4月5日、痛ましい経験をした。お
しゃぶりをくわえたまま50代の祖母にしがみついている生後10ヵ月の乳児の遺体を瓦礫から引き上げた。
Smartの隊長モハマド・ヤアコブ・ジュソーによれば、瓦礫と化した店舗跡で乳児の祖母の弟に雇われて2人
の捜索を行っていた避難民が祖母の手を発見し、Smartの助けを得て人力で10時間かけて瓦礫を掘り起こし
たが、2つの遺体を引き上げる結果に終わったとのこと。祖母の弟でタンと名乗る40代の男性は、孫と同居
して小さな店を営んでいた姉一家の安否を確認するためスラバヤからやってきたが、2つの遺体と対面す
る結果となり、悲しみに打ちひしがれた。同じ家に住んでいたメイドの遺体はバラバラの状態で、同じ建物
の別の部屋で発見された。（Bernama 2005.4.5）

携帯電話のメールで助けを求めていた少女

　すっかりスマトラ沖地震が話題に上らなくなったところに、ジャカルタからメールが届いた。高松出身
の旅行作家・小松邦康さんだ。2度目の大地震の直後に3日間、震源地近くのニアス島に入ったのだという。
彼は一家が自宅の下敷きになった場面に遭遇した。家族5人で閉じ込められているんです－－がれきの下
から中学生の少女が、携帯電話のメールで助けを求めていた。この話は一部のテレビやインターネットで
紹介されたから、覚えがある人もいるだろう。彼は取材のコーディネーターとして、まさにその現場にいた。
　国軍の作業が始まったのは、発生から3日目の朝だ。ところが「重機がない」と1時間で打ち切る。一方、午
後に到着した外国の救助隊は、チェンソーで鉄筋を切り空気を中に吹き込む。それでも日没過ぎ、「明朝、重
機を借りてくる」と作業停止。重機は調達できなかった。昼前、国軍兵士が来て救助隊に頭を下げたが、ジャ
カルタから駆けつけた兄姉には一言もなかった。姉はショベルを手に、コンクリートの塊に立ち向かう。だ
が頼みの救助隊は別の場所に移っていった。
　小松さんは言う。「もともと国軍はスハルト体制を守るためにできた軍隊ですから、被災者のために活動
しないのです。外国の支援団体以外は災害時に頼りになる組織がないのです」。兵士は支援物資を軍の倉庫
に運ぶのに忙しい。この先支援が得られないと察した島民は、島外に脱出を始めた。彼がジャカルタに戻っ
た後も、現地のテレビでは続報が流れていた。少女の携帯電話と両親ら4人の遺体が発見されたという。彼
女が見つかったとの知らせはまだない。（四国新聞 2005.4.9）
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倒壊した豪邸の瓦礫を人びとは手作業で除去していた

　グヌンシトリには、クアラルンプール市のバンサー地区やブキッバンダラヤ地区の高級住宅街にあるよ
うな家が数多く立ち並んでいる。その持ち主の多くは、海運業や流通業に従事している華人である。グヌン
シトリの被災地では何百軒もの家が倒壊し、いたるところで救援活動が行われていたが、重機が不足して
いたため、ほとんどの人が手作業で活動を行っていた。鍬やハンマーで作業をしている人もいたが、素手
で作業をしている人もいた！　インドネシア政府はアチェの被災からまだ学んでいないようだ。（Utusan 
Malaysia 2005.4.10）

生後2ヵ月の女児、日米連携で一命取り留める　ニアス島

　3月28日のスマトラ島沖地震で最も被害の大きかったニアス島で4月12日、肺炎で危篤状態だった生後
2ヵ月の女児が、日本の国際緊急援助隊の医師らによる救命措置と米海軍病院船での集中治療による「日米
連携」で一命を取り留めた。援助隊の団長を務める外務省国際緊急援助室の望月寿信・首席事務官の話では、
12日午前10時ごろ、バレンティヌスちゃんが母親のファナハさんに抱きかかえられ、同島最大の町グヌン
シトリの県知事公邸そばにある援助隊の野外診療所に運ばれてきた。診察にあたった朝日茂樹医師（弘前
大医学部助教授）によると、バレンティヌスちゃんの呼吸はすでに不規則で、顔にチアノーゼが現れてお
り、そのままでは30分ほどしかもたない重篤な状態だった。朝日医師はすぐに人工呼吸を開始するととも
に、看護師が女児の細い血管を何とか探し出して点滴を実施。呼吸障害の原因となっていたたんを吸い出
すと、それまで真っ青だった顔が赤みを帯びてきたという。 その後、米軍のヘリコプターで米海軍病院船
マーシーに搬送。米軍側から13日午前、生命の危機は脱したとの連絡があった。（朝日新聞 2005.4.14）

ニアス島被災、JICA医療チームが肺炎の乳児救う

　3月28日の大規模地震で壊滅的な被害を受けたインドネシア・スマトラ島沖のニアス島で、地震発生直
後から活動を続けている「国際協力機構（JICA）国際緊急援助隊」医療チームが、現地で被災して肺炎で瀕
死状態だった生後2ヵ月の女児の命を救った。 ニアス島沖に停泊する米海軍の病院船にヘリで緊急搬送
するまでの間、医療チームの懸命の点滴と人工呼吸の救命治療が“小さな命”をつなぎ止めた。
　島民のバレンティヌス・ペラムバヌアちゃん。被災した母親に抱きかかえられ、現地時間の4月12日午前
11時30分ごろ、同島のグヌンシトリでテントを設営したJICAの診療所に運ばれてきた。重度の肺炎で意
識がほとんどなかったため、医療チームは米海軍の病院船にヘリの出動を要請。到着までの約30分間、弘
前大助教授の朝日茂樹医師らスタッフが、細い血管を探り当てて点滴を施すとともに、痰を吸引するなど
して緊急措置。青白かったバレンティヌスちゃんの顔はまもなく赤みを帯び始め、無事、病院船に収容され
た。現在、快方に向かいつつあるという。
　JICAは、インド洋大津波発生後の昨年末からインドネシア・アチェなど周辺4ヵ国に医療スタッフを派
遣。ニアス島での地震でも3月30日から医療チームが現地入りし、1日150人以上の被災者の治療にあたっ
ている。浅野寿夫JICA国際緊急援助隊事務局長は「医薬品や医療設備が乏しい中、献身的な治療が実を結
んだ明るいニュース。今後も現地の医療に貢献していきたい」と話している。（読売新聞 2005.4.14）

■負傷者の救護・搬送
昨年の津波で病気が蔓延、悪化の恐れも

　アメリカやオーストラリアなどの医師らによるNGO「サーフエイド・インターナショナル」のスマトラ島
側のパダンにある事務所では、医療チーム代表のデーブ・ジェンキンス医師らが、ニアス島で活動中の20人
の同NGOスタッフの安否確認に追われていた。ジェンキンス医師は「島では、75％の家々が倒壊している
と聞いた。昨年の津波被害以来、病気が蔓延（まんえん）しており、状況の悪化も考えられる」と話した。（朝
日新聞 2005.3.29）
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国軍のヘリでシボルガに負傷者を搬送

　ニアス島の主要都市グヌンシトリでは建物の8割が壊れ、多くの島民がその下敷きになった。対岸のシボ
ルガの公立病院には「負傷者が国軍のヘリで次々搬送されている」という。インドネシア国軍広報官による
と、ニアス島の北側にあるシムル島とバニャック島で地震直後に2～3メートルの津波が観測された。両島
で死者・行方不明者が出ているとの情報もあるが、情報収集が遅れている。（日経新聞 2005.3.29）

スマトラ島へ搬送されるのを待つ少年

　グヌンシトリのサッカー場に設けられた“野外病院”。3月30日午前、顔面血だらけのエルウィン君（11）
が、スマトラ島の病院への搬送を待っていた。目の前には急造のヘリポート場がある。「寝ているとき
に家が激しく揺れて、がれきが落ちてきたんだ。全身が痛くて死にそうだ。早く治療して…」。（産経新聞 
2005.3.30）

シボルガに移送された負傷者は約20人

　多数の重傷者は島外への緊急移送が必要だが、空港までの道が寸断されているため、搬送は大幅に遅れ
ている。ヘリコプターが足りず、対岸にあるスマトラ島シボルガに移送されたのは約20人にすぎない。（朝
日新聞 2005.3.30）

病院では重傷患者だけを受け入れ

　病院では地震によるけが人10人が入院していたが、大半が「余震が怖い」と廊下などにマットを敷いて横
たわっていた。ゼガ医師（53）は「重傷患者だけを受け付けているが、軽傷で未治療の住民も多い」と話した。

（毎日新聞 2005.3.30）

負傷者はサッカー場で手当てを受ける

　300人以上の遺体が確認された同島の中心都市グヌンシトリでは、市内にあるサッカー場や郡長の自宅
などに負傷者がバイクなどで次々と運び込まれ、医師らの手当てを受けているという。医薬品や食料、飲料
水などが足りない。（朝日新聞 2005.3.30）

空港に診療所

　グヌンシトリの空港には、急ごしらえの診療所がありますが、3月30日だけで200人以上の負傷者が運び
込まれました。「街の中に入っていくつもりでしたが、この空港に大勢の負傷者が来たため、ここに急きょ診
療所を設けたのです」（フランスの緊急医療チームメンバー）。重傷を負った人はスマトラ島へ空路搬送され
ています。支援の輪が広がる一方、医薬品不足や、被災地の情報不足で関係者自身が混乱する場面もあり、支
援体制の充実にはまだ時間がかかりそうです。（TBS 2005.3.31）

重傷患者のメダンへの搬送始まる

　ニアス島で地震により重傷を負った十数名の北スマトラ州メダンへの輸送が始められた。シンガポール
政府所有の輸送ヘリコプターは3月31日、メダンのポロニア空軍基地に到着し、搬送された重傷患者はハ
ジ・アダム・マリク病院、ピルンガディ病院、ブキットバリサン第一地方軍管区病院、アブドゥル・マリク病院、
バヤンカラ病院、ハジ・メダン病院、エリザベス病院へと運ばれた。また、救急車に乗り切らなかった患者は
空軍の医療ポストで外国人を含む医療チームに手当てを受けている。北スマトラ州通信情報局局長ナイン
ゴランは、被災地に派遣・輸送すべきものとして、医薬品、医師、看護師、飲料水、食糧、テント、燃料、発電機、
毛布の8つを挙げた。また、北スマトラ州政府社会局は、ニアス県と南ニアス県にそれぞれコメ10トンずつ
を輸送した。災害対策本部では、食糧、医薬品、遺体収容袋、発電機8台を空路と陸路でニアス島に輸送した。

（Tempo Interaktfi 2005.3.31）
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負傷者搬送わずか63人　ニアス島、救助難航　スマトラ沖地震

　ニアス島から対岸のスマトラ島シボルガへ、国軍のヘリコプターで搬送された負傷者は3月31日現在で、
わずか計63人であることが、地元当局の調べで分かった。ニアス島の主要都市グヌンシトリだけでも避難
民は6000～7000人。負傷者が多数含まれており、救援活動の難航ぶりが裏付けられた。機動力の高いヘリ
による搬送強化が緊急課題となりそうだ。シボルガにある同国空軍基地で、この日稼働していたヘリはわ
ずか4機。搬送できる負傷者は1機あたり数人程度で、ヘリの絶対数の少なさが搬送作業が遅れている原因
の1つとみられる。ニアス島には空港があるが、地震で滑走路の一部が壊れ、航空機の使用は限定されてい
る。同島とシボルガを結ぶフェリー船もあるが、片道約10時間もかかるため、負傷者搬送には適さない。ニ
アス島の死者は300人とされているが、シボルガの当局者は「ニアス島全体では推定約400人が倒壊した建
物の下敷きになるなどして、依然行方不明になっている。最終的な犠牲者数は不明だ」と話している。（産経
新聞 2005.4.1）

公立病院では医薬品が不足

　医薬品も足りない。発生3日目に再開した公立病院はロビーにベッドを置き、重傷患者が点滴を受けてい
る。受付カウンターに立ったまま処置を受ける光景は、野戦病院さながら。床には血痕が付いたままだ。（東
京新聞 2005.4.2）

■遺体の処理
グヌンシトリの街には遺体が放置されたまま

　ニアス県グヌンシトリにいるボランティア、ユダ・ウィナルノがラジオ・ソノラに伝えたところによると、
3月29日現在、グヌンシトリでは遺体が街中に転がっており、遺体臭が漂っているとのこと。当局は遺体の
回収作業を始めた。ユダは、ディボネゴロ通りで27人、教会近くで14人の遺体を発見した。道端にあって回
収されていない遺体は応急措置として布がかけられている。ユダによれば、重機がないために家屋の瓦礫
の下にある遺体を収容することがきわめて困難な状況。中央政府からも地方政府からも支援の手は届いて
いない。一方、AFP通信は、インドネシア赤十字のボランティアを運ぶ飛行機がグヌンシトリ入りしたと伝
えている。ユダによると、2本の電柱によって港への道が閉鎖されている箇所などがあり、救援活動は困難
をきわめている。また、余震も続いており、住民の多くは丘に避難している。（Kompas 2005.3.29）

遺体は道路上に放置されたまま

　3月30日朝、被害の集中した同島西方沖のニアス島（人口60万人）に入った朝日新聞ジャカルタ支局の助手
によると、多くの建物が崩壊したままだ。倒れた住宅の下敷きになって死亡した遺体が道路上に放置されて
いる、と地元メディアは伝えている。町の中心を走るディポネゴロ通りには、下敷きになった建物から運び出
された遺体が放置されたままになっているという。（朝日新聞 2005.3.30）

遺体は教会やモスクへ

　キリスト教徒が多いニアス島では、遺体が相次いで教会に運ばれてくる。カレット通りにある聖マリア
教会の敷地には70体を超す遺体が、復活祭で使われたばかりのテントの下に並べられ、布がかけられてい
る。市内のジャミイリルモスク（イスラム教の礼拝所）にも41体の遺体が運ばれ、すでに埋葬された。（朝日
新聞 2005.3.30）

遺体は教会の外などに覆いをかけただけで放置

　島内のサッカー場は臨時の救護所となり、木のドアに横たわって移送を待つ重傷者もいる。国連のヘリ
コプターが援助物資を空輸しているが、食料や水が不足しているという。犠牲者の遺体は、教会の外などに
覆いを掛けただけの状態で放置されている。（産経新聞 2005.3.30）
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■外国人の安否
欧米人サーファー11人の生存を確認

ニアス島では11人の欧米人サーファー（イギリス人3人、スウェーデン人2人、カナダ人2人、フランス人2人、
アメリカ人1人、ドイツ人1人）の生存が確認された。スウェーデン外務省の広報担当官クリスチャン・カー
ルソン氏は、「彼らは野宿しながら、水や食べ物を沸騰させ、それらを口にしていた。何を食べていたかは分
からないが、ココナツを食べていたのではないか」と語った。（AP 2005.3.31）

ホテル倒壊現場で17人の遺体、外国人の可能性も

　国営アンタラ通信は31日、ニアス島の主要都市グヌンシトリのホテル倒壊現場で17人の遺体が確認さ
れたと伝えた。このホテルは、サーフィンを楽しむ外国人客が多いことで知られ、外国人が犠牲となった可
能性がある。当局が身元の確認を進めている。（日経新聞 2005.3.31）

シンガポール軍、西洋人観光客7人を救助

　シンガポール軍は1日、ニアス島の南西50キロのアス島で観光客と見られるベルギー人5人、スウェーデン
人とオーストラリア人各1人を救助し、スマトラ島メダンに搬送した。（読売新聞 2005.4.2）

スウェーデン人4人が行方不明

　インドネシア外務省は4月1日、ニアス島で観光客と見られるスウェーデン人4人が行方不明になってい
ると発表した。（読売新聞 2005.4.1）

■精神的不安
余震のたび冷や汗…被災住民悩ます不安　スマトラ沖地震

「小さな余震があるたびに息子の顔は青ざめ、冷や汗が出る」。スマトラ沖地震の直撃を受けたインドネシ
ア・ニアス島で、動悸や不安、不眠などを訴える人が増えている。昨年末の大津波の記憶も、人々の精神的
不安を一層高めているようだ。中心都市グヌンシトリの病院に足のけがで入院しているチャンドラ・ダエ
リ君（13）は、地震以来「寝ているベッドに誰かが座るだけで、強いショックを受ける」（父親）ようになった。
地震再発の不安から不眠がち。小さな揺れを感じるたびに顔面蒼白（そうはく）になり、汗がにじむという。

「そばに私がいないと『父さん、僕を置いていかないで』『なぜ神様はこんなことをするの』と叫ぶのです」と
ベッド脇の父親は語った。地震後、同島で医療支援活動をしている日本の国際緊急援助隊の医師によると、
隊の仮設診療所を訪れる人の3分の1近くが、動悸や頭痛、目まい、不眠などの症状を訴えているという。地
元医療関係者によると、このような人の中には「昨年末のような大津波が再び島を襲うのでは」という不安
にとらわれている人も多い。ある病院では、入院患者が「余震で病院が壊れる」と訴えるため、患者を安心さ
せようと医師が病院に泊まり込むようにしているという。（産経新聞 2005.4.4）

（4）必要物資の確保
■食料・飲料水が不足

ニアス島は孤立状態、2万人に飲み物が不足

　副大統領の報道官によると、ニアス島は主な運輸や通信施設が大きな被害を受けて「孤立状態」になって
いる。現地入りした英国系NGO「オックスファム」は「2万人に飲み水が不足している」という。「数千人が高
台に避難したまま2日目の夜を迎えた」との情報もある。（朝日新聞 2005.3.29）

IOM、シボルガ経由で食料・医薬品を搬送

　APによると、国際移住機関（IOM）は3月29日、水や牛乳を含む食料や医療品を、ニアス島対岸のスマト
ラ島シボルガに陸送。船でニアス島に送る予定だ。既に現地入りしている英国の非政府組織オックスファ
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ムのメンバーは29日「多くの家屋が倒壊している。被害の全体像は把握できていない」と語った。（産経新
聞 2005.3.30）

家庭では食料が少なくなり、店は閉まったまま

　食べ物が少なくなっている家庭が多いという。店はシャッターを下ろしたままだ。「米をくれ」「水がな
い」。3月30日昼過ぎ、緊急食糧を備蓄している県知事公舎に約50人の住民が詰めかけた。略奪を警戒した
武装警官隊が追い払った。郊外の倉庫でも同様の抗議があった。（朝日新聞 2005.3.30）

2万人分の飲み水が不足

　島内では、ほとんどの地域で電気や水道は止まったまま。AFP通信によるとグヌンシトリでは2万人分
の飲み水が不足している。また、沿岸の海上には所々にヤシの木や低木などが浮いており、津波の被害も
あったことをうかがわせる。被災地には、インドネシア軍の艦船やヘリが到着したが、本格的な救出作業は
まだ始まっていない模様だ。（読売新聞 2005.3.30）

シボルガからフェリーで食糧輸送、所要6時間

　ニアス島グヌンシトリの空港は地震で滑走路が損壊し、大型機が利用できない。このため、国際移住機構
（IOM）は29日、水や牛乳、食料、医薬品をスマトラ島のシボルガに陸送し、そこからニアス島へフェリーで
運ぶ計画を明らかにした。だが、フェリーの輸送だけで約6時間かかるという。（毎日新聞 2005.3.30）

空港損壊で救援物資の輸送は難航、オートバイで輸送

　グヌンシトリでは、空港の滑走路が地震で損壊したため、小型飛行機などしか離着陸できない状態。道路
の破損状態も激しく、救援物資の輸送は難航している。救助に当たっている国際援助団体オックスファム
は、ヘリコプターで空輸した支援物資をオートバイで輸送している。同団体のメンバーは「被災が激しく、
被害の全容を把握するのが非常に困難」と話した。（読売新聞 2005.3.30）

シンガポール空軍が救援物資搬送、住民による奪い合いで大混乱

　シンガポール空軍のヘリがグヌンシトリの競技場に着陸し、食料など支援物資を届けたが、集まった住
民による奪い合いから大混乱となったため、国連は競技場への輸送を停止することにした。（CNN.co. jp 
2005.3.31）

ニアス県政府、コメ配給へ

　ニアス県政府は3月30日、高台などに避難している住民に対し、ただちにもとの村や町に戻るよう呼び
かけた。3月30日夕方に社会省からの支援物資を配ることになったため。所定のポスコ（詰め所）に集まり、
配給を待つよう指示した。およそ10万人の避難民に対し、二日分のコメ50トンが配られる予定。（Tempo 
Interaktfi 2005.3.31）

住民数十人、コメを求めて政府の備蓄所へ

　ニアス島では3月30日、生存者数十人が飢えに耐えきれず、政府のコメ備蓄庫を襲うという事件が起こっ
た。グヌンシトリの住民の1人がロイターに語ったところによれば、武装した警官が備蓄庫にはもうコメが
ないと叫んでも、コメを目指して備蓄庫に向かう島民が後を立たず、警官はそれを阻止するすべがなかっ
たとのこと。警官はこの間、発砲したりすることはなかった。イスラム教徒のタンジョン（55）は「彼らは豚
を追い払うように私たちを追い払いました。私たちがここに来たのはとても飢えているからです。しかも
私たちは災難にあったばかりなのです。私たちを助けてください」と語った。また、他の住民は「長官どの、
お願いします。私たちを助けてください。私たちは非常に飢えています」と語った。警官は最終的に、困窮者
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のためにコメを備蓄している倉庫の警備を放棄した。（星洲日報 2005.3.30）

被災者300人が食糧を求めて知事公舎へ　飲み物の値段は2倍に

「食糧をよこせ。子供たちが飢えているんだ」。30日午後、水や食糧などの支援物資を積んだトラックが島
最大の都市、グヌンシトリの知事公舎に到着すると、被災者約300人が公舎内にワーッと押し寄せた。「イ
ンド洋大津波のとき、支援物資を軍や政府関係者が横流ししたことを知っているためだ」。地元のジャーナ
リストはこう解説する。28日の発生から丸2日で飲み物の値段は早くも2倍に高騰するなど、被災者の生
活は困難に直面している。「家屋は倒壊し、テントもない。この子のほかに4人の子供が腹をすかせて待っ
ているのよ」と、生後10ヵ月の娘を抱いてデモに加わった主婦、メリアグルさん（30）は訴えた。（産経新聞 
2005.3.30）

グヌンシトリで群衆が県長官邸に押し寄せる

　ニアス島では食糧や水が欠乏しており、各地で倉庫の略奪や混乱が生じている。政府の食糧庫や県長の
官邸を襲撃したり、商店から食糧や衣類を略奪したりする人びとも現れている。ニアス島グヌンシトリで
は県長の官邸に500人が押し寄せた。人びとの目的は、官邸に停車中の物資を満載したトラック3台だった。
人びとが物資を奪い去った後、治安当局は速やかに秩序を回復させた。3月30日の早朝にも、人びとは県長
官邸の外に集結していた。この時は1人の村長がやってきて人びとをなだめ、群集は去っていった。（星洲日
報 2005.3.31）

飢えに憤るグヌンシトリの住民、社会相に詰め寄る

　グヌンシトリは3月31日に至っても電気や水の供給が止まったままである。住民のユスマン・グレは、フ
リーズドライの食料を持っているが、それを戻す水がないため、その粉末を6歳の娘ユムニに与えて飢えを
しのいでいる。ユムニは耳を失い、腕や指をひどく骨折しているが、まだどうにか笑えるのが救いだ。ユス
マンは「私たちを置き去りにしたままで死なせないでください。食べ物を手に入れるのはとても大変です。
私たちができるのは乞うことだけです」と語った。同日には飢えに憤った群衆がグヌンシトリを訪れてい
たバフティアル・ハムシャ社会相に詰め寄り、食糧を求める一幕もあった。メトロテレビの映像には「行動
が遅すぎる！　地震以来、何も食べてないのよ！」と叫ぶ女性の姿が映し出されていた。バフティアル社会
相は被災者に対し、同日中に食糧が到着するので、いましばらく辛抱してほしいと理解を求めた。「食糧の
配給が遅れたことを認める。人々の不満も理解できる。だが、幸いなことに状況は改善しつつある」と社会
相は語った。（AP 2005.3.31）

20万人の2か月分の食糧が必要、ただし物資輸送は難航

　国連世界食糧計画（WFP）はニアス島だけで20万人の2ヵ月分の食料援助が必要と訴えているが、道路の
寸断や電話の途絶などで物資搬送は難航している。（毎日新聞 2005.3.31）

救援隊は少なく、食糧は足りない

　国内外からの救援隊はまだ少なく、対策本部近くの空き地には7張りのテントがあるだけ。食料は足り
ず、子どもたちがわずかなクラッカーを分け合っていた。がれきを掘り返しても見つかるものは少ない。Ｔ
シャツを汚しながらレンガを取り除く男性は「自分の力ではどうすることもできない」とうなだれた。（中
日新聞 2005.3.31）

地震発生から4日、援助物資は一度も届かない

　約200人が避難するカトリック教会には、地震発生から4日たった今も援助物資が一度も届かない。避難
している商店主らが、倒壊した店から食料や水を掘り出して運んでいるが、教会の責任者ベルナデス・ラサ
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さん（49）は「もうすぐ底をつく。その先のことは、どうすればいいか分からない」。簡易コンロで炊いた2皿
の白米を5人家族が分けていた。（東京新聞 2005.4.2）

空腹を感じないように子どもたちを早く寝かしつける

　マハティール・モハマドにはもう父も母もいない。彼に愛情を注いでくれるのはワシリヤ孤児院だけだ。グ
ヌンシトリからそう遠くないグヌンシトリ郡ムディック（Mudik）にある孤児院だ。マハティールは9歳。前回
彼に会ったとき、彼は人見知りをしていてほとんど何も話さなかったうえ、われわれも時間がなかったため、
あまり話ができなかった。マレーシアの前首相マハティール・モハマドに会いたいと切望していた彼ともっ
とたくさん話をするため、彼のいる孤児院を再び訪れてみた。われわれが孤児院を訪れたのは夜8時半だった
が、驚いたことに子どもたちはすでにみな寝ていた。10人をやっと収容できるスペースのキャンプに20人の
被災孤児が寝ていた。さらに4人のスタッフが後からそこに加わる。孤児院のコーディネーターを務めるヨハ
ルマンはこう語る。「実は食糧の配給がだんだん少なくなってきているのです。だから子どもたちに早く寝る
よう言っているのです。寝てしまえば空腹を感じませんから。今朝、支援事務所に行って食糧の配給を受けよ
うと思ったのですが、断られました。理由は何も説明されませんでした」。台所を訪ねてみると、コメをはじめ
とした食糧は非常に少なく、1週間もつのがやっとに見えた。（Utusan Malaysia 2005.4.9）

「飢えは発生していない」社会相の発言にグヌンシトリの住民が反発

　4月6日、バフティアル・ハムシャ社会相が地震被災者が飢えに苦しむような事態は発生していないと語った
ことがテレビを通して伝えられ、グヌンシトリの社会指導者や住民の反感を呼んでいる。メダン市ニアス住民
協会のスディルマン・ハラワ会長は、社会相の語った内容は事実とかけ離れており、人びとの誤解を招くと指
摘した。スディルマン会長は、ニアス島からシボルガへの多数の避難民は彼らが深刻な食糧不足にあることを
示していると語った。「政府があたかも『最善の』働きをしたような発言をして、弱点を隠そうとしてはならな
い。社会相を現場に、特に内陸部の村落に来させればいい。そこでは支援の影すら見られない」。同会長は、被災
者が飢えに苦しんでいることはすでに秘密ではなく、活字媒体やネット上で伝えられているのに、なぜ社会相
がそのような声明を出したのか理解できず驚いていると述べた。南ニアス県選出のアリオジソキ・ファウ国会
議員も同じ意見だ。アリオジソキ議員は、グヌンシトリ周辺を見る限り飢えは発生していないが、「ニアス島は
サッカー・グラウンドよりももっと大きいのだ」と語った。同議員によれば、グヌンシトリでも地震発生から1
週間経った時点においてさえ、食糧の配給が1日2回だけだったとのことだ。「現実に起こってもいないことが
らを語れば反感や憎悪を呼ぶだけだ。今回の発言で社会相は間接的に自らの威信を貶めることになるだろう。
だが今回のことは驚くようなことではない。政治家はいつもこうだ」。（Utusan Malaysia 2005.4.9）

ニアス島の人びとはみな感情的になっている

　われわれが訪れたいくつかの避難民キャンプでは、全ての人が困難な状況にあり、苦しみのため息を漏
らし、怒っていた。みな非常に感情的になっていた。人びとは支援が届かないと怒り、政府は支援物資の配
給が遅いと役人に怒っていた。 （Utusan Malaysia 2005.4.10）

■略奪・強盗が頻発
略奪事件が頻発

　ニアス島では略奪事件が頻発しており、2階建てのある商店では老若男女が押し寄せ、食べ物や衣類、テ
レビなどを持ち出しているという。タンジョンは「ここには水も電気もコメもないのです。状況は非常に深
刻です。私たちには何の助けもありません。どうすればいいのでしょうか？」と嘆く。（星洲日報 2005.3.30）

強盗事件が9件発生

　略奪も起きており、警察当局によると、グヌンシトリで家電製品や文具などの強奪事件が9件あり、9人
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が逮捕された。（朝日新聞 2005.3.31）

人災追い打ち、略奪横行

　スマトラ沖地震で大きな被害を受けたニアス島グヌンシトリで、倒壊した商店からの略奪が横行するな
ど治安が悪化している。救援活動を続ける国軍は急きょ、市街地の夜間警備を開始。崩れた店舗に妻や娘
が埋まったままの商店主は「生き残った人たちにまで苦しめられるのか」とうめいた。グヌンシトリの被害
は、建物がひしめき合う海岸沿いの市街地に集中している。通りに並ぶ建物のほぼすべてが倒壊する壊滅
的な状況だ。直下型地震だった阪神大震災と同じく、1階部分が跡形もなく押しつぶされている。住民によ
る略奪は、発生2日目の29日から始まった。食料品や衣類のほか、いすやベッドまで大人数で持ち出し、現
地対策本部は「グヌンシトリが直面している最大の問題は、食料の不足でも薬でもない。治安維持だ」と頭
を抱える。
　目抜き通りで衣料品店を営むリムさん（54）は、がれきの片づけ中に店を襲われた。「10人ぐらいの男らが
突然押しかけ、ほとんどの品物を持っていった」。被災したショックに、同じ被災者が追い打ちをかける。「や
めてくれ」とすがったが、相手は持ち出したシャツやズボンを、路上で奪い合いながら逃げ去った。略奪防止
のため、余震におびえながら店に入り、残った品物を運び出す店主が目立つが、雑貨店主のヨハネスさん（55）
は、ただぼうぜんと店の前に立っていた。3階建てだった自宅と店舗は2階の高さにまでつぶれ、救助隊が31
日、がれきのわずかなすき間から、下敷きになっている長女（26）のほこりだらけの細い腕を見つけた。ヨハネ
スさんは、今回の地震で妻（55）も亡くしている。真っ赤な目をさらに潤ませて「これ以上、私たちから何を奪
うのか」と嘆いた。（中日新聞 2005.4.1）

コメの値段が急騰　地震後に窃盗容疑で20人が逮捕される

　孤島化した現地では、食料をはじめとする物資が絶対的に不足し、50キロで12万5000ルピア（約1,500
円）だった白米が35万ルピア（約4100円）に急騰。地元警察は地震後、窃盗容疑で20人を逮捕している。（中
日新聞 2005.4.1）

治安当局は強奪行為を取り締まらない

　インドネシア百家姓協会のニアス支部長で華人コミュニティ災害支援委員会会長の林寶天によると、食
糧不足が深刻なため、多くの地域で被災者が食糧を強奪する事態が生じているが、特別手当を支払って軍
や警察の人員を雇わない限り、治安当局は強奪行為を意に介さず、それを阻止することもないという。家屋
の損害が少ない家は、自発的に被災者を支援する「食堂」を開いている。林寶天と彼の妹夫婦の家も、そのよ
うな救済センターの1つとなっている。彼らのところには、華人やニアス島の原住民、インドネシア人が昼
食と夕食を食べにやって来る。（星洲日報 2005.4.9）

「火事場泥棒」が増加中

　ニアス島の被災した地域では、廃墟から金目の物を掘り出す人びとが現れ始めた。彼らは灼熱の太陽の
下、自らの危険を顧みず、瓦礫の中から「お宝」を探すのに夢中だ。腕時計や携帯電話、アクセサリー、家電な
どのほか、テーブルや椅子をリヤカーに乗せて持っていってしまう人もいる。法的に見れば彼らの行動は

「火事場泥棒」であるが、人道的観点から見れば、物資や金銭が欠乏する中で正規の経路によらず生計を立
てる手段になっているとも言える。ニアス島を襲った地震は、2004年12月の津波の経験を経たインドネシ
ア政府にとって1つの試練でもあった。だが結局、外国の支援団体がいち早く支援を行い、政府は被災者の
問題を解決する上であまり誠意を見せていないように思われる。（星洲日報 2005.4.11）

肉類や海産物は物価を維持

　グヌンシトリの住民によると、地震のあと物価が値上がりしており、特にコメや卵の値上がりが著しい
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とのこと。スナック菓子やジュース、ビールなども多少値上がりしている。一方、肉類や海産物は通常時の
値段を維持しているとのこと。（星洲日報 2005.4.9）

（5）外部社会による救援活動
■救援体制の混乱

情報や指揮系統が混乱、物資の搬送に支障

現地の対策本部によると、グヌンシトリだけで約5000の家屋が倒壊し、最大500人が死亡した可能性があ
るという。停電も続いたままだ。対策本部の幹部、イデアリマン氏は「海上輸送は時間がかかるし、空港も地
震の被害で閉鎖が続いている。ヘリによる輸送に頼らざるを得ない」という。しかし、対策本部で情報や指
揮系統の混乱が続き、物資の搬送に支障をきたしている。もっとも、大津波のときのアチェ州でも、災害2日
後の政府の活動はまだ十分機能していなかった。だが、住民には支援物資であふれたアチェのイメージだ
けが残り、そのギャップに怒りが助長されている側面もある。（産経新聞 2005.3.30）

政府の救難活動は一部混乱

　スマトラ沖で起きた地震の最大の被災地、インドネシア・ニアス島に3月30日、入った。中心部は8割以
上の家屋が倒壊し、街全体を焦げたにおいが包み込む中、住民の救出作業や遺体の収容作業が続いてい
る。政府の救難活動は一部混乱しており、3ヵ月前の大地震と大津波の影響が指摘されている。（産経新聞 
2005.3.30）

■政府要人の被災地視察
インドネシア大統領が被災地入り・救援本格化へ

インドネシアのユドヨノ大統領は3月31日、スマトラ島西沖の大地震で最大の被災地となったニアス島に
入った。インドネシア政府は大規模な救援活動を始める。ブルドーザーなど大型重機を島内に大量に搬入、
倒壊した家屋の下敷きとなっている島民の救出を急ぐ。日本の国際緊急援助隊も同日現地入り。遅れてい
る救援活動を支援する。インドネシア政府は31日中に大型トラックやブルドーザーなど大型重機15台を
島内に搬入。ニアス島では空港や主要な港湾が壊れているため、建機や物資の搬入に手間取っていた。　カ
ラ副大統領は死者は1000～2000人になるとの見通しを発表しているが、現時点で確認された死者は500
人台となっている。政府はシムル島やバニャック諸島にも重機を搬入し、遅れている救援活動を急ぐ考え
だ。バニャック諸島でも200～300人の死者情報がある。（日経新聞 2005.3.31）

大統領が被災地を視察

　地震後初めて被災地を訪れたインドネシアのユドヨノ大統領は3月31日、ニアス島で「全力を挙げて支
援する。もう少し我慢してほしい」と、被災者たちをなだめた。大統領は夫人や閣僚とともに、午前11時前、
飛行機とヘリコプターを乗り継いで現地に入った。犠牲者が埋葬されているモスク（イスラム礼拝所）や医
療施設などを訪れた。（朝日新聞 2005.3.31）

インドネシア大統領が被災地を視察

　インドネシアのユドヨノ大統領は3月31日、スマトラ沖地震で大きな被害を受けたニアス島を初めて視
察し、今後の救援活動について地元幹部と協議した。同島を中心とする被災地では余震が続く中、政府や国
際機関、非政府組織（ＮＧＯ）などが負傷者の救助や食料・医薬品の搬送などを続けているが、道路の寸断や
電話の途絶で難航している。（日経新聞 2005.3.31）

ユドヨノ大統領がニアス島訪問

　インドネシアのユドヨノ大統領は3月31日、スマトラ島西岸沖大地震で最大の被災地となったニアス島
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を訪問し、被災者を見舞った。同島では余震が続く中、日本の国際緊急援助隊の医療チームなど各国の救助
隊が現地入りした。がれきの下に生き埋めになった住民らの捜索が本格化し、3日ぶりに13歳の少女ら数
人が相次いで救出された。ユドヨノ大統領は現地のキリスト教会で追悼の祈りに参加。「私たちはすべてを
復旧するので、辛抱してほしい」と忍耐を訴えた。大統領らはこの後、モスク（イスラム礼拝所）や屋外医療
施設で被災者らを見舞った。（毎日新聞 2005.3.31）

副大統領、ニアスを視察し「復旧には最低3ヵ月かかる」

　インドネシアのユスフ副大統領は4月2日、ニアス島を視察し、「同島で電気や水道の完全復旧には最低で
3ヵ月かかる」との見通しを示した。ニアス島では日本政府の緊急援助隊やシンガポール軍の医療部隊に加
え、2日には医療部隊を乗せたオーストラリア海軍の艦船が到着。（読売新聞 2005.4.2）

■国際支援が本格化
緊急救助隊、現地入り　外国政府の医療チームとして初めて

　日本の国際緊急援助隊も3月31日午後、現地入りし、負傷した被災者の治療開始に向けて準備を始めた。
町のあちこちでは、時折雨が降る中、生き埋めになっている人たちの救出作業が続いている。病院には負傷
者が運ばれてくるが、医師や医薬品が圧倒的に不足している。外国政府の医療チームとして初めて現地入
りした日本の国際緊急援助隊に対する期待は高い。（朝日新聞 2005.3.31）

豪雨で救援作業中断

　被災地のニアス島には日本など海外の支援チームが相次いで現地入りしたが、午後からの豪雨で救援作
業は中断となった。家屋の下敷きとなっている被災者の安否が懸念される。ニアス島には31日、ユドヨノ・
インドネシア大統領のほか日本の国際緊急援助隊やオーストラリア、国連などの物資、支援チームが相次
いで到着した。大型建機15台も搬入されたが、激しい雨のため救援作業は遅々として進んでいない。（日経
新聞 2005.3.31）

国際支援の動きが本格化、豪医療チームがニアス島入り

　スマトラ島沖で3月28日起きた地震で、最大の被災地となったニアス島では31日、国際支援の動きが本
格化した。オーストラリアは30日、政府の対外援助機関の医療チームをニアス島入りさせた。ダウナー外相
は同日、医療チームは1日で80人の患者を診察したと述べた。その上で、「島では建物が倒壊し、病院内での
診察は危険な状況にある」と指摘。医療チームを追加派遣する方針を表明した。
　また、シンガポール空軍のヘリコプター2機も30日、ニアス島に到着。援助物資を被災者に配布し始めた。
続いて3機目が現地入りしたが、被災者が殺到し、着陸できなかったという。一方、米国務省は30日、米海軍
が病院船マーシーなど2隻をニアス島に派遣したと発表した。現地は滑走路が損壊、大型機の乗り入れは困
難な上、道路の破損から輸送も困難な状況にある。（読売新聞 2005.3.31）

グヌンシトリの緊急支援はすでに需要を満たした

　3月28日の地震で被害を受けた地域の復興・再建が、国際支援機関の主導のもとで展開されている。2004
年12月26日の地震の被災地に提供された支援物資が、今回の地震で被災した地域に転送されている。4月
1日には、グヌンシトリの港に救援物資や機材を積み下ろすボートが並んだ。国連の支援調整員フランソア・
デスルイセオーズによれば、3月31日の夜中に米や水、缶詰など350トンの救援物資を積んだ船がニアス
島に到着し、4月1日にそれらの物資が被災者に配給された。米はアチェ州の倉庫から運んできたものとの
こと。デスルイセオーズ調整員によれば、グヌンシトリの被災者に対する緊急支援はすでに需要を満たし
たとのこと。（AP 2005.4.1）
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オーストラリア軍の軍艦がニアス島沖に到着

　オーストラリア軍によれば、同軍の軍艦カニンブラ号は4月2日早朝にニアス島沖に到着し、被災者の治
療を開始する予定とのこと。（AP 2005.4.1）

オーストラリア軍ヘリ墜落、9人死亡　スマトラ島支援

インドネシア国営アンタラ通信によると、スマトラ沖地震の緊急支援活動のため、スマトラ島沖のニアス
島南部トゥルダラム〔テルックダラム〕に向かっていたオーストラリア軍のヘリコプターが4月2日午後5
時半（日本時間午後7時半）ごろ、南部アマンダヤ村で墜落した。ヘリには11人が乗っていたが、豪AAP通
信によると、このうち9人が死亡した。AP通信によると、墜落したのは豪海軍の艦船の艦載ヘリ。この輸送
艦はインド洋の津波被害の救援活動に3ヵ月間携わった後、シンガポールを経由して現地近くに2日着いた
ところだったという。（朝日新聞 2005.4.2）

地震救援の豪軍ヘリが墜落、9人死亡・ニアス島

　オーストラリア国防省によると、先月末のインドネシア・スマトラ島沖地震で救援活動にあたっていた
豪州軍のヘリコプターが4月2日墜落した。豪AAP通信は搭乗していた豪州人11人のうち9人が死亡した
と伝えた。ヘリコプターは医療チームを乗せていた。2日午後、被害が最も大きかったニアス島南部に着陸
しようとして墜落。死亡したのは海軍5人、空軍3人、陸軍1人で、うち2人が女性。残りの2人は重傷で、豪州
軍の揚陸艦カニンブラで治療を受けている。豪州は地震直後から、救援機やカニンブラを現地へ派遣。昨年
末の地震・津波被害に関する10億豪ドル（約830億円）とは別に、100万豪ドルの支援を表明している。（日
経新聞 2005.4.2）

スマトラ沖で支援物資運搬船が遭難か

　スマトラ島沖大地震で、大きな被害が出ている同島沖のニアス島に緊急支援物資を運んでいた船が4月2日、
スマトラ島シボルガ沖で「故障した」との無線連絡を最後に行方が分からなくなった。海軍は遭難した可能性が
高いとして、捜索を開始した。地元メディアが海軍当局者の話として伝えたところによると、行方不明なのは乗
組員2人を含む6人が乗った35トンの船。海軍当局者は、船はドイツの非政府組織（NGO）がチャーターしたと
しているが、団体名などは明らかにされていない。（朝日新聞 2005.4.3）

地震被災ニアス島で日本の援助隊、診療所を開設

　ニアス島の中心部グヌンシトリで4月3日、日本の国際緊急援助隊（青山滋弥隊長）がテント式の診療所
を開設し、医療活動を本格的に始めた。この日は、スタッフ19人がけがや精神的ストレスに苦しむ島民約
80人を診察した。援助隊は3月31日に島に到着した。まず、被災した地元の病院の復旧を手伝った後、4ト
ンの機材が届くのを待って自前の診療所をグヌンシトリ中心部の広場に設けた。北スマトラ州職員のワ
ヒュ・ウィダヤイさん（45）は「日本の支援はいつも素早く、本当にありがたい」と話していた。（読売新聞 
2005.4.4）

■緊急支援から復興段階へ
ニアス島沖地震の緊急段階は4週間の予定

　北スマトラ州知事リザル・ヌルディンは4月10日、ニアス島グヌンシトリでの視察を終え、メダンのポロ
ニア空軍基地に到着した。その際、北スマトラ州災害対策本部ならびにインドネシア国軍・警察、国連、外国
NGO、外国軍によるニアス県と南ニアス県での緊急段階の支援活動は、2005年3月29日から数えて4週間
で完了することを目標にすると明らかにした。北スマトラ州災害対策本部のナインゴランによれば、最初
の2週間で国軍・警察、救出救命班、医療チームと内外のボランティアを中心に人命救助活動が行われた。
第2段階では復興活動も開始し、食糧・燃料支援、公共サービス部門、商業部門、学校教育などの再開が試み
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られる。これらの目標が達成されれば通常の生活に戻れるよう再建段階に入るが、いつごろまでに再建が
終了するかについては定かではないという。（Analisa 2005.4.11）

ニアス島沖地震の緊急段階支援活動に北スマトラ州政府は2187人を投入

　北スマトラ州災害対策本部のナインゴランは4月10日、同州のニアス島沖地震被災地における緊急段階
支援活動に2187人を投入することを明らかにした。内訳は、陸軍1500人、海軍120人、ニアス県警察462
人、救命救急105人、国内のボランティアが37団体から386人、国外のボランティアが75団体から237人。

（Analisa 2005.4.11）

社会相、ニアス島沖地震被災者に1人あたり3000ルピアを支給

　バフティアル社会相は4月10日、ニアス島沖地震の被災者に対し、政府が1日3000ルピアの生活支援金
を支給する方針であることを明らかにした。（Analisa 2005.4.11）

政府、地震によりこわれた家屋を補償しない方針

　リザル・ヌルディン北スマトラ州知事はニアス島グヌンシトリのアンギン港で4月12日、政府は地震で
壊れた家屋の補償を行わない方針であると述べた。インドネシアで生じたほかの自然災害についても同様
の態度が望ましいとも述べた。州知事はこの日、グヌンシトリ第一中学校を訪問していた。ただし、政府は
被災者の苦しみを軽減すべく、建材や貸付資金の用意などに努めるし、公立学校など政府管轄の公共施設
については政府が責任をもって再建を行うとのこと。復興費用はいまにいたるまで予算配分されていない
が、緊急段階が終了するころには予算配分も実施されるだろうとの見通しを述べた。物価については、砂糖
の価格が1キロあたり5600ルピアとなっているなど、メダンよりも安くなっており、落ち着いてきている
との見通しを示した。（Waspada 2005.4.13）

ニアス県で倒壊した学校は448校

　ニアス県知事ビハナティは4月11日、北スマトラ州災害対策本部のデータとして、ニアス県では3月28
日の地震で建物が倒壊して授業をまったく行えなくなっている学校が448校にのぼることを明らかにし
た。現在、テント2530張を用意するなどして授業を行っている。（Waspada 2005.4.14）

アチェの津波被災地にマングローブを再植林

　マラム・サンバット・カバン森林相は4月17日、津波によって破壊されたアチェ州のマングローブ林35万
ヘクタールに4年計画でマングローブ再植林プロジェクトを実施したいと述べた。大アチェ県ランガ（Lam 
Nga）村におけるマングローブ再植林プロジェクト始業式に出席しての発言。（Jakarta Post 2005.4.18）

■外国救助隊の撤退
シンガポール国軍の医療チーム、4月9日までにニアス島から撤退

　シンガポール国防省によれば、同国の医療支援チームは4月9日までにニアス島での任務を終え、帰国す
る予定だとのこと。「ニアス島では生活の復旧が非常に早い。市場も屋台も営業を再開している。医療状況
も安定した。緊急治療はもはや必要とされておらず、必要なのは初期診療や公衆衛生だ。国際機関やNGO
も到着しつつある」。シンガポール軍がグヌンシトリに設置した医療施設は、シンガポール赤十字社やマー
シー・リリーフ、インドネシアのNGOであるヤックム・エマージェンシー・ユニットなどが引き継ぐ。同軍
はインドネシア政府や国際機関、NGOなどと密接に協力しながら、3月31日以降約800人を治療したとの
こと。ニアス島の輸送手段は回復しつつあるが、輸送手段に対する需要は依然として高く、また、緊急の事
態に備えるため、同軍のチヌーク・ヘリコプター3機は活動を続ける。（Bernama 2005.4.6）



325アチェ、ニアス復興のあゆみⅢ　2005年3月28日～4月29日

マレーシア医療救助協会、4月10日までにニアス島での支援活動を終了する予定

　マレーシア医療救助協会の副会長モハマド・イクラムによれば、同協会はグヌンシトリの活動拠点と島
内ラヘワ郡ラヘワ、アフル郡のアフル（Afulu）とファイグンナ（Faighunna）*に設置した移動診療所での活
動を4月10日までに終了する予定とのこと。ニアスには食糧や医療を支援するNGOが多数いるためだとい
う。ニアスで活動する同協会のメンバーは当初15人だったが今は7人が残るのみで、彼らもすでにアチェ
およびマレーシアに戻りつつある。被災直後は1日50人に達した患者数も、現在は1日20人に減少。重傷者
も減ってきており、患者の大半は切り傷や擦り傷の治療に訪れている。（New Straits Times 2005.4.8）

マレーシア医療救助協会、グヌンシトリ総合病院の修復・復興へ

　マレーシア医療救助協会の副会長モハメド・イクラム・モハメド・サレーによれば、同協会ボランティア
は4月9日までにニアスから引き揚げるが、グヌンシトリ総合病院の手術室の損壊程度を調べ、修復・復興
を行い、M9.7まで耐えうる耐震構造に建て直すため、4月21日にニアス島にまた戻ってくるとのこと。同
協会のモハメド・イウラム副会長は、死者の数は600人以上と伝えられているが、1000人以上いるのでは
ないかと語る。同協会はニアス島の支援にすでに7万リンギ（約196万円）を費やしたとのこと。（Bernama 
2005.4.8）

（6）その他
地震によって絆を強めるニアス島の人びと

　56歳のイスラム教徒ファリド・ムシャフは、危険を冒して隣人のキリスト教徒の遺体を泥から引き上げ、
自分のトラックに載せてサンタマリア聖堂まで運んだ。ニアス島の住民の90％はキリスト教徒だが、イス
ラム教徒などほかの宗教の信者もいる。だがこの島の人々はお互いずっと平和に暮らしてきた。異なる宗
教を信仰する人びとが協力し合わずにはいられない状況が地震によって作り出され、その中で人びとの絆
は一層強まりつつある。ファリドは「この島では、われわれは第一に人間である。何の違いもない」と語る。
サンタマリア聖堂とともに、モスクや仏教寺院が臨時の遺体安置所になっており、犠牲者の遺体はそれぞ
れの信仰に見合った遺体安置所に運ばれる。かつてニアス島を獲得しようとするオランダの試みに対して
島民は南部の集落を中心に激しく抵抗したが、オランダは1909年にニアス島の占領に成功した。それ以降、
島民のキリスト教への改宗が徐々に進んだ。ムスリムの多くは島の外から移住してきた人で、商人や飲食
店オーナーが多く、グヌンシトリの港湾地区に集住している。仏教寺院で遺体安置所の管理を手伝うタン・
スイベンは、「地震が起こる前、われわれはイスラム教系の孤児院に食べ物を運んだものだった。しかし今
はムスリムが（仏教徒の）遺体をわれわれの寺院に運んできてくれる」と語った。（AP 2005.3.30）

家財道具を満載した避難民の車で大渋滞

　ニアス島に3月30日、入った。対岸のスマトラ島シボルガから1日1便の木造民間フェリーで12時間余り、
ニアス島最大の町グヌンシトリの港に到着した。グヌンシトリの中心部では、建物の大半が倒壊。道路は電
柱が倒れ、思うように通行できない状態だ。主要な通りは、家財道具を満載した避難民の車で大渋滞。ガソ
リンスタンドの前には、燃料を補給しようとする数百台のオートバイが行列を作っていた。多くの住民は、
避難する場所がなく途方に暮れている。<（読売新聞 2005.3.30）

ニアス島　がれき散乱し今も白煙

　たたきつけられたように崩れ落ちた家屋。焼け跡から今も立ち上る白い煙──。スマトラ沖地震の震源
に最も近いインドネシア・ニアス島は、地震から4日目の3月31日も壊滅状態のままになっている。人々は
がれきが散乱する道をさまよい歩き、街には砂ぼこりと異臭が漂っている。ニアス島最大の港町、同島東
岸のグヌンシトリ。街の中心部は、ほぼすべての建物が崩れ、原形をとどめていない家も目立つ。「ここが
私の家だったんだ」。立ちつくしていた男性が、叫ぶように指し示した。がれきの中から見つかった遺体が、
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ひつぎに納められている。倒れた電柱から黒い電線がヘビのように垂れ下がり、地震による火災で燃え尽
きた家は今もなおくすぶり続けている。アスファルトの道路は割れ、所どころが陥没している。（中日新聞 
2005.3.31）

華人が約200人死亡、多くは倒壊したコンクリート家屋の下敷きに

　インドネシア百家姓協会主席の熊德怡によると、ニアス島で3月28日の地震で犠牲となった華人の多く
はコンクリート家屋に住んでいた人たちで、倒壊した家屋の下敷きになり命を落としたとのこと。熊主席
は、「正確な数字ははっきりしないが、およそ200人の華人が死亡した。当協会のニアス島支部の副主席も
今回の地震の犠牲となった」と語った。木造家屋の倒壊による被害はそれ程大きくなかったが、コンクリー
ト家屋の倒壊は致命的な被害をもたらしたという。熊主席によると、地震後のニアス島では水や電気が不
足し、けが人が治療を受けられず、状況は非常に劣悪だとのこと。同協会はすでに医療チームをニアス島に
派遣し、救助活動を行っている。ニアス島の人口は約10万人で、華人はそのうち1000人あまり。そのほとん
どが自営業者で、食堂や日用品店などを営んでいる。漁業を営んでいる者もいる。ニアス島の華人は3月31
日に遺体の埋葬を始めたが、政府の協力が十分得られず、多くの人が自力で墓穴を掘っている。（星洲日報 
2005.4.1）

被災地に新たな悲しみ　ニアス島民、法王の冥福祈る

「何という悲しい知らせ」──。ローマ法王ヨハネ・パウロ二世の死去の報は、スマトラ沖地震で多数の犠
牲者を出したインドネシア・ニアス島に住むカトリック教徒に4月3日、新たな衝撃をもたらした。島内の
カトリック教会で開かれたミサには多くの信徒が集い、法王の冥福を祈った。ニアス島は、イスラム教徒が
9割前後のインドネシアでは例外的にキリスト教徒が多い。同島の中心都市グヌンシトリにあるサンタマ
リア教会でのミサには約300人が参加した。「集まったすべての人々がショックを受け、悲しみに暮れて
いた」と神父（42）。「法王は人道と平和のために戦い続けていた」と話し、信徒に対し、度重なる悲劇の中に
あっても「うわさに惑わされ、パニックに陥ることのないよう」呼び掛けた。（産経新聞 2005.4.3）

ニアス島民の心の傷深く　被災から1週間

　スマトラ島沖で再度、巨大地震が起きてから4月4日で1週間を迎えた。最大の被災地となったニアス島
では、昨年末の巨大津波で漁に出ていた漁民に多くの犠牲者が出たが、近くのアチェ州のような壊滅的な
被害は受けなかった。しかし当時、連日のように報道されたアチェの惨状は、島民の胸の奥にこびりついた
ままだ。余震の度に家を飛び出し、海のかなたを見つめ続ける島民の心に残った傷は深い。
　島の中心都市グヌンシトリの中心街にモスク（イスラム礼拝所）を利用した「ジャンミ・イリル・モスク」
避難キャンプがある。奥行き50メートルほどの敷地に500人以上のイスラム教徒の住民たちが「神の加護」
を求めて避難していた。モスクから約1キロの場所に住んでいた食品販売業のアンブリル・アチェさん（36）
は28日夜の地震直後、山に向かった。暗闇のあちこちから「『津波が来る』という叫び声が聞こえた」。家か
ら約5キロの山に駆け上がる。大きな余震が何回も起きた。その度にアチェさんは地面に伏せた。ふと気が
付くと、妻ニルハンマルさん（27）と3人の子供の姿が見えなくなっていた。「捜しに行きたかったが、津波
が起きたらと思うと動けなかった」。アチェさんは地震2日目の29日、避難先の山で家族とやっと再会した。
　子供や孫を含め8人の大家族を抱える敬けんなイスラム教徒のルスリさん（63）は地震直後、モスクに駆
け込んだ。しかし、モスクの中にも「津波が来るぞ」という声があふれていた。ルスリさんは2階に駆け上
がって祈り続けた。やはりモスクに飛び込んだアブドル・ルビスさん（78）は「津波」の声に我を忘れた。家族
と一緒に、今度はモスクを飛び出し、3キロ以上走って山に逃げ込んだ。孫の1人、アセウィルさん（19）は「山
に入ってしばらくしたら雨が降ってきた。明かりもなく、草の上にただ座っているしかなかった」と振り返
る。山に逃げた多くの人は水も食料も持っていなかった。アセウィルさんは「僕たち家族が町に降りたのは
地震の2日後だった。でも、町のキャンプにいて、津波が来るかもしれないと思うだけで寝れない」と言っ
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た。キャンプには、睡眠不足でやつれた表情の人たちが目立つ。キャンプを運営するスマトラ北部の中心都
市メダンのNGO（非政府組織）「子供保護センター」のメンバーは、「ここの狭いキャンプに昼は500人、夜に
は600人以上が来る」と語る。
　家で夜を過ごすとアチェを襲った巨大津波の悪夢が頭をよぎる。その恐怖を少しでも和らげようと、住
民たちはモスクの小さな避難キャンプに集まっているように思えた。（毎日新聞 2005.4.4）

1週間ぶりに学校再開　地震被害のニアス島

　3月末のスマトラ沖地震で大きな被害を受けたインドネシア・ニアス島で4月4日、地震以来休校してい
た学校が、生徒への被災状況説明などのため一時的に再開。制服姿の生徒が約1週間ぶりに校舎に姿を見せ
た。主要都市グヌンシトリの公立第一中学校には4日朝から、生徒や保護者が地震で半壊した校舎を訪れ、
教師から「ラジオによる授業再開の案内があるまで自宅で待機するように」などと説明を受けた。ソキゾヤ・
ヒア校長によると、この日学校を訪れたのは全校生徒約950人中わずか150人で、多くの生徒は、地震の再
発を恐れ山などに避難したまま。授業再開のめどは立っていないという。登校したメモ・アルタ・ゼフル君

（15）は「友達と地震についていろいろ話したかったので、学校に戻れたのはうれしい」と話した。（産経新聞 
2005.4.4）

羊1,000匹いけにえにすれば地震回避？　インドネシア

　インドネシア国営アンタラ通信によると、ユドヨノ大統領は4月12日、昨年末から同国周辺で相次いで
いる大地震を回避するため、子羊を1,000匹殺害するよう繰り返し忠告を受けたことを明らかにした。同大
統領は「ばかげた迷信だ」と語り、忠告を相手にしない考えを強調した。忠告は電話のメッセージサービス
を通じて寄せられた。子羊をいけにえにすれば、地震の力を抑制できると主張し、「大統領閣下。どうか1,000
匹を殺害してください」と訴えているという。ユドヨノ大統領は「地震は自然現象であり、科学的に説明で
きる」と語り、国民に対し、迷信を信じないよう呼び掛けた。インドネシアは国民の大半がイスラム教徒だ
が、今も多くの人が古くから伝わる魔術を信じている。（AFP 2005.4.13）

大統領に「1,000頭のヤギを生けにえに」と提案

　12月末のスマトラ沖大地震では同島を中心に約13万人が死亡、約4万人が行方不明になった。先月のニ
アス島沖の地震では600人以上の死者が確認されている。約50万人が避難生活を続けており、住民は疲弊
している。大統領の元には、「自然災害の連鎖を断ち切るため、1000頭のヤギを生けにえにすべきだ」とい
う携帯電話の文字メッセージが届いた。地元に伝わる慣習だが、大統領は「地震や津波は科学的な理由で起
きる。冷静に対応してほしい」と国民に呼びかけた。（朝日新聞 2005.4.15）

ニアス島の小さなマハティール・モハマド君

　ムディックのワシリヤ孤児院にいるマハティール・モハマド君（9）に会うため、彼のいる孤児院を再び訪
れてみた。われわれは夜8時半に孤児院を訪れたが、子どもたちはすでにみな寝ていた。スタッフが語った
ところによると、実はマハティール君には実母と実父がいるとのことだ。だが、彼らが今どこにいるのか誰
も知らないという。実父と実母は生活が苦しかったため、マハティール君をある夫婦に売った。その後間も
なく養父は他界し、養母は1人で彼を育てるのはたいへんだからと孤児院にマハティール君を預けてきた。
養母は病気で倒れ、現在寝たきりであるという。「マハティール君は彼女を慕っていて、学校が休みの時な
どは彼女に必ず会いに行くのです。石ででこぼこした遠い道のりを、1人で歩いていくのです」。（Utusan 
Malaysia 2005.4.9）

ニアス島の小さなマハティール君、マハティール前首相との面会が実現

　ワシリヤ孤児院の小さなマハティール・モハマド君は、ウトゥサン・マレーシア紙の計らいにより、孤児
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院のスタッフとともにマレーシアを訪れ、マハティール前首相と面会した。マハティール前首相は、がん
ばって勉強するようにと小さなマハティール君を励ました。小さなマハティール君は、クアラルンプール
市内を観光した後、4月18日にニアス島に戻る予定。（星洲日報 2005.4.16）

■ニアス島脱出
避難民がスマトラ島に向かうフェリーの空席を探して港に殺到

　ジョコ公共事業相は4月1日、グヌンシトリで破壊された建物や住居、公共施設は70％にのぼり、「経済活動が完
全に停止し、生活物資の入手が極めて困難となっている」と述べた。ニアス島では避難民らが港に殺到し、対岸の
スマトラ島に向かう木造フェリーの空席探しに躍起になっている。（読売新聞 2005.4.1）

二アス島　負傷者ら避難希望者、島外へ

　ニアス島で4月2日、負傷者や避難希望者の島外への脱出が始まった。ニアス空港には島内各地から重傷者
がヘリコプターで運び込まれ、島の中心都市グヌンシトリの港は、対岸のスマトラ島・シボルガへ向かう避
難民が集まり大混雑した。空港の待合室は医療援助のNGOの緊急治療室に様変わり。空港から5キロの自宅
から自力でたどり着いた主婦ルツニナさん（50）は、地震で倒壊した家の中で顔や背中を強打した。乳児と空
港に運ばれてきた主婦ハリバさん（30）は、医療スタッフの問いかけに答える力もなく、胸に抱えた子供の口
に、ただ無意識のように水やビスケットを運んでいた。交通が完全に遮断されたニアス島南部からは、ヘリコ
プターが次々と重傷者を空港に運び込んだ。逃げる途中にころんで背中を強打した島南部トゥルダラム〔テ
ルックダラム〕のバティサ・トンハさん（60）は身動きもできない状態だ。息子テリフさん（39）は「早くメダン
の病院に入れたい」と母の手を握り締めた。
　港は、シボルガに出発する船を待つ数百人の避難民でごった返した。東ジャワの親類を頼って家族5人で
島を出るアプリアノさん（30）は「食べ物や飲み物がない。島を出る決意をしたのは、昨日の夜。本当は出て
行きたくない。東ジャワで新しい仕事に就けるかどうかわからない」と不安を口にした。シボルガへ向かう
船は老朽船が多く、約120キロの距離に12時間かかる。家族4人で西スマトラに避難する主婦エルメリさ
ん（43）は「いつ帰って来られるでしょうか。津波は来ないでしょうね」と、記者に真剣な表情で問いかけた。

（毎日新聞 2005.4.2）

ニアス島からの脱出が加速　余震、津波に強い警戒心

　3月末に起きたスマトラ沖地震で、最大被災地インドネシア・ニアス島の多数の住民が余震や、余震によ
る津波に強い警戒心を抱き、同島から脱出する動きが加速している。人口約70万人の同島で4月4日現在、

「連日、数百人が島を後にしている」（地元港湾関係者）との推計もある。脱出に歯止めがかからなければ、巨石
文化をはじめ歴史的遺産に恵まれリゾート地として有望な同島に痛手となりそうだ。島を出るのは「再び強
い地震に襲われたら、同島は水没する」との流言が広がっていることも一因。電気や水道の復旧が遅れ、島の
経済活動がまひ状態に陥っている中で、収入を断たれた島民が多い上、食料不足への懸念が強いことも脱出
に拍車を掛けている。避難先の多くは、肉親や親類が住む対岸のシボルガなどスマトラ島の都市。「いつ戻る
か分からない」「島が復興するまでスマトラ島で待つ」といった住民が多く、帰るめどが立たないまま島を
離れた人が多いことをうかがわせた。
　ニアス島の主要都市グヌンシトリ西方の村でゴム園を営む男性（33）も脱出組の1人だ。妻、3人の子供と
スマトラ島西部パダンの兄の所に身を寄せる予定。これまでに村の157世帯のうち半分が島を去ったとい
う。男性は「食料の配給が少なく、島に残ったら飢え死にしてしまう」と話した。（四国新聞社 2005.4.4）

■華人住民の被災とニアス島経済
インドネシア百家姓協会、206人の華人の遺体を埋葬

　4月4日にニアス島を訪れたインドネシア百家姓協会主席の熊德怡によれば、同協会はインドネシアの救
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援部隊の支援を受けられなかった華人犠牲者の遺体掘り起し作業を支援し、206人の葬儀・埋葬費用を負
担したとのこと。（星洲日報 2005.4.9）

ニアス島から8割の華人が去って行った

　ニアス島に住む華人のうち、現在島内に残っているのは20％のみである。生き残った大部分の華人は、メダ
ンの親戚のところに身を寄せた。身を寄せる親戚がいない被災者は、避難所で支援物資を受けながら暮らし
ている。一部の華人は山の上にあるカトリック修道院に身を寄せたが、修道院は彼らを10日間だけ受け入れ
るとしているため、身を寄せる場所を新たに探さねばならない。ニアス島に住む華人は3000人で、その多く
が商業に従事しており、中下層に属する華人は一部のみ。華人の多くはグヌンシトリに住むが、テルックダラ
ムやプラウテルック、ラヘワに住む華人も多い。ニアス島内の華人の被災者は400人を超え、グヌンシトリだ
けでも300人に達した。（星洲日報 2005.4.9）

華人運輸・流通業者に犠牲者多数、ニアス島の経済が停滞する恐れ

　隠居した67歳の宣教師ペテンセルは、成長を続けてきたニアス島の経済が崩壊してしまうのではないかと
心配している。683人の犠牲者および行方不明者の多くは華人で、生き残った華人も島から出て行ってしまっ
たか、出て行こうとしている。ペテンセルは、それはゴムの買い手がいなくなることを意味していると言う。ニ
アス島の経済はゴムに依存してきた。「今や彼らの多くは死んでしまった。ニアスの人びとはゴムを売ること
ができない」。ニアス島の主要産品の一つで、香水に使われるパチョリ・オイルを売ることもできない。ペテン
セルは技師で船乗りだったが宣教師に転身し、1965年からニアス島に派遣され、そこに10年間住んでいた。
2004年12月に地震と津波が発生したあと、ペテンセルは1月にニアス島に入り支援活動を行っていた。2月か
3月中旬にニアス島を去る予定だったが、3月28日の地震発生時も、彼はまだニアス島にいた。グヌンシトリの
住民は、大地震が再び起きて島が沈没すると信じ、島での生活を捨てて別の場所に逃げようとしている。だが
全ての住民がそのような選択をしたわけではない。ある男はペテルセンに何を栽培したらいいかアドバイス
を求めに来た。「ゴムとニラム（パチョリ・オイル）はもう植えてあります。何か他にも植えたほうがいいです
か？」ペテンセルはこれに対し、「ゴムとニラムは売るのが難しい。コメを植えなさい」とアドバイスした。（Star 
2005.4.8）

華人運輸・流通業者の被害、ニアス島の住民全体に及ぼす影響大

　ニアス島の人口の90％を占める原住民は、カカオやゴムの栽培や、乾燥ココナツの生産で生計を立てて
いる。彼らは輸送手段を有する華人を通じて、これらの農産品を島の外に売り出さねばならない。今回の地
震で壊滅的な被害を受けた被災者の多くは華人だったが、それがニアス島全体の人びとの生活に影響する
恐れがある。（星洲日報 2005.4.9）

島外への農産物の輸送は停止したまま

　ニアスでは部分的に商業活動が回復したが、輸送手段を持つ多くの華人がニアス島から逃げてしまった
ため、島外との商業活動は停止したままである。グヌンシトリで「海運業のボス」と呼ばれる「強兄貴」も家
屋の下敷きになり、地震の犠牲となってしまった。彼の船舶は遺族の許可を得て救援物資の輸送に使われ
ているため、島外への農産品の輸送は全て停止している。（星洲日報 2005.4.11）

ニアス県知事や地方官吏に積極的な復興事業を期待

　島内外を結ぶ流通・輸送業を営み、ニアス島に6世代に渡って住んでいる林寶天は、ニアス島の華人は島
内に留まって商業活動を続けるだろうと語った。彼によれば、ニアス島の華人はどこに行っても災害から
逃れられないと考えており、自分の一番よく知っている場所に留まっていた方がゼロからやりなおすに
しても簡単だと認識しているとのこと。林寶天は、スマトラ島でまた地震が起こる可能性があると聞いて
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いるが、この土地を離れる気はないと断言した。長年にわたって政府官吏と関係を築いてきたため、問題
があってもその都度スムーズに解決してきたと語る。「他の場所に行ったら、関係を一から築き直さねば
ならない。ニアス島に留まるのがやはり一番望ましい」。彼は、しばらくすると避難民が続々と戻ってきて、
様々な物品の需要が増えるため、ビジネスチャンスが増大するだろうと信じている。彼は、ニアス県知事が
積極的に支援・復興事業を展開すれば、ニアス島はかつての面影を取り戻すだろうと語った。また、多くの
華人はニアス島に残るか、じきにニアス島に戻ってきて島の復興に参加するだろうと語った。（星洲日報 
2005.4.11）

ニアス島（グヌンシトリ以外）の被害・救援状況

（1）テルックダラム地区（ニアス島南岸、南ニアス県県都）
南ニアス県「テルックダラムは8割が被害を受けた」

　南ニアス県開発局局長ヘルマン・ライラは南ニアス県の県庁所在地テルックダラムで街の8割が被害を
受けたと思われると述べた。県政府の建物は崩壊しているという。ヘルマン・ライラはビンタン・ラウト教
会のある丘の上に避難しており、外部からの支援を必要としているという。また、テルックダラムへの道は
途絶えており、ヘリコプターが唯一の交通手段となっている。犠牲者数は不明。数百から数千の可能性があ
る。犠牲者の救出作業も始められていない。ビンタン・ラウト教会では教会スタッフが避難してきた住民の
看護にあたっている。（NiasIsland.com 2005.3.29）

テルックダラムにインドネシア政府からの支援物資届かず

　4月1日現在、南ニアス県テルックダラムの避難民はハンガリーや米国、フランスといった諸外国からの
支援物資を受け取っているが、インドネシア政府からは食糧・医薬品ともに何の援助も届いていない。テ
ルックダラムで活動をしているビンタンラウト教会のセラビウス寮長は4月1日、「われわれは食料品店で
残っているコメを集めているところだ」と語った。現在、ビンタンラウト教会には2000人の避難民がいる
という。また、ステラマリス病院のゲトルダは医薬品不足のため応急手当しかできていないと嘆く。南ニア
ス県警察のロビン・シマトパンによると、テルックダラムへの救援活動が遅れているのは、グヌンシトリか
らテルックダラムへの交通路が寸断されているため。ほとんどすべての橋が落ちているという。（Tempo 
Interaktif 2005.4.1）

テルックダラム、船着場の破損のため重機を陸揚げできず

　4月1日になり、コメ20トンと重機をグヌンシトリからテルックダラムまで船で輸送しようとしたが、船
着場の破損がひどく、着岸できなかった。コメは小さな船に移して運び込んだが、重機はグヌンシトリまで
持ち帰ることになった。（Tempo Interaktif 2005.4.1）

南ニアス県では102遺体を確認

　南ニアス県では102体の遺体が収容された。このうちテルックダラムは53体。そのほかの郡の犠牲者
は次のとおり。ラフタ（Lahuta）18人、ゴモ（Gomo）20人、ロロワ（Lolowa）7人、ロロマトゥア（Lolomatua）
4人。アマントラヤ（Amantraya）、キバラ（Kibala）、バトゥ（Batu）諸島については情報がない。（Tempo 
Interaktif 2005.4.1）

テルックダラムでは2メートルの津波、数百年の歴史をもつ伝統的家屋も被害

　テルックダラムの住民によると、3月28日の地震の際に海水が上昇し、その高さは2メートルに達したと
いう。テルックダラムのバウマタルオ（Baumataluo）にあった数百年の歴史をもつ伝統的な家屋も崩壊し
た。この家は初代王ラオウォサオの家で、現在は第5世代が住んでいたが、3月28日の地震により、もとあっ



331アチェ、ニアス復興のあゆみⅢ　2005年3月28日～4月29日

た場所から20センチ移動した。（Tempo Interaktif 2005.4.1）

（2）その他の地区
西海岸ラヘワでレンガ造りの家が倒壊

　ジャカルタからニアス島に住む両親の消息を尋ねにきた会社員のフランシスカスさん（36）は、「両親は
西海岸のラヘワに住んでいるが、れんが造りの家が倒壊したと聞いた。両親をスマトラ島に連れて行こう
と思っている」と話していた。（読売新聞 2005.3.30）

ニアス島内遠隔地に対する緊急支援はまだ不十分

　国連の支援調整員フランソア・デスルイセオーズによれば、グヌンシトリの被災者に対する緊急支援は
すでに需要を満たしつつあるが、島内の遠隔地の被災者の多くはまだ飢えているとのこと。グヌンシト
リから約19km離れたトゥモレイ村に住むマハヤティ・イナディマンは、「村人は飢えている。ジャングル
からバナナを取ってきて空腹をしのいでいる。政府から米の配給があったが、まだ足りない」と語った。
マハヤティによれば、トゥモレイ村では多くの家屋が損壊したものの、死者は出ていないとのこと。（AP 
2005.4.1）

マレーシア政府の支援チーム、アワアイ村に到着

　ニアス島の被災者を支援するマレーシア政府の人道支援チームは4月2日、グヌンシトリから北に25km
離れたトゥヘムブルア郡（Tuhemberua）アワアイ村（Awa'ai）に到着した。一行は、壊れた橋3ヵ所など地震
によって破壊された道のりをたどって目的地に到着した。チームを率いるアスワール・ラーマドによれば、今
回のチームはマレーシア特別救助隊（Smart）、クアラルンプール病院、マレーシア赤新月社などから編成さ
れており、4月3日から支援活動を開始する。アスワールによれば、「われわれはインドネシア政府から、アワ
アイ村にはまだどの国の救援部隊も入っていないのでそこで活動してはとの提案を受けた」とのこと。ニア
ス島の県知事公邸で行われる日々のブリーフィングでは、マレーシアの支援チームは当初テルックダラム
に派遣されることになっていた。だが、テルックダラムまでの距離と10時間の移動時間を考慮した上で、
その計画は断念された。アワアイ村での支援チームの活動は医療活動が中心となる。アスワールによれば、
支援チームはけが人を治療する基本的な医療器具、簡単な手術用具、抗生物質など700kgの医療物資を持
ち込む。Smartは捜索・救助活動に従事する予定だったが、「アワアイ村では瓦礫の下に生き埋めになった
り挟まれたりしている人はいないため、マレーシア救助隊の活動内容を変更した」とのこと。（Bernama 
2005.4.2）

マレーシア政府の支援チーム、アワアイ村に仮設診療所を開設

　マレーシア政府が派遣した人道支援チームは、4月3日にアワアイ村のヒリムボシ地区（Hilimbosi）で仮
設診療所を開設した。最初の患者は、近所の人に連れられてやってきた女性2人で、地震の恐怖から精神的
外傷を患っていた。そのほかに、落ちてきた岩にあたって足を骨折した少女や、高血圧の女性、重度のだる
さを訴える人びとなどが診療所を訪れた。医療班を率いるクアラルンプール病院のモハメド・ファドリ・ヤ
ハヤ医師は、医療班は患者に対して応急処置を施しており、患者の状態は安定していると語った。（Bernama 
2005.4.3）

マレーシア政府の支援チーム、派遣の遅れはインドネシア側の行政上の手続きが原因

　マレーシア政府によるニアス島への支援チームの派遣が遅れたことについて、ナジブ副首相は「何も勘
ぐる必要はない。インドネシア政府は、派遣が遅れたのは必要不可欠な行政上の手続きを行うためだった
と語っている」と述べた。ナジブ副首相は、インドネシア政府に求められれば、マレーシアはさらに多くの
人員を派遣する用意があると語った。（Bernama 2005.4.3）
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アチェからニアス島へのアクセスは困難

　アチェに駐在しているマレーシア救助協会のスタッフは、200個のシェルター・ボックスを持参して、ニ
アス島に向かう準備をしている。シェルター・ボックスの中にはテント、寝袋、水、調理器具、火や熱を起こ
すための道具などが備わっている。シェルター・ボックスはニアス島の2000人の被災者に配布される予定。
だがニアス島へのアクセスが確保できず、スタッフたちはアチェに足止めされている。（Star 2005.4.3）

僻地の被災者は口伝えで情報を伝達、情報の浸透は遅い

「まだ行かないでください。さらに多くの人が治療を必要としています」──マレーシアの支援チームが
アワアイ村ヒリムボシ地区に開設した診療所で、看護婦として支援チームを手伝っていたカリー・ゼブア

（28）は、マレーシアの支援チームが4月5日に荷物をまとめ始めたのを見て、ほとんど涙を流さんばかりに
こう訴えた。カリーは本紙記者に対して、「マレーシアの支援チームがヒリムボシ地区で医療活動をしてい
ることは、村人の間に口伝えで広まっています。その知らせはようやく村人に知れ渡り、みなこれから村に
下りようとしているのです」と語った。カリーによれば、3月29日の地震の後、津波を恐れて多くの人びと
が山の上に避難し、バシンゲ（Basinge）、ウカリ（Ukali）、ナモハル（Namohalu）などの地域に留まっている
とのこと。カリー自身も10kmの道のりを歩いて、診療所に来ている。ヒリムボシ地区で医療支援を行って
いたのは、クアラルンプール病院の医師2人と医療スタッフ2人、およびマレーシア赤新月社のメンバー4
人で、ヒリムボシ地区から南北20kmの範囲に住む350人が彼らの治療を受けた。付近一帯で救急手当てを
受けられるのは、この診療所だけであった。マレーシアの支援チームは4月4日にヒリムボシ地区での活動
を終了し、インドネシア政府が同地区の診療所の運営を引き継いだ。（Bernama 2005.4.4）

マレーシア救助協会、不十分な医療環境の中で外科治療を展開中

　マレーシア医療救助協会の会長ジェミラー・マフムド医師によれば、同協会は外科医や外傷治療の専門医な
ど10人のボランティアをニアス島に派遣し、毎日約100人を治療しているとのこと。ジェミラー医師は4月5日、
マレーシア女性を保護する協会から5万リンギ（約140万円）の寄付金を授与された際に、ニアス島での同協会
での活動を語った。ジェミラー医師によれば、同協会のボランティアは、ラヘワ（Lahewa）郡のように医師がい
ない地域では地震の被害を免れた協会や学校、木陰などで外科手術を行っているとのこと。また、同協会はヘ
リコプターを1機借りて交通網が遮断された地域に支援物資を輸送し、重傷者をグヌンシトリやメダンの病
院に搬送しているとのこと。（Bernama 2005.4.5）

ラヘワでは海面の水位が下がり、船による輸送が困難に

　マレーシア医療救助協会が活動しているラヘワでは海面の水位が2メートル下がり、住民は津波が再び
起こるのではないかと恐怖におののいていた。「津波を恐れてみな山の中に避難していた。当協会が来る
まで人びとは恐怖におびえていた。われわれは、津波が起こるとは考えにくいと伝えた」。ただ、水位の低下
により、船による支援物資の輸送や物資の引き上げが困難となり、支援を遅らせている原因になっている。

（Bernama 2005.4.8）

マレーシア医療救助協会、4月10日までにニアス島での支援活動を終了する予定

　マレーシア医療救助協会の副会長モハマド・イクラムによれば、同協会はグヌンシトリの活動拠点と島
内ラヘワ郡ラヘワ、アフル郡のアフル（Afulu）とファイグンナ（Faighunna）*に設置した移動診療所での活
動を4月10日までに終了する予定とのこと。ニアスには食糧や医療を支援するNGOが多数いるためだとい
う。ニアスで活動する同協会のメンバーは当初15人だったが今は7人が残るのみで、彼らもすでにアチェ
およびマレーシアに戻りつつある。被災直後は1日50人に達した患者数も、現在は1日20人に減少。重傷者
も減ってきており、患者の大半は切り傷や擦り傷の治療に訪れている。（New Straits Times 2005.4.8）

【＊FaekhunaaあるいはFaekhu Na'aと表記されることもある。】
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シムル島とバニャック諸島の被害・救援状況

津波を恐れて3万6,000人が避難生活

ニアス島以外のシムル島、バニヤック諸島などの被災地は、ニアス島以上に救助活動が遅れている。余震に
伴う津波を恐れて高台などで約3万6,000人が避難生活を続けており、自宅に戻れない状況だ。（日経新聞 
2005.4.2）

シムル島付近でM6.1の地震

米地質調査所によると、インドネシア・スマトラ島北部の西方沖インド洋で11日午後1時（日本時間同3時）
ごろ、マグニチュード（M）6.1の地震があった。震源はアチェ州のシムル島付近。死傷者や建物の被害の情報
はないが、シムル島は3月28日にM8.7の大地震で被害を受け、インドネシア政府の災害対策本部は22人の
死者を確認していた。スマトラ島中部の沖合のムンタワイ諸島付近でも10日にM6.8の地震があり、余震が
続いている。（日経新聞 2005.4.11）

（1）シムル島の被害・救援状況
シムル島、連絡がとれず

　シムル島では、通信手段が寸断されているために犠牲者数や被害の状況は不明。『アチェキタ』では現地通信
員と連絡を試みているが、携帯電話も固定電話もつながらない状態。（Acehkita.com 2005.3.29）

シムル島で2～3メートルの津波

　震源に近いシムル島では「2～3メートルの津波が押し寄せ、波止場が被害を受けた」（国軍幹部）という。
（朝日新聞 2005.3.29）

シムル島の日本赤十字社職員「ホテルが倒壊したが、けがはない」

　日本赤十字社によると、29日未明、シムル島で復興活動をしていた職員から「泊まっていたホテルが倒
壊した」と連絡があった。けがはなかったという。（朝日新聞 2005.3.29）

アチェ州知事代行「シムル県とアチェシンキル県で住民数百人が犠牲に」

　アチェ州知事代行のアズワル・アブバカルは3月29日、3月28日夜の地震により、同州のシムル県とア
チェシンキル県で住民数百人が犠牲になったと述べた。両県では海水面の上昇も見られた。バンダアチェ
で開かれていた会議に参加していたアチェシンキル県知事マクムル・シャプトラは状況を見るため直ちに
アチェシンキル県に戻った。（Acehkita. com 2005.3.29）

シムル島　「津波が来る」とのデマで騒然

　兵庫県の姫路赤十字病院からシムル島に派遣されている看護師高原美貴さん（39）の宿舎は大きな被害
を受け、3月29日正午ごろ、電話でムラボの日赤職員粉川直樹さんに連絡してきた。高原さんは部屋にいて、
けがはなかったが、自室以外は多くの部屋や施設が崩落。「向かいの部屋の通訳は、命からがら廊下に飛び
出して助かった」という。昨年末の地震で傾いていたシムル島の建物などは、ほとんどが完全に倒壊。余震
が続き、高原さんらは一睡もできなかった。住民ははだしで家から飛び出し、軒下で雨にぬれ、震えていた。
橋は落ち、道路も陥没した。「津波がくる」とデマが被災民の間で伝わり、その度に騒然となり、高原さんら
も周囲にせき立てられるように丘の上に避難した。「前回の地震が人々に大きなトラウマとなっている」と
いう。（産経新聞 2005.3.29）
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シムル島は28日から雨

　姫路赤十字病院の看護師、高原美貴さんによれば、シムル島では3月28日夜から雨が降り続き、被災者は裸
足のまま、倒壊を免れた建物の軒先で雨をしのいでいるという。また、インドネシア赤十字のスタッフが、ジャ
カルタの本部と連絡を取る手段がないため、高原さんに本部への連絡を依頼してきたといい、救助作業にあた
るボランティア15人と救急車の派遣を求めているという。（毎日新聞 2005.3.30）

シムル島で建物や道路に被害、救急車の通行が困難に

震源に近いシムル島には、昨年12月の地震を受けた復興支援の調査のため、日本赤十字社（東京）から派遣
された姫路赤十字病院の看護師、高原美貴さん（39）が滞在中だった。高原さんから3月29日、日赤本社に
入った連絡によると、島内のシナバン地区では家屋が軒並み倒壊し、道路や橋も大きな被害を受けており、
1台しかない救急車など車の通行が困難になっている。インドネシア赤十字のスタッフが、がれきの下から
2人の遺体を収容し、軽傷の6人を病院へ搬送。NGO（非政府組織）なども加わり、救助作業が続いている。（毎
日新聞 2005.3.30）

シムル島の市街地で火災発生との情報

シムル島では市街地で火災が発生した、との情報もある。これまでニアス、シムル両島で確認された遺体は
421体となった。（朝日新聞 2005.3.30）

シムル島、家屋の建材が軽いために犠牲者数は少ない

シムル島では全ての村が押しつぶされているが、イモジェン・ウォール国連スポークスマンによれば、シム
ル島の家屋は軽い建材を使っていたために犠牲者数は少なかったとのこと。（AP 2005.4.1）

シムル島で8000人が家を失う

サーフエイド・インターナショナルによると、シムル島では8000人が住む家を失った。シムル島では、2004
年12月26日の地震により、すでに2万3000人が家を失って避難民となっている。（AP 2005.4.1）

シムル島の避難民1万2000人

国連の被災者救援調整員が4月1日に語ったところによると、シムル島では全ての村落が被害に遭い、40%
の島民が慌てて家を離れて避難したとのこと。損壊の程度が70～80%の地域もあれば、100%に至る地域
もある。国連はシムル島の犠牲者数を17人と予測しており、おそらくこれ以上は増えないだろうとしてい
る。シムル島では2004年12月26日の地震以降現在に至るまで、1万6000人がなお家を離れたままである。
2005年3月29日の地震では、さらに1万2000人の島民が家を離れて避難した。（星洲日報 2005.4.1）

新たな地震と津波の発生の噂に住民、一時避難

シムル島では4月1日、さらに大きな地震と津波が発生するという噂に住民の多くが高台へ避難する騒ぎ
があった。シムル島では3月28日の地震による犠牲者は17人にとどまっているが、7万8000人の住民の多
くが飢えと恐怖におびえている。（Jakarta Post 2005.4.2）

シムル島で津波のうわさ、住民が一斉に避難

地元メディアによると、被災地のシムル島では4月1日、新たな地震で津波が来るとのうわさが広がり、住
民が丘陵地に一斉に逃げる騒ぎがあった。（産経新聞 2005.4.2）

島民の90%が依然として避難中

シムル島の地方官ダルミリによれば、シムル島の住民の間では3月28日の地震よりさらに大きな地震が発
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生するという噂がなおも絶えず、津波が再度発生することを恐れ、島民7万8000人の90%が家を離れて避
難しているとのこと。同地方官は、シムル島で最も大きな町であるシナバンは「住人がいなくなってしまっ
たため、ゴースト・タウンと化して」おり、「人びとが家に戻ろうとしないのは、津波に対する恐怖心に加え、
帰れる家が実際にないからでもある」と語った。3月28日の地震によるシムル島の犠牲者数は20人だった
が、人びとの精神面に及ぼした影響は非常に大きい。3月28日以降、シムル島では大きな地震は起こってい
ないが、小さな余震は依然としてほぼ毎日発生している。国連食糧計画や国連の支援により、シムル島にお
ける食糧や医療品の蓄えは十分であるとのこと。（Star 2005.4.5）

（2）バニャック諸島の被害・救援状況
国連、バニャック諸島を上空から調査

国連は3月29日、震源地に最も近いバニャック島とバンカル島の被災状況を上空から調べた。数千人が住
んでいる両島も被害が「甚大」と見られるという。（朝日新聞 2005.3.30）

バニャック諸島では津波でコメが塩水に浸かり食糧不足に

被災地を視察中のアチェ州知事代行アズワル・アブバカルとイスカンダル・ムダ軍管区司令官エンダン・ス
ワルヤに同行している『スランビ・インドネシア』記者ヤルメン・ディナミカの3月30日の報告によると、ア
チェシンキル県バニャック諸島でもっとも大きい島ハロバン島では、1,500人の住民が地震の発生でいっ
せいにパニックとなり、高台へと避難した。3月28日の地震の震源地から数マイルの距離にあるハロバン
島では、地震によって海水面が3メートル上昇し、陸地へとあがってきた。このため、コメが塩水に浸かって
しまい、現在、住民は蒸しバナナなどで飢えをしのいでいるという。砂糖や食用油の備蓄もつきている。住
民は、続く余震に、このまま島が沈むのではないかという恐怖を感じたという。住民は地震と津波が再び起
るのではないかと不安におびえている。津波は3メートルの高さに達した。ただし、12月にバンダアチェを
襲った津波ほど押し寄せ方が急激でなかったために助かった、とハロバンの住民ムダシル（45）は語ってい
る。（Serambi Indonesia 2005.3.31）

バニャック諸島を州知事代行らが視察、住民は「金をもらっても買うものがない」と不満

州知事代行と軍管区司令官が3月30日午前10時にバニャック諸島ハロバン島のサッカー場にヘリコプター
で到着すると、2人の高官と言葉を交わそうと数百人の住民が一行に向かって押し寄せた。感きわまって泣
き出す住民もいた。県長はもちろん郡長でさえ同島を訪れることはまれで、州知事代行と司令官の訪問に
はとても感激した、とスニー（47）は語った。州知事代行はハロバン島のハロバン村とアントリア村にそれ
ぞれ2500万ルピアの義捐金を渡したが、お金があっても買うものがないと不満を述べる住民もいた。州知
事代行は視察を終えた後、アチェ・シンキル県知事マクムル・シャフプトラに対し、ハロバン島とバライ島
にコメ60トンを投下するよう指示した。両島は地震で家屋150棟が倒壊した。バライ島では5500人がモス
クや高台に避難している。州知事代行によれば、島民の全島避難はまだ検討していないとのこと。ハロバン
島は丁子、ココナツ、魚が主な産品。（Serambi Indonesia 2005.3.31）

バニャック諸島では犠牲者はないが食糧と水が足りない

　バニャック諸島のある村の村長ルクマン氏は、バニャック諸島に犠牲者はいないが食糧と水の欠乏が深
刻で、4月1日に到着した10トンの米も不十分だと訴えた。ルクマン村長は「水や米を置いている商店は全
て塩水に漬かってしまったため、たくわえがない」と語った。バニャック諸島は99の小島からなり、そのう
ち30の島に6000人が住んでいる。（AP 2005.4.1）
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その他の地区の被害・救援状況

（1）アチェ州の被害状況　（シムル島とバニャック諸島を除く）
アチェ州では西南海岸4県で死者31人、負傷者97人

　アチェ州知事代行アズワル・アブバカルによると、3月31日現在、確認されているアチェ州全体の被害は、
死者31人、負傷者97人、避難民4万162人、倒壊した家屋806棟。南アチェ県、シムル県、アチェシンキル県、
西アチェ県で被害が出ている。アズワル・アブバカルはイスカンダルムダ軍管区司令官エンダン・スワルヤ
とともに2台のヘリコプターで上記4県を視察した。もっとも犠牲者が多いのはシムル県で、死者17人、負
傷者62人、避難民1万8000人、倒壊家屋320棟。アチェシンキル県では死者11人、避難民1万8386人、負傷
者27人、倒壊家屋226棟。西アチェ県では死者1人、負傷者8人、倒壊家屋7棟、南アチェ県では死者2人、避
難民3776人、倒壊家屋222棟。（Serambi Indonesia 2005.3.31）

■バンダアチェ
アチェ州で大きな揺れ、バンダアチェ市内で停電

スマトラ島北部のアチェ州などで大きな揺れを感じた。バンダアチェ市内は停電している。シンガポール
やマレーシアなどでも強い揺れを感じたとの情報がある。インド洋周辺諸国で津波が発生する可能性もあ
るとみられるが、29日未明現在、被害の状況は不明。太平洋津波警報センターによると、震源は北緯2.3度、
東経97.1度で、スマトラ島の北西部沖合。（毎日新聞 2005.3.29）

バンダアチェで津波を恐れた住民がパニックに

スマトラ島最北端のバンダアチェなどでは、津波を恐れた住民らが一斉に戸外に飛び出し、パニックと
なった。（読売新聞 2005.3.29）

バイクで山の中のモスクに避難

毎日新聞助手のエディさん（27）は、バンダアチェ市内の自宅で寝ていたところを地震でたたき起こされた。自
宅は海岸から4キロほど内陸に入った場所。昨年12月のスマトラ沖大地震では津波被害を受けなかったが、毎
日新聞の電話に「それでも怖かった。妻と一緒に、バイクで30分ほど行った山の中にあるモスクに逃げた」と話
した。エディさんによると、市内の道路は避難する人たちでごった返していたという。バンダアチェでは29日
未明までに津波がこなかったため、自宅に戻った人もいるが、エディさんのいるモスクでは、29日朝現在も約
40人の住民が避難を続けているという。（毎日新聞 2005.3.29）

地震から3時間後、津波の恐れがないとラジオ放送

「あの波が再び来るかと想像するだけでぞっとする」。インドネシア、スマトラ島北端のバンダアチェに住
む元英語教師、イスマイル・ザイヌンさん（27）は28日深夜、激しい揺れを感じて、家の外に飛び出した。ザ
イヌンさんによると、市内では「津波がやってくる」とのうわさが飛び交い、市民は一時、パニック状態に。
多くの市民は屋外で待機し、津波の危険があれば、すぐに逃げ出せるように備えたという。3時間後によう
やく、ラジオ放送が津波の心配はないとの情報を流し、パニックは収まった。「怖くて、少なくとも2時間は
家に入る気がしなかった」。ザイヌンさんは恐怖の数時間を振り返った。自宅は昨年12月の津波で跡形もな
く流され、今も親類宅に避難し続けている。（毎日新聞 2005.3.29）

バンダアチェに日本人68人

町村信孝外相は3月29日午前の記者会見で、インドネシア・スマトラ島西方沖で発生した巨大地震に関連
し「（今のところ）日本人の被害があったという情報には接していない」と述べるとともに、情報収集を急ぐ
考えを示した。町村外相によると、震源地に近いインドネシア・アチェ州の州都バンダアチェには68人の日
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本人が滞在しているが、同日朝までに50人と連絡を取り、無事を確認した。被害が大きいとされるスマト
ラ島北部西方のニアス島に日本人が滞在していたとの情報はないという。町村外相はその後の参院外交防
衛委員会で、被災地での医療・救援活動や物資輸送などの要請に備え、国際緊急援助隊の派遣準備に入った
ことを明らかにした。（東京新聞 2005.3.29）

バンダアチェの華人、「被害がないため今回は避難しない」

2004年12月の地震で大きな被害を受けたバンダアチェは、2005年3月28日夜に発生した地震ではほとん
ど被害を受けなかった。そのため今回の地震の後、アチェで生計を立てている華人でメダンに避難した人
は見られなかった。バンダアチェでオートバイの部品を扱っている卓岳平氏は香港の新聞『明報』に対して、
前回の地震ではメダンに避難したが、今回は震源地も遠く津波も発生しておらず、店の商品が盗まれるのも
心配なので避難する気はないと語った。卓氏は、床に付こうとしていた時に突然地面が激しく揺れたため、急
いで外に飛び出したという。多くの人が子どもを背負い、車やバイクで内陸の高台に逃げようとしているの
を見たが、今回の地震は前回ほど大きくなくあまり心配しなかったため、卓氏は避難しなかったとのこと。卓
氏は、今回の地震の震源はバンダアチェから遠く、メダンに近いため、メダンでも相当大きな揺れを感じただ
ろうと語る。卓氏によれば、バンダアチェでは地震の後しばらく停電があったがすぐに復旧し、地震の発生か
ら数時間経っても津波が起こらなかったため、人びとは家に戻り、大きなパニックは起こらなかったとのこ
と。翌日29日に卓氏は平常どおり店を営業し、売上額が目立って減少したりすることもなかったとのこと。

（南洋商報 2005.3.30）

■西南海岸
西アチェ県、ショック死1名との情報

西アチェ県では地震により住民がパニック状態に陥った。ムラボにある「ルモキタ」ポスコ（詰め所）の支援
スタッフであるイルワンは3月29日昼に『アチェキタ』の取材に答えて、高台に避難していた住民はそれ
ぞれの村に戻り始めているが、ムラボの街の活動はまだ再開していないと語った。ムラボの建物にも被害
を受けたものがある。また、場所により停電状態が続いている。西アチェ県サマティガ郡では1名が精神的
ショックにより死亡したとの情報もある。（Acehkita. com 2005.3.29）

ムラボでは車で避難

ムラボでは、多くの住民たちが地震直後、車で山に避難していたという。（朝日新聞 2005.3.29）

ムラボでは車やバイクで避難、市内は一時騒然

「何かにつかまらないと立っていられなかった」「津波が来るといううわさで、何度も避難騒ぎが起きてい
る」。インドネシア・スマトラ島沖で再び起きた大地震について、復興支援のため同島アチェ州や震源地に
近いシムル島に滞在していた日本赤十字社の医療スタッフは、現地の生々しい被災状況を電話で語った。
アチェ州の都市ムラボに26日から入っている日赤職員の粉川直樹さん（52）によると、大きな横揺れが
3、4分続いた。宿舎には粉川さんら日本人スタッフが2人いたが、建物に被害はなかった。住民は津波を恐
れ、海岸から一刻も早く離れようとして車やバイクで避難し、市内は一時騒然となった。その後はスコー
ルが降ったため、住民らも家の中に入り、様子を見守ったという。余震もあり、停電が続いた。（産経新聞 
2005.3.29）

アチェシンキル県も被害、揺れは1時間近く

アチェ州西南部のアチェシンキル県では、3月28日夜の地震で市街地に大きな被害が出た模様。犠牲者数
は不明。シンキル市の住民マスタヌディン（56）は、バンダアチェ市からの連絡に対して3月29日、住民1万
人が津波の発生を恐れてモスクなどに避難していると答えた。住民のなかにはアチェ州の海岸部を襲った
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災害が再び起こったのではとの懸念から、子どもを抱きかかえて裸足で家から飛び出した者もいた。シン
キル市では、数十から数百の家屋や政府事務所、商店などが倒壊した。電柱が倒れ、街全体が暗くなってい
る。アチェ・シンキルの住民でバンダアチェにいたジュリアルディン（38）は、現地の家族と昨夜電話で連絡
をとり、家族の安否を確認した。シンキルの街の住民はパニック状態になっており、シンキルの大モスクな
ど安全と思われる場所に避難している。揺れは断続的に一時間近く続いたという。（Kompas 2005.3.29）

アチェ州知事代行「シムル県とアチェシンキル県で住民数百人が犠牲に」

アチェ州知事代行のアズワル・アブバカルは3月29日、3月28日夜の地震により、同州のシムル県とアチェ
シンキル県で住民数百人が犠牲になったと述べた。両県では海水面の上昇も見られた。バンダアチェで開
かれていた会議に参加していたアチェシンキル県知事マクムル・シャプトラは状況を見るため直ちにア
チェシンキル県に戻った。（Acehkita. com 2005.3.29）

アチェシンキル県、海水面の上昇により家屋倒壊、死者も

アチェシンキル県開発局長ラザリは『アチェキタ』の取材に対し、同県プロスロック村では1.5メートルほ
どの海水面の上昇が見られ、上昇した水に運ばれて数軒の家屋が道路に押し流されたと語った。家の中に
いた住民4名は倒れた家屋に押しつぶされて死亡した。また、3階建ての商店兼住居にいた3名の住民が倒
壊した家屋の下敷きとなり死亡したと見られると述べた。遺体はまだ収容されていないという。また、同県
では海水面の上昇を受けていくつかの橋も被害を受けた。地震による道路のひび割れや崩壊も起こってい
る。モスクの一部にも使用不可能になるほどの被害を受けているものがあるという。シンキル市の住民は
街の中心から40キロ離れたところにあるリモ村に避難している。バイクに乗って避難する途中で電柱に衝
突し、死亡した者が1名いるという。（Acehkita. com 2005.3.29）

アチェ西南海岸部、メダンとのアクセスが断たれて孤立

アチェ西南海岸部から北スマトラ州メダンへ向かう陸路は南アチェ県南クルト（Kluet Selatan）郡レンバ
ン（Lembang）村のグンティンブヤ（Genting Buya）橋の状態が悪く、寸断されている。この橋は2004年12
月のスマトラ島沖地震津波で壊れていたが、インドネシア国軍が応急修理していた。また、道路も1キロに
わたってひび割れており、四輪車両は通行ができない状態。このため、アチェ西南海岸部の4県は北スマト
ラ州メダンへのアクセスを断たれ孤立している。現場近くの北クルト郡コタファジャル（Kota Fajar）では、
重機を運ぶ車両を含め、トラックや車両数十台が立ち往生している。四輪車が通れなくなった区間を数百
人の乗客がバイクタクシーを使って通行している。橋まで一人当たり5,000ルピア、橋から15キロ離れたク
デバコンガン（Kuede Bakongan）までさらに5000ルピア。（Acehkita. com 2005.3.30）

■北海岸
地震のためアチェ州の北海岸5県1市で電力供給に障害

ロスマウェの電力公社のスライマン・ダウドが3月30日昼に明らかにしたところによると、3月28日の地
震でメダンの発電所の発電量に影響が出ている。通常だと1000メガワットの発電量が500メガワットに
落ち、北スマトラ州の一部とアチェ州の東アチェ県、ランサ市、北アチェ県、ビルン県、中アチェ県、ピディ
県の計6県市では、2時間ごとに順番に電力供給するという体制を強いられている。（Tempo Interaktif 
2005.3.30）

（2）北スマトラ州の被害状況　（ニアス島を除く）
■西海岸

北スマトラ州シボルガの住民数万人が丘陵地へ避難

シボルガ市災害対策本部から北スマトラ州知事になされた報告によると、北スマトラ州西岸のシボルガ市
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では、3月28日の地震を受けて海岸部に住む住民数万人が丘陵部へ避難した。3月29日昼現在、まだその多
くが安全な場所を求めて丘陵地に留まっている。現地では28日夜から29日昼まで強い雨が降った。余震と
津波を恐れる住民は丘陵地や宗教施設、学校などに避難を続けている。シボルガ市は地震があったインド
洋側に面した町の1つ。シボルガ市官房局局長ダウィル・ナシティオン博士が署名した報告によると、シボ
ルガ市の住民の95％が、パロンブナン山、シボルガ＝タルトン間の幹線道路沿いの丘陵地、インドネシア国
営放送アンテナ基地などに避難した。（Kompas 2005.3.29）

シボルガの市街で建物が倒壊

シボルガでは地震により住民がパニック状態となった。アフマド・ヤニ通り、パンゲラン・ディポネゴロ通
り、Ｓパルマン通り、ストモ通り、独立プリンティス通りなどの建物が倒壊している。また、ブラカン市場の
住民2名が倒壊した建物の下敷きになって重傷のほか、1名がメダンにある北スマトラ病院へ搬送された。
トゥンギリ・シボルガ通りにあるアイシャ幼稚園が倒壊しているほか、市内の学校は休校を余儀なくされ
ている。生活基本物資の供給には滞りが出ており、商店も営業を取りやめている。（Kompas 2005.3.29）

西海岸の道路で崖崩れ

北スマトラ州の南タパヌリ県ではシピロク＝タルトン間の幹線道路の3ヵ所で崖崩れが起きている。また、
スンブル郡とダイリ県シディカランとを結ぶ道でも崖崩れが起きている。（Waspada 2005.3.30）

シボルガ空港は軍の管制下に

シボルガ空港は3月31日午後以降軍の管制下に置かれ、離陸した民間機が引き返させられるという事態も
起こっている。（星洲日報 2005.4.1）

シボルガでは津波を恐れて数千人が高台で暮らしている

最大被災地ニアス島の対岸にあるスマトラ島のシボルガ郊外でも、高台で暮らし続ける住民が数千人いる
という。（産経新聞 2005.4.2）

■東海岸
メダンで断続的に余震

在メダン総領事館によると、メダンでは3月29日も断続的に余震が続き、午後1時ごろには部屋のブライ
ンドが動くほどのやや強い揺れがあった。住民らはそのたびに屋外に逃げ出しているという。 （読売新聞 
2005.3.30）

ブラワンの発電所も被害、メダンで停電

3月28日の地震で北スマトラ州メダン市郊外のブラワン発電所が被害を受けた。発電容量は800メガワッ
トだが、現在は300メガワットに落ちている。このため、メダン市とその周辺で停電が発生した。（Tempo 
Interaktif 2005.3.29）

メダン市の華人、多くが一時路上に避難

インドネシアで3月28日夜に地震が発生した際、多くの華人が住むメダン市では外に飛び出し一時避難す
る人が多かった。メダン市の人びとは、今回の地震は2004年12月26日の地震よりも揺れが大きかったと
語る。メダン市在住の労炳耀氏は香港の新聞『明報』の記者に対し、電話インタビューで「地震は昨晩（3月
28日）夜11時10分ころ発生し、約5分間続いた。今回の地震は前回の地震よりも強烈だった。われわれはみ
な外に飛び出した。津波が発生するという情報が飛び交ったが、結局それらはすべてデマだったと分かっ
た。メダン市では今回の地震で特に被害はなかった」と語った。メダンから365キロ離れているニアス島は、
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メダン市の華人の間では「領事島」と呼ばれている。労氏にはニアス島に親戚が住んでいる華人の友人が何
人かいるが、その友人たちはニアス島の親戚と現在でも連絡が取れていないという。今回はアチェ州での
被害はそれほど大きくなかったため、29日夕方の時点でアチェ州からメダン市に避難してきた人はいな
いとのこと。（星洲日報 2005.3.30）

「スマトラの華人に地震を恐れて移住した人はいない」

インドネシア多様性の中の統一党（Rartai Bhineka Tunggal Ika）の党首である呉能則氏は、「私が知る限り、
スマトラの華人の中に地震を恐れて移住した人はいない。彼らはここに長年住み、生計を立ててきた。他に
行くところなどない」と語る。呉氏は、インドネシア人にとって地震は頻繁に起こるもので、その程度が様々
なだけで、地震がいつ起こるかもわからないし、被災するかもしれないなどと言っていられないと語る。

「インドネシア新兄弟協会」の張錦美氏は、2004年12月にアチェ州からメダン市に逃れてきた数千人の華
人は、メダン市の親戚の助けを得て長期滞在の環境を整えた人以外は、みなアチェに帰りたがっていると
いう。（星洲日報 2005.3.30）

ランカット県ではモスクの尖塔が倒壊、死者はなし

北スマトラ州ランカット県の対策本部からは、同県クアラ郡のモスクの尖塔が倒壊し、住民の1人ソフィア
ン・サマンの家を押しつぶしたとの報告が出ている。各郡の住民はより安全と思われる広場などへ避難し
ている。ランカット県では地震による死者はいない模様。（Kompas 2005.3.29）

（3）その他のスマトラ地域の被害状況
パダンやプカンバルでも家屋が損壊、一部で停電

揺れはスマトラ島の広い範囲で観測され、地元テレビによると中部の都市パダンやプカンバルで家屋が損
壊、複数の地域が一時的に停電した。（読売新聞 2005.3.29）

リアウ州と西スマトラ州でも大きな揺れ

リアウ州プカンバルのアンタラ通信の取材によると、3月28日インドネシア西部時間23時15分ごろに大
きな揺れがあり、建物が大きな音を立て始めたため、住民が家の外に飛び出した。壁にかけられていた飾り
や家具なども大きく揺れた。住民はこうした大きな揺れはここ数年経験したことがなかったという。西ス
マトラ州パダン市でも同じ時刻に大きな揺れがあり、驚いた住民が家を飛び出した。23時52分現在、パダ
ンパンジャンの地震記録センターからは地震の大きさや強さについての情報は報じられていない。住民は
パニック状態で家の外にいる。（Media Indonesia 2005.3.29）

■メンタワイ諸島（シベルト島）
地震発生の可能性が指摘され、メンタワイ諸島で避難騒ぎ

西スマトラ州メンタワイ諸島の住民で海岸から5キロメートル圏内にいる住民は避難するようにとの呼びか
けがなされたことで、人びとは混乱している。人びとは調整もなされないまま、家を出て、より安全と思われ
る場所に避難し始めている。この呼びかけを行ったパダンのタビン気象地質局のジュネド・プルワントは、住
民がこれほどの反応を示すとは思っていなかったという。ジュネドは4月1日、SCTVの「6時のニュース」の
なかで、地震を警戒するようにとの呼びかけを行ったのは、メンタワイ諸島周辺で地震とそれに伴う津波が
発生する可能性があったため、人としてやむにやまれず個人的な呼びかけとして行ったものだったと釈明し
た。一方、西スマトラ州知事代行のタムリンは、避難の呼びかけは気象地質局の公式の声明ではなく、また、避
難すべきときは今ではないと述べた。ジュネドは自らの言葉が住民を不安に陥れたことを認識し、呼びかけ
を撤回した。しかし、ジュネドは住民に対し、今後も警戒を怠らないように、また、夜は家族全員が寝てしまわ
ず、必ず1人は起きて様子を確認できるようにしておくようにと述べた。（Luputan6. com 2005.4.1）
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地震発生の噂を受けて、メンタワイ諸島から避難する動き

2005年3月28日にニアス島沖で発生した地震がメンタワイ諸島とパダン周辺地域でさらなる地震の引き
金になるとの噂が出ている。このため、パタンとメンタワイ諸島の住民のあいだに不安が広がり、数日前か
らパダンやメンタワイ諸島を行き交う船舶にも大きな影響を及ぼしている。メンタワイ諸島の住民にはス
マトラ島本土へ避難するも続出している。ムアラパダン港にはメンタワイを出てパダンへ向かってくる乗
客が急増した一方、メンタワイへ向かう乗客は減少している。4月4日、午後2時現在、メンタワイへ向かう
予定のレゼキバル号の乗船予定者は21人のみ。通常ならば出港1時間前には100人以上がチケットを購入
しているところ。（Riau Pos 2005.4.5）

スマトラ島沖で地震、M6クラスが90分間で5回

米地質調査所（USGS）によると、インドネシア・スマトラ島中部パダンの南西約110キロ、シブルット島近
くで現地時間4月10日午後5時29分（日本時間同日午後7時29分）ごろ、マグニチュード（M）6.8の地震が発
生した。震源の深さは30キロ。この地震による被害は明らかになっていない。USGSによると、この地震後、
大きな地震が複数回発生。約15分後の午後5時45分ごろにM5.8、午後6時14分ごろにM6.3、午後6時45分
ごろにM5.5、午後6時55分ごろにM5.9の地震が観測された。いずれの地震も、震源はほとんど同じ場所で、
震源の深さも30キロとなっている。（CNN.co. jp 2005.4.10）

震源はムンタワイ諸島付近　パダンパンジャンで住民が高台に避難

震源はムンタワイ諸島付近で、震源の深さは約30キロ。死傷者や建物の被害があったかどうかは明らかで
ないが、同諸島の対岸の西スマトラ州パダンパンジャンの住民は民放メトロテレビで「大きな揺れを感じ、
住民は高台へ逃げている」と語った。スマトラ島北部の西方沖では昨年12月、インド洋沿岸諸国に空前の津
波被害を与えたM9以上の巨大地震が発生。その震源のやや南方で3月28日にM8.7の地震が起き、北スマト
ラ州のニアス島などで600人以上が死亡した。各国の研究者は、さらに南のスマトラ島中部沖で今後、地震
が起きる可能性があると指摘していた。（産経新聞 2005.4.10）

気象地質局「津波のおそれはない」

　気象地質局メダン第一地区のヘンドラ・スワルタは4月10日、パダンで感じられた地震について、3月
28日のニアス島沖地震の際にメダンの住民が感じた地震とほぼ同じ強さであると述べた。また、津波の恐
れについては「パダンの観測所スタッフが地震発生後15分のあいだ、海水面の変化を観測したが、変化は
見られなかった。したがって、われわれはこの地震による津波の発生はないと確信している」と説明した。

（Kompas 2005.4.11）

気象地質局「メンタワイ島沖地震は一連の地震と関連あり」

インドネシア気象地質局局長スハルジョノは、4月10日に発生したメンタワイ島沖地震を、2004年12月
26日に発生したアチェ州シムル島沖地震、2005年3月28日に発生したニアス島沖地震と関連性があるも
のとの見方を明らかにした。「メンタワイ島とその周辺で、プレートの移動速度が減速していることが観測
されていた。これは、この地域周辺で緊張が高まっていたことを意味している。この緊張が放出されるとき
に地震が起こる」とのこと。（Kompas 2005.4.11）

ムンタワイ諸島とは連絡が不通　ニアス島の国際緊急援助隊は全員無事

インドネシア・スマトラ島中部の西方沖のインド洋で4月10日発生したマグニチュード6.8の地震で、国営アンタラ
通信などによると、震源に近い同島西海岸の都市パダンでは11日未明にかけて10回以上の強い余震があり、数万
人の住民が津波を恐れて、高台などに一時避難した。けが人などの報告はないが、一部地域では家屋の倒壊もみら
れるという。米ハワイにある太平洋津波警報センターは10日夜、この地震による津波の恐れはないとの情報を出し
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た。だが、震源地に近いインド洋上に浮かぶムンタワイ諸島の各島々とは音信が途絶えており、被害の詳しい状況
はわかっていない。一方、北スマトラ州メダンの日本総領事館によると、パダンには、新空港建設プロジェクトにか
かわっている日本人技術者など約50人の在留邦人がいるが、被害に遭ったとの情報は入っていない。また、3月28
日の地震で大きな被害を受けたニアス島で医療支援活動を行っている国際緊急援助隊スタッフ21人の全員無事を
確認している。（読売新聞 2005.4.11）

パダンでいくつかの建物が倒壊

4月10日17時18分ごろ、西スマトラ州パダンは大きな地震に見舞われた。住民は大きな混乱に陥り、数千人が先
を争って高台に避難した。地震による被害は、同日夜の時点でも、いくつかの建物が倒壊したとの情報があるほか
詳細は不明である。パダンパンジャンのルブックマタクシン地震観測所のジョハルマンは電話での取材に対し、
パダンを襲った最初の地震は規模がM7.4で、震源はパダンパンジャンから200キロメートルのメンタワイ諸島付
近とのこと。その後、M6.5などの余震が続いた。同日20時30分までにパダンパンジャンの地震観測所では110回
の余震を観測しており、このうち15回が有感地震だった。一方、ジャカルタの気象地質局局長スハルジョノによれ
ば、パダンで観測された地震は17時29分発生、規模はM6.7、震源はインド洋でパダンの西方105キロ、震源の深さ
は30キロメートルである。（Kompas 2005.4.11）

パダンで住民が高台に避難、シンガポールでも揺れ

震源はスマトラ島西海岸の都市パダンから南西120キロのムンタワイ諸島付近で、震源の深さは約30キロ。死傷
者や地震、津波による建物の被害があったかどうかはわかっていないが、AP通信などによると、パダンでは、強
い揺れで一部住民がパニックに陥り、建物から飛び出したり、津波襲来を心配して高台に逃げるなどしている。
また、シンガポールなど近隣諸国の一部地域でも地震の揺れを感じた。（読売新聞 2005.4.11）

ブキティンギでも住民が避難　日本人被害の情報はない

震源は、3月28日の地震で大きな被害を受けたニアス島からさらに南にあるムンタワイ諸島（西スマトラ
州）付近。死傷者や建物の被害の情報はないが、強い揺れを感じた同州などで住民多数がパニックに陥って
高台などに避難、交通が混乱した。津波発生の可能性について、日本の気象庁は「日本への影響はない」とし
ている。昨年12月と今年3月にスマトラ沖地震が相次いだ後「さらに南方の海域で大地震が起きる可能性
がある」と内外の地震研究者が指摘、住民の不安が強まっている。地元テレビなどによると、同州では州都
パダンや外国人観光客も訪れる景勝地ブキティンギなどで、津波を恐れる住民が一斉に避難した。北スマ
トラ州メダンの日本総領事館によると、スマトラ島で日本人に被害があったなどの情報は入っていない。

（中日新聞 2005.4.11）

ベンクル州、ジャンビ州の一部でも揺れ

メンタワイ諸島沖の地震による揺れは、スマトラ島のベンクル州やジャンビ州の一部でも感じられた。一
部の地域では、住民が混乱して家から飛び出した。ベンクル州のクパヒアン気象地質局のアリ・ムザインは、
同州のレジャンレボン県クパヒアンやムコムコ県で揺れが感じられたと語った。また、ジャンビ州クリン
チ県でも揺れが感じられたという。（Kompas 2005.4.11）

メンタワイ海峡の地震でリアウ州の住民も一部パニック

メンタワイ海峡で4月10日に発生した地震では、リアウでも揺れが感じられた。地震がもたらした影響につ
いて詳細な報告は得られていないが、リアウの住民にパニックを引き起こしたことは確かである。住民の中
には地震と同時に家の外に飛び出したものが多くいた。プカンバルでは午前0時半ごろまで度重なる揺れが
感じられた。クアンタンシンギンギ（Kuantan Singingi）県では18時15分ごろ地震がおき、揺れは3分ほど続
いた。住民が恐怖を感じるほどではなく、人びとの動きは通常とかわらなかった。（Riau Post 2005.4.11）
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地震に襲われたパダン、学校を休校に

パダン市長フォウジ・バハルは4月11日早朝、4月10日にパダンを襲った地震が住民生活に大きな影響を
及ぼしていることから、インドネシア共和国ラジオやそのほかの民間ラジオ局を通じて、4月11日は学校
を休校とするよう指示を出した。（Detik. com 2005.4.11）

西スマトラ州パダンの住民はパニックに

パダンにいるコンパス紙記者が4月10日夜、電話で伝えたところによると、パダンの住民、特に海岸から3
キロメートル以内の距離に住んでいる住民は正真正銘のパニック状態に陥り、リマウマニ、インダルン、ク
ランジ、ルブックミントゥルンといった高台へ先を争って移動した。中にはパダンから23キロメートル離
れたブンハッタ森林公園地域まで逃げ出した人もいる。海岸から高台への道路は渋滞となった。また、ガソ
リンスタンドには自家用車に燃料を補給しようとする住民が押し寄せた。「大混乱だった。地震から数秒し
てパダンの街は完全に停電状態になり、それと同時に携帯電話通信にも障害が出た」と本紙記者ユルナル
ディは語った。また、パダンの住民エミル・サリムはジャカルタからのコンパス紙の取材に対し、地震はま
るでいつまでたっても終わらないかのように感じられたこと、4月10日21時現在、高台へ避難しようとす
る人と車の波が依然として途切れていないことなどを伝えた。人的被害についての報告はまだない。西ス
マトラ州政府の建物の一部が崩れたほか、いくつかの建物が倒壊したり、崩れたりしているとの報告があ
る。（Kompas 2005.4.11）

■タラン山が噴火
西スマトラ州のタラン山、5回噴火　噴煙を噴出

4月12日、西スマトラ州ソロク（Solok）県のタラン（Talang）山が噴火した。インドネシア西部時間12時20
分現在までに、すでに5回にわたって噴火し、噴煙を噴出している。周辺の4つの村落で「警戒」宣言が発令
された。タラン山はパダン市の東、海岸線から60キロの地点に位置する標高2800メートルの山。最初の噴
火は3時30分。その後も4度にわたって噴火した。この噴火でソロク県とその周辺でM5の揺れを観測し、山
は噴煙を噴き上げている。灰は周辺の住宅や道路、田畑、農園に降り注ぎ、降灰量は20センチに達している。

「警戒」宣言が発令されたのは次の4つのナガリ（村）。ブキットバトゥダラム（Bukit Batu Dalam）、ブキット
シレ（Bukit Sileh）、バトゥバジャンジャン（Batu Bajanjang）、バトゥバニャ（Batu Banya）。これら4村の住
民はすでに避難している。現在、ソロク県にいる西スマトラ州地質協会会長アデ・エドワルによると、火山
灰は居住区と田畑をすっかり覆いつくしてしまったという。一方、スマトラ・西ジャワ火山観測局局長バン
ドゥン・イシャ・ワルハナは、タラン山の状況が現在「警戒」段階に引き上げられていることを明らかにした。
4月10日のメンタワイ諸島沖地震以後、タラン山の活動が活発になっていたという。「われわれはすでにソ
ロク県政府に対して警戒するよう申し入れていた」。（Waspada 2005.4.12）

タラン山噴火で周辺5郡の住民2万人が避難

4月12日早朝のタラン山噴火を受けて、西スマトラ州ソロク県政府はタラン山周辺の5つの郡の住民2万
人を避難させた。タラン山は火山灰と噴出物をはきだし続けている。避難所はパユアンサカキ（Payuang 
Sakaki）郡のクバンナンドゥオシルカム（Kubang Nan Duo Sirukam）、アラハンパンジャン（Alahan 
Panajang）のコンベンション・ホール、そのほか2ヵ所に設置された。避難勧告が出されたのは次の5郡。レ
ンバンジャヤ（Lembang jaya）、グヌンンタラン（Gunung Talang）、ダナウケンバル（Danau Kembar）、ブキッ
トスンディ（Bukit Sundi）、レンバグマンティ（Lembah Gumanti）。（Median Indonesia 2005.4.12）

タラン山の活動、沈静化のきざし

現在、西スマトラ州ソロック県レンバンジャヤ郡バトゥバジャンジャン村にいる西スマトラの地質学専門
家のダリファ・マルジシによれば、タラン山が噴出するたびに観測される揺れの間隔がしだいに長くなり、
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活動が沈静化してきているとのこと。また、噴火直後から灰や煙に覆われて完全に姿を隠していた山頂が
しだいに見えるようになってきたという。タラン山は4月12日午前3時42分に火山灰を噴出し、周辺住民2
万人が避難していた。（Media Indonesia 2005.4.12）

タラン山噴火で3万2,000人が避難　マラピ山も活発に

4月12日に噴火したスマトラ島中部、西スマトラ州にあるタラン山（標高2896メートル）はその後も噴火活動
が続いている。地元メディアなどによると、14日は噴煙が800メートルの高さまで上がった。15キロ離れた
ソロク県の県庁所在地カユアロでは、降灰で車が昼間からヘッドライトをつけて走っているという。政府は4
段階ある警戒度を最高の「危険」に引き上げた。避難民の数も増えており、ふもとに住む3万2000人が安全な
場所に避難した模様だ。同州のマラピ山（標高2891メートル）も活発になっているという。タラン山のふも
とに住むユスマリダルさん（40）は13日、政府の用意したトラックに妻と3人の子供を乗せて、避難所に逃
れた。「家でおびえているより、避難所の方が安心だ。いつまでこうした状態が続くのだろうか」と、地元メ
ディアに語った。（朝日新聞 2005.4.15）

避難民4万3,000人超す　スマトラ島の火山噴火

インドネシア・スマトラ島中部で4月12日に噴火したタラン山（2690メートル）は16日、火山活動がさらに
活発化し、国営アンタラ通信によると、避難した住民は約4万3000人を超えた。タラン山からは火山灰の激
しい噴出が続いているほか、この日だけで5、6回にわたり大きな音と揺れが観測された。当局は、火口から
5キロ以内の住民に避難勧告を出している。昨年12月と今年3月に巨大地震に襲われたスマトラ島周辺で
は、その後も地震が続発。さらにタラン山の噴火で住民に強い不安が広がっており、ユドヨノ大統領は13日
に現地を訪れ避難民を見舞った。タラン山の噴火後、同国ではジャワ島西部バンドン郊外のタンクバンプ
ラフ山などでも火山活動が活発化。火山観測当局はタラン山のほかに8つの火山について注意を呼び掛け
ている。（日経新聞 2005.4.16）

タラン山が再び噴火　避難住民4万3,000人超す

インドネシア・スマトラ島中部で4月12日に噴火したタラン山（2690メートル）は16日、火山活動がさらに
活発化し、国営アンタラ通信によると、避難した住民は約4万3000人を超えた。タラン山からは火山灰の激
しい噴出が続いているほか、この日だけで5、6回大きな音と揺れが観測された。当局は、火口から5キロ以
内の住民に避難勧告を出している。昨年12月と今年3月に巨大地震に襲われたスマトラ島周辺では、その
後も地震が続発。さらにタラン山の噴火で住民に強い不安が広がっており、ユドヨノ大統領は13日に現地
を訪れ避難民を見舞った。タラン山の噴火後、同国ではジャワ島西部バンドン郊外のタンクバンプラフ山
などでも火山活動が活発化。火山観測当局はタラン山のほかに8つの火山について注意を呼び掛けている。

（毎日新聞 2005.4.17）

タラン山、「警戒」レベルに引き下げ

北スマトラ州ソロク県のタラン山の活動は急速に沈静化している。4月17日からタラン山は「危険」レベル
から「警戒」レベルに引き下げられた。バンドン火山地質局のデヴィ・クルニアは17日、18日から全避難民
に対し段階的な帰村を呼びかける予定であると述べた。一方、ソロク県県知事ガマワン・ファウジは「タラ
ン山が「注意」レベルに落ち着いてきたことで、避難した住民は村に帰ることが可能になった」としながら
も、7郡から避難した4万3,000人以上の住民が帰村には4日間を要するだろうと述べた。また、活動レベル
が「注意」さらに「平常」に戻るまで9ヵ所に設置された避難用テントは撤収しない予定とのこと。タラン山
の噴火は周辺地域のコメの収量に影響が出るのではと懸念されていたが、降灰ののちに降雨が始まったこ
とで、噴火が自然の肥料となるのではとも見られている。（Waspada 2005.4.18）
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タラン山で3名死亡

西スマトラ州タラン山の避難民キャンプで3名が下痢のために死亡した。さらに132人が火山灰を吸い込
みすぎたために体調を悪化させていた。これら132名は、集中的な医療措置を受け、現在は体調も回復し、
それぞれのテントに戻っている。ソロク県県長ガマワン・ファウジによると、4月18日に生後5ヵ月の乳幼
児が下痢のため死亡した。このほか、13歳の少女と75歳の女性が死亡している。コンパス紙によると、仮設
テントで暮らす避難民は7262世帯4万3111人。7地区に設置された32ヵ所の避難民キャンプで暮らして
いる。それぞれ、グヌンタラン（1604人）、ダナウクンバル（9684人）、パユンスカキ（1万6000人）、クブン（1208
人）、レンバンジャヤ（5080人）、ブキスンディ（1450人）、レンバグマンティ（8088人）。タラン山の危険度は
4月17日に第4レベル（警戒）から第3レベル（注意）まで引き下げられているが、村民は危険度が再びあがる
ことを懸念し、避難民キャンプに留まっている。（Indonesia Relief 2005.4.19）

■シベルト島とメンタワイ人
　メンタワイ諸島には、北からシベルト島、シポラ島、北パガイ島、南パガイ島の4つの島がある。シベルト

（Siberut）島はメンタワイ諸島の中で最大の島で、面積は4090平方キロメートル。住民の多数派はメンタワ
イ人（約2万5000人）で、その他にミナンカバウ人、ジャワ人、バタック人などがいる。（メンタワイはムンタ
ワイとも書かれるが、地元の人々の発音はメンタワイに近いので、ここではメンタワイとする。）
　メンタワイ人はシベルト島の川岸に住み、伝統的に狩猟・採集および養豚・養鶏を主な生業とする。主食
はサゴだが、移動式耕作を行うこともある。比較的最近になってメンタワイ諸島に稲やトウモロコシがも
たらされた。
　伝統的には、父系による集団が50～60人ごとにウマ（uma）と呼ばれる共同住宅に住み、1つのコミュニティ
を形成する。1950年頃までにシベルト島には250～300のウマが形成されていたが、この地域を植民地支配
したオランダは1950年代に村制度を導入して、これらのウマを約60の村（カンポン）に再編した。インドネシ
ア独立後は、1979年の村落統治法によって60の村が20の村（デサ）とされた。
　メンタワイ諸島では、シベルト島に代表される原始的な生活が観光客の関心の対象となり、伝統的な生
活が撮影され、西洋諸国や日本・シンガポールなどのアジア諸国でも上映された。また、西洋人の観光客や
環境保護を訴える国際NGOの注目を集めた。シベルト島で活動を行った主な国際機構・NGOに次のものが
ある。
●サバイバル・インターナショナル（本部イギリス）　1979～1982年、伐採反対と土地の権利保護
●ユネスコ　1982年、シベルト島を「人間と生物圏」保存地域に指定
●WWF　木材伐採権の見直しと自然保護地の設定、1982年にメンタワイでの活動を終了
●ADB　1994年、シベルト島の自然保護運動に地元住民を参加させるため、地元NGOに資金援助（メンタワ

イ人の間では、この自然保護運動を契機に、スマトラ本島出身のミナンカバウ人やバタック人と区別して
自分たちをメンタワイ諸島の「先住民」とする呼び方が広まったと言われている）

●SKEPHI（インドネシア・熱帯保護ネットワーク、本部ジャカルタ）　シベルト島にアブラヤシ・プランテー
ションを作ることに反対運動を行っている。

　年間の降雨日は約250日で、その期間は内陸部の丘を越える道路がぬかるんで使えなくなる。市街地では
学校や医療施設などが比較的整っているが、内陸部ではこれらの施設は十分でない。例えば医者は市街地に
しかいないため、月に2回、医者がスピードボートで4時間かけて内陸部に往診している。
　シベルト島は西スマトラ州パダンパリアマン県の一部とされ、島内には北シベルト郡と南シベルト郡の
2つの郡がおかれていた。2001年11月、メンタワイ群島県の正副県知事が任命され（任期2001～2006年）、
メンタワイ諸島はメンタワイ群島県として西スマトラ州内の独立した県としての地位を得た。
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（4）マレーシアの被害状況
マレーシア気象局、沿岸地区に津波警報

マレーシアのナズリ首相府大臣が3月29日に国会でメディアに語ったところによると、気象局地震課は
地震発生の知らせを受け取ると即座に警察本部の管制センターに通知し、全国の警察署に通知させたと
のこと。また、気象局はペナン州、プルリス市、クダ州および同州ランカウイ島、ペラ州などの沿岸部の住
民に警報を出し、急いで海岸から離れて安全な高台に避難するよう勧告した。ペナンとクダでは1525人
が一時避難した。地震発生後5～10分後にTV1とTV2が地震情報を流し、人々に注意を促した。（南洋商報 
2005.3.29）

プルリス州

クアラスランゴールやクアラスンガイバルなど海岸地区に住む人びとは津波を恐れて安全な場所に避難
した。通常は夜中から早朝にかけて営業しているクアラスンガイバルの海岸沿いの飲食店も閉店してい
た。（Bernama 2005.3.29）

ペナン州

当局は各地区の官吏を沿岸地区に送り、安全な場所に移動するよう住民に呼びかけた。また、バトゥフェリ
ンギ地区のホテルに対して、津波の可能性があると警告した。（New Straits Times 2005.3.28）
ペナン州大臣コー・ツークンによれば、早朝6時に気象局局長の通知を受け取り、津波警報を解除したとの
こと。（南洋商報 2005.3.29）

　大勢の人が、今回の地震の揺れは2004年12月26日の地震の揺れと同じくらいであったと証言した。プ
ルマタントピラウトやバヤンルパスの漁民約70人は、地震を感じた後、即座にボートを安全な場所に移動
した。スブランプライでも揺れを感じたという報告があった。（Bernama 2005.3.29）

スランゴール州

スルダンのマレーシア・プトラ大学では、寮生が寮から一時避難するよう指示された。シャーアラムのセク
ション13にあるプルダナ・アパートメントでは、住民が互いに呼びかけあいながらアパートから退去し、混
乱状態が生じた。住民によれば、揺れを感じたのは2004年12月26日以来とのこと。アパートが倒壊するの
ではないかと恐れ、車両を移動する住民も見られた。多くの人が消防救急局に電話し、揺れの原因を突き止
めようとした。プタリンジャヤのマラヤ大学病院では681人の患者が一時混乱状態に陥り、医師や看護士
の制止で平静さを取り戻した。スバンスリアの高層住宅では住民100人が建物から一時避難した。住民ど
うし、建物から逃れるよう声をかけあったとのこと。（Bernama 2005.3.29）
　スランゴール州消防救急局によると、午前0時15分頃以降地震に関する通報を多数受けたが、建物の倒
壊や死傷者の発生に関する通報はなかったとのこと。（星洲日報 2005.3.29）

マラッカ州

タマンムラカラヤの高層住宅に住む人びとが建物の外に飛び出して避難したが、約20分後に家に戻った。
（Bernama 2005.3.29）
マラッカ州のマーコタ病院では、看護士の誘導で患者が病院の外に避難した。病院の警備員は消防局に連
絡し、人ごみの整理を要請した。（New Straits Times 2005.3.28）

クダ州

　ランカウイ島、クリム、コタクアラムダ、アロースターなどで特に揺れが感じられた様子。2004年12月
26日の地震の際に大きな津波の被害を受けたコタクアラムダでは、海岸沿いの村落の人々が家から飛び出
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し避難した。警官が出動してプルマタンカトンの仮設住宅周辺に集まるようアドバイスした。ランカウイ
島では、ホテルから飛び出して空き地に避難する人もいた。アロースターとクリムでは揺れは45秒間続い
たとのこと。（Bernama 2005.3.29）

　コタクアラムダの沿岸地区（カンポントピスンガイ、カンポンマスジッド、カンポンパダンサリム、カン
ポンクパラジャラン、カンポンクダ、カンポンパヤ）に住む4000人の住人が、2004年12月26日の被災後に
避難所になった学校2校に避難した。（New Straits Times 2005.3.28）

ペラ州

　キャメロンハイランドのRosa Passadena Hotelで研修を行っていた2団体約190人は、建物から逃げろ
という叫び声を聞いて建物の外に避難した。外で30分程屋過ごした後、建物の中に戻ってよいと許可が出
たので各自部屋に戻った。（Bernama 2005.3.29）

クアラルンプール市

　セントゥル地区のスリペラ・アパートに住む住人は、12時15分頃揺れを感じたがそれが地震によるもの
だとは思わず、妻と子どもを起こして建物から逃げたと語った。アンパン通りの日航ホテルでは、宿泊客の
多くがホテルの部屋からロビーに飛び出した。（Bernama 2005.3.29）

　ブキビンタン地区では多くのホテルが宿泊客をホテルから避難させ、路上でしばらく待機させた。クリ
ンチ地区のビスタアンカサ・アパートでは、多くの住人が地上に飛び出して避難した。（New Straits Times 
2005.3.29）

　クアラルンプール市消防救急局によると、市内のほとんどの高層ビルで揺れが感じられたとのこと。建
物の倒壊や死傷者の報告はない。（星洲日報 2005.3.29）

地震の影響で高速道路に陥没が生じる

マレーシアでは、3月29日未明（マレーシア時間）に発生したスマトラ沖の地震の影響により、新パンタ
イ高速道路（New Pantai Expressway）に直径3.5メートル、深さ1メートルの陥没が生じた。陥没ができ
たのは南プタリンジャヤにあるメダン料金所付近。初期調査では、道路下の地層の下層部分が石灰岩の洞
穴となっており、そこに変動が生じたとされている。サミー・ヴェル建設大臣は、高速道路の安全性を保証
し、3月28日の地震によって建設省が管理している施設や設備に構造上問題がでたという報告はないと
述べた。建設省は、公共事業局やマレーシア高速道路局などを通じて道路や建築物の安全を監視していく。

（Bernama 2005.3.29）

マレーシア、地震を想定した建築ガイドライン作成へ

半島部マレーシア都市・郊外計画局は、地震を想定した建築ガイドラインを作成する意向。同局の局長モハマ
ド・ファドヒル・モハマド・キールによれば、同局は43項目のガイドラインを定めているが、マレーシアは地震
活動がほとんどない地域であるため、地震に備えたガイドラインはないとのこと。3月29日未明（マレーシア
時間）に発生したスマトラ沖の地震では、マレーシア各地でも揺れが感じられた。「これは新しい現象だ」。耐
震設計のガイドラインにはゴムの利用を導入する予定。これは国内のゴム産業を活性化するという利点もあ
るという。耐震設計を強制するかどうかは、今後の調査を行って決定するとのこと。（Bernama 2005.3.30）

放送副大臣、官営放送機関の即時性の欠如に不満

　ザイヌディン・マイディン放送副大臣は3月30日、国会ロビーで行われた会見において、ラジオ・テレビ
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ジョン・マレーシア（RTM）の地震報道にあちこちから非難の声があがっていることに対し、RTMが報道に
おける即時性を欠いていたことを認めた。同副大臣によれば、自身は午前0時45分に地震に関する知らせ
を受け、その後すぐにRTMに連絡したが、RTMは午前1時15分に最後のニュースを伝える段階になって
やっと地震について報道し、しかもその報道も長く続かず、サッカーの試合に切り替わってしまったとの
こと。RTMは午前2時20分にナジブ副首相と市民の反応を放送するまで、地震に関して何も報道しなかっ
た。同副大臣は、CNNは絶えず地震関連情報を報道して市民の要求を満たしたと評価し、また、国内のテレ
ビ局NTV7は報道のプロとして情報を提供したと褒め称えた。同副大臣は、臨機応変に番組を変更し、地震
関連の速報を放送することを決断しようとする人がRTMにはいなかったと指摘し、RTMは柔軟な姿勢を
備えていくことが必要だと述べた。また、同副大臣は、官営の放送機関であるRTMは情報を慎重に調査・確
認する必要があることを認めた一方で、RTMが各地に派遣した記者がCNNや民間のテレビ局の記者のよ
うに新しいニュースを報道できなかったことにも不満を示した。（星洲日報 2005.3.30）

放送大臣、官営放送機関は即時性より正確さ・慎重さが重視される

　アブドゥラ・カディール放送大臣は、3月29日未明の地震に関してラジオ・テレビジョン・マレーシア
（RTM）の報道が遅れたことに対し、RTMは官営の放送機関であり、全てにおいて慎重さが求められて
おり、情報を調査・確認してから報道する必要があったためだと答えた。同大臣は、「われわれは軽々しく
ニュースを報道するわけにいかない。官営機関は市民のお金で成り立っている。そのためニュースを慎重
に処理し、市民のお金を有効に使っていかねばならない」と語った。（星洲日報 2005.3.31）

ナジブ副首相、気象局の対応に理解を示す

マレーシア気象局が地震に関する公式声明を出すまでなぜ時間がかったのかという質問に対し、ナジブ副
首相は、気象局は津波の有無を判断する必要があったためだと答えた。3月29日午前0時9分に発生した地
震に関して、マレーシア気象局は午前1時に公式声明を発表した。ナジブ副首相は「もし津波が起こるとい
う情報をあわてて出してしまえば、パニックを引き起こしただろう。人びとは理由もなく逃げ始め、その過
程で事故が起こった可能性もある」と指摘した。（Bernama 2005.3.31）

マハティール前首相、避難訓練の実施を提案

マハティール前首相は、政府は地震や津波を想定した避難訓練を行い、人びとが天災に備えられるように
するべきだと提案した。前首相はマレーシアを訪れた日本の高校生26人の質問に答え、「マレーシアの問
題は、われわれが津波を理解していないことだ。大きな波がマレーシアを襲ったことなどなかったから」と
語り、地震や津波への対処法に関する知識がマレーシア人には不足していると指摘した。また、政府はテレ
ビやラジオなどを通じて迅速で正確な情報を提供しなければならないと語った。（Bernama 2005.3.31）

ナジブ副首相、新しい建築基準は慎重に導入すべき

地震に備えうるような建築基準を実施する計画が政府にあるかという質問に対して、ナジブ副首相は「い
かなる形の改善も金がかかる」ため、専門家の助言を求める必要があると答えた。また「それ〔新しい建築
基準を導入すること〕が実施する価値があるものかどうかを検討しなくてはならない。もしそれを法律に
盛り込めば、建築費が増えることになり、最終的に国民の負担が増えることになる」と語った。（Bernama 
2005.3.31）

ペナン州政府、建物の亀裂を調査する特別委員会を設置

ペナン州大臣コー・ツークンが3月31日に語ったところによると、ペナン州政府は3月28日の地震で亀裂
が生じた建物の危険性を調査する特別委員会を設置するとのこと。 特別委員会の委員長はペナン州行政
委員のコァイ・カーホァーが務め、建築技師や土木技師などの専門家を官民双方から委員に任命する。コー
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州大臣は「ペナンには高層住宅に分類される住宅が1200棟ある。特別委員会は亀裂とその危険性を測定す
る方法の確立に取り組む」と語った。また、特別委員会は通信システムの脆弱さを明らかにする意向もある
とのこと。「地震が起こったとき、通信システムに混乱が生じたことにより、私自身も一部の官吏や関係者
と連絡を取ることができなかった。天災に備え、こうした事態を警戒し、調査を行わねばならない」。なお、
コー州大臣によると、建物に亀裂が生じたという通報は、メディアで報道されたケース以外は公式にはな
されていないとのこと。コー大臣は市民に対して、建物に亀裂を発見した場合、ペナン市議会およびスブラ
ンプライ市議会に直接通報するよう呼びかけた。（Bernama 2005.3.31）

建設大臣、専門家の協力を得て地震に備えた手段を講じる

サミー・ヴェル建設大臣は4月5日の国会で、将来地震が起こりうることを念頭において建築士や設計士が
建築・設計を行うよう方策を講じる意向であると語った。建設省、住宅・地方政府省、科学技術革新省、技師・
建築士委員会など関係機関の専門家によるフォーラムを行い、そこに専門家を招いて意見を聞く予定もあ
る。3月28日の地震の影響を調べるためにスマトラに技師を送る可能性があるかという質問に対しては、
インドネシア政府の許可をまず取る必要があると返答した。マレーシアの専門家を台湾や日本、イランに
派遣したり、日本や台湾から専門家を招いて地震関連技術の移転を依頼したりすることを計画していると
のこと。（Bernama 2005.4.6）

地震国になる可能性を研究・調査

気象局によれば、インドネシアで起きた大地震が地層の構造を変化させ、将来マレーシアが地震国になり
うる可能性は、今の段階では確定するすべがないとのこと。地震班の劉氏は、気象局は各国の専門家や学者
の研究報告を受けた後で見解を出す予定であると語った。すでにカマルディン科学技術革新大臣が、各国
の専門家や国内の学者による研究・調査を提案したとのこと。（星洲日報 2005.4.6）

（5）その他の地域の被害状況
ココス島で津波を観測

オーストラリア気象局によると、スマトラ島南方の豪領ココス島では2回津波が観測され、第1波は10セン
チ程度だったが、第2波は25センチだったという。12月の地震では、ココス島では33センチの津波が観測
されていた。（ロイター 2005.3.29）

ココス諸島で津波を観測

震源から約1600キロ離れたオーストラリア領ココス諸島で午後3時41分までに小規模な津波が観測され
たという。気象庁は午前1時50分から、インド洋の広い範囲に津波発生の可能性があるとして前回の大地
震で被害の大きかったインドネシア、タイ、スリランカ、モルジブ、インド、マレーシアの沿岸6ヵ国に津波
情報の提供を開始。同2時45分には津波の到達予想時間などの情報も提供、警戒を呼びかけている。（日経
新聞 2005.3.29）

紛争と被災からの復興

地震の被災者追悼で2万人集会　インドネシア・アチェ州

昨年12月のスマトラ沖地震で最大の被害を受けたインドネシア・アチェ州の州都バンダアチェで4月5日、
震災から100日が経過したのに合わせ、犠牲者を悼み復興を祈る集会が開かれた。海岸に面するウレレー地
区のイスラム教礼拝所に2万人以上が集まり、同州のアズワル副知事は「新たな地震に見舞われたニアス島
やシムル島の犠牲者にも祈りをささげたい」とあいさつ、救援に尽力した国連や各国の非政府組織（NGO）
に感謝の言葉を述べた。同国政府は、津波で壊滅状態となったウレレー地区を、惨害を語り継ぐ津波パーク
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にする構想を進めている。（産経新聞 2005.4.5）

津波発生から100日、インドネシアで式典に数千人が参加

インド洋津波発生から100日が経過した4月5日、バンダアチェ郊外のモスクで式典が催され、数千人が参
加した。5,000人を超える人々が集まり、犠牲者を追悼した。当局者によると、さらに数千人が参加する見通
し。インドネシアでは、津波の死者・行方不明者の総数が22万人を超え、50万人以上が住居を失い、大半が
避難所生活を余儀なくされている。（ロイター 2005.4.5）

不明者、5万人以上少なかった　インドネシア政府が訂正

インドネシア政府は4月7日、昨年12月26日のスマトラ沖大地震・津波による行方不明者の数について、公
表済みの9万3,458人から5万人以上少ない3万7,063人へと大幅に修正した。これにより、これまで確認さ
れた死者12万6,915人と合わせると、死者・行方不明者を合計した犠牲者の数は22万余りから16万余りに
減少。他国の犠牲者も合わせた全体の死者・行方不明者も30万人弱から大きく減ることになる。政府当局
者はAFP通信に対し、多くの避難民を行方不明者として数えていたためとしている。（朝日新聞 2005.4.7）

アチェ州・ニアス島　復興計画
政府、ニアス島とシムル島に「緊急事態」を再適用

インドネシア政府は3月29日、3月28日に新たな地震が発生したことを受けて北スマトラ州ニアス島とア
チェ州シムル島に「緊急事態」を適用することにした。ユドヨノ大統領は、関係する地方政府と直接連絡を
とり、現地の国軍・警察と協力してただちに対応するよう要請したことを明らかにした。最優先課題は負傷
者の手当て、救出、遺体の回収などで、負傷者をできるだけたくさん救出するよう指示したという。インド
ネシア国軍・警察、関係する省庁に対して災害への迅速な対応を要請した。（Kompas 2005.3.30）

ユドヨノ大統領「国際機関・団体の人道支援を歓迎」

ユドヨノ大統領は3月29日、3月28日に地震が発生したことを受けて、アチェ州に現在いる国際機関・団体
や、現在アチェ州にいない国際機関・団体に対し、人道支援のために再び積極的に対応してくれるよう求め
ていることを明らかにした。「インドネシア政府は人道支援を歓迎する」とユドヨノ大統領は述べた。今回
の地震が津波後のアチェ州の復興再建計画に与える影響については、「すでに行ってきたことについて大
きな変化があるとは考えていない。北スマトラ州とアチェ州の再建プロセスが滞ることのないことを望ん
でいる」と述べた。（Kompas 2005.3.30）

国家開発企画庁、アチェの復興再建計画見直しへ

国家開発企画庁長官スリ・ムルヤニは3月30日、3月28日夜にニアス島近くで地震が発生したことを受けて、
アチェ州と北スマトラ州の復興再復計画を見直す予定であることを明らかにした。2005年中央開発計画
会議に出席したムルヤニは、会合後、「今回の地震はアチェと北スマトラの復興再建計画のマスタープラン
に大きな影響を与えるものである」と述べた。国家開発企画庁は今回の地震の被害状況や影響を調査する。
復興再建計画については、大統領令という形で確定される前の段階であり、変更が可能であるとの考え。ニ
アス島に関連した部分について見直しを行う予定。ニアス島は2004年12月26日スマトラ島沖地震・津波
後の復興再建計画の対象となっていた12県のうちの1つだった。ムルヤニは今回の地震後、日本政府から
支援の申し出があったこと、また、オーストラリア、アメリカ、ドイツがマスタープランにしたがってニア
ス島のインフラ再建を支援する姿勢を示していたことにも言及した。（Kompas 2005.3.30）

インドネシア政府、「計画を再検討する」

昨年12月の大津波の被災地アチェ州を中心に、防災や復興の計画草案を3月26日にまとめたばかりのイン
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ドネシア政府は、今回の震災で「計画を再検討する」（ムルヤニ国家開発企画庁長官）としているが、大幅な
防災対策見直しを迫られそうだ。（産経新聞 2005.4.2）

アチェ人、外国人、インドネシア政府の3者がそれぞれ利を得られる復興計画の立案を

2005年3月にニアス島を襲った地震の被害は、2004年12月にアチェ州を襲った津波の被害ほど大きくは
なかったが、アチェ州の復興計画に対して大きな影響をもたらすと思われる。アチェ州の復興計画には、
2004年12月に津波の被害を受けたニアス島も含まれていたが、今回の地震のあとインドネシア政府は早
い段階で復興計画の見直しを発表し、ニアス島の復興をその計画に盛り込むとした。当初のアチェ州復興
計画は、2005年4月から2006年4月までを復興段階とし、それ以降2009年まで再建段階とし、国際機関や
各国からの支援で大部分をまかなった40兆ルピア（約4468億8000万円）の資金を投じるとしていた。時間
枠や資金の規模に変更は生じるのだろうか。アチェ人は外国人がアチェ州の再建に関わることを望んでい
るが、インドネシア政府は自らの手だけでアチェ州を再建していくのだろうか。アチェ人は政府に対して
不信感を持っている。またインドネシアは世界有数の汚職国である。とは言え、外国人がアチェ州の再建に
関わっていくとしても、膨大な規模の再建事業を行っていく力は今のアチェ人にはなく、外国人は有能な
パートナーを得る必要がある。アチェ人、外国人、インドネシア政府がそれぞれ利を得られるような方策を
見つけていかねばならない。アチェ州の復興・再建計画を政府が立案するのもいいだろう。だがその場合、
資金運用をモニターする機会をアチェ人にも提供すべきだ。（Star 2005.4.3）

インドネシア政府、地震復興予算を積み増し

インドネシア政府はスマトラ島沖地震の被災地の復興計画を見直す。3月末に策定したものの、昨年12月
末の地震・津波に次いで3月28日に新たな地震が発生してニアス島などが被災したため、計画を修正する。
具体的には復興費用を41兆7,400億ルピア（約4,670億円）から48兆7,600億ルピア（約5,460億円）に引き
上げる。増額分はニアス島中心に道路や住宅の修復費用に充てる。これに関連して、同政府は12月末の地
震・津波の行方不明者を9万3,458人から3万7,063人に下方修正した。（日経新聞 2005.4.8）

バンダアチェ＝ムラボ間の道路、陸軍3大隊が整備・監視活動を継続

陸軍参謀長ジョコ・サントソ中将は4月10日、国軍の農村開発プログラムによって再建されたバンダアチェ
＝メダン間の幹線道路について、今後も国軍が整備・監視していくと述べた。「山間部へと抜ける道は土砂
崩れの危険もあり、この地域の道路は手入れと整備が必要である」とのこと。国軍は地元住民と協力しなが
らバンダアチェ＝ムラボ間の273キロメートルのうち、82キロを開通させた。また、仮設橋梁23脚を設置
したほか、41脚の補強を行った。すでに2005年4月8日～9日にかけて、陸軍戦略予備軍の第10戦闘大隊が
アチェジャヤ県ラムノ郡トゥマラ（Teumara）村の1.5キロメートルを補強する活動を行った。このほか、第
4戦闘大隊とブキットバリサン第一軍管区の合同部隊が道路や橋梁の修復・補強作業を行っている。（Tempo 
Interaktif 2005.4.11）

アチェ州知事に禁固10年　汚職裁判所が初判決

インドネシアの汚職裁判所は4月11日、ロシア製ヘリコプターの購入代金を水増しして公金を着服、136
億ルピア（約1億5,000万円）の損害を州財政に与えたとして、アチェ州のアブドラ・プテ知事（停職中）に禁
固10年と罰金5億ルピアの有罪判決を言い渡した。裁判官を含む公務員の腐敗に悩む同国では昨年、特別
司法機関として汚職調査委員会と汚職裁判所が発足。最初の事件として昨年12月7日に同知事が逮捕され、
今回が同裁判所の初判決となった。知事は無罪を主張していた。これまでは、汚職事件で起訴されても裁判
官が買収され無罪となる例が多く、今回の事件は腐敗一掃を公約とするユドヨノ政権の試金石にもなって
いた。昨年12月のスマトラ沖地震で最大の被災地となったアチェ州では、国際社会から今後流れ込む巨額
の復興支援をめぐっても不正防止が焦点だ。（産経新聞 2005.4.11）
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アチェ州知事に10年間の禁固刑　

4月11日、ロシア製ヘリコプター購入資金不正流用疑惑で起訴されていたアチェ州知事アブドゥラ・プテに
10年間の禁固刑が申し渡された。アブドゥラ・プテはアチェ州知事だが、起訴に伴い停職処分を受けていた。
立証された汚職総額は100億ルピア。禁固刑のほか、アブドゥラ・プテは5億ルピアの罰金と36億8,750万ル
ピアの賠償金を支払わなければならない。判決によれば、プテがアチェ州知事として行ったロシア製ヘリ
コプターMI-2の購入は、公開入札を経ずにプトラ・ポビアガン・マンディリ社を直接指名して行われてお
り、2000年大統領決定第18号に違反している。この購入でプテは36億5,000万ルピア、プトラ・ポビアガン・
マンディリ社は38億7,000万ルピアを得て、国家財政に損害を与えた。クレスナ・メノン裁判長は判決の中
で、この汚職行為は紛争地域で行われたものであることに加え、本来清潔な行政を実現すべき州知事とい
う立場にありながら行われたもので、政府のイメージを破壊するものであり、プテの罪は重いと述べた。た
だし、これまでに罪を犯した前歴がなく、家族を有していることや、アチェ州の州政府予算を返還している
ことも考慮して、量刑は禁固10年となった。（Tempo Interaktif 2005.4.11）

インドネシア、スマトラ沖地震で5,500億円の復興基本計画

インドネシアのユドヨノ大統領は4月15日、昨年12月と今年3月のスマトラ沖地震で大きな被害が出たア
チェ州とニアス島などの復興に、今後5年間で約48兆8,000億ルピア（約5,500億円）を投ずる必要があると
の復興基本計画に署名した。復興資金について政府はこれまで約41兆7,000億ルピアとの試算を示してい
たが、3月28日にニアス島を襲った2回目の大地震を受け、増額した。計画は道路や橋などインフラの再建
や災害に強い街づくりの基本方針を定めているほか、住宅再建のため、住居が全壊した世帯に2,800万ルピ
ア（約32万円）、一部損壊の世帯に1,000万ルピアを支給するとしている。被災地では今も50万人以上が避
難所やテントなどで生活している。政府当局者によると、基本計画を実施する専門機関を設置する政令を
来週にも出す方針。（日経新聞 2005.4.15）

アチェ復興に関する大統領規則が発効

ユドヨノ大統領は4月15日、アチェ州ならびにニアス諸島の復興再建マスタープランに関する大統領規則
に署名をする。ユスリル・イザ・マヘンドラ国家官房長官は4月14日、大統領府において政府がマスタープ
ランの作成を完了したことを明らかにした。作成にあたっては、有識者、研究者、地方政府などにも協力を
仰いだ。当初、アチェに対する再建復興計画とニアスに対する再建復興計画をわける考えもあったが、現実
性を考え、大統領決定は1つにまとめることになった。3日後にはアチェならびにニアスの復興再建局の設
置に関する政府規則が出される。復興再建局は立案部門、監査部門、執行部門から構成される予定。（Tempo 
Interaktif 2005.4.15）

津波防止でマングローブ林復活の大計画開始＝インドネシア

インドネシア政府は12月26日の大地震で発生した津波の大被害を被ったスマトラ島アチェ州の沿岸に4
年かけてマングローブを植樹する大規模作戦に乗りだした。国営アンタラ通信によると、カバン森林相は
津波でアチェ州のマングローブ林35万ヘクタール以上が破壊されたことを明らかにした。カバン森林相
によれば、政府は合計15万ヘクタールにマングローブを植林する予定。カバン氏は地元社会も同様のプロ
ジェクトを始めるよう期待を表明した。専門家によれば、海岸沿いのマングローブ林は津波のエネルギー
の一部を吸収する働きをするので、津波の衝撃の緩和に役立つ。 カバン氏によると、インドネシアのマン
グローブ林は2000年には930万ヘクタールあったが、今日では265万ヘクタールに激減しているという。（時
事通信 2005.4.19）

アチェ州で教師1万3,000人以上の不足

アチェ州教育局局長アラムシャ・バンタは4月25日、アチェ州の教育活動を通常通りに行うためになお1万
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3,759人の教員が不足していると述べた。内訳は、就学前教育1,342人、小学校7,572人、中学校1,196人、高
校706人、そのほか573人。アラムシャ局長は国家機関強化担当国務大臣に対し、アチェ州への教員割り当
てを前年度より増員するよう要請する。アチェ州では津波前からすでに1万1,389人の教員不足が指摘され
ていたが、津波により不足教員数は2,370人増えて1万3,759人となった。このほかの問題としてアラムシャ
局長は、アチェ州における教員養成がシアクアラ大学とアルラニリ・イスラム高等学院、およびいくつかの
私立大学の教員養成コースに限定されてきていたことを挙げ、今後は教育学部以外の大学卒業者に対して
も3ヵ月から6ヵ月の短期教員養成講習を行うことで教員となる道を開くことを検討していると述べた。

（Analisa 2005.4.26）

北アチェ県ニサム郡の13人、新郡設置の実現を要請

北アチェ県ニサム郡のバンダルバル地区とロクウェン地区の住民代表13人は4月16日、北アチェ県地方議会A
委員会と面会し、両地区をニサム郡から分立させ、新たにバンダルバル郡を設置する地方政令を出すよう求め
た。バンダルバル郡分立の話は2004年の選挙の際にすでに出ており、住民からの要望は国民覚醒党のファルハ
ン・ハミド国会議員などから前向きな反応を得て、これまで順調に手続きが進められていたという。新郡設置の
要望は、行政上の諸手続きを迅速に行い、住民の福利厚生を向上させるためであると説明された。両地区から
ニサム郡の郡役場までは13キロメートル離れており、しかも舗装されていない村道を行かねばならず、行政手
続きなどを行うのに不便だった。郡役場までクルングクウ地区を経由する別のルートもあるが、これには金が
かかる。住民代表によれば、両地区は9村からなり、人口は8,606人、面積は18平方キロで、1つの郡を形成する
のに十分な規模である。地方議会副議長リドワン・ユヌスは住民代表に対し、ほかの地域からも郡分立の要請が
あったことに触れながら、ニサム郡とその周辺地域を代表する地方議会議員がバンダルバル地区の分立を実現
させることを期待すると述べた。また、A委員会のイスハク・ヤシン委員長は、この要望は適切に取り扱われるべ
きものだと評し、政府に検討を求めると述べた。また、ハリ・アズハル議員は、自分は同地区を選挙区とする議員
ではないが、バンダルバル地区の住民の郡設置の動きを支持すると述べた。（Serambi Indonesia 2005.4.18）

■救援復興資金の運用
インドネシア会計検査院、アチェ支援基金の使用方法を批判

インドネシア会計検査院は3月31日、地震津波被害を受けたアチェ州の救援復興活動について「船頭があ
まりにも多い」ため、人道支援基金の会計検査が困難になっていることを明らかにした。会計検査院によれ
ば、アチェの地震津波被害に対する救援復興資金を、国民福祉調整省、軍、アチェ州政府という3機関が十
分な調整を行わないままそれぞれに使用した。このため、資金の使途の監査が非常に難しくなっている。こ
れに加えて、人道支援基金の会計報告は従来の様式に即して行われていないことが監査をさらに困難にし
ている。アチェ州復興には40兆ルピア（433億米ドル）が充てられ、このうち39兆ルピアが外国からの援助、
1,639億ルピアが国営企業から、8,943億8,000ルピアが一般からの寄付だった。会計検査院では、こうした
資金運用の不備はアチェ復興資金の配分にあたってインドネシア政府が十分な説明責任を果たせないと
いうことを意味し、その結果、国際社会からの信用を失うことにつながると懸念している。（Jakarta Posta 
2005.4.2）

会計検査院の報告を受け、大統領、復興資金の支出の一括管理を指示

スディ・シララヒによれば、3月31日の会計検査院の報告を受けて、政府はすでに関係する監督省庁に資金
運用の監視を行うよう要請したとのこと。「大統領は、アチェ復興再建のマスタープランが実行される際に
は、支援金の使途をひとつの屋根の下で一括して管理するよう指示した」という。（Jakarta Post 2005.4.2）

副大統領、緊急段階における復興資金運用の混乱について理解もとめる

ユスフ・カラ副大統領は4月1日、3月31日の会計検査院の報告で政府によるアチェ復興資金の運用に問題
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があると指摘されたことについて、アチェの状況は緊急事態だったのであり、復興再建活動を現実に進め
ていくために必要な行動だった、と弁明した。緊急事態だったため、支援金の使途に関する説明責任は複数
の省庁が共同で負うべきものになっていることについて理解してほしいとのこと。また、今後は資金の運
用にあたって「グッド・ガバナンス」が行われていることを示すために、再建復興プロジェクトに公開入札
制を導入すると言明した。会計検査院は国家災害対策本部が調整役を十分に果たさず、基金の監督者とし
ての役割を担うことを拒否し、この結果、基金の監査が行えないという状況を招いていると批判していた
が、これに対してもユスフ・カラ副大統領は「対策本部は基金の運用に直接携わっていないという点が理解
されていない。物資の調達は食糧庁が、道路建設は公共事業省が請け負っている。監査はそれぞれの機関が
行うべきものである」と答えた。（Jakarta Post 2005.4.2）

■国際社会・諸外国
研究センター設立提案　アジア防災センター

アジア防災センター（神戸市中央区）は4月4日、スマトラ沖地震で被災したインドネシア政府に、防災意識
の啓発と研究機能を備えた「津波研究センター（仮称）」を、被害の大きかったアチェ州に設立することなど
を提案した。アジア防災センターが昨年12月の地震直後に行った現地調査に基づく提案で、研究員が同政
府を訪れて説明した。同センターによると、阪神・淡路大震災後に神戸市中央区に設立された「人と防災未
来センター」のような施設を想定。被災体験を語り継ぐシアターの設置や、津波の発生メカニズムを解説し
たパネル展示などを提唱した。研究機関については、地元の大学も関心を示しているという。このほか、津
波に関するパンフレットやポスターの配布など啓発プロジェクトの実施や、住民参加によるハザードマッ
プづくりを推進する「防災タウンウォッチング」も併せて勧めた。（神戸新聞 2005.4.5）

各国のイスラム教系NGO、長期的なアチェ支援事業に共同で取り組む

イスラム教系NGOは国際的に協力し、共同資金に基づく長期的なアチェ支援計画を行っていく。クアラル
ンプール市バンサ地区にあるムスリム・エイド・アジアの事務所で4月3日に行われた会合の後、ムスリム・
エイド・オーストラリアの会計担当イマン・パルトレジョは上のように語った。この計画に参加するNGOは、
グローバル・ピース・マレーシア、ムスリム・エイド・アジア（マレーシア）、ルマ・ザカット（インドネシア）、
イスラム教育開発センター（オーストラリア）、国際ムスリム女性連合、東南アジア・太平洋イスラム布教地
域会議、イギリスとオーストラリアのムスリム・エイドである。イギリスとオーストラリアのそれぞれのム
スリム・エイドが供出する合計1,500万リンギ（約4億2,000万円）の資金が、この計画の財源となる。イマン
会計担当によると「計画の第一段階として、効率的に計画を調整し支援を提供すべく、ムスリム・エイド・イ
ンドネシア基金（Yayasan Muslim Aid Indonesia）をバンダアチェに設立する」とのこと。支援事業の中心
は教育、住宅、給水、公衆衛生などの分野で、移動診療所やカウンセリングも提供していく予定。イマン会計
担当は「将来的にアチェの人びとが自ら資金を運用し、自らをケアしていけるような計画を立案している。
計画は2～3年かけて長期的に行われる」と語った。（New Straits Times 2005.4.3）

アチェ駐留部隊の撤退はインドネシア政府の要請に応じたもの

ナジブ副首相によれば、インドネシア政府はマレーシア政府に対してアチェに駐留しているマレーシア国
軍部隊をできるだけ早期に撤退させるよう要請してきたとのこと。「間もなく全ての人員が撤退するだろ
う。これによってジャントとローンに被災孤児支援センターやその他の施設の建設を予定していたわれわ
れの計画は、変更を余儀なくされる」。ジャントとローンにおける施設の建設には、すでに350万リンギ（約
9,800万円）が投じられた。これらの計画は民間企業に引き継いでもらい、継続させていく意向とのこと。

（Star 2005.4.6）
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「建築物の質的向上を通じた防災に関するワークショップ」開催される

4月17日から3日間、バンダアチェで「建築物の質的向上を通じた防災に関するワークショップ」が開かれ
ている。このワークショップはマレーシア医療救助協会と国連の組織するアジア防災・災害救済ネットワー
ク（ADRRN）が共催するもので、自然災害の被害を最小に留める方法を人びとに普及することを目的と
し、NGOや土建業者、建築作業員など100人が参加する。チャイラニ・アチェ州都市・地区行政局長がワーク
ショップを正式に開会し、開会式ではマレーシア医療救助協会会長のジェミラー・マフムド医師が家屋の
再建に励むアチェの人びとに対して、地震の揺れに耐えうる家屋を建築するよう呼びかけた。マレーシア
医療救助協会は『津波とあなた』という冊子を作成し、チャイラニ局長にその冊子を1万部託してアチェの
人びとに配布してもらい、防災知識の普及を図る。（Utusan Malaysia 2005.4.18）

ワークショップには耐震設計の専門家も出席

ADRRNとマレーシア医療救助協会が共催し、バンダアチェで開かれている「建築物の質的向上を通じた
防災に関するワークショップ」には、インドネシアやアジア諸国から約50のNGOが参加する。このワー
クショップには、地震に耐えうる木造建築研究で知られる日本の小林正美教授や、ネパールのアモド・
ディキシット氏やスリャ・ナラナン・シュレスタ氏など耐震設計の専門家も参加する。（Utusan Malaysia 
2005.4.19）

ADRRNの設立過程

アジア防災・災害救済ネットワーク（ADRRN）は、神戸市にあるアジア防災センターと国連人道問題調整
部の調整のもと、2002年2月にアジア地域の30のNGOが会合した結果、同年に設立された機構である。基
本的な体制を整え、方向性を固め、実行に移されたのは2004年6月だった。それを主導したのは、マレーシ
ア医療救助協会の会長であり、ADRRN調整委員長でもあるジェミラー・マフムド医師である。ADRRNの
主要な任務は、アジア太平洋地域を対象として、NGOどうしあるいはNGOと他の諸機関との調整と協力
を促進し、災害に対して迅速に反応することにより災害の規模を最小限にとどめることである。（Utusan 
Malaysia 2005.4.19）

国際サッカー連盟、地震津波支援基金の方針をめぐって意見が二分

国際サッカー連盟（FIFA）では、地震津波支援基金の方針に関して意見が二分されている。一方は短期的
なサッカーの振興を支持し、もう一方はサッカー設備の復興・再建を支持している。FIFAとインドネシ
ア・サッカー協会が4月13日にバンダアチェで開催したコーチと審判のためのセミナーで、デイヴィッド・
ボルジャ FIFAアジア・オセアニア地区振興委員長が上のように明らかにした。ボルジャ委員長によると、
FIFAとアジアサッカー連盟（AFC）は3月にバルセロナで行われたオールスター慈善試合とFIFA加盟各
国からの寄付によって1,000万米ドル（約10億6,400万円）を集めたとのこと。「われわれはコメの売買をし
ているわけではないので、被災者に食糧を提供しても意味がない。インドネシアやスリランカ、インド、タ
イ、モルディブのサッカーの復興のために義捐金を還元するのが最適だろう。これらの国では津波によっ
てサッカー設備も破壊されたため、われわれはその復興と再建を行うつもりだ。だがその前にな活動を行
わねばならない」。ボルジャ委員長は、津波の犠牲者の中にはコーチや審判、選手も含まれていたため、新し
い人材を育成することが先決だと考えている。マレーシアからのセミナー参加者はボルジャの意見を支持
している。（Bernama 2005.4.14）

■調査・研究
復興の現状　課題を報告　大阪でフォーラム

昨年末と3月に相次いだスマトラ島沖大地震の復興への課題を探ろうと、インドネシアやタイなどの地域
の研究に携わる専門家や学生たちが4月23日、大阪府吹田市の国立民族学博物館でフォーラムを催した。
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約50人が参加し、現地の被災の様子を報告し、復興への問題点を指摘した。同博物館の主催で、インドネシ
ア、タイ、インドやスリランカを視察した文化人類学や考古学などの研究家8人が出席して報告した。
　死者が集中したインドネシアのアチェ地方の歴史を研究している大東文化大非常勤講師の西芳実さん
は、独立派のゲリラ組織と国軍に地域が二分されてきたアチェの歴史に触れ、「復興活動が紛争を支える仕
組みを変えるきっかけになりうる」と訴えた。アチェで建物の被災状況を調べた防災科学技術研究所研究
員の堀江啓さんは、イスラム教のモスク（礼拝所）の多くが基礎が頑丈なために被災を免れていたことを指
摘。東大大学院に在籍する市野沢潤平さんは、被災後、タイ・プーケットへの観光客が激減し、地域経済に影
響を与えている実態を報告した。参加者からは「地域の実情にあった支援のためにNGOと地域の研究家が
連携する必要がある」との意見が出た。（朝日新聞 2005.4.24）

インド洋大津波　被災地復興支援　研究者8人、吹田で報告／大阪

インド洋大津波の被災地で復興を支援する際の課題を検討する研究フォーラムが4月23日、吹田市の国立民
族学博物館で開かれた。文化人類学や地域研究の専門家でインドネシア、スリランカ、インド、タイの現地に
入った研究者8人が報告した。緊急支援のNGOをまとめる「ジャパン・プラットフォーム」モニタリング・チー
ムでスリランカを担当した桑名恵さんは「外部から支援するためには、ニーズ調査などいずれの支援段階で
も文化人類学との連携が大切だ」とコメントした。同博物館が行っている「災害対応プロセスに関する人類学
的研究」の一環。インドネシア・アチェで国軍と政府による海外支援を管理する試み▽インドでの漁民間の階
層差▽タイ観光地での風評被害－－など地域別に異なる課題があることを各研究者が説明。歴史、地域、政治
状況を踏まえて、地元の情報を収集することの重要性が強調された。防災についても、京都大学大学院地球環
境学堂のラジブ・ショウ助教授は「環境問題として考えてきた、マングローブやサンゴ礁など沿岸保全の問題
と結びつけて考える必要がある」。林勲男・同博物館助教授は「現地に合った防災にするためには、日本は技術
などのハード移転だけでなく、ソフト面でも現地の研究者と連携を充実させるべきだ」と指摘した。（毎日新
聞 2005.4.25）

アチェ分離独立問題
■軍事衝突・治安作戦

プマタンシアンタル出身の将校、北アチェ県での戦闘で死亡

3月22日未明、北アチェ県ニサム郡でGAMとインドネシア国軍とのあいだに銃撃戦があった。この結果、
第125歩兵隊将校ハマミ伍長が銃弾数発を受けて死亡した。ハマミの遺体は3月22日朝9時半、ヘリコプター
で生まれ故郷の北スマトラ州プマタンシアンタルへ運ばれた。GAMの活動は数週間前から住民の生活を
脅かすようになっていたという。治安回復作戦司令部副司令官スロヨ・ギノ准将は「われわれは降伏してア
チェの建設に加わろうとするGAMを受け入れる」と述べた。ロスマウェの作戦本部メディアセンターの情
報によると、ニサム郡での戦闘は125歩兵隊による定期パトロールの際に起きた。国軍兵士10名は7名の
GAMメンバーに阻まれ、銃撃戦になったという。この1週間で北アチェ県では銃撃戦が4回発生している。

（Waspada 2005.3.23）

国軍とGAMが銃撃戦、その隙にGAMに拉致されていた民間人逃げ出す

自由アチェ運動（GAM）によって拉致されていたアチェタミアン県のタンジュン・マンチャンク・ジュルン・
ムダ農園企業スタッフのアヴィヴは3月27日夕方、アチェタミアン県に派遣されていたインドネシア国軍
リアウ132大隊とGAMメンバーとの銃撃戦の末、無事に解放された。アヴィヴが3月27日夜にカランバル
地区軍管区司令部で説明したところによると、アヴィヴは3月25日夜10時半ごろ自宅で武装したGAMメ
ンバー9名に拉致された。アヴィヴは森に連れて行かれ、身代金として3億ルピアを要求された。「交渉の末、
最後は1億ルピアになった」という。3月27日夕方4時半ごろ、アヴィヴはGAMメンバーとともにセクラク
カナン村の丘陵部で休んでいた。GAMメンバーも腰布でつくった椅子に腰掛けてくつろいでいた。そこへ
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突然銃声が響き渡り、国軍とGAMとの銃撃戦になった。アヴィヴは逃げるチャンスと考え、川のほうへ向
かって逃げだという。アヴィヴを誘拐した9人のGAMメンバーは、アヴィヴによれば「イントネーションか
らみてアチェ人に間違いないと思った。私と話すとき以外はアチェ語を使っていた。うち2人はインドネシ
ア語を話すときにアチェなまりがあまり強くなかった」という。一方、カランバル地区軍管区司令官ブディ・
クルニアワンは、GAMとの銃撃戦があったことを認めた。ブディによると、アヴィヴはGAMから逃げ出し、
住民の家に助けを求めた。住民はセクラックキリ村にいた132大隊に報告した。ブディは132大隊から報告
を受け、地区軍管区司令部からアヴィヴを迎えにいったという。銃撃戦での犠牲者の有無は不明。現在、逃
走したGAMを追跡中とのこと。（Waspada 2005.3.28）

警察機動隊の武器を強奪しようとしたGAMメンバー、ビルンで銃殺される

ビルン県警察署長ハンドノ・ワリは3月28日、GAMメンバーと見られるビルン県クタブラン郡クアラチュ
ラペ村のシャムスル・バフリ（25）が3月27日にクタブラン村派出所にいた警察機動隊に撃たれて死亡した
ことを認めた。3月27日午後2時ごろ、2名の警察機動隊員が長銃をかついでクタブランの市場へ徒歩で
向かっていたところ、クタブラン・モスクの正面でシャムスル・バフリが突然2人に襲い掛かり、武器を奪お
うとした。殴り合いとなり、銃を肩にかつぐための紐が切れたが、シャムスルは銃を奪うことができず姿をく
らました。警察機動隊員は後ろから発砲しようとしたが、人通りもあり、住民を誤って撃つ可能性もあった
ので、発砲を思いとどまったという。事件を知った他の機動隊員が捜索活動を行ったところ、それらの警察機
動隊員もシャムスルに銃を奪われそうになった。殴り合いになり、銃を奪うことができなかったシャムスル
はまたも逃げ出そうとしたが、今後は他の機動隊員に阻まれた。機動隊員は警告の発砲を行ったが、それでも
シャムスルは逃げ続けようとしたため、機動隊員はやむなくシャムスルに向けて発砲し、その結果、シャムス
ルは死亡したという。遺体は警察機動隊の詰所からビルンのファウジア病院に運ばれた。死因は左腰から右
胸にかけて受けた銃創によるもの。家族が遺体を引き取りすでに埋葬した。（Waspada 2005.3.29）

■軍事作戦と人権侵害
人権活動家、人権侵害に関与した疑いのある軍人の昇進を批判

4月1日、ユドヨノ大統領に近い将校や人権侵害に関与したとされる将校の昇進が行われたことについて
人権活動家たちが批判した。人権活動家はこれらの人事がインドネシア国軍の改革を後退させるものだと
考えている。アチェ州を管轄しているイスカンダルムダ地方軍管区の司令官エンダン・スワルヤ少将は、ア
チェで分離主義者の運動を掃討する作戦を率いてきており、このほど副参謀長に任命された。人権活動家
ルスディ・マルパウンは、エンダン・スワルヤが2003年から行った2年間にわたる軍事作戦により、アチェ
に「水平的な紛争」をもたらしたと非難している。また、シアクアラ大学講師で社会学者のアチェ人オッ
トー・シャムスディン・イシャクは「エンダンのような感受性に欠け、アチェの社会構造をシステマティッ
クに破壊してきた人物が三ツ星に昇進するならば、アチェをはじめ各地で起こっている人権侵害を止める
ことなど期待できるはずもないと考える」と述べた。エンダン・スワルヤ少将の副参謀長昇進により、イス
カンダルムダ軍管区司令官には西ヌサトゥンガラ州を管轄するウダヤナ地方軍管区司令官だったシャフ
ルディン・ユスフ少将が任命された。また、現在、国軍報道官を務めているシャフリ・シャムスディン少将は
国防省事務次官に任命されるとの噂がある。「シャフリは東ティモールやアチェにおける人権侵害におい
て中心的な役割を果たした人物であり、1998年のトリサクティ大学での学生銃撃や5月暴動にも関与して
いるとされていることを忘れることはできない」とオットーは語った。シャフリ自身はこうした批判に対
し「誰にでも自分の意見を言う権利がある。話させておこう、しかし私は沈黙を守る」と答えている。（Jakarta 
Post 2005.4.2）

新副参謀長は「ジュネーブ協定違反」「民間人663人の殺害に責任がある」

人権活動家ルスディ・マルパウンは、エンダン・スワルヤが2003年から行った2年間にわたる軍事作戦が
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アチェに「水平的な紛争」をもたらしたと非難した。自由アチェ運動メンバーの家族や親戚に「公共の敵」と
の烙印を押したり、その家を焼くよう命じたりしたという。当時、軍はGAMメンバーに関係があると思わ
れる人物の家に赤いペンキを塗って印をつけるという方針をとったこともあった。ルスディによれば、こ
うしたやり方は民間人や一般住宅・モスク・文化拠点などを攻撃してはならないとした1949年ジュネーブ
協定に違反するものである。「エンダン・スワルヤの指揮下で少なくともアチェ人の民間人663人が殺され
た」。（Jakarta Post 2005.4.2）

「軍事作戦はアチェ人を子どもまでも国家の敵とみなすもの」

シアクアラ大学講師でアチェ人の社会学者オットー・シャムスディン・イシャクは4月1日、イスカンダル
ムダ軍管区司令官エンダン・スワルヤ少将が〔2003年からの軍事非常事態下のアチェにおける〕軍事作戦に
おいて、GAMメンバーの親類縁者に対し「公共の敵」とのレッテルを貼ったことがアチェ社会の分断を招
くものだったと批判した。こうした政策は、アチェ人なら子どもまでもが国家と社会の敵であるとみなす
ものであり、一種の孤立化政策だという。民間人は最寄の軍駐屯地に報告することを義務づけられ、したが
わなければ何らかの制裁処置を受けねばならず、民間人を傷つけてきた。（Jakarta Post 2005.4.2）

■和平交渉
インドネシア政府、GAMとフィンランドで第3ラウンドの和平交渉

フィンランドのアハティサーリ元大統領の弁公室は4月8日夜、「インドネシア政府と分離組織GAMの代
表は4月12日から17日までヘルシンキで第3ラウンドの和平交渉を行う」と発表した。フィンランドのマ
スコミの報道によると、インドネシア政府はまもなく行なわれる第3回ラウンドの和平交渉に非常に大き
な希望をよせ、これによって、アチェ問題を平和的に解決することを希望している。インドネシア政府は
GAMの代表とかつて2回にわたってヘルシンキで和平交渉を行なったが、実質的な突破口とはならなかっ
た。（CRI 2005.4.9）

インドネシア政府、GAMとの協議再開へ

ソフヤン・ジャリル情報通信相は4月8日、30年にわたって続けられてきた紛争をインドネシア政府が終結
させるために、GAMとの協議を再開することを明らかにした。協議は4月12日～17日にフィンランドのヘ
ルシンキで行われる。2月に行われた第2回協議では、紛争終結の合意にいたらなかったものの、今回の協
議ではより実質的な内容に踏み込んだ協議が行われるだろうとのこと。また、政府は問題が平和的に解決
することを望んでいる。インドネシア側の代表団は第2回協議と同じ顔ぶれで、ソフヤン情報通信相のほ
か、ハミド・アワルディン法務人権相、国民福祉調整省からファリド・フサイン、ウィドド政治治安調整相が
参加する。GAMが政府の提示する特別自治を受け入れるかどうかについて、ソフヤン情報通信相は、GAM
とのあいだに「自治」をどう表現するかで意見の相違があるものの「実質的な部分で議論を行う必要があ
る。今回は進展があることを期待している」と述べた。（Jakarta Posta 2005.4.9）

新和平案で独立派に譲歩／アチェ、恩赦と経済振興

インドネシア政府がアチェ州の独立紛争解決に向け作成した新和平案の内容が4月11日明らかになった。
独立派ゲリラの恩赦のほか、国営農園の譲渡、経済振興基金創設など新たな譲歩を多数盛り込んでおり、ヘ
ルシンキで12日始まる第3回和平協議で独立派武装組織「自由アチェ運動」（GAM）に提示する方針。昨年
12月のスマトラ沖地震で最大の被災地となったアチェ州では、独立紛争が復興の最大の障害となってお
り、日本や米国は和平の早期実現を促している。新和平案は独立闘争の放棄と国軍駐留の容認を条件とし
ており交渉は難航が予想されるが、大規模な復興支援を約束した国際社会の圧力を反映し、これまでより
踏み込んだ内容となった。（四国新聞 2005.4.11）
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危機管理イニシアチブ「GAMとインドネシア政府双方に現実的になることを求める」

インドネシア政府とGAMとの協議を仲介している危機管理イニシアチブの代表メリー・マリアは4月8日、
電子メールを通じてAFP通信に対し、「両者が交渉を継続するために協議を続けることに合意したことをと
ても嬉しく思う」との声明を伝えた。また、紛争が長期化していることを十分に踏まえた上で、協議にあたっ
ては全ての勢力が現実的になる必要があると述べ、両勢力の対応を促した。（Tempo Interaktif 2005.4.9）

GAM、インドネシア政府との対話で具体的な成果が出ることを期待

GAM広報担当者のバフティアル・アブドゥッラはストックホルムで4月10日、同月12日から予定されている
インドネシア政府との3度目の協議を前に、インドネシア政府との対話で具体的な成果が出ることを期待し
ていると述べた。2005年2月に開かれた第2回の協議にインドネシア側代表として出席したソフィヤン・ジャ
リル情報通信相によれば、第2回協議でGAM側に実質的な協議を行う容易があったにもかかわらず成果が出
なかったのは、インドネシア政府が提示した「特別自治」という用語にGAM側が難色を示したためだった。こ
れに対しバフティアル・アブドゥッラは、第2回協議ではさまざまな障害があったと指摘していた。バフティ
アルによれば、国軍とGAMとの武力衝突が続いていたばかりか、国軍も2004年12月26日以後に国軍が殺し
たGAMメンバーが260人であると公表していたほどだった。「われわれにとって重要なのは、すべての勢力
が武力を用いるのをやめるということだ。それなしに話をすることは難しい」とバフティアルは述べている。

（Tempo Interaktif 2005.4.10）

アチェ和平協議が前進　自治政府、財政基盤で一致

インドネシア・アチェ州の独立派武装組織「自由アチェ運動」（GAM）スポークスマンは4月14日、政府側とヘ
ルシンキで行っている和平協議で、独立要求を棚上げにして自治政府樹立を目指す方針を明確にし、焦点と
なる天然ガス収入分配など自治政府の財政基盤をめぐる交渉が「相互理解に達した」と語った。政府代表団の
アワルディン法務・人権相も「協議は前進した」としており、双方は昨年12月のスマトラ沖地震の最大被災地
であるアチェ州の復興の鍵を握る停戦実現へ向け、一歩近づいたとみられる。GAMスポークスマンのアブド
ラ・バクティアル氏は共同通信に「議題は独立でなく、自治政府だ。資源収入の透明性確保や、独自の徴税制度
確立などを今後詰める」と述べた。（神戸新聞 2005.4.14）

GAM、インドネシア政府と合意に至るとの見通し

GAMの広報を担当しているバフティアル・アブドゥラは4月15日、第三ラウンドに入ったインドネシア
政府との協議が建設的に進められていることを明らかにし、「いずれ合意に至るものと考えている」と述
べた。ただし、インドネシア国軍の部隊が新たにアチェ州に派遣されていることについては不満を持って
おり、最終的な合意にはまだ至っていないという。バフティアルはインドネシア国軍がアチェ州に3000名
を新たに派遣することにした決定について「津波の犠牲者に緊張を与えるものだ。国軍はアチェ州に来る
ばかりで立ち去らないことが問題だ」と述べた。GAMとの協議が順調に進んでいることはインドネシア
政府も認めている。さきにユスフ・カラ副大統領は、両者が現在、インドネシア政府が提示する「特別自治」
とGAMが提示する「自己統治」の内容を一致させる試みを行っていると語っている。（Tempo Interaktif 
2005.4.15）

副大統領「GAMとの協議は合意にいたるだろう」

ユスフ・カラ副大統領は4月15日、第三ラウンドに入ったGAMとの協議について、進展が期待できるとの
見解を明らかにした。現在、インドネシア政府が提示する「特別自治」〔special autonomy〕とGAMが提示す
る「自己統治」〔self governance〕の内容をすり合わせる試みを行っているが、副大統領によれば「この2つ
の概念は基本的に同一であり、意味論的な問題を残すばかりだ」という。この概念をめぐっては6つの論点
から検討が行われており、その結果はいずれ代表団から報告があるとのこと。両者はすでに単一国家とし
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てのインドネシア共和国という枠組みのなかで議論を行うことについて合意に達しており、「独立につい
て議論しないことでは意見の一致を見ている」という。アチェ経済を統括する規則をどのようにするかに
ついても議論されているが、これも、解釈の相違はなく、すでに実質的な内容に踏み込んだ議論になってい
るという。（Tempo Interaktif 2005.4.15）

インドネシア政府と自由アチェ運動　全面的な解決達成を目指す

インドネシア政府と自由アチェ運動の代表は4月16日、フィンランドの首都ヘルシンキで行われた第3回
平和交渉の後、「アチェ問題を解決し、持久的で、全面的な解決を求めるために、共に努力していく」と表明
し合いました。今回の5日間に亘る平和交渉は、フィンランドのアハティサーリ元大統領が主催したもの
で、交渉に参加した双方は、これからの交渉における指針的原則について合意に達すると共に、地域的組
織が、交渉双方の担うべき義務履行を監督することに歓迎の意を表しました。双方は、5月26日、ヘルシン
キで第4回平和交渉をおこなう予定です。伝えられるところによりますと、双方は今回交渉で主にアチェ
での自治実施問題について討議しましたが、この問題は自由アチェ運動の代表が提案したものです。（CRI 
2005.4.17）

アチェ和平対話、政府と独立派「自治政府樹立」で一致

ヘルシンキで開かれていたインドネシア政府と同国アチェ州の独立派武装組織「自由アチェ運動」（GAM）
との第3回和平対話は4月16日、終了した。対話では、GAMが独立要求を事実上棚上げにして自治政府樹立
を目指す方向で初めて一致。政府が提唱する「7～8月の和平合意実現」（ユスフ副大統領）に向け、一定の前
進をした。次回対話は5月26日～31日に行われる。対話を仲介したフィンランドのアハティサーリ前大統
領によると、双方は和平合意が成立した場合、欧州連合（EU）や東南アジア諸国連合（ASEAN）など地域機
構による停戦監視や監査の受け入れを容認。GAM構成員の社会復帰や政治参加に向けた協議の促進、同州
から輸出される天然資源の利益配分の透明性確保などでも合意した。ただ、インドネシア国軍は4月14日
に3000人の部隊の増派を決めたほか、現場では戦闘が続いている。GAMも独立要求の放棄を正式表明し
たわけではなく、なお不確定要素が多い。（読売新聞 2005.4.17）

GAMとインドネシア政府との協議、次回は5月末

インドネシア政府とGAMは4月16日、第4回和平協議を5月26～31日に開催することで合意した。仲介役
となった危機管理マネジメントのマルティ・アティサアリは、協議の様子を「見通しは明るく建設的なもの
だった」と説明した。アティサアリによれば、両者は「恒久的かつ包括的な解決」の実現に努力し続けること
で合意しているという。現在、アチェにおける統治のあり方と総選挙制度を改革する可能性について議論
する枠組みづくりを行っているほか、GAMゲリラ兵士に対する恩赦、汚職の撲滅について議論を続けてい
る。また、中央政府とアチェ政府とのあいだの予算配分についても見直しが行われている。交渉が続けられ
ている間、現場における双方の実戦部隊の動きをどのようにコントロールするかについては、リージョナ
ルな組織〔ASEANなどを想定していると思われる〕が今後何らかの役割を担うことも検討されているとい
う。（Antara 2005.4.17）

大統領「津波によって紛争被害者が減少した」

スシロ・バンバン・ユドヨノ大統領は4月25日、アチェを襲い16万人を犠牲にした津波が、結果としてイン
ドネシアで紛争による死者数を減少させたとの見解を述べた。「紛争という点から見れば、事態はコント
ロールされており、これはよいニュースだ」「アチェ州とパプア州では紛争による人的被害が最小に抑えら
れている」。2004年12月の津波はアチェで12万6000人以上を犠牲にしたが、ジャカルタ政府と反乱勢力
の双方に対し、和平協議を再開させる契機となっていた。（Jakarta Post 2005.4.26）
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その他
香港俳優のインドネシア訪問で華人の地位改善を

香港の人気俳優ジャッキー・チェンとエリック・ツァンは4月17日にインドネシアを訪れ、被災地を訪ねる
とともに、ユドヨノ大統領と面会する予定であるとのこと。3月29日にスマトラ沖で再度地震があったが、
インドネシアを訪れようというエリック・ツァンの意志は揺るぎない。エリック・ツァンは、すでにアチェ
の被災地を訪れたジョップマン・トーとセシリア・ジョンにも同行を呼びかける考えとのこと。この訪問は
インドネシア側がアレンジしたもので、エリック・ツァンはこの機会を通じてユドヨノ大統領と華人の関
係をより近づけ、インドネシアで華人の排斥が起こらないようにしたいと語る。（星洲日報 2005.3.30）

ジャッキー・チェンなどがアチェに到着

ジャッキー・チェン、エリック・ツァン、2004年ミス中華の李詩琪、2004年ミスワールドのマリア・ジュリ
ア・ガルシア・マンティラ、フェニックス・テレビ（鳳凰衛視）の呉小莉キャスターなどが4月18日、津波被災
者を訪問するためインドネシアのアチェ州に到着した。この訪問はフェニックス・テレビが企画した。（星
洲日報 2005.4.19）

【フェニックス・テレビ：1996年3月に開局した中国語の衛星テレビ局。アジア地区50数ヵ国と、ヨーロッパ・
北米40カ国で中国語番組を提供している。（篠崎）】

ジャッキー・チェン、インドネシアで慈善コンサートを計画

ジャッキー・チェンとエリック・ツァンはインドネシアに3日間滞在し、自分の目で津波被災地の状況を見
てきた。被災地の経済活動を振興するため、世界各国の歌手をインドネシアに招いてコンサートを行う計
画を立てているという。今回の訪問で一行は、インドネシアのユドヨノ大統領からインドネシア人も中国
人も同じ家族であるとの言葉を得た。一行は4月18日に津波の被害が最も大きかったアチェ州を訪れたほ
か、華人の人口が多いメダン市を訪れ、同市最大の避難民収容所を訪問した。ジャッキー・チェンは突き動
かされたようにこう語った。「インドネシアに来たのは今回が初めて。インドネシアの状況はよく分からな
かったが、彼らを助けなくてはと思っていた。慈善活動や災害支援は国や民族を問わず、互いに分け隔てな
く行われるべきものだからだ。今回インドネシアを訪問したぼくたちの一行には、フェニックス・テレビの
スタッフもいるし、ミスワールドやミス中華、ミスインドネシアもいる。ぼくらは全世界の愛を携えてイン
ドネシアにやって来たんだ」。（星洲日報 2005.4.21）




